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２－１ 訪問系サービス共通 

① サービスの実際の提供時間が記載されていなかった。 

② サービス提供の記録を、実際にサービス提供を行った訪問介護員等が書いていなかっ

た。 

③ 併設の有料老人ホームのサービスとして実施したものと、指定介護サービスとして実

施したものとの区別がされていなかった。 

○サービス提供の記録 

⇒ 指定介護サービスを提供した場合は、提供したサービスの内容等を記録に残さなくて

はなりませんが、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護及び訪問リハビリテーション並び

に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び夜間対応型訪問介護（以下「訪問系サービス」

という。）においては、実際にサービスを提供した実働時間を記録しておかなくてはなり

ません。 

 サービス提供の記録は、サービスを提供したことの証明としてだけでなく、計画を見

直す際に、利用者の個別の事情等を反映させるための貴重な情報源の１つとしてとらえ

る必要があります。 

⇒ 訪問系サービスにおいて、サービス提供の記録に記載すべき事項は、①提供日、②提

供開始時間及び終了時間、③サービスの提供をした者（訪問介護員等、看護師、理

学療法士等）の氏名、④提供したサービスの内容、⑤利用者の心身の状況等が挙げ

られます。（※訪問介護についてのみ、「２－２訪問介護」も併せて確認してください。） 

⇒ サービス提供の記録は、実際にサービス提供を行った訪問介護員等が記録しなくては

なりません（「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について」（平成１２年３月

１７日老計第１０号）の「１－０ サービス準備・記録等」を参照）。 

 また、サービス提供により利用者の心身の状態に変化が見られた場合等も、それらを

記録に残しておくことで、計画の見直しに役立てることができます。 

○併設する他の事業との明確な区別 

⇒ 訪問系サービスに限らず、指定介護サービスは他の事業と明確に区別して管理しなく

てはなりません。 

 特に、訪問系サービスにおいては、併設する有料老人ホームとしてのサービスとの明

確な区別がなされていない記録が散見されていますので、明確に区別できるように記録

を残してください。 

○サービス提供記録の交付 

⇒ 利用者から申し出があった場合は、文書の交付その他適切な方法により、その情報を

利用者に対して提供しなくてはなりません。 

「その他適切な方法」には、利用者が用意した手帳等に記載する等が含まれます。 

ポイント 

事例 
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○事業所における衛生管理等 

⇒ 訪問系サービス並びに福祉用具貸与及び特定福祉用具販売においては、事業所の従業

者の清潔の保持、健康状態の管理、事業所の設備及び備品等の衛生的な管理のほか、利

用者の居宅を訪問する従業者が感染源となることを予防し、また、従業者を感染の危険

から守るため、使い捨ての手袋を備える等、感染を予防するための対策を講じなくては

なりません。 

⇒ 事業所が講じるべき対策に必要な衛生用品については、利用者に用意させたり、その

費用を利用者に負担させることは認められません。 

 訪問系サービスにおいては、事業所と同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住す

る利用者に対してサービスを提供した場合は、所定単位数を減じて算定しなくてはなりませ

ん。 

 また、事業所の１月あたりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物の利用者に対

してサービスを提供した場合についても、同様に所定単位数を減じて算定する必要がありま

す（定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く。）。 

 なお、いずれの場合においても、対象となる建物の管理や運営法人が、事業所の指定事業

者と異なる場合であっても該当します。 

○同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物 

⇒ 「同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」とは、次のいずれかに該当する建築物

（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅（以

下「サ高住」という。）に限る。以下「有料老人ホーム等」という。）をいいます。 

（１）事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物 

（２）同一敷地内並びに隣接する敷地（道路等を挟んで設置されている場合を含む。）にあ

る建築物のうち、効率的なサービス提供が可能なもの 

⇒ ただし、次の例に挙げたような場合は、サービス提供の効率化につながらないことか

ら、減算の適用にはなりません。 

（例１）同一敷地内であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合 

（例２）隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するた

めに迂回しなければならない場合 

ポイント 

ポイント 

２ 衛生管理等 

３ 同一敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者等に係る減算 
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○同一の建物に２０人以上居住する建物 

⇒ 「事業所における利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物」とは、同一敷地内

若しくは隣接する敷地内の建物以外の有料老人ホーム等をいいます。 

○ １つの有料老人ホーム等に事業所の利用者が２０人以上居住する場合 

× 同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算 

⇒ この場合の利用者数は、暦月で１月間の利用者数の平均を用います。 

１月間の利用者数の平均＝ 
当該月の１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計

当該月の日数 

（小数点以下を切り捨て） 

⇒ ただし、次の例に挙げたような場合は、サービス提供の効率化につながらないことか

ら、減算の適用にはなりません。 

（例）同一建物に、複数のサ高住として登録された住戸が点在するもの（サ高住として登

録された住戸が特定の階層にまとまっているものを除く。）であって、当該建物の総戸

数のうちサービス付き高齢者向け住宅の登録戸数が５割に満たない場合 

◆減算対象となる事例◆ ◆減算対象とならない事例◆ 

・訪問系サービス事業所とサ高住が同一建物

に併設されている場合 

・訪問系サービス事業所と有料老人ホームが

隣接する敷地に併設されている場合 

・訪問系サービス事業所とサ高住が幅員の狭

い道路を隔てた敷地に併設されている場

合 

・有料老人ホームに当該訪問系サービス事業

所の利用者が２０人以上いる場合 

・訪問系サービス事業所と隣接する敷地にあ

る一般住宅でサービス提供する場合 

・訪問系サービス事業所と同一敷地内に有料

老人ホームがあるが、敷地が広大で建物が

点在しており、位置関係による効率的なサ

ービス提供ができない場合 

・訪問系サービス事業所と有料老人ホーム

が、横断に迂回が必要な程度の幅員の広い

道路に隔てられている場合 

・訪問系サービス事業所と隣接しない同一敷

地内に複数のサ高住がある場合で、各サ高

住の利用者を合計すると２０人を超える

が、各サ高住それぞれの利用者数が２０人

に満たない場合 

（参考）集合住宅におけるサービス提供の場合の報酬 

 減算の内容 算定要件 

訪問介護 

訪問入浴介護 

訪問看護 

訪問リハビリテーション 

夜間対応型訪問介護 

10％減算 

①事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在

する建物（有料老人ホーム等に限る）に居住する

者 

②上記以外の範囲に所在する建物（建物の定義は同

上）に居住する者（当該建物に居住する利用者の

人数が１月当たり20人以上の場合） 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 

600単位／月 

減算 

・事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在す

る建物（有料老人ホーム等に限る）に居住する者 
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２－２ 訪問介護 

① 管理者が同一敷地内ではない他の事業所の職務に従事していた。 

② 管理者が事業所の従業員に運営基準等を遵守させるための必要な指揮命令を行ってお

らず、不適切なサービス提供が常態化していた。 

○管理者 

⇒ 管理者は、常勤であり、かつ、専ら当該訪問介護事業所の管理業務に従事するものと

されています。 

 ただし、管理業務に支障がないときは、次の職務に従事できます。 

（１）当該事業所の訪問介護員等としての職務に従事する場合 

（２）同一敷地内（※）にある、他の事業所等の管理者又は従業者としての職務に従事す

る場合 

（※）同一敷地内であっても、管理すべき事業所が複数ある場合や、併設する入所施設

において、当該管理者が入所者に対してサービス提供を行うなどの場合は、本務で

ある「管理業務」に支障がないように十分留意してください。 

⇒ 「専ら従事する」とは、原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外

の職務に従事しないことをいいます。 

① 訪問介護員の資格要件が確認できなかった。 

② 有料老人ホーム併設の事業所において、訪問介護員の勤務時間が訪問介護サービスと

施設サービスとで明確に区分されておらず、結果として常勤換算２．５を満たしてい

なかった。 

○資格要件 

⇒ 訪問介護員は、次のいずれかの資格を有する者であることが必要です。 

（１）介護福祉士 

（２）介護保険法施行令第３条第１項各号に定める養成研修修了者（※） 

（※）介護職員初任者研修課程。なお、平成２４年度改正前の介護保険基礎研修課程、

１級課程又は２級課程を修了した者は、平成２４年度改正後の介護職員初任者研修

課程を修了した者とみなされます。 

ポイント 

１ 管理者 

ポイント 

２ 訪問介護員等 

事例 

事例 



5 

○必要な員数 

⇒ サービス提供責任者を含めた訪問介護員等の員数は、常勤換算方法（＝事業所

の従業者の員数を、常勤の従業者の員数に換算する方法）で２．５以上必要です。 

訪問介護員等が他の業務を兼務する場合は、それぞれの職務ごとに勤務

時間を按分します。訪問介護員等が管理者や同一敷地内の他の事業所の職員、入所施

設の職員としても勤務する場合は、それらの勤務時間を訪問介護員等の常勤換算に含め

ることはできません。 

⇒ 指導事例②のように、介護保険の指定訪問介護サービスと有料老人ホーム等のサービ

スに従事する時間が明確に区分されておらず、また、管理者による訪問介護サービスの

業務の管理が適切にされていない場合は、常勤換算後の員数が確認できないことから、

指導の対象となります。 

勤務表等において訪問介護員等の勤務時間を明確に区分するとともに、指

定訪問介護サービスの開始時刻及び終了時刻を適切な方法で管理してくだ

さい。 

① 常勤で２人以上のサービス提供責任者の配置が必要であったが、実際は常勤のサービ

ス提供責任者が１人しか配置されていなかった。 

② サービス提供責任者が、果たすべき業務を行っていなかった。 

③ サービス提供責任者を変更していたが、届け出ていなかった。 

④ 常勤のサービス提供責任者が、併設している有料老人ホームの業務を兼務していた。 

⑤ 訪問介護員が、利用者の具体的な援助目標・援助内容・利用者の状況等の情報を、サ

ービス提供責任者から指示されていなかった。 

○資格要件 

⇒ サービス提供責任者は、以下のいずれかの資格を有する者でなければなりません。 

（１）介護福祉士 

（２）実務者研修修了者 

（３）訪問介護員養成研修１級課程修了者 

（４）介護職員基礎研修課程修了者 

（５）３年以上（かつ５４０日以上）の介護等の業務に従事した者（※１）であって、訪

問介護員養成研修２級課程を修了している者（※２） 

（６）「訪問介護員の具体的範囲について」で１級相当とされているもの 

（※１）（５）の具体的な取り扱いは、国通知「指定施設における業務の範囲等及び介護福祉

士試験の受験資格に係る介護等の業務の範囲等について」の別添２「介護福祉士試験

の受験資格の認定に係る業務の範囲等」を参照してください。 

（※２）（５）に該当する者をサービス提供責任者に配置している場合は、川崎市に届け出た

うえで、所定単位数を減じなくてはなりません。ただし、平成２７年３月３１日時点

で介護職員初任者研修課程を修了した者（以下「初任者研修修了者」という。）をサー

ポイント 

３ サービス提供責任者 

事例 
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ビス提供責任者として配置しており、かつ、平成２７年４月以降も当該初任者研修修

了者をサービス提供責任者として配置する指定訪問介護事業所であって、平成３０年

３月３１日までに、他の指定訪問介護事業所の出張所等となることが確実に見込まれ

る旨を川崎市に届け出た場合は、減算の対象とはなりません。 

○必要な員数 

⇒ 常勤の訪問介護員等のうち、利用者の数が４０人又はその端数を増すごとに

１人以上の者をサービス提供責任者として配置しなくてはなりません。 

⇒ ただし、次の要件をいずれも満たしている場合は、利用者の数が５０人又はその端数

を増すごとに１人以上とすることができます。 

（１）常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、そのうち１人以上は、サービ

ス提供責任者の職務に主として従事する者としていること 

 「サービス提供責任者の業務に主として従事する者」とは、訪問介護員として行っ

たサービス提供時間が１月あたり３０時間以内である者をいいます。 

（２）サービス提供責任者が行うとされている業務（後述参照）について、省力化・効率

化が図られていること 

 「省力化・効率化が図られている」には、具体的に以下のような例が挙げられます。 

訪問介護員のシフト管理について、業務支援ソフトなどの活用により、迅速な調

整を可能としている 

訪問介護計画やサービス提供記録等の利用者情報を、タブレット端末やネットワ

ークシステム等のＩＴ機器・技術の活用により、職員間での円滑な情報共有を可

能としている 

複数のサービス提供責任者が共同して利用者にかかわる体制を構築していること

（サービス提供責任者業務の中で生じる課題にチームとして対応することや、１

人のサービス提供責任者が不在であっても別のサービス提供責任者が補完するこ

とを可能としている） 

※ 上記はあくまでも一例であるため、すべてを満たす必要はなく、また、例のいず

れかと同じ又は類する取組みによって、サービス提供責任者の業務負担の軽減が図

られていれば、要件に該当します。 

⇒ 配置すべきサービス提供責任者の員数を算出するのに必要な「利用者の数」とは、前

３月の平均値（新規指定又は休止後の再開の場合は、適切な方法により算出された推定

数）です。 

 利用者の数の算出は、以下により行います。 

・ 前３月の平均値は、暦月ごとの実利用者の数を合算し、３で除して得た数 

・ 当該月に通院等乗降介助のみの利用者については、その月は０．１人として計算 
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○常勤換算方法による配置 

⇒ サービス提供責任者は、利用者の数に応じて常勤換算方法による配置とすることがで

きます。 

（１）利用者の数が４０人を超える事業所であること 

 利用者の数が４０人を超える事業所については、常勤換算方法とすることができま

す。この場合において、配置すべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数を４０

で除して得た数（小数第１位切上げ）以上です。 

（２）利用者の数に応じて必要数以上の常勤のサービス提供責任者を配置していること 

 （１）に基づき、常勤換算方法とする事業所においては、以下に掲げる員数以上の

常勤のサービス提供責任者を配置しなくてはなりません。 

ア 利用者の数が４０人以上２００人以下の事業所 

 常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数から１を減じ

て得られる数以上 

イ 利用者の数が２００人超の事業所 

 常勤換算方法としない場合に必要となるサービス提供責任者の員数に２を乗じて

３で除して得られた数（１の位に切上げ）以上 

※ サービス提供責任者として配置することができる非常勤職員は、当該事業所におけ

る勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の訪問介護員等が勤務すべき

時間数（３２時間を下回る場合は、３２時間を基本とします。）の２分の１以上に達し

ている者でなければなりません。 

【例】 

利用者数 1月 2月 3月
要介護 43 44 44
要支援 8 8 9
通院等 0.3 0.3 0.4 実利用者総数

各月合計 51.3 52.3 53.4 → 157.0 人

↓
１月当たり
157.0 ÷ 3 ＝ 52.333 …人

必要なサービス提供責任者の員数
52.333 …人　÷ 40 ＝ 1.3083 人

 常勤換算数で１．３人以上のサービス提供責任者の

配置が必要です。 

 ただし、この場合にあって、非常勤のサービス提供

責任者を配置する場合は、非常勤のサービス提供責任

者は常勤職員の勤務時間の１／２以上の勤務が必要

となるため、実際の配置は１．５人以上となります。 
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【参考】常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数 

常勤換算方法を採らない 常勤換算方法を採用する
利用者の数 場合の 事業所で必要となる

常勤のサービス提供責任者 常勤のサービス提供責任者

40人以下 1 1
40人超 80人以下 2 1
80人超 120人以下 3 2
120人超 160人以下 4 3
160人超 200人以下 5 4
200人超 240人以下 6 4
240人超 280人以下 7 5
280人超 320人以下 8 6
320人超 360人以下 9 6
360人超 400人以下 10 7
400人超 440人以下 11 8
440人超 480人以下 12 8
480人超 520人以下 13 9
520人超 560人以下 14 10
560人超 600人以下 15 10
600人超 640人以下 16 11

【参考】常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数

（サービス提供責任者業務の効率化を図っている事業所） 

常勤換算方法を採らない 常勤換算方法を採用する
利用者の数 場合の 事業所で必要となる

常勤のサービス提供責任者 常勤のサービス提供責任者

50人以下 3 3
50人超 100人以下 3 3
100人超 150人以下 3 3
150人超 200人以下 4 3
200人超 250人以下 5 4
250人超 300人以下 6 4
300人超 350人以下 7 5
350人超 400人以下 8 6
400人超 450人以下 9 6
450人超 500人以下 10 7
500人超 550人以下 11 8
550人超 600人以下 12 8
600人超 650人以下 13 9

○兼務の範囲 

⇒ 常勤のサービス提供責任者が兼務できるのは、サービス提供責任者としての業務に支

障のない範囲に限られ、かつ、以下の業務に限られます。 

（１）当該事業所の管理者 

（２）同一敷地内にある指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は指定夜間対応

型訪問介護事業所の職務 

※ この場合、それぞれの職務については同時並行的に行われることが差し支えない

と考えられるものであることから、当該者については、それぞれの事業所における

常勤要件を満たすものであるとされています。 

（３）当該訪問介護事業所と一体的に運営している障害者総合支援法の指定居宅介護、指

定重度訪問介護、指定同行援護及び指定行動援護のサービス提供責任者 
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※ 行動援護の指定を受ける場合は、行動援護のサービス提供責任者の資格要件を満

たす必要があります。この場合、兼務する自立支援法のサービス提供時間又は利用

者数も含めて、サービス提供責任者の配置人数を計算することとなります。 

⇒ 常勤のサービス提供責任者は、同一敷地内であっても、上記以外の業務に従事するこ

とはできません。 

 したがって、有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅等は、同一建物内であ

っても、当該施設の業務に従事することは認められません。

○サービス提供責任者の業務 

⇒ サービス提供責任者は、以下の業務を行わなくてはなりません。 

（１）訪問介護計画の作成 

（２）指定訪問介護の利用の申込みに係る調整 

（３）利用者の状態の変化やサービスに関する意向の定期的な把握 

（４）サービス担当者会議への出席等による居宅介護支援事業者等との連携 

（５）訪問介護員等（サービス提供責任者を除く。以下サービス提供責任者の業務につい

て同じ。）に対する具体的な援助目標及び援助内容の指示並びに利用者の状況に関する

情報の伝達 

（６）訪問介護員等の業務の実施状況の把握 

（７）訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理 

（８）訪問介護員等に対する研修及び技術指導等 

（９）その他サービス内容の管理について必要な業務 

 なお、複数のサービス提供責任者を配置する訪問介護事業所においては、サービス提

供責任者間で業務分担を行うことにより、訪問介護事業所として当該業務を行うことが

できている場合は、必ずしも１人のサービス提供責任者が当該業務のすべてを行う必要

はありません。 

⇒ サービス提供責任者が果たす役割には、以下のようなものが挙げられます。 

（１）利用者の介護ニーズを把握し、それを実現するために必要な訪問介護計画を作成し、

着実にサービスを提供すること 

（２）利用者の変化についての情報収集と訪問介護員等及びケアマネジャーへの橋渡し等 

（３）訪問介護員等の職業能力の適切な把握と、それを踏まえた従業者の配置、能力向上

への取組み 

⇒ 指導事例⑤のように、利用者の基本情報と生活全体がイメージできる情報や、サービ

スの目標と内容、具体的な手順、時間帯といった必要な情報が伝達されておらず、サー

ビス提供に支障が生じた場合は、サービス提供責任者が適切に業務を行っていないもの

として指導の対象となります。特に、登録訪問介護員等との情報伝達について、十分な

配慮が必要です。 

⇒ サービス提供責任者は、利用者に対して適切な訪問介護サービスを提供するために重

要な役割を果たすことに鑑み、その業務を画一的にとらえるのではなく、事業所の状況

や実施体制に応じて適切かつ柔軟に業務を実施するよう留意するとともに、常に必要な

知識の修得及び能力の向上に努めなければなりません。 
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① 訪問介護計画を作成せずにサービス提供を行っていた。 

② 居宅サービス計画に位置付けられていない時間帯に、サービス提供を行っていた。 

③ 居宅サービス計画に沿った訪問介護計画を作成していなかった。 

④ 利用者の状態が変化したにもかかわらず、訪問介護計画を変更せずにサービス提供を

行っていた。 

⑤ 訪問介護計画に位置付ける所要時間を、標準的な時間ではなく訪問介護員等の力量に

より決めていた。 

○訪問介護計画に基づいたサービス提供 

⇒ 指定訪問介護の提供は、訪問介護計画に基づいたものでなければなりません。（何らか

の理由で居宅サービス計画の交付が遅れている場合であっても、訪問介護計画を作成

せずにサービス提供を行った場合は、介護保険サービスとは認められません。） 

 サービス提供責任者は、利用者の生活環境や心身の状況及び希望等についての情報を

収集し、解決すべき利用者の課題ごとに目標やサービス内容、所要時間、日程などを明

記した訪問介護計画を作成しなければなりません。 

⇒ サービス提供責任者は、訪問介護計画に沿ってサービス提供が実施されているかを把

握するとともに、必要に応じて、担当する訪問介護員等に対し、助言・指導等を行わな

ければなりません。 

○居宅サービス計画に沿った訪問介護計画の作成 

⇒ 訪問介護計画は、居宅サービス計画に沿って作成しなければなりません。 

 居宅サービス計画の交付前に訪問介護計画を作成した場合は、当該訪問介護計画の内

容が居宅サービス計画の内容に沿ったものとなっているかを確認しなくてはなりません。 

⇒ 確認の結果、作成した訪問介護計画の内容と居宅サービス計画の内容とに相違が見ら

れる場合は、サービス担当者会議の内容等を確認するとともに、ケアマネジャーと連携

を図り、必要に応じて訪問介護計画を変更します。 

⇒ 指定居宅介護支援事業者から訪問介護計画の提供の求めがあった場合は、その求めに

応じるよう努めてください。 

○利用者の状況等に合わせた訪問介護計画の作成 

⇒ 訪問介護計画の作成・変更に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、訪問介護の

提供によって解決すべき課題を明らかにする必要があります。 

 また、訪問介護計画には、解決すべき課題ごとに目標、担当する訪問介護員等の氏名、

訪問介護員等が提供するサービスの具体的な内容、所要時間、日程等を記載しなければ

なりません。 

※ 訪問介護計画に記載する所要時間は、提供するサービスを行うのに要する標準

的な時間とする必要があります。 

ポイント 

４ 訪問介護計画 

事例 
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⇒ 訪問介護計画は、利用者の状況や希望を踏まえて作成される必要があるため、訪問介

護計画の目標や内容については、利用者又はその家族に理解しやすい方法で説明を行い、

同意を得なければなりません。 

 また、サービス提供責任者は、サービスの実施状況の把握だけでなく、利用者の心身

の状況やニーズが変化していないかをモニタリングし、その結果を利用者又はその家族

に理解しやすい方法で説明しなくてはなりません。 

① 指定訪問介護サービスの内容についての記録がなかった。 

② 利用者の心身の状況等が全く記載されていなかった。 

〔関連〕１－９ 記録の整備・保存／２－１ 訪問系サービス共通 

○サービス提供の記録 

⇒ 指定訪問介護を提供した際には、以下の内容を利用者の居宅サービス計画を記載した

書面又はサービス利用票等に記載しなければなりません。 

（１）指定訪問介護の提供日時  ※実際の実働時間の記録が必要 

（２）提供した指定訪問介護の内容（例：身体介護・生活援助・通院等乗降介助の別 等） 

（３）利用者に代わって支払いを受ける居宅介護サービス費の額 

（４）その他必要な事項 

⇒ 先にも記載したとおり、サービス提供責任者は、サービスが訪問介護計画に沿って提

供されているかだけでなく、利用者の心身の状況やニーズが変化していないかを適時把

握する必要があります。 

 特に利用者の心身の状況は、常に変化し得るものであるため、サービスを提供した際

の状況を適切に記録することは、訪問介護計画の見直しを行う上で貴重な情報源となり

ます。 

ポイント 

５ サービス提供の記録 

事例 
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① １人の訪問介護員が、同一時間に複数の利用者に身体介護を行い、報酬を請求してい

た。 

② 生活援助で大掃除を行っていた。 

③ 生活援助のサービス提供時間を、一律に４５分としていた。 

④ 生活援助のサービス提供時間が４５分を超える場合に、その超えた時間に要する費用

を利用者の自費負担としていた。 

○訪問介護とは 

⇒ 訪問介護は、介護保険法において「要介護者であって、居宅において介護を受ける者

について、その者の居宅において介護福祉士その他政令で定める養成研修修了者により

行われる入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相

談及び助言その他の居宅要介護者に必要な日常生活上の世話」と規定されています。 

○訪問介護の所要時間 

⇒ 訪問介護の所要時間は、実際に行われた指定訪問介護の時間ではなく、訪問介護計画

に位置付けられた内容の指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間です。この

「標準的な時間」の時間区分に応じた介護報酬を算定します。 

 なお、１日に複数回、訪問介護を提供する場合であって、前回の提供から２時間未満

の間隔で訪問介護が提供される場合（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除きます。）

は、所要時間を合算した時間区分に応じて介護報酬を算定します。 

⇒ 次の要件をすべて満たす場合は、２０分未満の身体介護中心型について、前回の提供

から２時間未満の間隔で提供することが可能です。（所要時間を合算せずにそれぞれの所

定単位数を算定できます。） 

（１）次のいずれにも適合する事業所であること 

ア 利用者又はその家族等から電話等による連絡があった場合に、常時対応できる体

制にあること 

イ 指定訪問介護事業者が定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて

受け、かつ、一体的に運営している又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

の指定を併せて受けようとする計画を策定していること 

（２）次のいずれにも該当する利用者に対して提供されるものであること 

ア サービス担当者会議が３月に１回以上開催されており、かつ、当該サービス担当

者会議において、おおむね１週間のうち５日以上、頻回の訪問を含む２０分未満の

身体介護が必要と判断されている利用者であること 

イ 次のいずれかに該当する利用者であること 

（ア）要介護１又は要介護２の者であって、日常生活自立度のランクがⅡ、Ⅲ、Ⅳ又

はMに該当する者であること 

（イ）要介護３から要介護５の者であって、障害高齢者の日常生活自立度のランクが

B以上の利用者であること 

（３）（２）アのサービス担当者会議に、サービス提供責任者が参加していること 

ポイント 

６ 訪問介護で提供可能なサービス 

事例 
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○身体介護 

⇒ 身体介護とは、１人の利用者に対して１対１で行う以下の介助等をいいます。 

（１）利用者の身体に直接接触して行う介助 

（２）（１）を行うための必要な準備及び後始末 

（３）利用者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援助 

⇒ 次のサービスは、１人の利用者に対して１対１で行ったとしても、指定居宅サービス

には該当せず、訪問介護として算定できません。 

・リハビリテーション、マッサージ ・代筆、代読 

・利用者の単なる安否確認や単なる見守り ・話し相手 

・理美容 ・趣味嗜好のための外出介助 等 

○生活援助 

⇒ 生活援助とは、身体介護以外の訪問介護であって、掃除、洗濯、調理などの日常生活

の援助をいいます。この生活援助は、利用者が１人暮らしであるか又は家族等が障害、

疾病等のため、利用者やその家族等が家事を行うことが困難な場合に提供することがで

きます。 

⇒ 次に掲げるものは、生活援助として算定できません。 

（１）「直接本人の援助」に該当しない行為 

 主として家族の利便に供する行為又は家族が行うことが適当であると判断される行

為をいいます。 

【例】 ・利用者以外の者に係る洗濯、調理、買い物、布団干し 

・主として利用者が使用する居室等以外の掃除 

・来客の応接 

・自家用車の洗車、清掃 等 

（２）「日常生活の援助」に該当しない行為 

 訪問介護員等が行わなくても日常生活を営むのに支障が生じないと判断される行為

や、日常的に行われる家事の範囲を超える行為をいいます。 

【例】 ・草むしり、花木の水やり、犬の散歩等ペットの世話 

・家具や電気器具等の移動、修繕、模様替え 

・大掃除、窓のガラス磨き、床のワックスがけ 

・正月等のために特別の手間をかけて行う調理 等 

⇒ 生活援助中心型は、時間区分が「２０分以上４５分未満の場合」と「４５分以上の場

合」の２区分となっていますが、この時間区分は、１回あたりの生活援助中心型で提供

する所要時間の上限ではありません。 

 したがって、居宅サービス計画や訪問介護計画において、その提供に要する所要時間

が４５分を超える場合であっても、法定代理受領サービスでない指定訪問介護として費

用の支払いを受けることはできません。 
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⇒ 利用者に同居家族がいる場合であって、当該利用者の同居家族に障害や疾病がなくて

も同様のやむを得ない事情により家事が困難なときは、当該利用者に対して生活援助を

提供することができます。（川崎市では、「同居家族がいる＝算定不可」というような、

一律機械的な考え方はしていません。） 

 ただし、この場合には、介護支援専門員が適切にアセスメント行ったうえでその

必要性を判断するとともに、利用者やその家族等が家事を行うことが困難な理由

を明確にし、居宅サービス計画及び訪問介護計画において目標設定とともに位置付けて

ください。 

① 病院内における単なる待ち時間を算定していた。 

② 病院までの往路、復路をそれぞれ別に算定していた。 

○通院・外出介助とは 

⇒ 指定訪問介護は、資格を有する訪問介護員等により、利用者の居宅の中で行われる介

護・日常生活上の世話であるため、居宅以外で行われるものは算定できません。 

 ただし、居宅外で行われるものであっても、通院・外出介助については、利用者の居

宅から乗降場までの移動、バス等の公共交通機関の乗降、移送中の気分の確認、院内の

移動等の介助は、居宅における目的地へ行くまでの準備を含めた一連のサービス

行為として算定できるものとされています。 

○通院・外出介助の原則 

⇒ 通院・外出介助を指定訪問介護として提供する場合は、以下の要件を満たす必要があ

ります。 

（１）居宅サービス計画への位置付け 

 アセスメントによって把握した課題に対するケアの方向性として、通院・外出介助

の必要性が明確にされており、居宅サービス計画に位置付けられている（かつサービ

ス担当者会議で合意されている）ことが必要です。 

 また、指定訪問介護事業所においては、当該居宅サービス計画の内容に沿った訪問

介護計画が作成されていなくてはなりません。 

（２）利用者の居宅が起点・終点 

 訪問介護は居宅内におけるサービス提供が基本とされていることから、通院・外出

介助は、原則として居宅を起点・終点としなければならず、居宅を起点・終点として

いない場合は、指定訪問介護として認められません。 

ポイント 

 生活援助の考え方（判断プロセス等）を、川崎市介護支援専門員連絡会と川崎市社会

福祉協議会及び川崎市が合同で作成した「訪問介護・ケアマネジメントツール～生

活援助の考え方～」に記載しています。川崎市介護支援専門員連絡会のホームページ

に掲載していますので、御参照ください。 

７ 通院・外出介助 

事例 
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⇒ 通院・外出介助は、原則として居宅を起点・終点としなくてはなりませんが、通院介

助後にスーパー等の複数の目的地に立ち寄る場合など、次の要件を満たす場合は、複数

の訪問先への通院・外出介助が可能です。 

（１）居宅を起点・終点としていること 

（２）目的地が通院・外出介助で認められた目的地であること 

（３）一度の通院・外出介助で行うことが合理的であること 

【例】 ・居宅→A 病院→B 病院→居宅：○算定可 

・居宅→病院→スーパー→居宅：○算定可 

※ 複数の目的地のうち、通院・外出介助で認められていない目的地が含まれている場合

は、居宅から最初の通院・外出介助で認められた目的地までの所要時間のみ、訪問介護

として算定することが可能です。 

⇒ 通院・外出介助は、「居宅→目的地→居宅」という一連の行為が原則ですが、往路又は

復路の一方を家族が対応する等の理由がある場合には、往路又は復路の一方のみを訪問

介護として算定することが可能です。 

 ただし、この場合には、以下の２点を満たす必要があることに留意してください。 

（１）往路又は復路の介助が不要な理由及び往路又は復路の介助が必要な理由を明らかに

し、記録すること 

（２）自宅から目的地又は目的地から居宅への一連のサービス行為であること 

※ 単にサービス提供の開始時間や提供日時の行き違い等の理由によりサービス提供が

行えなかった場合や、「居宅→目的地→居宅」という一連の行為を往路と復路に分けた

場合（例えば、待機時間が長時間にわたるため、往路と復路を分けるなど）は、往路又

は復路の一方のみを訪問介護として算定することはできません。（ただし、川崎市にお

いては、後者について、人工透析又は日帰り入院に限り、往路と復路を別々に算定する

ことを認めています。） 

○通院・外出介助における院内介助 

⇒ 院内介助は、原則として院内スタッフにより対応されるべきものです。 

 適切なアセスメントにより院内介助の必要性が明確にされており、かつ、居宅サービ

ス計画と訪問介護計画に、訪問介護員等による院内介助を必要とする理由が記載されて

いる場合は、例外的に院内介助に要する時間を所要時間に含めることができます。 

 なお、居宅サービス計画及び訪問介護計画に記載すべき「訪問介護員等による院内介

助を必要とする理由」には、院内スタッフが対応できない理由を含みます。院内スタッ

フが対応できない理由は、必ず医療機関（医師でなくても可）に確認してください。 

【院内介助を必要とする利用者の例】 

・院内の移動に介助が必要な者 

・認知症その他の理由により、見守りが必要な者 

・排せつ介助を必要とする者  等 

⇒ 院内介助が例外的に認められる場合であっても、以下の内容は介護保険上のサービス

としては認められません。 

（１）診察への立会い 

（２）受診中の待機時間 

（３）受診までの待ち時間における単なる「付き添い」や「見守り」 

（見守りが必要な者に対するものを除く。） 
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① サービス提供後の報告を行っていなかった。 

② サービス提供後の報告内容を記録していなかった。 

③ サービス提供責任者が、訪問介護員等からのサービス提供後の報告を踏まえた指示を、

次にサービス提供に入る訪問介護員等に対して行っていなかった。 

④ 事業所全体の研修計画は作成されていたが、訪問介護員等についての個別具体的な研

修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた研修計画が策定されていなかった。 

○加算の趣旨 

⇒ 特定事業所加算は、「サービスの質の高い事業所を積極的に評価する観点から、人材の

質の確保、ヘルパーの活動環境の整備（ケア会議の開催、ヘルパーとの利用者情報

共有など）、中重度者への対応などを行っている事業所」に対する評価としての加算で

す。 

 そのため、当該加算の算定要件の１つに「サービス提供責任者から訪問介護員等に対

し、当該利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を文書等の確

実な方法により伝達（指示）すること及びサービス提供終了後に報告を受けるこ

と」があります。 

 この要件における指示・報告事項は、以下の事項とされています。 

（１）利用者のＡＤＬや意欲 

（２）利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

（３）家族を含む環境 

（４）前回のサービス提供時の状況

（５）その他サービス提供に当たって必要な事項 

⇒ 上記の指示・報告事項のうち、「前回のサービス提供時の状況」を除く事項については、

変更があった場合に記載することで足りるとされています。逆に、「前回のサービス提

供時の状況」は、常に指示・報告が必要です。 

サービス提供責任者が、訪問介護員等からのサービス提供後の報告を確認して

いない、当該報告を踏まえた指示を行っていない等の場合は、利用者への効果的な

サービス提供に繋がっているとはいえず、当該加算の算定要件を満たしていないことと

なり、当該加算の算定はできません。 

※ サービス提供責任者から訪問介護員等に対する指示は、文書等の確実な方法で行われ

なくてはなりません。 

 一方、訪問介護員等からサービス提供責任者に対する報告は、文書等により行うこと

とはされていませんが、サービス提供責任者は、訪問介護員等から受けた報告の内容を

記録に残さなくてはなりません。 

ポイント 

８ 特定事業所加算 

事例 
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○特定事業所加算の算定要件 

⇒ 特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅳ）の算定要件について、下表にまとめました。 

 なお、算定要件の詳細や、関連通知は各自で確認してください。 

特定事業所加算の算定要件（平成２８年４月１日時点） Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

１ すべての訪問介護員等（登録ヘルパーを含む。以下同じ）

ごとに個別具体的な研修の目標、内容、期間、実施時期等

を定めた研修計画（現状把握・克服課題等を検証し、目標

を達成するためにはどのような内容の研修を行うか）を策

定し、実施又は実施を予定していること 

○ ○ ○  

２ すべてのサービス提供責任者に対し、個別具体的な研修

の目標、内容、期間、実施時期等を定めた研修計画（現状

把握・克服課題等を検証し、目標を達成するためにはどの

ような内容の研修を行うか）を策定し、実施又は実施を予

定していること 

   ○ 

３(1) サービス提供責任者が、すべての訪問介護員等に対

し、利用者情報・留意事項伝達・技術指導を目的とし

た会議をおおむね１月に１回以上開催し、その概要を

記録していること（グループ別開催も可） 

○ ○ ○ ○ 

(2)  サービス提供責任者が、利用者情報やサービス提供

時の留意事項（利用者のＡＤＬや意欲・家族を含む環

境・前回のサービス提供時の状況・その他サービス提

供に当たって必要な事項）を連絡票や提供記録など、

書面等の確実な方法（ＦＡＸ、メール含む）で訪問介

護員等に伝達し、サービス提供終了後の報告内容を提

供記録等の書面に記録・保存していること 

○ ○ ○ ○ 

４ すべての訪問介護員等に対し、年に１回、事業主の費用

負担により健康診断を実施していること 
○ ○ ○ ○ 

５ 当該事業所における緊急時の対応方針・連絡先・対応可

能時間等を記載した文書（重要事項説明書等）を利用者に

交付し説明していること 

○ ○ ○ ○ 

６ 訪問介護員等の総数（常勤換算）のうち、介護福祉士の

占める割合が３割以上又は介護福祉士、実務者研修修了

者、介護職員基礎研修課程修了者及び１級課程修了者の占

める割合が５割以上であること（職員の割合は、３月を除

く前年度又は届出日の属する月の前３月間における１月

当たりの平均実績で算出） 

○ ▲   

７ すべてのサービス提供責任者が介護に関する実務経験

を３年以上有する介護福祉士又は５年以上有する実務者

研修修了者若しくは介護職員基礎研修課程修了者若しく

は１級課程修了者であること（ただし、指定居宅サービス

基準第５条第２項により１人を超えるサービス提供責任

者を配置することとされている事業所においては、常勤の

サービス提供責任者を２名以上配置していること） 

○ ▲   

注）「▲」はいずれか一方を満たしていること 
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特定事業所加算の算定要件（平成２８年４月１日時点） Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

８ 指定居宅サービス基準第５条第２項により配置するこ

ととされている常勤のサービス提供責任者が２人以下の

事業所であって、同項の規定により配置することとされて

いるサービス提供責任者を常勤により配置し、かつ、同項

に規定する基準を上回る数の常勤のサービス提供責任者

を１名以上配置すること 

   ○ 

９ 利用者総数のうち、要介護４及び５の利用者、日常生活

自立度Ⅲ、Ⅳ、Mの利用者並びに喀痰吸引等が必要な者の

占める割合が２割以上であること（利用者実人員の割合

は、３月を除く前年度又は届出日の属する月の前１月間に

おける１月当たりの平均実績で算出する） 

○  ○  

10 利用者総数のうち、要介護３以上の利用者、日常生活自

立度Ⅲ、Ⅳ、Mの利用者並びに喀痰吸引等が必要な者の占

める割合が６割以上であること 

   ○ 
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２－３ 訪問入浴介護（介護予防） 

① 管理者が、同一敷地内でない他の事業所の職務に従事していた。 

② 指定訪問入浴介護サービスの提供を行う看護職員について、資格を確認することがで

きなかった。 

③ 看護職員が１名以上配置されていなかった。 

④ 介護職員が２名以上配置されていなかった。 

⑤ サービス提供に当たって、看護職員又は介護職員のうち、１人をサービスの提供の責

任者としていなかった。 

○管理者 

⇒ 管理者は、常勤であり、かつ、専ら当該訪問入浴介護の管理業務に従事する者でなけ

ればなりません。ただし、管理業務に支障がない場合に限っては、以下の業務を兼務す

ることができます。 

（１）当該訪問入浴介護事業所の訪問入浴介護従業者としての職務 

（２）同一敷地内にある他の事業所等の管理者又は従業者としての職務 

※ いかなる場合においても、管理者は同一敷地内にない他の場所にある事業所や施

設の業務に従事することは認められません。 

○訪問入浴介護従業者 

⇒ 訪問入浴介護従業者として、以下の職種の者を配置するとともに、そのうち１人以上

は、常勤でなければなりません。 

（１）看護職員（看護師又は准看護師） １以上 

（２）介護職員 ２以上 

⇒ 訪問入浴介護の提供は、１回の訪問につき、原則として看護職員１人及び介護職員２

人の計３人（予防給付は看護職員１人、介護職員１人の計２人）で行い、これらの者の

うち１人を当該サービスの提供の責任者とする必要があります。 

※ 入浴により利用者の身体の状況等に支障を生ずる恐れがないと認められる場合は、

主治医の意見を確認したうえで、看護職員に代えて介護職員を充てることができます

（＝必要とする職員数を満たした上で、介護職員のみでのサービス提供が可能）。 

ポイント 

事例 
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① １台の入浴車両を、複数の訪問入浴介護事業所で使い回していた。 

② 未使用タオルと使用済タオルが、入浴車内に混載されていた。 

○必要な設備 

⇒ 指定訪問入浴介護事業所には、以下の設備等が必要です。 

（１）事務室 

（２）相談室 

（３）手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備 

（４）指定訪問入浴介護に必要な浴槽（身体の不自由な者が入浴するのに適したもの） 

（５）車両（浴槽を運搬し又は入浴設備を備えたもの） 

⇒ 設備基準は、指定訪問入浴介護事業所ごとに満たす必要があります。 

 ただし、他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、指定訪問入浴介護の

運営に支障がない場合は、当該事業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等を使用

することができます。 

○衛生管理等 

⇒ 指定訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等について、衛生的な管理に努

めなくてはなりません。 

 入浴車内においても、清潔・不潔を明確に区別し、感染症の発生やそのまん延を防止

するよう努めてください。 

① 指定訪問入浴介護サービスの提供に必要なタオル、浴槽の水、使い捨て手袋等の費用

を、利用者に用意させていた。 

○利用料金等 

⇒ 指定訪問入浴介護のサービス提供に必要なタオル、浴槽の水、使い捨て手袋等は、そ

の費用を利用者から徴収したり、あらかじめ利用者の負担により準備（用意）させたり

することはできません。 

⇒ 利用者の自己負担分以外に徴収することができる費用は、次のとおりです。 

（１）当該事業所の通常の事業の実施地域外でサービス提供を行う場合の交通費 

（２）利用者の選定により提供される特別な浴槽水（温泉水等） 

※ これらについても、あらかじめ利用者や家族に対し、その額等について説明を行い、

同意を得なくてはなりません。 

ポイント 

ポイント 

事例 

事例 
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２－４ 訪問看護（介護予防） 

① 訪問看護ステーションにおいて、管理者が保健師又は看護師の資格を有していなかっ

た。 

○訪問看護ステーションの管理者 

⇒ 訪問看護ステーションの管理者は、原則として、保健師又は看護師でなければな

りません。（准看護師、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士は、原則として、訪問看

護ステーションの管理者になることはできません。） 

 また、訪問看護ステーションの管理者は、適切な指定訪問看護を行うために必要な

知識及び技能を有する者（医療機関における看護、訪問看護又は訪問指導の業務に従

事した経験のある者）である必要があります。さらに、管理者としての資質を確保する

ために関連機関が提供する研修等を受講していることが望ましいです。 

⇒ 事業所の管理者は、常勤であり、かつ、専ら当該訪問看護ステーションの管理業務に

従事する者でなければなりません。管理業務に支障がない場合に限っては、以下の業務

を兼務することができます。 

（１）当該訪問看護ステーションの他の職務 

（２）同一敷地内にある他の事業所等の職務 

○医療機関（病院又は診療所）が行う訪問看護事業所の管理者 

⇒ 条例上、特段の要件はありません。 

① 指定訪問看護サービスの提供を行う者の資格を確認できなかった。 

② 訪問看護ステーションにおいて、保健師、看護師又は准看護師が、常勤換算方法で 2.5

以上の員数が配置されていなかった。 

③ 訪問看護ステーションにおいて、常勤の看護職員が１名も配置されていなかった。 

○指定訪問看護を提供する者の資格（訪問看護ステーション・医療機関みなし指定共通）

⇒ 指定訪問看護サービスの提供を行う者は、保健師、看護師、准看護師、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士のいずれかの資格を有する者でなければなりません。 

ポイント 

ポイント 

１ 管理者 

２ 指定訪問看護を提供する者 

事例 

事例 
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○訪問看護ステーションにおける配置 

⇒ 保健師、看護師又は准看護師（以下「看護職員」といいます。）を、常勤換算方法で、

２．５以上配置しなくてはなりません。 

 また、看護職員のうち少なくとも１人は、常勤である必要があります。 

⇒ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、訪問看護ステーションの実情に応じた適

当数を配置してください。（配置しないことも可能です。） 

○医療機関みなし指定訪問看護事業所における配置 

⇒ 事業所の実情に応じた適当数を配置する必要があります。 

○他の事業の指定を併せて受けている場合の取扱い 

⇒ 指定訪問看護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者又は指定複合

型サービス事業者の指定も併せて受け、かつ、両方の事業が、同一の事業所で、一体的

に運営されている場合は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業又は指定複合型

サービス事業を行うために必要な看護職員の配置基準を満たしていれば、指定訪問看護

事業を行うために必要な看護職員の配置基準を満たしているものとみなされます。 

① 医師の指示書がない状態で、訪問看護を行っていた。 

○医師の指示に基づく訪問看護の提供 

⇒ 訪問看護の提供に際しては、主治の医師の診療に基づく指示を文書で受けなければな

りません。 

 なお、「主治の医師」とは、利用者の選定により加療している医師をいうものであり、

主治の医師以外の複数の医師から指示書の交付を受けることはできません。 

○訪問看護ステーションにおける訪問看護指示書の取扱い 

⇒ 訪問看護指示書の有効期間は、最長６か月です。 

 訪問看護指示書の交付は、訪問看護の提供開始前に受ける必要があります。 

 また、引き続き訪問看護の提供を行う場合には、訪問看護指示書の有効期間が切れる

前に、新たな訪問看護指示書の交付を受けなければなりません。 

⇒ 管理者は、利用者の主治医が発行する訪問看護指示書に基づき指定訪問看護が行われ

るよう、主治医との連絡調整、訪問看護の提供を担当する看護職員等の監督等必要な管

理を行わなければなりません。 

ポイント 

３ 主治の医師との関係 

事例 
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○医療機関が行う訪問看護事業所における訪問看護指示書の取扱い 

⇒ 主治の医師による文書での指示は、診療録に記載されるもので差し支えありません。 

 ただし、主治の医師による文書での指示の有効期間は、診療の日から１か月以内です。 

 なお、別の医療機関の医師から診療情報提供を受けて実施する場合は、診療情報提供

を行った医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から１か月以内であ

る必要があります。 

① 訪問看護計画書を作成していなかった。 

② 作成した訪問看護計画書を、利用者又はその家族に対し、説明・同意・交付をしてい

なかった。 

③ 訪問看護計画に基づく指定訪問看護サービスの実施状況や評価について、利用者又は

その家族に説明していなかった。 

④ 訪問看護報告書を作成していなかった。 

⑤ 作成した訪問看護計画書・訪問看護報告書を、定期的に主治医に提出していなかった。

○訪問看護計画の作成 

⇒ 保健師又は看護師は、利用者の希望、主治の医師の指示及び利用者の心身の状況等を

踏まえて、療養上の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載し

た訪問看護計画書を作成する必要があります。 

※ 訪問看護計画書も、他の居宅サービスと同様に居宅サービス計画の内容に沿って作

成される必要があります。作成した訪問看護計画の内容が居宅サービス計画の内容に

沿っていない場合は、ケアマネジャーに確認する等したうえで、計画書の見直し等必

要な措置を講じてください。 

⇒ 作成した訪問看護計画書は、利用者に交付しなくてはなりません。 

 なお、医療機関が行う訪問看護事業所においては、「訪問看護計画書及び訪問看護報告

書等の取扱いについて」（平成12年 3月 30日老企第55号）に定める訪問看護計画書

を参考に、事業所ごとに定めた様式により交付してください。 

ポイント 

 訪問看護の提供に当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなくてはなりません。特に、ケアマネ

ジャーから訪問看護計画の提供の求めがあった場合は、これを提供することに

協力してください。 

 また、訪問看護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導

を行うとともに、利用者の主治の医師及び居宅介護支援事業者に対する情報提供並び

に保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければな

りません。 

４ 訪問看護計画書と訪問看護報告書 

事例 

居宅介護支援事業者等との連携



24 

○訪問看護報告書の作成 

⇒ 保健師又は看護師は、訪問日、提供した看護内容、サービス提供結果等を記載した訪

問看護報告書を作成しなくてはなりません。 

 また、主治医との連携を図り、適切な訪問看護を提供するため、訪問看護計画書及び

訪問看護報告書を定期的に主治医に提出する必要があります。 

 ただし、医療機関が行う訪問看護事業所においては、診療録その他の診療に関する記

録への記載をもって代えることができます。 

① 訪問看護で使用する衛生材料等に係る費用を、利用者から徴収していた。 

○利用料金として徴収できるもの 

⇒ 利用者から支払いを受けることができるものは、以下のとおりです。 

（１）訪問看護の利用料（１割相当額） 

（２）通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において訪問看護を行う場合の交通費 

（３）法定代理受領サービスに該当しないサービス費用 

（４）死後の処置料 

○利用料金として徴収できないもの 

⇒ 次の費用については、利用者から支払いを受けることはできません。 

（１）訪問看護で使用するガーゼ・ディスポーザブル手袋などの衛生材料、注射器・注射

針などの医療材料にかかる費用 

 医師の指示に基づく指定訪問看護の提供に要する医薬品及び衛生材料については、

本来医療機関が提供するものであるため、利用者（患者）への実費請求はできません。

（平成23年5月 13日付け事務連絡／厚労省医薬食品局総務課・老健局老人保健課・

保険局医療課通知参照） 

 なお、おむつ代等、指定訪問看護以外のサービスの提供に要する物品の費用につい

ては、実費相当額を利用料として徴収することは可能です。 

（２）通常の事業の実施地域内の地域の居宅において訪問看護を行う場合の交通費 

 医療保険では、訪問看護の提供に係る交通費を徴収することができますが、介護保

険では、医療保険とは異なり、通常の事業の実施地域内の地域の居宅における訪問看

護の提供に係る交通費は徴収できません。 

ポイント 

５ 利用料等の受領 

事例 
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○訪問看護の所要時間 

⇒ 訪問看護の所要時間は、現に要した時間ではなく、訪問看護計画に位置付けられた

内容の指定訪問看護を行うのに要する標準的な時間です。この「標準的な時間」の

時間区分に応じた介護報酬を算定します。 

 なお、前回の提供から２時間未満の間隔で訪問看護が提供される場合（２０分未満の

訪問看護費を算定する場合及び利用者の状態の変化等により緊急に訪問看護を行う場合

を除きます。）は、所要時間を合算した時間区分に応じて介護報酬を算定します。 

○２０分未満の訪問看護 

⇒ ２０分未満の訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が必要な利用者に対し、日中

当の訪問看護における十分な観察、必要な助言・指導が行われることが前提であり、次

の要件を満たす場合に限り、算定することが可能です。 

（１）利用者に２０分以上の訪問看護を週１回以上提供していること 

（２）訪問看護を２４時間行うことができる体制を整えている事業所として、緊急時訪問

看護加算の届出を行っていること 

⇒ 所要時間２０分未満の訪問看護で想定される看護行為は、気管内吸引、導尿、経管栄

養等の医療処置の実施などです。 

 なお、単に状態確認や健康管理等のサービス提供の場合は、２０分未満の訪問看護費

を算定することはできません。 

○複数の看護師等により訪問看護を連続して行った場合 

⇒ １人の看護職員が訪問看護を行った後に、続いて別の看護職員が訪問看護を行った場

合には、それぞれの所要時間を合算します。その際、准看護師による訪問看護が含まれ

る場合は、合算した所要時間について、准看護師による訪問看護費を算定します。 

⇒ １人の看護職員（又は理学療法士等）が訪問看護を行った後に、続いて他の職種の理

学療法士等（又は看護職員）が訪問看護を行った場合は、所要時間を合算せず、職種ご

とに算定します。 

ポイント 

６ 所要時間等 
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○理学療法士等による訪問看護（訪問看護ステーションのみ）

⇒ 理学療法士等による訪問看護は、その訪問看護が看護業務の一環としてのリハビリ

テーションを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるという位

置付けのものです。 

⇒ リハビリテーションを目的とするのであれば、訪問リハビリテーション事業所の利用

を位置付けるべきです。 

 ただし、利用可能な病院や介護老人保健施設等が地域に存在しない等により、訪問リ

ハビリテーションを適切に提供できない場合に、その代替として、訪問看護ステーショ

ンからの理学療法士等による訪問を位置付けることが可能です。 

⇒ 言語聴覚士による訪問看護において提供されるものは、あくまで看護業務の一部であ

ることから、言語聴覚士の業務のうち、保健師助産師看護師法の規定にかかわらず業と

することができるとされている診療の補助行為に限られます。 

⇒ 理学療法士等による訪問看護については、１回当たり２０分以上行った場合に、報酬

の算定が可能です。 

 なお、２０分以上を１回として、一度の訪問で複数回の実施も可能です。 

 ただし、理学療法士等による訪問看護を１日に３回以上行った場合は、連続して行っ

た場合に限らず、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定しなくてはなり

ません。 

（例） １日のうち、午前中に２回、間を空けて午後に１回の計３回実施 

→ ３回すべてについて、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定 

○医療保険の訪問看護との調整 

⇒ 介護保険の給付が医療保険の給付に優先します。そのため、要介護者等について原則

として医療保険の訪問看護は行えませんが、次に該当する要介護者等に対しては、医療

保険による訪問看護の提供となります。 

（１）がん末期や多発性硬化症等の難病患者、人工呼吸器を使用している場合（詳細は、

「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（厚労告９４）」第４号を参照） 

（２）急性増悪等により主治医が一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の指示（特

別指示書の交付）を行った場合（１月に原則１回に限り、指示日から１４日間を上限） 

（３）精神障害者施設入所者に対する精神科訪問看護 

ポイント 

ポイント 

７ 理学療法士等による訪問看護 

８ 給付調整等 
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○他のサービスとの給付調整 

⇒ 利用者が次のサービスを受けている間は、訪問看護費は算定できません。 

●短期入所生活介護  ●短期入所療養介護  ●特定施設入居者生活介護（※） 

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護     ●認知症対応型共同生活介護（※） 

●地域密着型特定施設入居者生活介護     ●複合型サービス 

●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（※）特定施設入居者生活介護及び認知症対応型共同生活介護の利用者については、前記

「医療保険の訪問看護との調整」の（１）又は（２）に該当する場合は、医療保険の

訪問看護の対象になります。 

○介護老人保健施設等を退所・退院した日の取扱い 

⇒ 介護老人保健施設、介護療養型医療施設、短期入所療養介護その他医療機関を退所・

退院した日（サービス終了日）は、訪問看護費を算定することはできません。 

 ただし、厚生労働大臣が定める状態にある利用者（特別管理加算の対象者）は、介護

老人保健施設等を退所した日であっても、訪問看護費を算定することができます。 
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２－５ 訪問リハビリテーション（介護予防） 

○基準条例における基本方針 

⇒ 指定訪問リハビリテーションの事業は、要介護状態となった場合においても、その利

用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、利用者の居宅において、理学療

法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の機能

の維持回復を図るものでなければなりません。 

⇒ リハビリテーションは、「心身に障害を持つ人々の全人間的復権を理念として、単なる

機能回復訓練ではなく、潜在する能力を最大限に発揮させ、日常生活の活動を高め、家

庭や社会への参加を可能にし、その自立を促すもの」とされています。 

 したがって、リハビリテーションは「心身機能」、「活動」、「参加」などの生活機能の

維持・向上を図るものでなければなりません。 

⇒ 「利用者の居宅において」行うものですので、利用者の居宅以外で提供したサービス

については、指定訪問リハビリテーションとは認められません。 

⇒ 指定訪問リハビリテーションは、原則として「通院が困難な利用者」に対して提供

するものとされています。 

 ただし、通所リハビリテーションのみでは家屋内におけるＡＤＬの自立が困難である

場合の家屋状況の確認を含めた訪問リハビリテーションの提供など、ケアマネジメント

の結果必要と判断された場合は、訪問リハビリテーションを提供することができます。 

○医師の指示 

⇒ 指定訪問リハビリテーションは、医師の指示及び訪問リハビリテーション計画に基づ

いて実施しなくてはなりません。 

 この「医師の指示」については、指示を行う医師の診療の日から３月以内に行われた

指定訪問リハビリテーションについてのみ、介護報酬の算定が可能です。 

⇒ 訪問リハビリテーションを提供した場合は、サービスの実施状況及びその評価につい

て、速やかに診療記録に記載するとともに、医師に報告する必要があります。 

ポイント 

ポイント 
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○居宅介護支援事業者等との連携 

⇒ 指定訪問リハビリテーションを提供するに当たっては、居宅介護支援事業者（介護支

援専門員）その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努

めなければなりません。 

 また、指定訪問リハビリテーションの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に

対して適切な指導を行うとともに、主治医及び居宅介護支援事業者に対する情報の提供

並びに保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければ

なりません。 

○リハビリテーション会議の開催 

⇒ 指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議を開催し、リハビリ

テーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を共有するよう努め、

利用者に対し、適切なサービスを提供します。 

（１）リハビリテーション会議とは 

 リハビリテーション会議とは、訪問リハビリテーション計画又は通所リハビリテーシ

ョン計画の作成のために、利用者及びその利用者を取り巻く関係者により構成される会

議をいいます。リハビリテーション会議では、リハビリテーションの観点から、支援

の方針や方法について共有を図ります。 

 なお、介護支援専門員が主体となって開催するサービス担当者からの一連の流れで、

リハビリテーション会議と同様の構成員によって、リハビリテーションに関する専門的

な見地から利用者の状況等に関する情報を共有した場合は、リハビリテーション会議を

行ったものとして差し支えありません。 

（２）リハビリテーション会議の構成員 

 リハビリテーション会議は、利用者及びその家族の参加を基本とし、医師、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画に位置付けられて

いる指定居宅サービス等の担当者（サービス担当者）その他の関係者により構成します。 

 ただし、利用者及びその家族については、家庭内暴力等により参加が望ましくない場

合や、家族が遠方に住んでいる等によりやむを得ず参加できない場合は、必ずしもその

参加を求めるものではありません。 

※ リハビリテーション会議の開催に当たり、構成員のうち参加しない者がいる場合は、

参加しない理由を記録に残しておいてください。また、欠席者とも適切に情報共有を

図る必要があります。 

（３）通所リハビリテーションを併設する事業所における取扱い 

 指定訪問リハビリテーション事業者が、指定通所リハビリテーション事業者の指定を

併せて受け、かつ、リハビリテーション会議等を通じて、利用者の病状、心身の状況、

希望及び置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及

び通所リハビリテーションの目標並びに当該目標を踏まえたリハビリテーションの提供

内容について整合性のとれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合については、

通所リハビリテーション計画の作成に係る運営基準を満たすことで、訪問リハビリテー

ション計画の作成に係る運営基準を満たしているものとみなすことができます。 

⇒ リハビリテーション会議の開催は、運営基準として定められています。加算の算定の

有無にかかわらず、リハビリテーション会議の開催により関係者との情報の共有に努

めてください。 
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○訪問リハビリテーション計画 

⇒ 訪問リハビリテーションにおいても、他の指定居宅サービス等と同様に、訪問リハビ

リテーション計画を作成した上で、当該計画に基づいたサービス提供を行わなくてはな

りません。 

⇒ 医師及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、当該医師の診療に基づき、利用

者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、当該サービスの目

標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問リハビリテー

ション計画を作成しなければなりません。 

 なお、訪問リハビリテーション計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合

は、当該居宅サービス計画の内容に沿って作成する必要があります。 

 訪問リハビリテーション計画の作成に当たっては、次の点に留意してください。 

（１）訪問リハビリテーション事業所の医師による診療 

 訪問リハビリテーション計画を作成（変更）する際には、訪問リハビリテーション事

業所の医師による診療が必要です。 

 他の医療機関の医師から情報提供を受けて訪問リハビリテーションを提供する場合で

あっても、訪問リハビリテーション計画を作成（変更）するに当たっては、必ず訪問リ

ハビリテーション事業所の医師において診療を行わなければなりません。 

（２）通所リハビリテーションとの共通目標を設定する場合の取扱い 

 通所リハビリテーションの指定を併せて受けている事業所において、各々の事業の目

標を踏まえた上で共通目標を設定し、個々のリハビリテーションの実施主体、目的及び

具体的な提供内容等を１つの計画としてわかりやすく記載している場合は、一体的な計

画の作成としても差し支えありません。この場合には、診療記録も一括管理とすること

が可能です。 

（３）居宅からの一連のサービス行為の位置付け 

 居宅からの一連のサービス行為として、買い物やバス等の公共交通機関への乗降など

の行為に関する訪問リハビリテーションを提供する場合には、訪問リハビリテーション

計画にその目的や頻度等を記録してください。 

○介護予防訪問リハビリテーションにおける取扱い 

⇒ 介護予防訪問リハビリテーションについては、介護予防訪問リハビリテーション計画

にサービスの提供を行う期間を記載する必要があります。 

⇒ 医師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士は、介護予防訪問リハビリテー

ション計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、

モニタリングを行わなければなりません。 

 また、当該モニタリングの結果は、記録するとともに、介護予防支援事業者に報告す

る必要があります。 

ポイント 

３ 訪問リハビリテーション計画 
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○算定上のルール 

⇒ 訪問リハビリテーション費は、医師の指示及び訪問リハビリテーション計画に基づき、

医師の診療の日から３月以内（※）に、１回あたり２０分以上訪問リハビリテーショ

ンを行った場合に、１週に６回を限度として算定できます。 

（※）他の医療機関の計画的な医学的管理を行っている医師から情報提供（リハビリテー

ションの指示等）を受けて訪問リハビリテーションを実施する場合には、診療情報提

供を行った医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から３月以内と

なります。この場合においては、少なくとも３月に１回は、訪問リハビリテーション

事業所は、当該情報提供を行った医師に対して訪問リハビリテーション計画について

医師による情報提供を行わなくてはなりません。 

○記録に係る留意事項 

（１）医師は、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対して行った指示内容の要点を診

療録に記入します。 

（２）理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士は、訪問リハビリテーション計画に基づき提

供した具体的なサービスの内容等及び指導に要した時間を記録に残します。 

（３）（１）や（２）を医療保険の診療録に記載する場合は、下線又は枠で囲う等により、他

の記載と区別できるようにします。 

（４）リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者、加算の算定に当た

り根拠となる書類等）は、利用者ごとに保管し、常に当該事業所のリハビリテーション

従事者により閲覧が可能であるようにしておいてください。 

○医療保険との給付調整 

⇒ 医療保険における疾患別リハビリテーションを行った後、介護保険における訪問リハ

ビリテーションに移行した場合は、当該移行した日以降は、医療保険における疾患別リ

ハビリテーション料は算定できません。 

 ただし、手術や急性増悪等により、医療保険における疾患別リハビリテーション料を

算定する患者に該当することとなった場合は、新たに医療保険における疾患別リハビリ

テーション料を算定することが可能です。 

⇒ 医療保険における疾患別リハビリテーションを終了する前の２月間に限り、医療保険

と介護保険との併用が可能です。 

 ただし、この場合においても、同一日に算定することはできません。 

⇒ 利用者の主治の医師（介護老人保健施設の医師を除く。）が、診療に基づき、利用者の

急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションを行う必要を認めた場合であ

って、計画的な医学的管理の下に在宅で療養している利用者であって通院が困難な者に

対して、訪問リハビリテーションを行う旨の指示（特別の指示）を行ったときは、その

特別の指示の日から１４日間を限度として、医療保険の給付対象となるため、介護保険

の訪問リハビリテーション費は算定できません。 

ポイント 

４ 介護報酬算定に係る留意事項 
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○リハビリテーションマネジメント加算に係る留意事項 

⇒ リハビリテーションマネジメント加算は、指定訪問リハビリテーション事業所の理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が協働し、継続的に生活機能の維持

又は向上を目指すに当たって、心身機能、活動及び参加について、バランスよくアプロ

ーチするリハビリテーションが提供できているか等、継続的にリハビリテーションの質

の管理を行った場合に算定できます。 

（厚生労働省「平成27年度介護報酬改定の概要 骨子版」より引用） 

⇒ リハビリテーションマネジメント加算は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの

一環として実施されるものです。利用者に対して漫然とリハビリテーションの提供を行

うことがないように、利用者ごとに、解決すべき課題の把握を適切に行い、改善に係

る目標を設定し、計画を作成した上で、必要な時期に必要な期間を定めてリハビ

リテーションの提供を行うことが重要です。 

 リハビリテーションの質の向上を図るため、ＳＰＤＣＡサイクルの構築を通じて、

継続的にリハビリテーションの質の管理を行ってください。 

Ｓ（Survey） 調査 利用者の状態や生活環境を踏まえること 

Ｐ（Plan） 計画 多職種協働による訪問リハビリテーション計画の作成 

Ｄ（Do） 実行 当該計画に基づく状態や生活環境等を踏まえた適切なリハ

ビリテーションの提供 

Ｃ（Check） 評価 当該提供内容の評価 

Ａ（Action） 改善 評価の結果を踏まえた当該計画の見直し等 

⇒ リハビリテーションは、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士だけが提供するもの

ではなく、医師、看護職員、介護職員、生活相談員等様々な専門職が協働し、また、利

用者の家族にも役割を担っていただいて提供されるべきものです。 

⇒ リハビリテーションマネジメント加算の算定に当たっては、単位数表、留意事項通知

だけでなく、以下の通知も併せて確認してください。 

（１）リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びにリハビリテ

ーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について 

（平成２７年３月２７日 老老発０３２７第３号） 

（２）リハビリテーションマネジメントの基本的考え方並びに加算に関する事務処理手順

例及び様式例の提示について （平成１８年３月２７日 老老発第０３２７００１号） 

※ （２）は、平成 21 年度介護報酬改定において、一部のサービスのリハビリテー

ションマネジメント加算が本体報酬に包括化された際の基本的な考え方を示したも

のです。具体的な事務処理については、（１）により確認してください。 
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２－６ 福祉用具貸与／特定福祉用具販売（介護予防） 

① 福祉用具専門相談員に必要な資格を有していることが確認できなかった。 

② 福祉用具専門相談員を常勤換算方法で２以上配置していなかった。 

○福祉用具専門相談員の資格 

⇒ 福祉用具専門相談員は、次のいずれかの資格を有している必要があります。 

（１）保健師 （２）看護師 （３）准看護師 （４）理学療法士 

（５）作業療法士 （６）社会福祉士 （７）介護福祉士 （８）義肢装具士 

（９）福祉用具専門相談員指定講習修了者 

（10）「都道府県知事が福祉用具専門相談員指定講習に相当すると認める講習」の修了者 

※福祉用具専門相談員の資格要件に該当しないもの※ 

×介護支援専門員  ×社会福祉主事任用資格  ×福祉住環境コーディネーター 

×介護員養成研修修了者（介護職員初任者研修、１級・２級課程、介護職員基礎研修修了者） 

○配置人数 

⇒ 福祉用具専門相談員は、常勤換算方法で２以上の配置が必要です。 

 常勤換算を行うに当たっては、福祉用具専門相談員として業務に従事している時

間で計算します。（「管理者としての就業時間」や「他の事業所・施設での就業時間」等

は、福祉用具専門相談員としての勤務時間に含めることはできません。） 

【間違いやすい事例】 

（例）事業者が定めている勤務すべき時間数等 

・常勤の従業者が勤務すべき１日当たりの勤務時間…８時間 

・５月の常勤の従業者が勤務すべき日数…２１日 

・常勤の従業者の１か月における勤務すべき時間数…１６８時間 

事例 

その１ 
職種 

１か月の 

勤務時間数 
常勤換算 

Ａさん 
管理者 ８４  

福祉用具専門相談員 ８４ ０．５ 

Ｂさん 福祉用具専門相談員 １６８ １．０ 

合計  ２５２ １．５ 

事例 

その２ 
職種 

１か月の 

勤務時間数 
常勤換算 

Ａさん 管理者 １６８  

Ｂさん 福祉用具専門相談員 １６８ １．０ 

Ｃさん 福祉用具専門相談員 １６８ １．０ 

合計  ３３６ ２．０ 

（※）ただし、ＢさんとＣさんは他の事業所の職務を兼務 

ポイント 

１ 福祉用具専門相談員 

事例 

常勤換算方法で２以上
に足りない 

⇒人員基準違反！
※管理者としての勤務
時間は、福祉用具専
門相談員の常勤換算
に含まれません。 

他の事業所での勤務時
間を含めて常勤換算し
ており、福祉用具専門
相談員として従事して
いる時間で常勤換算す
ると２以上に足りな
い。⇒人員基準違反！ 
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⇒ 福祉用具貸与事業者が、介護予防福祉用具貸与、特定福祉用具販売、特定介護予防福

祉用具販売の指定を併せて受け、同一事業所において一体的にサービス提供を行う場合

には、常勤換算方法で２以上の福祉用具専門相談員を配置すれば、これらの指定に係る

すべての人員基準を満たしているものとみなすことができます。 

○福祉用具専門相談員の資質の向上 

⇒ 福祉用具の種類は多種多様であり、かつ、常に新しい機能を有する福祉用具が開発さ

れるだけでなく、要介護者の要望も多様であることから、福祉用具専門相談員は、常に

最新の専門的知識に基づく情報提供や福祉用具選定の相談等を行うことが求められます。 

 そのため、指定福祉用具貸与事業者は、福祉用具専門相談員に福祉用具の構造、使用

方法等についての継続的な研修を定期的かつ計画的に受けさせなくてはなりません。 

○不合理な差額の禁止 

⇒ 利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、「法定代理受領サービスである指定福祉

用具貸与の提供に係る費用の額」と「法定代理受領サービスとしての指定福祉用具貸与

の提供に係る費用の額」の間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な

差額を設けてはなりません。 

 そもそも介護保険給付の対象となる指定福祉用具貸与のサービスと明確に区分され

るサービスについては、別の料金設定をすることができますが、利用者に対し、あらか

じめ介護保険給付の対象とならないサービスであること等の説明を行い、理解を得てお

く必要があるのと同時に、当該利用者を担当する居宅介護支援事業者等に対しても、

同様の説明を行ってください。 

○複数の福祉用具を貸与する場合の減額規定（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与）

⇒ 福祉用具の貸与価格について、複数の福祉用具を貸与する場合は、給付の効率化・適

正化の観点から、あらかじめ減額の規定を届け出ることにより、通常の貸与価格から減

額して貸与することが可能です。 

 この「複数の福祉用具を貸与する場合」とは、同一の利用者に２つ以上の福祉用具を

貸与する場合をいい、「複数」については、例えば、１つの契約により２つ以上の福祉用

具を貸与する場合や、契約数に関係なく２つ以上の福祉用具を貸与する場合等、指定福

祉用具貸与事業者が実情に応じて規定します。 

⇒ 減額の対象となる福祉用具の範囲は、指定福祉用具貸与事業者が取り扱う種目の一部

又はすべての福祉用具を対象とすることができます。 

 例えば、主要な福祉用具である車いす及び特殊寝台と同時に貸与される可能性が高い

次の種目を減額の対象となる福祉用具として設定することなどが考えられます。 

（１）車いす付属品 （２）特殊寝台付属品 （３）床ずれ防止用具 

（４）手すり （５）スロープ （６）歩行器 

ポイント 
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⇒ 減額する際の利用料の設定に当たっては、既に届け出ている福祉用具の利用料（単品

利用料）に加えて、減額の対象とする場合の利用料（減額利用料）を設定します。 

 また、１つの福祉用具には、同時に貸与する福祉用具の数に応じて複数の減額利用料

を設定することも可能です。あらかじめ事業所内のシステム等において、１つの福祉用

具に対して単品利用料と減額利用料を設定してください。 

 なお、特定の福祉用具を複数組み合わせたもの（いわゆるセット）については、総額

のみによる減額利用料を設定することなく、個々の福祉用具に減額利用料を設定

してください。（減額利用料は、利用料のうち重複する経費として想定されるアセスメン

ト、契約手続き、配送・納品及びモニタリング等に係る経費に相当する範囲において、

適切に設定してください。） 

⇒ 複数の福祉用具を貸与する場合の減額規定を設ける場合は、運営規程等において単品

利用料と減額利用料とを記載するとともに、利用者や当該利用者に係る居宅介護支援事

業者等に対して説明等を行います。 

○月途中における契約・解約の取扱い（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与）

⇒ 貸与の開始月と終了月が異なり、かつ、貸与期間が１月に満たない場合には日割り計

算を行うものとされていますが、当分の間、半月単位の計算方法を行うことも差し支え

ないとされています。 

 いずれの場合においても、月の中途における契約・解約の取扱い（計算方法等）は、

運営規程に定めておく必要があります。 

○居宅介護支援事業者等との連携 

⇒ 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与を提供するに当たっては、居宅介護支

援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努め

なければなりません。 

 特に、利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、

利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービス

の利用状況等の把握に努める必要があります。 

⇒ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売を位置付

ける場合には、当該計画に福祉用具貸与及び特定福祉用具販売が必要な理由を記載しな

ければならないこととされています。 

 福祉用具貸与事業者においても、居宅サービス計画に福祉用具貸与を必要とする理由

が記載されるとともに、サービス担当者会議でその必要性について検討し、継続が必要

な場合には、その理由が居宅サービス計画に記載されるよう、必要な措置を講じる必要

があります。 

 また、福祉用具専門相談員は、福祉用具が適正に選定され、かつ、使用されるよ

う介護支援専門員等に対して、専門的知識に基づく助言を行ってください。 

ポイント 
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① 福祉用具貸与計画が作成されていなかった。 

② 特定福祉用具販売計画が作成されていなかった。 

③ 居宅サービス計画の交付が遅れていることを理由に、計画に目標を記載していなかっ

た。 

④ 具体的な福祉用具の機種が記載されていなかった。 

○福祉用具貸与計画等の作成 

⇒ 福祉用具貸与や特定福祉用具販売においても、利用者ごとに個別サービス計画を作成

しなくてはなりません。 

 福祉用具専門相談員は、利用者の希望、心身の状況及びその置かれている環境を踏ま

え、指定福祉用具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を

記載した福祉用具貸与計画等を作成しなくてはなりません。 

 なお、福祉用具貸与と併せて特定福祉用具販売の利用がある場合は、福祉用具貸与計

画と特定福祉用具販売計画とを一体のものとして作成することができます。 

【福祉用具貸与計画等に記載すべき事項】 

（１）作成年月日及び作成者 

（２）利用者の基本情報（氏名、年齢、性別、要介護度等） 

（３）福祉用具が必要な理由 

（４）福祉用具の利用目標 

（５）具体的な福祉用具の機種及び当該機種を選定した理由 

（６）その他関係者間で共有すべき情報（福祉用具を安全に利用するために特に注意が

必要な事項、日常の衛生管理に関する留意点等） 

⇒ 福祉用具貸与計画等は、居宅サービス計画に沿って作成する必要があります。 

 また、作成した福祉用具貸与計画等は、利用者に対する説明、同意、交付が必要であ

るのはもちろん、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等から提供の求めがあった場合

は、当該福祉用具貸与計画等を交付してください。（小規模多機能型居宅介護又は看護小

規模多機能型居宅介護を利用している場合も同様です。） 

○モニタリングの実施（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与）

⇒ 福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画作成後、当該福祉用具貸与計画の実施状況

の把握（モニタリング）を行い、必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更を行わなく

てはなりません。 

 なお、福祉用具貸与計画の変更が必要な場合は、居宅サービス計画も変更が必要とな

りますので、居宅介護支援事業者等と連携を図ってください。 

【モニタリングで確認すべき事項】 

（１）利用者の心身の状況 （２）介助方法 

（３）使用状況 （４）使用環境 （５）製品の保守・点検 

ポイント 

４ 計画の作成等 

事例 
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◆定期的なモニタリングと計画を見直すタイミング◆ 

効果 

○福祉用具の導入効果の明確化 

○安全性の確保（適正な使用）→事故の未然防止 

○福祉用具の保管・消毒 

⇒ 福祉用具貸与事業者は、従業者の清潔の保持や健康状態の管理のほか、用具そのもの

に対しても適切な衛生管理を行う必要があります。 

 回収した福祉用具を、その種類、材質等から適切な消毒効果を有する方法により速や

かに消毒するとともに、消毒が行われた福祉用具と消毒が行われていない福祉用具とを

区分して保管しなければなりません。 

⇒ 福祉用具の保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせることもできます。この

場合には、委託等の契約内容において、保管又は消毒が適切な方法により行われること

を担保する必要があります。 

【委託等において文書により取り交わす事項】 

（１）委託等の範囲 

（２）委託等に係る業務の実施に当たり遵守すべき条件 

（３）委託等業務が適切に行われたことを福祉用具貸与事業者が定期的に確認できる旨 

（４）福祉用具貸与事業者が委託等業務に関し受託者等に指示を行い得る旨 

（５）福祉用具貸与事業者が業務改善の必要性を認め、所要の措置を講じるよう（４）の

指示を行った場合に、当該措置が講じられたことを福祉用具貸与事業者が確認する旨 

（６）委託等業務により利用者に賠償すべき事故が発生した場合の責任の所在 

（７）その他当該委託等業務の適切な実施を確保するために必要な事項 

※ （３）又は（５）の確認を行った場合は、その確認の結果について適切に記録を残

してください。 

定期的なモニタリング

利用者の心身の状況

介助方法

使用状況

使用環境

製品の保守・点検

見直しが必要／検討となるタイミング

利用者の心身の状況の変化

介護者の状況の変化

置かれている環境の変化

利用者の希望により
機種を見直す場合

居宅サービス計画の
見直しがあった場合

ポイント 

５ 衛生管理等（福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与） 
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○軽度者に対する福祉用具貸与 

⇒ 要支援１、要支援２及び要介護１と認定された者（軽度者）に係る福祉用具貸与費に

ついては、その状態像から見て使用が想定しにくい一部の福祉用具（対象外種目）は、

原則として算定することができません。 

 また、自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）については、

軽度者に加えて、要介護２及び要介護３と認定された者に対しても原則的に算定できま

せん。 

対象外種目 

・車いす及び車いす付属品 

・特殊寝台及び特殊寝台付属品 

・床ずれ防止用具及び体位変換器 

・認知症老人徘徊感知機器 

・移動用リフト（つり具部分を除く。） 

・自動排泄処理装置（要介護３以下は原則貸与不可） 

⇒ 利用者の身体状況等から対象外種目の貸与が必要な者への給付は、あくまで例外的措

置であるという認識の下、適切な手順により利用者の状態及び当該福祉用具貸与の必要

性を慎重に精査し、適切なケアマネジメントに基づき給付を行う必要があります。 

ポイント 

６ 軽度者に対する福祉用具貸与
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○軽度者に対する福祉用具の例外給付 

（１）利用者の状態像に対し、認定調査の結果等により貸与が認められる場合 

⇒ 軽度者に該当する者に対しても、利用者の状態像から上記対象外種目の貸与が必要と

判断できる場合には、福祉用具貸与費の算定が可能となります。 

対象外種目 状態像 認定調査の結果 

ア 車いす 及び 

  車いす付属品 

次のいずれかに該当する者 

①日常的に歩行が困難な者 

基本調査１－７「３．できない」 

②日常生活範囲における移動の支

援が特に必要と認められる者 

※（注）参照 

イ 特殊寝台 及び 

  特殊寝台付属品 

次のいずれかに該当する者 

①日常的に起き上がりが困難な者 

基本調査１－４「３．できない」 

②日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３「３．できない」 

ウ 床ずれ防止用具 

  及び体位変換器 
日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３「３．できない」 

エ 認知症老人徘徊 

  感知機器 

次のいずれにも該当する者 

①意思の伝達、介護者への反応、記

憶・理解のいずれかに支障がある

者 

基本調査１－３「調査対象者が意思

を他者に伝達できる」以外 又は 

基本調査３－２～基本調査３－７

のいずれか「できない」 又は 

基本調査３－８～基本調査４－15

のいずれか「ない」以外 

その他、主治医意見書において、認

知症の症状がある旨が記載されて

いる場合も含む。 

②移動において全介助を必要とし

ない者 

基本調査２－２「４．全介助」以外 

オ 移動用リフト 

 （つり具の部分を除

く。） 

次のいずれかに該当する者 

①日常的に立ち上がりが困難な者 

基本調査１－８「３．できない」 

②移乗が一部介助又は全介助を必

要とする者 

基本調査２－１「３．一部介助」 

又は「４．全介助」 

③生活環境において段差の解消が

必要と認められる者 

※（注）参照 

カ 自動排泄処理装置 次のいずれかに該当する者 

①排便が全介助を必要とする者 

基本調査２－６「４．全介助」 

②移乗が全介助を必要とする者 基本調査２－１「４．全介助」 

※（注）アの②及びオの③については、該当する認定調査項目がないため、主治の医師から

得た情報及び福祉用具専門相談員等が参加するサービス担当者会議等を通じた適切なケア

マネジメントによりケアマネジャー又は地域包括支援センター担当職員（以下「ケアマネ

ジャー等」という。） が判断します。例えば車いすの貸与について「日常生活範囲におけ

る移動の支援が特に必要と認められる者」とケアマネジャー等が判断した場合は、市町村

への確認依頼を行う必要はありません。 
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（２）市町村への確認により貸与が認められる場合 

⇒ （１）において対象とならない者についても、次のアからウの３つの要件を満たすこ

とで、例外的に福祉用具貸与費の算定が可能です。 

ア ケアマネジャー等が医師の医学的な所見に基づき、次の表のⅰ）からⅲ）までの

いずれかに該当すると判断していること。 

 なお、医師の医学的な所見については、主治医意見書又は医師 の診断書による確認

のほか、介護支援専門員等が聴取した医師の医学的所見をケアプラン（介護予防含む）

に記載する方法をとっても差し支えありません。 

ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、

頻繁に（１）の表の状態像に該当する者 

例：パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象 

ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急激に悪化し、短期間のうちに表１の状態像に

該当するに至ることが確実に認められる者 

例：がん末期の急速な状態悪化 

ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学

的判断から表１の状態像に該当すると判断できる者 

例：ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥

性肺炎の回避 

イ ケアマネジャー等がサービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメント

により福祉用具貸与が特に必要であると判断していること。 

ウ 上記ア・イについて、市町村に書面等確実な方法により確認を受けること。 

 区役所（地区健康福祉ステーション）による確認を行い、適正であると判断された場合

には、確認日（書類提出日）以降、介護報酬の算定が可能となります。 

⇒ 対象外種目の貸与を受けている場合であって、以下のいずれかの変更があったときは、

再度市町村による確認を受けてください。 

◆医学的見地に基づくケアマネジャー等が判断した（２）アの表のⅰ）からⅲ）に変更

が生じたとき 

◆貸与する福祉用具の追加・変更が生じたとき 

※ ただし、同一品目における変更等軽易なものについてであって、かつ、当該変更

等が被保険者の身体状況や介護状況の変化に起因するものではない場合は不要です。 

◆当該被保険者が更新認定・区分変更認定を受けたとき 

（ア）軽度者に係る福祉用具貸与に係る確認依頼書 

（イ）サービス担当者会議等の記録 

（ウ）主治医の意見書、診断書又は医師の医学的所見を
記載した書類 

※ただし、（イ）において医師の医学的所見による
判断が明記されている場合は、（ウ）の添付を省
略することができます。 
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軽度者に対する福祉用具貸与 算定フローチャート 

① 利用者は軽度者である 

②、③ 

 適切なケアマネジメントの  上、

福祉用具貸与を計画に位置付けて

ください。 

 なお、介護保険における福祉用具

貸与種目については老企第３４号

等で御確認ください。 

いいえ 

② 貸与する用具に以下の対象外種目が含

まれている。 

ア 車いす及び車いす付属品 

イ 特殊寝台及び特殊寝台付属品 

ウ 床ずれ防止用具及び体位変換器 

エ 認知症老人徘徊感知機器 

オ 移動用リフト（つり具部分を除く。） 

カ 自動排泄処理装置 

は
い

いいえ 

③ 認定調査の結果等から、対象外種目を

位置付けられる状態像であることが確認

できる。（「軽度者に対する福祉用具の例

外給付」（１）の表を参照） 

は
い

は
い

④ 「軽度者に対する福祉用具の例

外給付」（１）を参照してくださ

い。 

④ ③に該当しない場合でも、「軽度者に対

する福祉用具の例外給付」（２）の表の状態

に該当するときは、所定の要件を満たすこ

とにより算定可能です。（「軽度者に対する

福祉用具の例外給付」（２）を参照） 

いいえ 
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２－７ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

○管理者 

⇒ 訪問介護と同様に、管理者は、常勤であり、かつ、専ら当該定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の管理業務に従事するものとされています。 

 ただし、管理業務に支障がないときは、次の職務に従事できます。 

（１）当該事業所のオペレーター、定期巡回サービス若しくは随時訪問サービスを行う訪

問介護員等又は訪問看護サービスを行う看護師等の職務 

（２）訪問介護事業者、訪問看護事業者又は夜間対応型訪問介護事業者の指定を併せて受

け、同一の事業所においてそれぞれの事業が一体的に運営されている場合の、当該指

定訪問介護事業所、指定訪問看護事業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所の職務 

（３）同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に支障

がないと認められる範囲内にある他の事業所等の管理者又は従業者としての職務 

（※）管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設する入所施設

において、入所者に対してサービス提供を行うなどの場合は、本務である「管理業

務」に支障があると考えられることがあります。 

⇒ 「専ら従事する」とは、原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外

の職務に従事しないことをいいます。 

○必要な資格、員数等 

職種 資格等（注１） 必要な員数（注２） 

訪問介護員等 

定期巡回サービ

スを行う 

訪問介護員等 

◆介護福祉士 

◆実践者研修修了者 

◆介護職員基礎研修

修了者 

◆訪問介護員１級・

２級 

○交通事情、訪問頻度等を勘案

し、利用者に適切に定期巡回

サービスを提供するために

必要な員数 

随時訪問サービ

スを行う 

訪問介護員等 

○提供時間帯を通じて１以上 

※午後６時から午前８時まで

の間は、オペレーターが兼務

することも可 

訪問看護サービ

スを行う 

看護師等 

※連携型を除く 

看護職員 

◆保健師 

◆看護師 

◆准看護師 

○常勤換算方法で２．５以上 

○１以上は、常勤の保健師又は

看護師（以下「常勤看護師等」） 

理学療法士等 

◆理学療法士 

◆作業療法士 

◆言語聴覚士 

事業所の実情に応じた適当数 

（配置しないことも可） 

ポイント 

ポイント 
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職種 資格等 必要な員数 

オペレーター 

◆看護師     ◆介護福祉士 

◆医師      ◆保健師 

◆准看護師    ◆社会福祉士 

◆介護支援専門員 

＋ 

◇指定訪問介護のサービス提供責任者の

業務に３年以上従事した者（注３） 

○提供時間帯を通じて１以

上 

○１人以上は、常勤の看護

師、介護福祉士等（左記◆

のいずれかの資格を有す

る者。以下について同じ） 

計画作成責任者 

◆看護師     ◆介護福祉士 

◆医師      ◆保健師 

◆准看護師    ◆社会福祉士 

◆介護支援専門員 

○上記従業者のうち１人以

上を選任 

注１ 表中、「資格等」の「◆」は、いずれかを有する者である必要がある。 

注２ 表中、「必要な員数」の「○」は、いずれも満たしている必要がある。 

注３ オペレーターについては、看護師、介護福祉士等であるオペレーターがオペレータ

ーとして勤務する時間以外の時間帯において、当該オペレーター又は当該事業所の看

護師等との緊密な連携を確保している場合は、「◇」の者を充てることができる。 

○その他従業者を配置する上での留意点 

（１）随時訪問サービスを行う訪問介護員等 

 利用者の処遇に支障がない場合は、定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問

介護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することが可能です。 

 また、午後６時から翌日午前８時までの間は、オペレーターが随時訪問サービスに従

事する場合には、随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができます。 

（２）訪問看護サービスを行う看護師等（※連携型を除く） 

 当該事業所が指定訪問看護の指定を併せて受けている場合であって、同一の事業所に

おいて一体的に運営されているときは、指定訪問看護の人員を満たすことで足ります。

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業又は指定複合型サービス事業の看護職員

の人員配置基準を満たしていることにより、指定訪問看護の看護職員の人員配置基準を

満たしているとみなされている場合を除きます。） 

 また、看護職員のうち１人以上は、提供時間帯を通じて、当該事業所との連絡

体制が確保された者でなければなりません。 

（３）オペレーター 

 原則として利用者からの通報を受ける業務に専念しなければなりませんが、利用者の

処遇に支障がない場合は、次の職務に従事することができます。 

 なお、この場合において、オペレーターが定期巡回サービスに従事している等、利用

者の居宅においてサービスの提供を行っている時であっても、当該オペレーターが利用

者からの通報を受けることができる体制を確保している場合は、当該時間帯におけるオ

ペレーターの配置要件を併せて満たします。 

ア 当該事業所の定期巡回サービス又は訪問看護サービス 

イ 同一敷地内の指定訪問介護事業所、指定訪問看護事業所又は指定夜間対応型訪問介

護事業所の職務 

ウ 利用者以外の者からの通報を受け付ける業務 
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○必要な設備等 

⇒ 事業所には、次の設備及び備品等を備えなくてはなりません。 

（１）事務室（又は区画） 

 専用の事務室又は区画を設ける必要があります。当該事務室又は区画は、利用申込

みの受付や、相談等に対応するのに適切なスペースを確保します。 

 ただし、間仕切り等他の事業のように供するものと明確に区分されている場合は、

他の事業所と同一の事務室でも差し支えありません。 

（２）鍵付きの書庫等 

 鍵付きの書庫等、利用者の個人情報を保護するための設備を備えなくてはなりませ

ん。 

（３）感染症予防に必要な設備等 

 手指を洗浄、消毒するための設備など、感染症予防に必要な設備等を備えなくては

なりません。 

（４）利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器 

利用者からの通報を受けた際に瞬時にそれらの情報が把握できるものでなけ

ればなりません。 

 利用者の心身の状況等の情報を蓄積するための体制が確保され、かつ、オペレータ

ーが常時閲覧できる場合は、当該機器を備えないことができます。 

 また、オペレーターが所有する端末機から常時利用者の情報にアクセスできる体制

（情報通信技術の活用だけでなく、随時更新される紙媒体が一元的に管理されている

ものを含む。）が確保されていれば、必ずしも当該事業所に機器を保有する必要はあり

ません。 

（５）随時適切に利用者からの通報を受けるための通信機器等 

 必ずしも当該事業所に設置され、固定されている必要はありません。（地域を巡回す

るオペレーターが携帯することも可能です。） 

⇒ 事業所に備えるべき設備・備品等のほか、利用者に対し、適切にオペレーターに通報

できるよう通信のための端末機器（ケアコール端末）を配布しなくてはなりません。 

 ケアコール端末は、利用者がボタンを押すなどにより、簡単にオペレーターに通報で

きるものである必要があります。 

 ただし、利用者の心身の状況によって、一般の家庭用電話や携帯電話でも随時の通報

を適切に行うことが可能と認められる場合は、ケアコール端末に代わって携帯電話を配

布したり、ケアコール端末等を配布せず、利用者所有の家庭用電話や携帯電話から随時

の通報を行わせることでも差し支えありません。 

ポイント 

３ 設備に関する基準 

 ケアコール端末の設置（配布）は事業所が負うべき義務であることから、ケアコー

ル端末に係る設置料、リース料、保守料等の費用の徴収は認められません。 

 ただし、利用者宅から事業所への通報に係る通信料（電話料金）については、利用者

から徴収することができます。 

ケアコール端末に係る費用の取扱い
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○医師の指示に基づく訪問看護の提供 

⇒ 訪問看護サービスの提供に際しては、主治の医師の診療に基づく指示を文書で受けな

ければなりません。 

 なお、「主治の医師」とは、利用者の選定により加療している医師をいうものであり、

主治の医師以外の複数の医師から指示書の交付を受けることはできません。 

○訪問看護指示書の取扱い 

⇒ 訪問看護指示書の有効期間は、最長６か月です。 

 訪問看護指示書の交付は、訪問看護サービスの提供開始前に受ける必要があります。 

 また、引き続き訪問看護サービスの提供を行う場合には、訪問看護指示書の有効期間

が切れる前に、新たな訪問看護指示書の交付を受けなければなりません。 

⇒ 常勤看護師等は、利用者の主治医が発行する訪問看護指示書に基づき訪問看護サービ

スが行われるよう、主治医との連絡調整、訪問看護サービスの提供を担当する看護師等

の監督等必要な管理を行わなければなりません。 

⇒ 訪問看護サービスを提供する場合には、主治医に定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画書及び訪問看護報告書を提出し、主治医との密接な連携を図らなくてはなりません。 

⇒ 医療機関が当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を運営する場合には、訪問

看護指示書の交付や定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画書及び訪問看護報告書の提

出は、診療録その他の診療に関する記録への記載で足ります。 

ポイント 

４ 主治の医師との関係 

 サービスの提供に当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなくてはなりません。特に、ケアマネ

ジャーから定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の提供の求めがあった場合

は、これを提供することに協力してください。 

 また、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導

を行うとともに、居宅介護支援事業者に対する情報提供並びに保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりません。 

居宅介護支援事業者等との連携
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○計画の作成 

⇒ 計画作成責任者は、利用者の希望、主治の医師の指示及び利用者の心身の状況等を踏

まえて、療養上の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成する必要があります。 

⇒ 計画は、看護職員が利用者の居宅を定期的に訪問して行うアセスメントの結果

を踏まえて作成しなければなりません。 

 医師の指示に基づく訪問看護サービスの利用者だけでなく、訪問看護サービスを利

用しない者に対しても、看護職員による定期的なアセスメント及びモニタリング

を行う必要があります。（ここでいう「定期的」とは、おおむね１月に１回行われるこ

とが望ましいです。） 

⇒ 作成した定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は、利用者に交付しなくてはなりま

せん。 

 なお、医療機関が行う定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所においては、「訪問看

護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（平成12年3月30日老企第55号）

に定める訪問看護計画書を参考に、事業所ごとに定めた様式により交付してください。 

○訪問看護報告書の作成 

⇒ 訪問看護サービスの提供を行う保健師又は看護師は、訪問日、提供した看護内容、サ

ービス提供結果等を記載した訪問看護報告書を作成しなくてはなりません。 

 また、主治医との連携を図り、適切な訪問看護を提供するため、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護計画書及び訪問看護報告書を定期的に主治医に提出する必要があります。 

 ただし、医療機関が行う定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所においては、診療

録その他の診療に関する記録への記載をもって代えることができます。 

⇒ 常勤看護師等は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び訪問看護報告書の作成

に関し、必要な指導及び管理を行わなければなりません。 

ポイント 

５ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護においても、他のサービスと同様に、利用者か

ら徴収することが認められる費用は限られています。 

 特に、訪問看護サービスにおいて使用するガーゼ・ディスポーザブル手袋などの衛

生材料、注射器・注射針などの医療材料にかかる費用は、本来医療機関が提供するも

のであるため、利用者（患者）への実費請求はできません。 

※ 「２－４訪問看護」の「５ 利用料等の受領」を参照してください。 

訪問看護サービスに係る利用料等の取扱い
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① 利用者から預かった合鍵を持ち出すことが容易な管理体制であった。 

② 合鍵の管理方法や紛失した場合の対処方法等を記載した文書を利用者に交付していな

かった。 

○合鍵の管理 

⇒ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、サービスの性格上、利用者から合鍵を預かる

場合があります。 

 その場合は、事業所内での管理を厳重に行う必要があります。従業者であっても容易

に持ち出すことができないよう、最低限「誰が（従業者）」「いつ」「どういった理由

（目的）で」「誰の（利用者）」合鍵を持ち出すのかを明確にし、利用者に安心感を与

えるよう体制整備を行ってください。 

⇒ 利用者から合鍵を預かる場合は、事前に、事業所としての管理方法や紛失した場合の

対処方法その他必要な事項を記載した文書を利用者に交付し、説明してください。 

① 介護・医療連携会議を開催していなかった。 

② 会議の記録を作成していなかった。 

③ 会議の記録を公表していなかった。 

○介護・医療連携推進会議の開催 

⇒ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は、介護・医療連携推進会議を設置し、お

おむね３月に１回以上、開催しなくてはなりません。 

 この「介護・医療連携推進会議」を設置・開催する目的は、次のとおりです。 

（１）利用者や関係者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることで、サ

ービスの質の確保を図る 

（２）当該会議において、地域における介護及び医療に関する課題について関係者間での

情報共有を行い、介護と医療の連携を図る 

⇒ 当該会議は、以下に掲げる者等から構成します。 

（１）利用者及びその家族 

（２）地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、老人クラブの代表等） 

（３）地域の医療関係者（地方医師会の医師等、地域の医療機関の医師・医療ソーシャル

ワーカー等） 

（４）市町村職員又は地域包括支援センター職員 

（５）定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有する者 

ポイント 

ポイント 

６ 鍵の管理 

７ 介護・医療連携推進会議 

事例 

事例 
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⇒ 当該会議では、活動状況を報告して評価を受けるとともに、構成員から必要な要望、

助言等を聴く機会を設けなくてはなりません。 

 また、当該会議を開催した際は、記録を作成するとともに、その記録を公表する必要

があります。 

⇒ サービスの改善及び質の向上を目的として、１年に１回以上、自らが提供するサービ

スについて評価・点検（自己評価）を行い、当該自己評価の結果を、介護・医療連携推

進会議において第三者の観点からサービスの評価（外部評価）を行う必要があります。 

 この自己評価結果及び外部評価結果についても、会議の記録と同様に公表する必要が

あります。 

○「連携型」における適用除外 

⇒ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所においては、指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業所における規定のうち、以下の事項が適用されません。 

（１）人員に関する基準のうち、次に掲げる事項 

ア 訪問看護サービスを行う看護師等の配置 

イ 常勤看護師等の配置 

ウ 看護職員との連絡体制の確保 

（２）運営に関する基準のうち、次に掲げる事項 

ア 主治医との関係 

※ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び訪問看護報告書の提出に係る事項

は適用されます。 

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画における訪問看護サービスに係る記載 

ウ 常勤看護師等による計画作成責任者に対する指導・管理 

エ 訪問看護報告書の作成 

オ 常勤看護師等による訪問看護報告書の作成に係る指導・管理 

カ 訪問看護指示書の整備・保存及び訪問看護報告書の整備 

○指定訪問看護事業者との連携 

⇒ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の利用者は、訪問看護を利用し

ようとする場合に、当該事業者が連携する指定訪問看護事業者（以下「連携指定訪問看

護事業者」といいます。）以外の指定訪問看護事業者を選択することができます（つまり、

連携指定訪問看護事業者以外の指定訪問看護事業者を選択することを妨げることはでき

ません。）。 

 訪問看護を利用しようとする利用者が、連携指定訪問看護事業者からのサービス提供

を受けることを選択しない場合には、連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、当該利用者が選択した指定訪問看護事業所と連携する必要があります。 

ポイント 
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⇒ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、連携指定訪問看護事業者か

ら、次の事項について、必要な協力を得なくてはなりません。 

（１）看護職員が利用者の居宅を定期的に訪問して行うアセスメント 

（２）随時対応サービスの提供に当たっての連絡体制（看護職員による対応が必要と判断

された場合に、確実に連絡が可能な体制）の確保 

（３）介護・医療連携推進会議の参加 

（４）その他連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たって必要な助言

及び指導 

⇒ 前述（５ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画）のとおり、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護計画は、看護職員が利用者の居宅を定期的に訪問して行うアセスメント

の結果を踏まえて作成しなければならないことから、上記（１）については、訪問看護

サービスの利用者だけでなく、訪問看護サービスを利用しない利用者についても、

看護職員による定期的なアセスメント及びモニタリングを行う必要があります。 

⇒ 上記（１）について、連携指定訪問看護事業所の利用者に関しては、指定訪問看護の

提供時に把握した利用者の心身の状況について情報共有を図ることで足ります。 

⇒ 上記（１）について、連携指定訪問看護事業所の利用者以外に関しては、必ずしも当

該連携指定訪問看護事業所の職員が行わなければならないものではなく、連携型指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のオペレーターとして従事する看護職員や、当

該連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が実施する他の事業に従事する

看護師等により実施することでも差し支えありません。 

○同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱い 

⇒ 利用者は、同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することが原則ですが、連携型

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（又は夜間対応型訪問介護）と訪問看護を、同

一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、

同一時間帯に利用することが介護のために必要と認められる場合に限り、それぞれのサ

ービスについてそれぞれの所定単位数を算定することが可能です。 

○医療保険の訪問看護との調整 

⇒ 居宅サービスの訪問看護と同様に、介護保険の給付が医療保険の給付に優先します。

（詳細は、「２－４ 訪問看護」の「８ 給付調整等」を参照してください。） 

医療保険の給付対象の期間に係る介護報酬については、訪問看護サービスを行

わない場合の単位数で算定しなくてはなりません。具体的には、主治医の指示に基づ

いて医療保険の給付の対象となる期間に応じて日割り計算を行います。 

ポイント 

９ 介護報酬算定に関する留意事項 
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○他のサービスとの給付調整 

⇒ 利用者が次のサービスを受けている間は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費は算

定できません。 

●短期入所生活介護   ●短期入所療養介護     ●特定施設入居者生活介護 

●夜間対応型訪問介護  ●小規模多機能型居宅介護  ●認知症対応型共同生活介護 

●地域密着型特定施設入居者生活介護         ●複合型サービス 

●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

⇒ 利用者が上記のサービスのうち短期入所系サービスを利用した場合は、次のように取

り扱います。 

（１）対象サービス 

 短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用特定施設入居者生活介護、短期利

用認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護（短期利用居宅介護費を算定

する場合に限る。）、地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護又は看護小規模多機

能型居宅介護（短期利用居宅介護費を算定する場合に限る。） 

（２）報酬算定の取扱い 

 短期入所系サービスの利用日数に応じた日割り計算を行います。 

 具体的には、当該月の日数から、当該月の短期入所系サービスの利用日数（退所日

を除く。）を減じて得た日数に、サービスコード表の定期巡回・随時対応型訪問介護看

護費の日割り単価を乗じて得た単位数を、当該月の所定単位数とします。 

⇒ このほか、利用者が通所系サービスを利用した場合は、次のように取り扱います。 

（１）対象サービス 

 通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護 

（２）報酬算定の取扱い 

 通所系サービスを利用した日数に、厚告１２６別表１注４に掲げる単位数を乗じて

得た単位数を、所定単位数から減じます。 
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２－８ 夜間対応型訪問介護 

○管理者 

⇒ 訪問介護や定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様に、管理者は、常勤であり、か

つ、専ら当該夜間対応型訪問介護看護事業所の管理業務に従事するものとされています。 

ただし、管理業務に支障がないときは、次の職務に従事できます。 

（１）当該事業所のオペレーションセンター従業者又は訪問介護員等としての職務 

（２）訪問介護事業者又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け、

同一の事業所においてそれぞれの事業が一体的に運営されている場合の、当該指定訪

問介護事業所又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（日中のオペ

レーションセンターサービスを実施する場合に限る。） 

（２）同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理業務に支障

がないと認められる範囲内にある他の事業所等の管理者又は従業者としての職務 

（※）管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設する入所施設

において、入所者に対してサービス提供を行うなどの場合は、本務である「管理業

務」に支障があると考えられることがあります。 

⇒ 「専ら従事する」とは、原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外

の職務に従事しないことをいいます。 

○必要な資格、員数等 

職種 資格等（注１） 必要な員数 

オペレーション

センター従業者 

オペレーター 

（利用者からの

通報を受け付け

る業務） 

◆看護師 

◆介護福祉士 

◆医師 

◆保健師 

◆准看護師 

◆社会福祉士 

◆介護支援専門員 

○提供時間帯を通じて１以上

（注２） 

面接相談員 

（面接その他の

業務） 

オペレーターと同等

の資格又は知識経験

を有する者 

（努力義務） 

○面接を適切に行うために必

要な員数 

※夜間勤務のオペレーターや

訪問介護員等が従事するこ

とも可 

ポイント 

ポイント 



52 

職種 資格等（注１） 必要な員数 

訪問介護員等 

定期巡回サービ

スを行う 

訪問介護員等 

◆介護福祉士 

◆実践者研修修了者 

◆介護職員基礎研修

修了者 

◆訪問介護員１級・

２級 

○交通事情、訪問頻度等を勘案

し、利用者に適切に定期巡回

サービスを提供するために

必要な員数 

随時訪問サービ

スを行う 

訪問介護員等 

○提供時間帯を通じて１以上 

※利用者の処遇に支障がない

場合は、定期巡回サービス等

の職務に従事することも可 

注１ 表中、「資格等」の「◆」は、いずれかを有する者である必要がある。 

注２ オペレーターについては、看護師、介護福祉士等であるオペレーターがオペレータ

ーとして勤務する時間以外の時間帯において、当該オペレーター又は当該事業所の看

護師等との緊密な連携を確保している場合は、指定訪問介護のサービス提供責任者の

業務に３年以上従事した者を充てることができる。 

○その他従業者を配置する上での留意点 

（１）オペレーションセンター従業者 

 定期巡回サービスを行う訪問介護員等が利用者から通報を受けることにより適切にオ

ペレーションセンターサービスを実施することが可能と認められる場合は、オペレーシ

ョンセンターを設置せず、オペレーションセンター従業者を置かないことができます。

この場合のオペレーターは、訪問介護員等の資格を有する者で差し支えありません。

（２）オペレーター 

 原則として利用者からの通報を受ける業務に専念しなければなりませんが、利用者の

処遇に支障がない場合は、次の職務に従事することができます。 

 なお、この場合において、オペレーターが定期巡回サービスに従事している等、利用

者の居宅においてサービスの提供を行っている時であっても、当該オペレーターが利用

者からの通報を受けることができる体制を確保している場合は、当該時間帯におけるオ

ペレーターの配置要件を併せて満たします。 

ア 当該事業所の定期巡回サービス 

イ 同一敷地内の指定訪問介護事業所又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の職務 

ウ 利用者以外の者からの通報を受け付ける業務 

（３）随時訪問サービスを行う訪問介護員等 

 利用者の処遇に支障がない場合は、定期巡回サービス又は同一敷地内にある指定訪問

介護事業所若しくは指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務に従事するこ

とが可能です。  
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○必要な設備等 

⇒ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様ですので「２－７ 定期巡回・随時対応型

訪問介護看護」の「３ 設備に関する基準」を参照してください。 

 また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定を併せて受け、同一の事業所におい

てそれぞれの事業が一体的に運営されている場合は、オペレーションサービスの提供に

必要となる設備を共有することができます。 

⇒ オペレーションセンターを設置しない場合にあっても、オペレーションセンターにお

ける通信機器に相当するもの及び利用者に配布するケアコール端末は必要です。 

○計画の作成 

⇒ 夜間対応型訪問介護計画は、オペレーションセンター従業者が作成する必要がありま

す（オペレーションセンターを設置しない場合は、訪問介護員等）。 

 作成した夜間対応型訪問介護計画は、他のサービスと同様に、利用者又はその家族に

対して説明し、同意を得るとともに、利用者に対し交付してください。 

⇒ オペレーションセンター従業者は、訪問介護員等が行うサービスが、夜間対応型訪問

介護計画に沿って実施されているかを把握するとともに、必要に応じて助言、指導等を

行わなくてはなりません。 

ポイント 

ポイント 

３ 設備に関する基準 

４ 夜間対応型訪問介護計画 

 サービスの提供に当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなくてはなりません。特に、ケアマネ

ジャーから夜間対応型訪問介護計画の提供の求めがあった場合は、これを提供

することに協力してください。 

 また、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導

を行うとともに、居宅介護支援事業者に対する情報提供並びに保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりません。 

居宅介護支援事業者等との連携
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① オペレーションセンター従業者が、利用者の居宅への訪問を行っていなかった。 

○オペレーションセンター従業者による面接 

⇒ 夜間対応型訪問介護のオペレーションセンターサービスや随時訪問サービスは、利用

者からの随時の通報に適切に対応して行われ、利用者が夜間において安心してその居宅

において生活を送ることができるものでなければなりません。 

 そのためには、利用者の心身の状況等を的確に把握する必要があることはもちろん、

利用者とのコミュニケーションを図り、利用者が通報を行いやすい環境づくりに努める

必要があります。 

⇒ 利用者の居宅への訪問は、１月ないし３月に１回程度行います。この訪問においては、

利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努めるだけでなく、利用

者又はその家族に対し、適切な相談及び助言を行います。 

○他のサービスとの給付調整 

⇒ 利用者が次のサービスを受けている間は、夜間対応型訪問看護費は算定できません。 

●短期入所生活介護     ●短期入所療養介護    ●特定施設入居者生活介護 

●小規模多機能型居宅介護  ●認知症対応型共同生活介護 

●地域密着型特定施設入居者生活介護          ●複合型サービス 

●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

○同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱い 

⇒ 利用者は、同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することが原則ですが、夜間対

応型訪問介護（又は連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護）と訪問看護を、同

一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、

同一時間帯に利用することが介護のために必要と認められる場合に限り、それぞれのサ

ービスについてそれぞれの所定単位数を算定することが可能です。 

ポイント 

ポイント 

５ 利用者との面接等 

 夜間対応型訪問介護においても、そのサービスの性格上、利用者から合鍵を預かる場

合がありますが、鍵を預かる場合の留意点等は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護と

同様ですので「２－７ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の「６ 鍵の管理」を参

照してください。 

６ 介護報酬算定に関する留意事項 

事例 

鍵の管理
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○２４時間通報対応加算 

⇒ 夜間対応型訪問介護は、夜間におけるサービス提供ですが、そのオペレーションセン

ター機能を利用して、日中に、オペレーションサービスを行う場合は、「２４時間通報対

応加算」を算定することができます。 

 当該加算の算定要件は、以下のとおりです。 

（１）日中においてオペレーションセンターサービスを行うために必要な人員を確保して

いること 

（２）利用者からの通報を受け、緊急の対応が必要と認められる場合に、連携する指定訪

問介護事業所に速やかに連絡する体制を確保し、必要に応じて指定訪問介護が実施さ

れること 

（３）利用者の日中における居宅サービスの利用状況等を把握していること 

（４）利用者からの通報について、通報日時、通報内容、具体的対応の内容について記録

を行っていること 

⇒ 当該加算は、夜間対応型訪問介護の利用者であって、日中においてもオペレーショ

ンセンターサービスの利用を希望する者について算定できます。 

 また、（２）の場合には、夜間対応型訪問介護事業所から訪問介護事業所に情報提供を

行い、当該情報提供に基づいて、連携する訪問介護事業所が必要な訪問介護を行います。

そのため、当該加算の対象となる利用者は、夜間対応型訪問介護事業所と連携体制を取

っている訪問介護事業所と事前にサービスの利用に係る契約を締結しておく必要があり

ます。 

⇒ （２）の場合において、対応が可能となるよう、連携体制をとっている訪問介護事業

所の具体的な対応体制について、定期的に把握しておいてください。 

⇒ 当該加算の対象となる利用者については、夜間の同居家族等の状況の把握に加え、日

中の同居家族等の状況及び在宅サービスの利用状況等を新たに把握します。 

ポイント 

７ 加算算定に関する留意事項 
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３－１ 通所系サービス共通 

○サービス提供時間について 
⇒  通所介護費については、所要時間による区分により算定されるものです。 

 この「所要時間による区分」とは、現に要した時間ではなく、通所介護

計画に位置づけられた内容の通所介護を行うための標準的な時間による

こととされています。 

⇒  単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当

該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、通所介護のサービス

が提供されているとは認められません。 

 この場合は、当初の計画に位置づけられた所要時間に応じた所定単位数

を算定します。 

【所要時間の考え方】 

（例）送迎者が２便体制で、当日の交通事情により事業所への到着時

間が異なった場合 

9:55 17:05 

１便   実際のサービス提供時間 ７時間１０分    

所要時間＝７時間 

（通所介護計画に位置づけられた内容の通所介護を行うための標準的な時間）  

10:15 17:10 

２便   実際のサービス提供時間 ６時間５５分    

○送迎時における居宅内介助等の評価 
⇒  送迎時に実施した居宅内介助等（電気の消灯・点灯、着替え、ベッドへ

の移乗、窓の施錠等）について、一定の要件を満たせば、１日３０分以内

を限度として所要時間に含めることができることとなりました。  

（詳細は、後述「３  送迎について」を参照） 

ポイント 

１ サービス提供時間について 

利用者到着  

→サービス提供開始

サービス提供終了  
１ 便 を 先 に 開 始 す る 場
合は、基準に定められた
人 員 が 配 置 さ れ て い る
必要があります。  

利用者到着  

→サービス提供開始 サービス提供終了  
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○老企第３６号第２の７（１）〔所要時間による区分の違い〕 抜粋 
 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、通所介護計画

に位置づけられた内容の通所介護を行うための標準的な時間によることとさ

れたところであり、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え

等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、通所介

護のサービスが提供されているとは認められないものであること。（中略）  

 これに対して、当日の利用者の心身の状況から、実際の通所介護の提供が

通所介護計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所介護計

画上の単位数を算定して差し支えない。なお、通所介護計画上の所要時間よ

りも大きく短縮した場合には、通所介護計画を変更のうえ、変更後の所要時

間に応じた単位数を算定すること。 

平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1) 

問５９  「当日の利用者の心身の状況から、実際の通所サービスの提供が通所

サービス計画上の所要時間よりもやむを得ず短くなった場合には通所サービ

ス計画上の単位数を算定して差し支えない。」とされているが、具体的にどの

ような内容なのか。  

（答）通所サービスの所要時間については､現に要した時間ではなく、通所サー

ビス計画に位置付けられた内容の通所サービスを行うための標準的な時間

によることとされている。  

 こうした趣旨を踏まえ、例えば７時間以上９時間未満のサービスの通所

介護計画を作成していた場合において、当日の途中に利用者が体調を崩し

たためにやむを得ず６時間でサービス提供を中止した場合に、当初の通所

介護計画による所定単位数を算定してもよいとした。（ただし、利用者負担

の軽減の観点から、５時間以上７時間未満の所定単位数を算定してもよ

い。）こうした取り扱いは、サービスのプログラムが個々の利用者に応じて

作成され、当該プログラムに従って、単位ごとに効果的に実施されている

事業所を想定しており、限定的に適用されるものである。  

 当初の通所介護計画に位置付けられた時間よりも大きく短縮した場合

は、当初の通所介護計画を変更し、再作成されるべきであり、変更後の所

要時間に応じた所定単位数を算定しなければならない。  

（例）  

①  利用者が定期検診などのために当日に併設保険医療機関の受診を希望す

ることにより６時間程度のサービスを行った場合には､利用者の当日の希

望を踏まえて当初の通所サービス計画を変更し、再作成されるべきであり、

６時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。  

②  利用者の当日の希望により３時間程度の入浴のみのサービスを行った場合

には、利用者の当日の希望を踏まえて当初の通所サービス計画を変更し、再

作成するべきであり、３時間程度の所要時間に応じた所定単位数を算定する。

③  ７時間以上９時間未満の通所介護を行っていたが、当日利用者の心身の

状況から１～２時間で中止した場合は、当初の通所サービス計画に位置付

けられていた時間よりも大きく短縮しているため、当日のキャンセルとし

て通所介護費を算定できない。  

ポイント 

２ サービス提供時間の短縮について 

【参考】所要時間を短縮した場合の算定
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① 送迎について、利用者宅の玄関外（マンションの場合はマンション玄関外）

で行っていた。 

② 送迎について、事業所で独自に送迎ルートを設定し、そのルートから外れ

ているという理由から、利用者家族に送迎を依頼していた。 

③ 送迎時における居宅内介助等を行っている間、他の利用者を車内で待たせ

ていた。 

④ 送迎について、減算することを前提として、事業所の都合により全部又は

一部の利用者に対して送迎を行わない取扱いをしていた。 

○送迎の実施 
⇒  通所系サービスにおいて、送迎は本体報酬に包括化（評価）されていま

す。そのため、通所系サービスにおいては、居宅まで迎えに行くことが原

則です。  

⇒  道路が狭隘で居宅まで送迎車が入ることができないなど、地理的要因か

ら居宅までの送迎が困難な場合は、利用者それぞれに出迎え方法をあらか

じめ定めるなどの方法で行う必要があります。  

⇒  利用者の状態により、通所介護を利用するにあたり、通常よりも準備等

について手間を要する場合においては、訪問介護を利用することも可能で

すが、通常は通所介護事業所が玄関の外からではなく、自宅内までの送迎

を行う必要があります。 

 なお、送迎時に実施した居宅内介助等（電気の消灯・点灯、着替え、ベ

ッドへの移乗、窓の施錠等）について、以下の要件を満たせば、１日３０

分以内を限度として所要時間に含めることができることとなりました。 

（１）個別に必要性を判断の上、居宅サービス計画及び個別サービス計画に

位置づけた上で実施  

（２）居宅内介助等を実施する者が、介護福祉士、実務者研修修了者等 

⇒  送迎時における居宅内介助等の評価は、個別に送迎する場合のみに限定

するものではありませんが、居宅内介助に要する時間をサービスの提供時

間に含めることを認めるものであることから、他の利用者を送迎時に車内

に待たせて行うことは認められません。 

（平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ 問５４）  

ポイント 

３ 送迎について 

事例 



59 

平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）  

問５２  デイサービス等への送り出しなどの送迎時における居宅内介助等につい

て、通所介護事業所等が対応できない場合は、訪問介護の利用は可能なのか。居

宅内介助等が可能な通所介護事業所等を探す必要があるのか。  

（答）  

１  通所介護等の居宅内介助については、独居など一人で身の回りの支度ができ

ず、介助が必要となる場合など個別に必要性を判断の上、居宅サービス計画及

び個別サービス計画に位置付けて実施するものである。  

２  現在、訪問介護が行っている通所サービスの送迎前後に行われている介助等

について、一律に通所介護等で対応することを求めているものではない。  

 例えば、食事介助に引き続き送迎への送り出しを行うなど訪問介護による対

応が必要な利用者までも、通所介護等での対応を求めるものではない。  

問５５  居宅内介助等を実施した時間を所要時間として、居宅サービス計画及び個

別サービス計画に位置づけた場合、算定する報酬区分の所要時間が利用者ごとに

異なる場合が生じてもよいか。  

（答）サービスの提供に当たっては、サービス提供の開始・終了タイミングが利用

者ごとに前後することはあり得るものであり、単位内でサービスの提供時間の

異なる場合が生じても差し支えない。  

○送迎が実施されない場合の評価の見直し 
⇒  送迎を実施しない場合（利用者が自ら通う場合、家族が送迎を行う場合

等の事業所が送迎を実施していない場合）は、片道につき４７単位を所定

単位数から減ずることとなりました。  

 この「送迎を実施しない場合」とは、適切に行われたケアマネジメント

の結果、利用者等の意向を踏まえ、事業所が送迎を行わない場合に所定単

位数から減ずるものであり、所定単位数から減ずれば事業所側の都合で送

迎を拒否できるものではありません。 

⇒  送迎を実施しない場合の減算については、送迎体制を確保しているにも

かかわらず、適切に行われたケアマネジメントの結果、利用者等の意向を

踏まえ、事業所が送迎を行わない場合に適用します。 

 そのため、送迎を実施しない場合の減算を適用する場合には、担当する

介護支援専門員等が開催するサービス担当者会議（原則、利用者及び家族

が参加）等における検討の結果、送迎を行わないことについて居宅サービ

ス計画に位置づけ、かつ、個別サービス計画においても位置づける（往復

か片道かを含む。）必要があります。  

⇒  適切なケアマネジメントの結果、送迎を実施しない場合であっても、悪

天候時等における対応については事前に申し合わせを行うなど、サービス

利用に支障が出ないよう適切な対応を図る必要があります。  

⇒  事業所の職員が徒歩で利用者の送迎を実施した場合は、減算の対象とは

なりません。（平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ 問６２） 

⇒  介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーションについては、送

迎を行わない場合の減算はありません。 

【参考】送迎時における居宅内介助等の評価に係るＱ＆Ａ
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① 事業所で設定した定員を超過している日が確認された。 

○定員の遵守と定員超過減算について 
⇒  通所系サービス事業者は、利用定員を超えてサービスの提供を行うこと

はできません。１日でも定員を超過すると基準違反になります。 

⇒  月平均の利用者数が定員を超過した場合は、定員超過した単位について、

その翌月の利用者分全員が所定単位数の７０％に減算されます。  

⇒  定員超過については、定員超過減算の適用を受ければ定員を超過しても

よいということではなく、「定員超過利用が行われている事業所に対しては、

その解消を行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２

月以上継続する場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを

検討するものとする。」とされています。（老企第３６号  第２の７(16)） 

⇒「定員」には、指定介護保険サービス（指定介護予防サービス）の利用者

だけでなく、自費サービス（体験利用を含む。）の利用者も含まれます。 

平成１２年１月２１日付け事務連絡 

「要介護者等以外の自費負担によるサービスの利用について」 

問２  要介護者又は要支援者(以下「要介護者等」という。）以外の者が介護保険サ

ービスを全額自己負担することによって利用することが可能か。 (居宅サービス

の場合）  

（答） 指定居宅サービス事業者がサービスを提供するにあたっては、当然ながら

要介護者等に対するサービス提供を優先する必要がある。しかしながら、介護

保険の運営基準を遵守した上で、なお余力がある場合においては、指定居宅サ

ービスの提供に支障がない範囲で、要介護者等以外の者に対するサービス提供

を行うことは可能である。  

 ただし、この場合において、要介護者等以外に対するサービスの提供により、

指定居宅サービスの提供に支障があると考えられる場合には、運営基準違反と

なることに留意されたい。また、例えば、通所系サービスにおいて、要介護

者等に加えて、要介護者等以外の者に対しても併せてサービス提供を行うよ

うな場合には、人員配置等において、要介護者等に対するサービスの水準を

確保することは当然に必要である。（以下略） 

ポイント 

４ 定員の遵守 

事例 

【参考】要介護者等以外の自費負担によるサービス利用
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① 居宅サービス計画に「自宅から外出する必要がある」と記載があることを

理由に、花見に出かけ、通所介護サービスとして報酬算定していた。 

② 通所介護のサービス提供として、レストランへの外食や遠方の公園、観光地等に外出していた。

③ 屋外でのサービス提供について、期待する効果や実際に得られた効果など

の具体的な記録が確認できなかった。 

④ 屋外でのサービス提供をしていたが、当該内容について、通所介護計画に位置付けられていなかった。

⑤ サービス提供時間中にサービス担当者会議を開催し、本人も参加していた。

○屋外でのサービス提供について 
⇒  通所系サービスは、事業所内でのサービス提供が原則です。  

 しかしながら、以下の要件を満たす場合に限り、例外的に屋外でのサー

ビス提供が可能となります（単なる気分転換や娯楽を目的としたものは、

指定介護保険サービスとしては認められません。）。 

（１）あらかじめ個別サービス計画に位置づけられていること 

（２）効果的な機能訓練等のサービスが提供できること  

 （１）・（２）に係る具体的なプロセスは、次の例のとおりです。 

Ａ居宅サービス計

画等について 

 個別サービス計画は、居宅サービス計画等に基づき作

成されます。そのため、「屋外でのサービス提供」を、介

護保険のサービス（＝介護報酬として評価）として提供

するためには、個別サービス計画の前提となる居宅サー

ビス計画等との整合性が必要です。  

Ｂ介護支援専門員

等の役割  

 介護支援専門員等は、利用者の希望及び利用者につい

てのアセスメントの結果に基づき、利用者の家族の希望

及び当該地域における指定居宅サービス等が提供される

体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された解

決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組

み合わせを検討します。 

Ｃ具体的な原案作

成の考え方の例  

 原案作成に関するプロセスとしては、次のような例が

考えられます。 

a 介護支援専門員が作成する、居宅サービス計画（原案）等

の「生活全般の解決すべき課題（ニーズ）」に、「（趣味で写

真を撮るため）一人で外出するが、転倒の不安がある。」や

「自宅内移動でも、一人でトイレに行くことに不安があ

る、」など、歩行に関する課題がある。  

ｂ  長期目標欄に「ふらつかないで立ち上がりや杖を使って

歩行ができるようになる。」、短期目標欄に「足腰の力をつ

けるため、リハビリに毎週取り組むことができる。」を位置

づける。  

ｃ  援助内容欄の「サービス内容」に、「足腰の筋肉の力をつ

ける機能訓練の提供」を位置づける。  

ｄ  サービス種別欄に「通所介護」を位置づけ、かつ、保険

ポイント 

５ プログラムについて（通所系サービスで認められる範囲） 

事例 
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給付の対象となるかどうかの区分欄に「○」がある。（この

場合、介護支援専門員等は、解決すべき課題に対応するた

めの最も適切なサービスの組み合わせを検討しますが、通

所介護のほか、通所リハビリテーションや訪問リハビリテ

ーション等も、サービス種別として検討してください。）  

ｅ  当該サービス提供を行う事業所欄に、利用者の目標を達

成するのに最適なサービス提供を行うことができる事業所

を位置づける。（この場合、介護支援専門員等は、通所介護

（認知症対応型を含む。）が、原則として事業所内でサービ

ス提供を行うことを踏まえ、「解決すべき課題に対応するた

めの最も適切なサービス」を提供できる事業所を、複数事

業所で比較検討してください。）  

Ｄサービス事業所

の居宅サービス

計画等への位置

づけ 

 Ａ～Ｃのプロセスを経て作成された居宅サービス計画

原案を基に、介護支援専門員等が開催するサービス担当者

会議等で、サービス担当者・主治医等から専門的見地から

の意見を求め、比較検討を行っており、かつ、当該指定通

所介護事業所を位置づけることについて共有します。 

 この際、指定通所介護（認知症対応型を含む。）は、原

則として事業所内でサービス提供を行うことを踏まえ、

機能訓練の内容・手段等において、特に屋外でのサービ

ス提供の必要性（不可避性）について、サービス担当者

会議内で検討を行い、その結果をサービス担当者会議の

記録に残してください。  

Ｅ個別サービス計

画への位置づけ  

 当該通所介護事業所等は、一連のプロセスを経て作成

された居宅サービス計画等に基づき、個別サービス計画

を作成します。なお、個別サービス計画の作成について

は、以下のプロセスが必要です。  

ａ  Ａ～Ｄのプロセスを経て作成された居宅サービス計画等

の内容を踏まえ、個別サービス計画を管理者が作成する。 

ｂ  個別サービス計画の作成に際して、専門的知識を有する

当該事業所の機能訓練指導員と共同して作成する。  

（最終的な作成者は、あくまでも管理者であることに留意）  

ｃ  上記ｂで作成する個別サービス計画に、利用者の目標を

達成するために必要なサービスとして、機能訓練指導員の

専門的見地から、特に屋外で機能訓練を行うことが効果的

であることを明記し、かつ、効果的な機能訓練として提供

する具体的サービス内容を位置づける。  

ｄ  上記計画に位置づけた屋外での機能訓練について、具体

的なサービス提供の記録（提供時間・提供場所・具体的内

容・提供者）を残す。  

ｅ  上記ｄの記録を踏まえて１月に１回程度、計画作成者で

ある管理者及び機能訓練指導員、主な介護従業者等が当該

機能訓練等の評価を行い、その内容を記録する。  

ｆ  上記ｅの評価結果を、サービス担当者会議等を通じて、

必要に応じて、介護支援専門員等と情報共有（連携）する。

※ リハビリテーションマネジメントの考え方を参考にしてください。 
⇒  屋外でのサービス提供を行う場合は、対象者一人ひとりについて、当該
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利用者の目標を踏まえた上で「どのような効果を期待して行うのか」、「な

ぜ屋外でなければならないか」、「どのような内容で行うのか」、「どうして

その場所を選んだのか」及び「屋外でのサービス提供により得られた効果

（評価）」を明確に記録しておいてください。  

《例》  

⇒  通常、居宅サービス計画に「自宅からの外出」と位置づけられていても、

それは通所系サービス事業所からの外出（屋外でのサービス提供）にはあ

たりません。（単なる「自宅からの外出」は、自宅から通所系サービス事業

所へ行くことを指します。）  

○屋外でのサービス提供を行う場合の人員配置について 
⇒  外出を行う場合、介護職員の人員配置にも注意が必要です。  

 事業所内で、人員基準を満たす必要があります。  

○通所系サービス以外のサービスについて 
⇒  事業所が定めた指定サービスの提供時間は、通所系サービスの計画に位

置づけられた内容のサービスを行うための時間ですので、サービス担当者

会議や理美容サービス等の通所系サービス以外のサービスは、サービス提

供時間に含めることはできません。 

 通所系サービスとは別に、利用者の自己負担によりサービスを提供する

ことは可能ですが、利用者に必要なものとして当初から予定されている通

所系サービスの提供プログラム等に影響しないよう配慮が必要です。  

 通所系サービス以外のサービスは、サービス提供時間に含むことはでき

ないため、サービス提供時間中に行う場合は、サービス提供時間から通所

系サービス以外のサービスに要した時間を除き、その時間区分に応じて報

酬請求を行うことになります。 

 通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限

りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うこととされているため、サービ

ス提供時間中に以下のようなサービスを行うことは認められません。  

・理美容サービスやネイルアート  

・治療を目的としたマッサージ  

・慰安を目的としたマッサージ（美顔・アロママッサージ）  

※機能訓練の一環としてその効果が見込まれるマッサージの提供は可能。  

例：認知症対応型通所介護の場合  
生活相談員＝１名  
機能訓練指導員＝１名（時間帯に応じて） 
看護・介護職員（専ら職員）＝１名  
 〃  （勤務時間合計をサービス提供時間で除す）＝１名  

→  仮に、利用者１名と看護・介護職員１名が外出した場合は、この事
業所は、事業所内の人員基準を満たさなくなるため、プラス１名の看
護・介護職員が必要です。  

サービス提供時間中に行うことができないサービス例

屋内で不安なく

歩行できる

屋外で不安なく

歩行できる

近所のスーパーまで

買い物に行かれる

（＝目標達成）
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○給食提供を行う際の報告について 
⇒  給食提供を行う事業所については、食数を問わず、事業所所在地の区役

所保健福祉センターに報告を行う必要があります。詳しくは、川崎市ホー

ムページに通知「介護サービス事業所において給食提供を行う際の報告に

ついて（依頼）」を掲載していますので、御確認ください。  

【掲載場所】  

川崎市ホームページ（（http://www.city.kawasaki .jp/）  

「給食提供を行う際の報告」でキーワード検索  

① 入浴する前に脱衣所に複数人の利用者を待たせている状況が確認された。

○プライバシーの確保について 
⇒  通所系サービス事業所で入浴を実施している事業所は多いですが、その

際にはプライバシーに配慮し、サービス提供する必要があります。 

⇒  複数人の利用者に対して同時に入浴サービスを提供する場合は、プライ

バシーに配慮し、声かけ・誘導を工夫する等し、なるべく脱衣所で待たせ

ることのないようにする等プライバシーの確保に努めてください。 

ポイント 

６ 給食提供 

７ プライバシーの確保 

事例 
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３－２ 通所介護・地域密着型通所介護 

① 生活相談員を配置していなかった。 

② 生活相談員の資格要件がない者を配置していた。 

○生活相談員の配置 
⇒  指定通所介護事業所又は指定地域密着型通所介護（以下「指定通所介護

事業所等」という。）は、サービス提供日ごとに、指定通所介護事業所等に

おけるサービス提供時間数（サービスが提供されていない時間を除きます。）

に応じた生活相談員の配置が必要です。 

《確保すべき生活相談員の勤務延時間数の計算式》  

提供日ごとに確保すべき勤務延時間数 ＝  サービス提供時間数 

⇒  生活相談員の確保すべき勤務時間数には、利用者の生活の向上を図るた

めの相談・援助等に支障がない範囲で行った「サービス担当者会議や地域

ケア会議に出席するための時間」、「利用者宅を訪問し、在宅生活の状況を

確認した上で、利用者の家族も含めた相談･援助のための時間」、「地域の町

内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利用者に必要な生活支援を

担ってもらうなどの社会資源の発掘・活用のための時間」などの時間も含

めることができます。 

⇒  生活相談員の事業所外での活動に関しては、利用者の地域を支えるため

の取組である必要があるため、事業所において、その活動や取組を記録し

てください。 

⇒  生活相談員については、川崎市特別養護老人ホームの設備及び運営の基

準に関する条例（平成２４年川崎市条例第７５号）第６条第２項に定める

生活相談員に準ずるものでなければなりません。 

《川崎市特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例》 

第６条 （略）  

２  生活相談員は、社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当す

る者又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者でなければな

らない。  

ポイント 

１ 生活相談員 

事例 



66 

① 看護職員について、併設する施設の看護職員と兼務していたが、それぞれ

の勤務時間が明確にされていなかった。 

② 利用定員が１０名を超える事業所で、実利用者が１０名以下であるとして

看護職員を配置していない日があった。【人員基準欠如減算に該当】

○看護職員の配置 
⇒  利用定員が１０名を超える指定通所介護事業所等においては、その単位

ごとに、専ら当該指定通所介護の提供に当たる看護職員（看護師又は准看

護師）が１人以上確保されるために必要と認められる員数を配置しなけれ

ばなりません。  

⇒  看護職員については、提供時間帯を通じて専従する必要はありませんが、

当該看護職員は、提供時間帯を通じて指定通所介護事業所等と密接かつ適

切な連携を図るものでなければなりません。  

 また、併設する施設の看護職員との兼務は可能ですが、それぞれの勤務

時間を明確に区分する必要があります。 

○看護職員の配置基準の緩和 
⇒  病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により、看護職員が指定

通所介護事業所の営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行い、病院、診

療所、訪問看護ステーションと指定通所介護事業所等が提供時間帯を通じ

て密接かつ適切な連携を図っている場合は、看護職員の人員配置基準を満

たしているものとします。 

 この「密接かつ適切な連携」とは、指定通所介護事業所等へ駆けつける

ことができる体制や適切な指示ができる連絡体制などを確保することです。 

※  病院、診療所又は訪問看護ステーションとの契約で確保した看護職員の

従事する時間は示されておりませんが、少なくとも営業日ごとに事業所内

で利用者の健康状態の確認を行うために必要な時間は従事してください。

また、事業所と病院等の距離についても、利用者の容態急変に対応できる

よう適切に指示を受けることができる連絡体制が確保されている場合は

特段の定めはありません。 

ポイント 

２ 看護職員 

事例 
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① 利用定員が１０名を超える事業所で、実利用者が１０名以下であるとして

生活相談員と看護職員で対応し、介護職員を配置していなかった。 

【人員基準欠如減算に該当】

○介護職員の配置 
⇒  指定通所介護事業所等は、単位ごとに、利用者の定員に応じて必要と認

められる数以上の介護職員を配置しなければなりません。 

《確保すべき介護職員の勤務延時間数の計算式》 

（１）利用定員が１５名以下の場合 

単位ごとに確保すべき勤務延時間数 ＝  平均提供時間数  

（２）利用定員が１５名を超える場合  

単位ごとに確保すべき勤務延時間数＝
（利用者数－15）  

＋１  ×平均提供時間数  
５  

⇒  利用定員が１０名を超える事業所においては、その単位ごとに、専ら当

該指定通所介護等の提供に当たる看護職員が１人以上確保されるために必

要と認められる員数を配置しなければならないとされていることから、生

活相談員のほかに看護職員と介護職員をそれぞれ配置する必要があります。 

⇒  看護職員の配置も含め、人員基準欠如は、人員基準欠如減算の適用を受

ければ人員基準を欠如していてもよいということではなく、「著しい人員基

準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の見直し、事業の休

止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場

合を除き、指定の取消しを検討するものとする。」とされています。 

（老企第３６号  第２の７(17)③）  

ポイント 

３ 介護職員 

事例 
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① 機能訓練指導員の配置がされていなかった。 

② 個別機能訓練加算を算定しないことを理由に機能訓練指導員を配置して

いなかった。 

○機能訓練指導員について 
⇒  指定通所介護事業所等は、サービス提供日ごとに、１以上の機能訓練指

導員を配置する必要があります。 

 常勤・非常勤については問いません。 

 通所定員が１０名以下の事業所も、機能訓練指導員の配置は必要です。 

 配置時間は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓

練を行う時間となります。機能訓練指導員としての配置時間外は、他の職

務に従事することも可能です。 

⇒  機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するた

めの訓練を行う能力を有する者とされています。 

 この「訓練を行う能力を有する者」とは、「理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有

する者」とされています。  

⇒  利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練は、

事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行うこともできます。 

★配置の考え方のポイント★  
…  機能訓練指導員は、サービス提供日ごとに、常勤・非常勤を問わず１以

上配置することが必要ですが、毎日理学療法士等の有資格者の配置を求め

ているわけではありません。  

 それぞれの利用者の通所介護計画又は地域密着型通所介護計画（以下「通

所介護計画等」という。）に定められた機能訓練を適切に実施するのに必要

な人数・時間数の配置を行ってください。 

 例えば、月曜～金曜日のサービス提供事業所の場合、週１回程度、有資

格者を配置し、それ以外の曜日は生活相談員・介護職員が「機能訓練指導

員」の立場（配置）で、日常生活やレクリエーション、行事を通じた機能

訓練を行うことができます（ただし、この場合の介護職員等の配置（時間）

は、「機能訓練指導員」としての配置時間となるため、介護職員としての人

数カウントはできません。）。  

…  上記の有資格者の配置は、あくまで例示であり「週１回程度」が標準で

はありません。最低限、有資格者が直接、各利用者に面談し、必要な機能

訓練を行ったり、介護職員等に訓練方法等を指導したり、サービスの提供

後記録をするのに必要な時間を確保してください。  

ポイント 

４ 機能訓練指導員 

事例 
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① 管理者が、事業所とは離れた場所にある他の事業所に勤務している日があ

った。 

② 従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、生活相談員・看護職員・機

能訓練指導員・介護職員の配置や兼務関係等を明確にした勤務表を確認す

ることができなかった。 

③ 従業者の雇用契約書等雇入に関する書類が確認できなかった。 

④ 労働日ごとの始業・終業時刻の記録が確認できなかった。 

⑤ 通所介護計画書の作成、説明、交付を管理者ではなく生活相談員が行って

いた。 

○管理者の兼務の範囲 
⇒  指定通所介護事業所の管理者は、常勤であり、かつ、原則として専ら当

該事業所の管理業務に従事するものでなければなりません。当該事業所の

管理上支障がない場合に限り、以下の職務との兼務が可能です。  

（１）当該指定通所介護事業所等の通所介護従業者としての職務  

（２）同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等特に当該事業所の管理

業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、施設等がある場合

に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務 

○管理者の責務 
⇒  指定通所介護事業所の管理者は、事業所の従業者の管理及び指定通所介

護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元

的に行わなければなりません。 

 従業者の管理を運営法人が一括管理することを否定するものではありま

せんが、事業所の従業者の管理も管理者の責務ですので、法人が管理する

だけでなく、管理者も把握できるような体制整備を行ってください。  

○通所介護計画等の作成・説明・交付 
⇒  通所介護計画等は、サービスの提供にかかわる従業者が共同して個々の

利用者ごとに作成するものですが、通所介護計画書等の作成や利用者への

説明・交付の責任者は、指定通所介護事業所の管理者となります。  

⇒  通所介護計画等を作成した際は、利用者又はその家族に対して説明し、

同意を得た上で交付しなければなりません。内容への同意のサインをもら

うだけでなく、説明した日と交付した日がわかるよう記録に残してくださ

い。 

ポイント 

５ 管理者 

事例 
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① 機能訓練室の一部が事務スペースになっていた。 

② 静養室が設置されていなかった。 

③ 機能訓練室、静養室、相談室について、市に届け出ているレイアウトと相

違があった。 

○設備について 
⇒  指定通所介護事業所等は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務

室を有するほか、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指

定通所介護の提供に必要なその他の設備及び備品を備えなければなりませ

ん。  

⇒  食堂及び機能訓練室（機能訓練室等）については、３平方メートルに利

用定員を乗じた面積以上でなければなりません。 

 また、棚・靴箱・荷物ロッカー（利用者用を含む。）・洗面台・冷蔵庫・

電子レンジ・洗濯機等の機能訓練に資すると想定されない設備が設置され

ている面積は除外されます。  

⇒  機能訓練室等の一部を事務スペースにしている事例のほか、ダンボール

や使用していない備品等が置かれている場合は、それらを他に移動させる

か、届け出ているスペースから除外して変更の届出を行うなどの措置が必

要です。  

○夜間及び深夜のサービスを実施する場合の運営基準の厳格化 
⇒  事業所の設備を利用して、介護保険制度外の夜間及び深夜のサービス（宿

泊サービス）を実施している事業所については、別途届出を行っていただ

く必要があります。（新たに宿泊サービスを開始する場合は、サービスの提

供開始前に届け出る必要があります。） 

⇒  宿泊サービスを提供している時間帯に事故が発生した場合は、介護保険

サービスと同様に事故の報告が必要です。 

⇒  宿泊サービスを実施する場合には、延長加算の算定はできません。 

※  届出について、詳細（届出方法・時期等）や宿泊サービスに係る指針は、

市ホームページで御確認ください。 

【掲載場所】http://www.city.kawasaki. jp/350/page/0000070411.html 

 消防法の改正により、宿泊サービスを実施する事業所においては、自

動火災報知設備の設置が義務付けられたほか、スプリンクラー設備や火

災通報装置（消防機関へ通報する火災報知設備）の設置が必要となる場

合もあります。詳しくは、管轄の消防局にお問い合わせください。 

ポイント 

６ 設備基準 

事例 

７ 介護保険外での宿泊サービスについて 
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○地域との連携等 
⇒  指定地域密着型通所介護事業所は、利用者、利用者の家族、地域住民の

代表者、市職員又は地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介護に

ついて知見を有する者等により構成される協議会（以下「運営推進会議」

という。）を設置しなければなりません。 

⇒  運営推進会議は、おおむね６月に１回以上開催する必要があります。ま

た、運営推進会議において報告した内容や運営推進会議における評価、要

望、助言等については記録を作成しなければなりません。 

① 個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る個別機能訓練を理学療法士等が直接提供

していることが記録上確認できなかった。 

② 個別機能訓練計画が、機能訓練指導員のみにより作成されていた。 

③ 個別機能訓練計画の作成に当たって利用者の居宅を訪問したことが確認

できなかった。 

④ 個別機能訓練計画作成後３月ごとに１回以上、利用者の居宅を訪問した

上で、当該利用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と個別機能訓練

計画の進捗状況等を説明していることが確認できなかった。 

○個別機能訓練加算について 
⇒  次のいずれにも適合すること。 

個別機能訓練加算Ⅰ  個別機能訓練加算Ⅱ 

・提供時間帯を通じて、専ら機能訓練

指導員の職務に従事する常勤の理学

療法士等を一名以上配置している。 

・機能訓練指導員等が共同して、利用

者ごとに個別機能訓練計画を作成し、

当該計画に基づき、計画的に機能訓練

を行っている。  

・計画の作成及び実施において、自立

支援等に資するよう複数の種類の機

能訓練の項目を準備し、その項目の選

択に当たっては、利用者の生活意欲が

増進されるよう利用者を援助し、心身

の状況に応じた機能訓練が適切に提

供されている。  

・機能訓練指導員等が利用者の居宅を

訪問した上で、計画を作成し、その後

・専ら機能訓練指導員の職務に従事す

る理学療法士等を一名以上配置して

いる。  

・機能訓練指導員等が共同して、利用

者の生活機能向上に資するよう利用

者ごとの心身の状況を重視した個別

機能訓練計画を作成している。 

・計画に基づき、利用者の生活機能向

上を目的とする機能訓練の項目を準

備し、理学療法士等が、利用者の心身

の状況に応じた機能訓練を適切に行

っている。  

・機能訓練指導員等が利用者の居宅を

訪問した上で、計画を作成し、その後

ポイント 

ポイント 

９ 加算関係 

事例 

８ 運営推進会議 
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３月ごとに１回以上、利用者の居宅を

訪問した上で、当該利用者又はその家

族に対して、機能訓練の内容と当該計

画の進捗状況等を説明し、訓練内容の

見直し等を行っている。 

３月ごとに１回以上、利用者の居宅を

訪問した上で、当該利用者又はその家

族に対して、機能訓練の内容と当該計

画の進捗状況等を説明し、訓練内容の

見直し等を行っている。 

⇒  個別機能訓練加算（Ⅱ）に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務

に従事する理学療法士、作業療法士、言語聴覚療法士、看護職員、柔道整

復師又はあん摩マッサージ指圧師（以下「理学療法士等」という。）が利用

者の心身も状況に応じた機能訓練を適切に提供する必要があります。  

（１）法令関係  

  ・厚生労働大臣が定める基準(平成２７年厚労告９５)十六のロ（３） 

  ・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サ

ービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護支援に要

する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ

いて（平成十二年老企３６）第２の７（９）⑧ 

  ・通所介護及び短期入所生活介護における個別機能訓練加算に関する事

務処理手順及び様式例について（平成２７年３月２７日老振発０３２

７第２号）１の（２）ア 

⇒  個別機能訓練加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）に係る個別機能訓練計画は、機能訓

練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者（以下「機

能訓練指導員等」という。）が共同して、利用者ごとの目標、実施期間、

実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成しなければなりません。 

【根拠】  

 (平成２７年厚労告９５)十六のイ（３） 

 (平成２７年厚労告９５)十六のロ（３） 

 （平成十二年老企３６）第２の７（９）⑤  

 （平成２７年３月２７日老振発０３２７第２号）２の（１）ア  

⇒  個別機能訓練加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）に係る個別機能訓練計画は、機能訓

練指導員等が居宅を訪問した上で利用者の居宅での生活状況（起居動作、

ADL, IADL 等の状況）を確認し、多職種共同で作成しなければなりません。 

 【根拠】  

（平成２７年厚労告９５）十六のイ（４） 

（平成２７年厚労告９５）十六のロ（４） 

（平成十二年老企３６）第２の７（９）⑨ 

（平成２７年３月２７日老振発０３２７第２号）２の（２）ア 

※  利用契約前に居宅訪問を行った場合についても、個別機能訓練加算の居

宅訪問の要件は満たします。  

※  個別機能訓練加算（Ⅰ）と（Ⅱ）を併算定する場合の居宅訪問は、別々

に行う必要はありません。  

※  常勤・専従の機能訓練指導員や生活相談員等が居宅訪問をした場合は、

当該居宅訪問をした時間も勤務時間に含めることができます。 

※  同一の機能訓練指導員等が通所介護と短期入所生活介護の個別機能訓

練計画を作成している場合で、一方の事業所で行った居宅訪問の結果に基

づき一体的に個別機能訓練計画を作成している場合は、居宅訪問を別々に

行う必要はありません。 
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⇒  個別機能訓練加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）に係る個別機能訓練は、３月ごとに

１回以上、機能訓練指導員等が利用者の居宅を訪問し、利用者の居宅での

生活状況を確認した上で、利用者やその家族に対して個別機能訓練の内容

（評価を含む。）や進捗状況を説明し記録するとともに、訓練内容の見直

し等をしなければなりません。また、評価内容や達成度合いについて、担

当する介護支援専門員に適宜報告・相談しなければなりません。 

○法令関係  

 ・ (平成２７年厚労告９５)十六のイ（４） 

 ・ (平成２７年厚労告９５)十六のロ（４） 

・（平成十二年老企３６）第２の７（９）⑨  

 ・（平成２７年３月２７日老振発０３２７第２号）２の（２）オ 

※  居宅訪問は、送迎時に行うことでも差し支えありません。ただし、この

場合、送迎車に他の利用者を待たせ行うことがないようにしてください。 

※  居宅訪問を行う機能訓練指導員等は同一人である必要はありません。  

○指定療養通所介護の対象者 
⇒  指定療養通所介護は、難病、認知症、脳血管疾患後遺症等を有する重度

者又は末期の悪性腫瘍の者であって、サービス提供に当たり、常時看護師

による観察を必要な者が対象です。利用者が「難病等」に当たるかは、療

養通所介護において提供しているサービスの内容等を踏まえ、利用者に対

する療養通所介護の提供の適否の観点から主治医を含めたサービス担当者

会議において検討の上、適切に判断する必要があります（「難病等」につい

て、難病に限定するものではありません。）。 

⇒  療養通所介護事業所の利用定員は、９名以下でなければなりません。  

○療養通所介護従業者（看護師又は介護職員） 
⇒  指定療養通所介護事業所は、利用者の数が１．５に対し、サービス提供

時間帯を通じて専ら当該指定療養通所介護の提供に当たる看護職員又は介

護職員（療養通所介護従業者）が１以上確保されるために必要と認められ

る数以上の療養通所介護従業者を配置しなければなりません。 

⇒  療養通所介護従業者のうち１人以上は、常勤の看護師であって、サービ

ス提供時間帯を通じて専従する者でなければなりません。 

 複数の看護師が交代で従事することにより必要数を確保することも認め

られますが、利用者がサービス提供に当たり常時看護師による観察が必要

な状態であることから、同一の看護師ができるだけ長時間継続して利用者

の状態を観察することが望ましいとされていることに留意してください。  

⇒  標準的な時間が短い利用者（３時間以上６時間未満）と長い利用者（６

時間以上８時間未満）が同一の日に混在する場合は、利用者ごとの利用時

間数の合計値を１．５で除して得られる数以上の時間勤務するのに必要と

認められる数の配置が必要です。  

ポイント 

10 療養通所介護 
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《例》  

 サービス提供時間が８時間、６時間、４時間の３名の利用者がいる場合、

サービス提供時間の合計は、８時間＋６時間＋４時間＝１８時間となるこ

とから、１８時間÷１．５＝１２時間となり、延１２時間分の職員配置が

必要となります。  

 このうち、常勤専従（常勤兼務の職員が途中で交代することも可）の看

護職員が、サービス提供時間を通じて配置されている必要があるため、当

該職員が８時間分勤務し、残りの４時間分について、１人又は複数人の職

員がサービス提供時間帯のうち適当な時間に配置される必要があります。  

○療養通所介護の管理者 

⇒  指定療養通所介護事業所の管理者は、常勤専従の看護師である必要があ

ります。  

 ただし、管理上支障がない場合に限り、次の職務との兼務が可能です。  

（１）当該指定療養通所介護事業所の看護職員としての職務  

（２）同一敷地内にある訪問看護ステーションなどの他の事業所、施設等の

管理者又は従業者としての職務（ただし、例えば、併設される入所施設

における看護業務（管理業務を含みます。）との兼務は、管理者の業務に

支障があると考えられます。） 

⇒  指定療養通所介護事業所の管理者は、保健師助産師看護師法第１４条第

３項の規定により看護師の業務の停止を命ぜられ、業務停止の期間終了後

２年を経過しない者に該当しないものでなければなりません。 

 また、訪問看護に従事した経験のある者である必要があります。 

 さらには、管理者としての資質を確保するために、関連機関が提供する

研修等を受講していることが望ましいとされています。  

⇒  指定療養通所介護においても、通所介護と同様に、管理者が療養通所介

護計画の作成、説明及び交付の責任者となります。  

○療養通所介護事業所の設備 
⇒  指定療養通所介護事業所は、指定療養通所介護を行うのにふさわしい専用

の部屋を有するほか、消火設備その他非常災害に際して必要な設備並びに指

定療養通所介護の提供に必要な設備及び備品を備えなければなりません。 

 この「専用の部屋」とは、利用者の状態を勘案して判断されるものです

が、利用者ごとの部屋の設置を求めるものではありません。なお、その面

積は、６．４㎡に利用定員を乗じた面積以上が必要です。 

⇒  専用の部屋は明確に区分され、他の部屋等から完全に遮蔽されていなけ

ればなりません。 

 また、設備は専用のものでなければなりませんが、当該サービスの提供

に支障がない場合は、この限りではありません（例えば、重症心身障害児

等利用者以外の者をサービス提供に支障のない範囲で受け入れることが可

能です。ただし、この場合、利用者以外の者も利用者とみなして人員及び

設備の基準を満たす必要があります。）。 

○緊急時対応医療機関 
⇒  利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、緊急時対応医療機関

を定めておかなければなりません。 
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 この「緊急時対応医療機関」は、指定療養通所介護事業所と同一敷地内

に存し、又は隣接若しくは近接していなければなりません。  

○安全・サービス提供管理委員会の設置 
⇒  安全かつ適切なサービスの提供を確保するため、地域の医療関係団体に

属する者、地域の保健、医療又は福祉の分野を専門とする者その他指定療

養通所介護の安全かつ適切なサービスの提供を確保するために必要と認め

られる者から構成する「安全・サービス提供管理委員会」を設置し、おお

むね６月に１回以上開催しなければなりません。 

○サービス提供時間 
⇒  利用者が当該療養通所介護を利用することになっている日において、ま

ず当該事業所の看護職員が利用者の居宅において状態を観察し、通所でき

る状態であることを確認するとともに、事業所から自宅に戻ったときにも

状態の安定等を確認することが重要です。 

 そのため、送迎は必ず看護職員が同行して行う必要があります。 

⇒  利用者の居宅に迎えに行った時から、居宅に送り届けたのち利用者の安

定等を確認するまでをも含めて一連のサービスとするものであり、これら

の時間を合わせてサービス提供時間となります。 

※  事業所内だけではなく、自宅での利用者の状態観察もサービス提供記

録として残す必要があります。 

○時間延長サービスについて 
⇒  指定療養通所介護に通常要する時間を超える指定療養通所介護の提供に

必要となる費用のうち、通常の指定療養通所介護に係る居宅介護サービス

費用基準額を超える費用については、指定療養通所介護の利用対象者の状

態を勘案すると、８時間以上のサービスを提供することは想定しにくいこ

とから、利用者から支払いを受けることができるものとは認められません。 

○個別送迎体制強化加算 
⇒  指定療養通所介護事業所における２名以上の従業者（うち１名は看護師

又は准看護師である必要があります。）により、個別に送迎を行った場合に、

個別送迎体制強化加算が算定できます。 

⇒  療養通所介護計画上、個別送迎の提供が位置づけられている場合であっ

ても、利用者側の都合により、個別送迎を実施しなかったときは、個別送

迎体制強化加算は算定できません。 

○入浴介助体制強化加算 
⇒  指定療養通所介護事業所における２名以上の従業者（うち１名は看護師

又は准看護師である必要があります。）により、個別に入浴介助を行った場

合に、入浴介助体制強化加算が算定できます。  

⇒  療養通所介護計画上、入浴介助の提供が位置づけられている場合であっ

ても、利用者側の都合により、入浴介助を実施しなかったときは、入浴介

助体制強化加算は算定できません。 
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３－３ 認知症対応型通所介護（介護予防） 

① 機能訓練指導員の配置がされていなかった。 

② 個別機能訓練加算を算定しないことを理由に機能訓練指導員を配置して

いなかった。 

○機能訓練指導員の配置について 
⇒  指定認知症対応型通所介護事業所は、サービス提供日ごとに、１以上の

機能訓練指導員を配置する必要があります。  

 常勤・非常勤については問いません。 

 通所定員が１０名以下の事業所も、機能訓練指導員の配置は必要です。 

 配置時間は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓

練を行う時間となります。機能訓練指導員としての配置時間外は、他の職

務に従事することも可能です。 

⇒  機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するた

めの訓練を行う能力を有する者とされています。 

 この「訓練を行う能力を有する者」とは、「理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有

する者」とされています。  

⇒  利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行う機能訓練は、

事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行うこともできます。 

★配置の考え方のポイント★  
…  機能訓練指導員は、サービス提供日ごとに、常勤・非常勤を問わず１以

上配置することが必要ですが、毎日理学療法士等の有資格者の配置を求め

ているわけではありません。  

 それぞれの利用者の認知症対応型通所介護計画に定められた機能訓練を

適切に実施するのに必要な人数・時間数の配置を行ってください。 

 例えば、月曜～金曜日のサービス提供事業所の場合、週１回程度、有資

格者を配置し、それ以外の曜日は生活相談員・介護職員が「機能訓練指導

員」の立場（配置）で、日常生活やレクリエーション、行事を通じた機能

訓練を行うことができます（ただし、この場合の介護職員等の配置（時間）

は、「機能訓練指導員」としての配置時間となるため、介護職員としての人

数カウントはできません。）。  

…  上記の有資格者の配置は、あくまで例示であり「週１回程度」が標準で

はありません。最低限、有資格者が直接、各利用者に面談し、必要な機能

訓練を行ったり、介護職員等に訓練方法等を指導したり、サービスの提供

後記録をするのに必要な時間を確保してください。  

ポイント 

１ 機能訓練指導員の資格要件と配置 

事例 
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○個別機能訓練加算について 
⇒  有資格者の配置のみをもって、個別機能訓練加算の算定はできません。 

 個別機能訓練加算を算定する場合は、必ず報酬告示等で加算の趣旨を理

解・把握した上で算定するようにしてください。 

① 認知症対応型通所介護計画を生活相談員が作成していた。 

○計画作成者 
⇒  認知症対応型通所介護計画は、管理者が作成する必要があります。 

 認知症対応型通所介護計画を作成した際は、利用者又はその家族に対し

て説明し、同意を得た上で交付しなければなりません。内容への同意のサ

インをもらうだけでなく、説明した日と交付した日がわかるよう記録に残

してください。  

① 地域の事業所に対する理解を得られるよう、町内会に出席するなどし、非

常災害時の協力体制を築いていた。 

② 事業所で行う行事等に、地域ボランティアを招き、それをきっかけとして

地域との交流を図ることができるようになった。 

⇒ 認知症対応型通所介護事業所は、その事業の運営に当たっては、地域住

民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図

らなければなりません。  

○夜間及び深夜のサービスを実施する場合の運営基準の厳格化 
⇒  事業所の設備を利用して、介護保険制度外の夜間及び深夜のサービス（宿

泊サービス）を実施している事業所については、別途届出を行っていただ

く必要があります。（新たに宿泊サービスを開始する場合は、サービスの提

供開始前に届け出る必要があります。） 

⇒  宿泊サービスを提供している時間帯に事故が発生した場合は、介護保険

サービスと同様に事故の報告が必要です。 

⇒  宿泊サービスを実施する場合には、延長加算の算定はできません。 

※  届出について、詳細（届出方法・時期等）や宿泊サービスに係る指針は、

市ホームページで御確認ください。  

【掲載場所】http://www.city.kawasaki. jp/350/page/0000070411.html 

ポイント 

ポイント 

２ 認知症対応型通所介護計画の作成及び説明・同意・交付 

３ 地域との連携 

４ 介護保険外での宿泊サービスについて 

事例 

好事例 
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⇒  共用型認知症対応型通所介護の利用定員は、共同生活住居ごとに 1 日当

たり 3 人以下となります。  

※ 1 日当たり 3 人以下とは、同一時間帯に 3 人を超えて利用者を受け入

れることができないということであり、延べ人数ではありません。 

指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について  

（平成 18 年 3 月 31 日老計発第 0331004 号・老振発第 0331004 号・老老初第 0331017 号）  

改正後  旧  

第三の三の２ (2) 

③  利用定員等  

 共用型指定認知症対応型通所介護事業

所における利用定員については、指定認知

症対応型共同生活介護事業所又は指定介

護予防認知症対応型共同生活介護事業所

の場合、共同生活住居ごとに１日当たり３

人以下とし、指定地域密着型特定施設又は

指定地域密着型介護老人福祉施設の場合、

施設ごとに１日当たり３人以下とする。  

 共用型指定認知症対応型通所介護事業

所における利用定員の１日当たり３人と

は、共同生活住居又は施設ごとに１日の同

一時間帯に３人を超えて利用者を受け入

れることができないということである。し

たがって、半日しか利用しない者がいる場

合は、１日の利用延べ人数は３人を超える

こともある。  

 なお、 指定地域密着型介護老人福祉施

設等において複数の共同生活住居等があ

る場合については、共用型指定認知症対応

型通所介護の利用者及び地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護の入所者等

の両方に対して介護を行うのに十分な広

さを確保できるのであれば、どの共同生活

住居等で受け入れてもかまわない。  

第三の三の２ (2) 

③  利用定員等  

 共 用型指定認知症対応型通所介護事業

所における利用定員の１日当たり３人と

は、１日の同一時間帯に３人を超えて利用

者を受け入れることができないというこ

とである。したがって、半日しか利用しな

い者がいる場合は、１日の利用延べ人数は

３人を超えることもある。  

 なお、利用定員は、事業所ごとのもので

あることから、指定認知症対応型共同生活

介護事業所等の共同生活住居数やユニッ

ト数にはかかわらない。複数の共同生活住

居等がある場合については、共用型指定認

知症対応型通所介護の利用者及び認知症

対応型共同生活介護等の入居者等の両方

に対して介護を行うのに十分な広さを確

保できるのであれば、どの共同生活住居等

で受け入れてもかまわない。  

５ 共用型認知症対応型通所介護事業所の利用定員 
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３－４ 通所リハビリテーション（介護予防） 

① 加算を算定できない利用者に対し、個別リハビリテーションを提供してい

なかった。 

② すべての利用者に対し、一律の頻度でサービス提供をしていた。 

⇒ 通所リハビリテーションは、要介護状態となった場合においても、その

利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、理学療

法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者

の心身の機能の維持回復を図るものでなければなりません。  

 そのため、アクティビティや趣味活動のみの提供では、通所リハビリテ

ーションとはいえません。 

⇒  加算の算定の有無にかかわらず、利用者にとって必要なリハビリテーシ

ョン（個別リハビリテーションを含む。）が提供される必要があります。 

① 通所リハビリテーションのサービス提供中に、理学療法士等のリハビリ専

門職が、併設事業所の業務を兼務しており、必要な時間の配置がされてい

なかった。 

○理学療法士等のリハビリ専門職について 
⇒  単位ごとに、専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業

療法士又は言語聴覚士が、利用者が１００又はその端数を増すごとに１人

以上配置しなければなりません。  

⇒  理学療法士等のリハビリ専門職は、サービス提供時間を通じて配置する

必要はありませんが、リハビリテーションを提供する時間帯には配置が必

要です。  

 通所リハビリテーションの基本方針に照らし、単位ごと、かつ、営業日

ごとに適切に配置するようにしてください。 

 ※  提供時間中に事業所内でリハビリテーション会議を開催する場合は、当

該会議の時間も人員基準に含めることができます。   

ポイント 

ポイント 

１ 通所リハビリテーションの基本理念 

２ 人員基準 

事例 

事例 
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《参考》通所リハビリテーションの人員基準  

職種  

人員基準  

指定通所リハビリテーシ

ョン事業所  
診療所  

（１）医師  

専任の常勤医師が１人以

上 

（ただし、病院又は診療所

と併設されている老健が

行う通所リハビリテーシ

ョン事業所については、当

該病院又は診療所の常勤

医師との兼務でも可） 

①利用者数が同時に  

１０人を超える場合  

専任の常勤医師が１人

以上  

②利用者の数が同時に 

１０人以下の場合 

（ａ）専任の医師が１人

以上 

（ｂ）利用者数は、専任

の医師１人に対し、

１日４８人以内  

（２）理学療法士、作

業療法士若しくは

言語聴覚士又は看

護職員若しくは介

護職員 

①単位ごとにサービス提供時間を通じて、利用者の

数が１０人以下の場合は１人以上 

②単位ごとにサービス提供時間を通じて、利用者の

数が１０人を超える場合は、利用者の数を１０で

除した数以上  

（３）（２）の人員のう

ち、理学療法士、

作業療法士又は言

語聴覚士  

利用者の数が１００人又

はその端数を増すごとに

１以上 

（４）（２）の人員のう

ち、理学療法士、

作業療法士若しく

は言語聴覚士又は

通所リハビリテー

ション若しくはこ

れに類するサービ

スに１年以上従事

した経験を有する

看護師 

 常勤換算方法で 0.1 以上  
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① 本市に届出がされているデイルームの一部が物置になっていた。 

② 通所リハビリテーションの機能訓練室を、併設する他の施設の入所者が利

用していた。 

○面積要件 
⇒  指定通所リハビリテーションを行うためのスペースは、３平方メートル

に利用定員を乗じた面積以上でなければなりません。 

 また、棚・靴箱・荷物ロッカー（利用者用を含む。）・洗面台・冷蔵庫・

電子レンジ・洗濯機等の機能訓練に資すると想定されない設備が設置され

ている面積は除外されます。 

⇒  指定通所リハビリテーションを行うためのスペースに、上記設備のほか

ダンボールや使用していない備品等が置かれている場合は、それらを他に

移動させるか、届け出ているスペースから除外して変更の届出を行うなど

の措置が必要です。  

○指定通所リハビリテーションを行うためのスペースについて 
⇒  指定通所リハビリテーション事業を行う事業所ごとに備える設備は、専

ら当該事業の用に供するものでなければなりません。 

 指定通所リハビリテーションを行うためのスペースと、当該指定通所リ

ハビリテーション事業所と併設の関係にある特別養護老人ホーム、社会福

祉施設等における指定通所介護の機能訓練室等が同一の部屋等である場合

であっても、それぞれのスペースが明確に区分され、かつ、それぞれに設

備基準を満たしている必要があります。 

① 通所リハビリテーション計画を作成していたが、一部の利用者について、

目標、援助内容等についてパターン化して作成していた。 

⇒ 指定通所リハビリテーション事業所の医師及び理学療法士、作業療法士

その他専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる通所リハビリテー

ション従業者は、診療又は運動機能検査、作業能力検査等を基に、共同し

て、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、リ

ハビリテーションの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの

内容等を記載した通所リハビリテーション計画を作成しなければなりませ

ん。 

 また、平成２７年度の介護報酬改定において、身体機能の回復を目的と

した個別リハビリテーション（長期間継続されて実施されるものに限る。）

についての評価が本体報酬に包括化された趣旨からも、利用者の状態に応

じて個別にリハビリテーションを実施することが求められます。  

ポイント 

ポイント 

３ 設備基準 

事例 

４ 通所リハビリテーションの作成 

事例 
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○リハビリテーション会議 
⇒  指定通所リハビリテーション事業者は、医師、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定

居宅サービス等の担当者、看護師、准看護師、介護支援専門員、介護予防・

日常生活事業のサービス担当者及び保健師等を構成員としたリハビリテー

ション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的見地から利用者

の状況等に関する情報を共有することが求められています。  

※  リハビリテーション会議を欠席した担当者等に対する照会は不要です。 

なお、この場合、会議内容等については、当該会議に内容を速やかに情

報共有してください。 

※  サービス担当者会議又は地域ケア会議において、リハビリテーション会

議と同様の構成員によってリハビリテーションに関する専門的見地から利

用者の状況等に関する情報を共有した場合は、このサービス担当者会議等

をもってリハビリテーション会議を行ったものとして差し支えありません。 

⇒  リハビリテーション会議は、利用者及びその家族の参加を基本とします

が、家庭内暴力等によりその参加が望ましくない場合や家族が遠方等のや

むを得ず参加できない場合は、必ずしも参加を求めるものではありません。 

○訪問・通所リハビリテーションの両サービスを同一事業所が提供する
場合の運営の効率化 

 ⇒  指定通所リハビリテーション事業者が指定訪問リハビリテーション事業

者の指定を併せて受け、かつ、医師が参加するリハビリテーション会議の

開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及びその置かれている

環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リ

ハビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供

内容について整合性のとれた通所リハビリテーション計画を作成した場合

は、適切な訪問リハビリテーション計画の作成をもって、通所リハビリテ

ーション計画の作成に代えることができます。  

   当該計画の作成に当たっては、各々の事業の目標を踏まえた上で、共通

目標を設定するとともに、その目標の達成に向けて各々の事業の役割を明

確にし、利用者に対して一連のサービスとして提供できるよう、個々のリ

ハビリテーションの実施主体、目的及び具体的な提供内容を１つの目標と

してわかりやすく記載しなければなりません。  

⇒  通所リハビリテーション及び訪問リハビリテーションにおいて、整合性

のとれた計画に従いリハビリテーションを実施した場合には、計画に従っ

たサービスの実施状況及びその評価を記載する診療記録を一括して管理し

ても差し支えありません。 

ポイント 

５ リハビリテーション会議 
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○リハビリテーションマネジメント加算

⇒ リハビリテーションマネジメントは、調査、計画、実行、評価、改善の

サイクル（SPDCA サイクルという。）の構築を通じて、心身機能、活動及

び参加について、バランスよくアプローチするリハビリテーションが提供

できているかを継続的に管理することによって質の高いリハビリテーショ

ンの提供を目指すものです。  

厚生労働大臣が定める基準（リハビリテーションマネジメント加算） 

リハビリテーションマネジメント加算 (Ⅰ ) 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 通所リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見

直していること。  

(2) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、介護

支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービスに該当する事業に係

る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の

情報を伝達していること。  

(3) 新規に通所リハビリテーション計画を作成した利用者に対して、指定通所リハビリテー

ション事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、

当該計画に従い、指定通所リハビリテーションの実施を開始した日から起算して１月以内

に、当該利用者の居宅を訪問し、診察、運動機能検査、作業能力検査等を行っていること。 

リハビリテーションマネジメント加算 (Ⅱ ) 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) リハビリテーション会議を開催し、利用者の状況等に関する情報を、会議の構成員であ

る医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、居宅介護支援専門員、居宅サービス計画

に位置づけられた指定居宅サービス等の担当者、その他関係者と共有し、当該リハビリテ

ーション会議の内容を記録すること。  

(2) 通所リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説明し、利

用者の同意を得ること。  

(3) 通所リハビリテーション計画の作成に当たって、当該計画の同意を得た日の属する月か

ら起算して６月以内の場合にあっては１月に１回以上、６月を超えた場合にあっては３月

に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に応じ、通所リハビ

リテーション計画を見直していること。  

(4) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が、介護支

援専門員に対し、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留

意点に関する情報提供を行うこと。  

(5) 以下のいずれかに適合すること。  

(一 ) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が、指定

訪問介護の事業その他の指定居宅サービス事業に係る従業者と指定通所リハビリテー

ションの利用者の居宅を訪問し、当該従業者に対し、介護の工夫に関する指導及び日

常生活上の留意点に関する助言を行うこと。  

(二 ) 指定通所リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が、指定

通所リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、その家族に対し、介護の工夫に関

する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。  

(6) (1)から (5)までに適合することを確認し、記録すること。  

ポイント 

６ 加算関係 
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⇒  リハビリテーションマネジメント加算は、リハビリテーション実施計画

書の同意日の属する月から算定することができます 

⇒ リハビリテーションマネジメント加算（Ⅱ）を算定する場合は、プロセス管

理表を作成し、利用者ごとにリハビリテーション計画書と一緒に保管しなけれ

ばなりません。 

【根拠】  

（平成２７年厚労告９５)二十五  

 （平成十二年老企３６）第２の８（９） 

リハビリテーションマネジメント加算等に関する基本的な考え方並びに

リハビリテーション計画書等の事務処理手順及び様式例の提示について（平

成 27 年老老発 032７第３号）  

○短期集中個別リハビリテーション  
⇒  この加算は、退院（所）日又は認定日から起算して 3 月以内の期間に、

利用者の状態に応じた基本動作能力及び応用動作能力を向上させ、身体機

能を回復するために、事業所の医師又は医師の指示を受けた理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚師（以下「理学療法士等」という。）が、利用者に

対して 1 週間に 2 回以上、1 日当たり 40 分以上の集中的なリハビリテー

ションを行うことが必要です。 

留意事項通知（平成１２年３月１日老企第３６号 第２の８(10)）

(10) 短期集中個別リハビリテーション実施加算について 

①  短期集中個別リハビリテーション実施加算におけるリハビリテーションは、利用者の

状態に応じて、基本的動作能力及び応用的動作能力を向上させ、身体機能を回復するた

めの集中的なリハビリテーションを個別に実施するものであること。  

②「個別リハビリテーションを集中的に行った場合」とは、退院（所）日又は認定日から

３月以内の期間に、１週につきおおむね２日以上、１日当たり４０分以上実施するもの

でなければならない。  

③  本加算の算定に当たっては、リハビリテーションマネジメント加算の算定が前提とな

っていることから、当該加算の趣旨を踏まえたリハビリテーションを実施するよう留意

すること。  

※  短期集中個別リハビリテーション実施加算は、認知症短期集中リハビリ

テーション実施加算又は生活行為向上リハビリテーション実施加算を算定

している場合は、算定できません。 

【根拠】  

(平成２７年厚労告９５)二十六  

○記録の整備について 
⇒  リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者、加算

の算定に当たって根拠となった書類等）は利用者ごとに保管し、常に事業

所のリハビリテーション従業者により閲覧が可能であるようにしてくださ

い。（平成１２年３月１日老企第３６号） 
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４－１ 居宅介護支援・介護予防支援共通 

○担当者に対する個別サービス計画の提出依頼等 

⇒ 居宅サービス計画・介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）と

個別サービス計画との連動性を高め、居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業

所の意識の共有を図る観点から、介護支援専門員等は、居宅サービス計画等に位置付け

た指定居宅サービス事業所等のサービス担当者から個別サービス計画の提出を求めるこ

ととし、居宅サービス計画等と個別サービス計画の連動性や整合性について確認するよ

うにしてください。 

⇒ 居宅（介護予防）サービスに関する川崎市基準条例では、訪問介護や通所介護等のサ

ービス提供事業者に対して、各サービス提供に関する計画（訪問介護計画・通所介護計

画、福祉用具貸与計画等）の作成を義務付けているものがあります。 

これらの計画は、居宅サービス計画等が作成されている場合は、川崎市基準条例上、

居宅サービス計画等の内容に沿って作成しなければなりません。 

そのため、担当介護支援専門員等は、各サービス提供事業者等が作成したサービス計

画の提出を依頼し、その計画が居宅サービス計画等に沿ったものであるか等について、

確認に努めてください。 

⇒ サービス担当者会議の前に居宅サービス計画等の原案を各サービス担当者に提供する

とともに、サービス担当者会議の際に、各個別サービス計画の提出を求め、サービス担

当者会議において情報の共有や調整を図るなどの手法も有効です。 

⇒ 居宅療養管理指導事業所から、居宅療養管理指導に関する情報提供及び助言等があっ

た場合は、居宅サービス計画等を居宅療養管理指導事業者の担当者に交付してください。 

ポイント 

１ 居宅サービス計画（介護予防計画）と個別サービス計画との連動 
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① 事業所等の意向に沿って、区分支給限度基準額ぎりぎりに増やすように作成され、利

用者にあった介護の提供がなされていない。 

② 特定のサービスや事業所のサービスを利用させるために、担当や事業所を変えさせら

れた。 

○居宅サービス計画等の適正化 

⇒ 居宅サービス計画等は、利用者の状況を適切にアセスメントし、サービス担当者会議

を通じて、自立支援に資する居宅サービス計画等を作成し、サービスの実施状況を踏ま

えてモニタリングを行い、必要に応じて居宅サービス計画等を変更するという一連のマ

ネジメントが行われることが必要です。 

⇒ 提供されたサービスが利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止につながっているか

どうかや不必要なサービスが位置づけられていないか等、ケアマネジメントが適正に行

われなければなりません。 

⇒ 居宅サービス計画等においてサービスを水増しするような不正事例が発覚した場合、

介護支援専門員の登録が取り消されることがあります。居宅サービス計画等の内容が適

切かどうかのチェックを行い、不適切なサービス提供や特定の事業者に偏ったサービス

提供がないよう、居宅サービス計画の適正化に努めてください。 

川崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（抜粋） 

（居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第２８条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、居宅サービ

ス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対し

て特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行って

はならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又は変更に関

し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用すべき旨の指

示等を行ってはならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は変更に関

し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用させることの

対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受しては

ならない。 

ポイント 

２ 居宅サービス計画等の適正化について 

事例 
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③ 要支援⇒要介護に変更になった利用者のプラン作成について、変更時点で居宅介護支

援事業者が利用者と一切接触をしていなかったにもかかわらず、初月から給付管理を

行い、報酬を算定していた。 

○要支援・要介護をまたがる変更があった場合 

⇒ 要介護認定申請中で、要支援・要介護どちらにもなる可能性がある場合には、地域包

括支援センターと居宅介護支援事業所とで利用者に関する情報を共有し、緊密に連携を

はかる必要があります。 

⇒ 認定結果が出るまでの間、まったく関わりがなく、サービス導入の際に必要な初期の

アセスメント等を行っていないということであれば、利用者の状態を把握しておらず、

担当の居宅介護支援専門員として給付管理を行うことはできないため、介護予防支援

費・居宅介護支援費の請求もできません。 

⇒ 居宅サービス計画作成依頼届出書については、実際に利用者への初期のアセスメント

を行い、居宅サービス計画を作成した時点で提出を行うものであり、給付管理について

もその時点から行うこととなります。 

⇒ 居宅サービス計画作成依頼届出書の届出については、開始時期を遡っての受付は行い

ません。依頼があった場合は、早急に手続きを行ってください。 

ポイント 

３ 要支援・要介護をまたがる変更時の対応 

事例 
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① 認定調査結果では例外要件に該当しない要支援認定者に介護用ベッドのレンタルを導

入したが、市へ確認依頼を行っていなかった。 

② 認定調査結果では例外要件に該当しない要支援認定者に介護用ベッドのレンタルを導

入したが、医師の意見聴取を行っていなかった。 

○要支援１・２、要介護１の者に対する一部福祉用具の制限 

⇒ 要支援１・２、要介護１と認定された者（以下「軽度者」といいます。）に係る福祉用

貸与費については、その状態像から見て使用が想定しにくい「車いす」「特殊寝台」等の

種目（以下「対象外種目」といいます。）は原則として算定することができません。 

対象外種目 

・車いす及び車いす付属品 

・特殊寝台及び特殊寝台付属品 

・床ずれ防止用具及び体位変換器 

・認知症老人徘徊感知機器 

・移動用リフト（つり具部分を除く。） 

・自動排泄処理装置（要介護３以下は原則貸与不可） 

○軽度者に対する対象外種目貸与の例外 

⇒ 利用者の状態像によって、所定の手続き・確認等を行うことで、軽度者であっても対

象外種目の貸与が可能となります。 

＜対象外種目の貸与をする場合の手続き＞ 

（１）要介護認定調査票の基本調査の結果を基に、軽度者への貸与の要否を判断します。 

（２）車いす又は移動用リフトの貸与については、該当する認定調査項目がないため、

軽度者に貸与が可能かどうか判断できないケースがあります。 

 その場合は、主治の医師から得た情報及び福祉用具専門相談員等が参加するサー

ビス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより介護支援専門員又は地域

包括支援センター担当職員（以下「介護支援専門員等」といいます。）が判断します。 

（３）利用者の状態が急速に悪化した場合等に、医師の医学的な所見に基づく判断があ

り、適切なケアマネジメントにより福祉用具の貸与が必要であると判断されている

場合、市町村への確認の手続きにより貸与が認められます。 

○市町村への確認が必要な場合の介護報酬の算定について 

⇒ 上記（３）の場合における介護報酬の算定については、「軽度者に対する福祉用具貸与

に係る確認依頼書」等を市に提出した日以降となります。 

※ 軽度者に対する福祉用具貸与について、「２－６ 福祉用具貸与／特定福祉用具販売（介

護予防）」の「６ 軽度者に対する福祉用具貸与」に記載していますので、併せて確認して

ください。 

ポイント 

４ 軽度者に対する福祉用具貸与 

事例 
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○利用者の身体状況の変化等による再度の市町村確認について 

⇒ 市町村への確認により対象外種目の貸与を受けている場合、以下の３点のうちいずれ

かの変更があった場合には、再度市町村による確認を受けてください。 

手続が行われていない場合、過誤調整の対象となります。 

（１）医学的見地に基づく介護支援専門員が判断した表２のⅰ）からⅲ）に変更が生じ

たとき。 

（２）貸与する福祉用具の追加・変更が生じたとき 

 ただし、同一品目における変更等軽易なものについてであり、かつ、当該変更等が被

保険者の身体状況や介護状況の変化に起因するものではない場合は、不要とします。 

再度の確認は不要な例： 従来使用していた電動ベッドが故障したことによる機

種変更等 

再度の確認が必要な例： 従来使用していた電動ベッドに加えて、付属品のサイ

ドレールを追加した場合等 

（３）当該被保険者が更新認定・区分変更認定を受けたとき。 

○指定福祉用具貸与事業者への情報提供について 

⇒ 介護支援専門員等は、利用者の同意を得た上で、市町村から入手した調査票の写しに

ついて、その内容を確認できる文書を指定福祉用具貸与事業者へ送付しなければなりま

せん。 

⇒ 介護支援専門員等は、市町村への確認により福祉用具の貸与を行う場合において、指

定福祉用具事業者から、医師の所見及び医師の名前について確認があったときは、利用

者の同意を得て、適切にその内容について情報提供しなければなりません。 

⇒ テクノエイド協会のホームページで、福祉用具貸与価格が公開されています。 

 これは、介護保険における貸与価格の適正化に向けた取組の一環として、利用者や家

族をはじめとした国民が幅広く活用できるよう貸与価格情報の公表するもので、最頻価

格（１か月当たりの全国の最頻価格）、平均価格（１か月当たりの全国の平均価格）が公

表されていますので、御利用ください。 

※ 介護保険における福祉用具の貸与及び購入は、市場の価格競争を通じて適切な価格

による給付がなされるよう、保険給付における公定価格を定めず、現に要した費用の額

により保険給付される仕組みとされています。 

したがって、貸与価格は同一製品であっても、取り扱う福祉用具貸与事業者のサービ

ス内容（アセスメント、用具の選定、計画書作成、搬出入、モニタリング、メンテナン

ス、消毒等）によって異なります。 
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① 住宅改修が必要な理由書を介護支援専門員が作成せず、その作成を住宅改修業者に任

せきりにしていた。 

○住宅改修が必要な理由書の作成 

⇒ 住宅改修が必要な理由書を作成する者は、基本的には居宅サービス計画等を作成する

介護支援専門員及び地域包括支援センター担当職員とされています。 

介護支援専門員等が当該理由書を作成する業務は、居宅介護支援事業又は介護予防支

援事業の一環として位置づけられており、被保険者から別途費用を徴収することはでき

ません。 

⇒ 住宅改修の理由書は、単に申請に必要な書類というものではなく、住宅改修を行う際

の「アセスメントシート」としての役割があります。 

また、改修終了後は、モニタリングにおいて、改修目的・効果が達成された（される）

かについて、検証等を行うことも大切です。 

○指定通所介護事業所等における介護保険外での宿泊サービスについて 

⇒ 川崎市では、平成２７年９月１日に、指定通所介護事業所等の設備を利用した夜間及

び深夜の指定通所介護等以外のサービス（宿泊サービス）の提供について、「川崎市通所

介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する

場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針」を施行しました。 

⇒ 居宅サービス計画等への宿泊サービスの位置づけは、指定居宅介護支援事業者等の介

護支援専門員等により、あらかじめ利用者の心身の状況、家族の状況、他の介護保険サ

ービスの利用状況を勘案し適切なアセスメントを経たものでなければならないとされて

おり、安易に居宅サービス計画等に位置づけるものではないことに留意してください。 

ポイント 

ポイント 

５ 住宅改修が必要な理由書 

６ 宿泊サービスについて 

事例 
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４－２ 居宅介護支援 

① すべての利用者について、訪問介護、通所介護又は福祉用具貸与のいずれか一部又は

全部が位置づけられていることが確認された。 

② 訪問介護について、位置づけられている利用者すべてについて、同一法人が運営する

指定訪問介護事業所が位置づけられていた。 

○公正中立なサービスの提供 

⇒ 居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立

場に立って、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅サー

ビス事業者に不当に偏ることがないよう、公正中立に行わなければなりません。 

○利用者・家族への適切な情報の提供

⇒ 介護支援専門員は、利用者自身がサービスを選択することを基本に、これを支援する

必要があります。 

 そのため、介護支援専門員は、利用者によるサービス選択に資するよう、地域の居宅

サービス事業者等に関するサービスの内容や、利用料等の情報を適正に利用者又はその

家族に対して提供することが求められます。 

 したがって、偏った情報のみを提供したり、利用者に選択を求めることなく、特定の

事業所のみによる居宅サービス計画原案を最初から提示した場合は、運営基準に違反す

ることとなります。 

○利用者主体のサービス選択

⇒ 居宅介護支援等の事業は、公正中立な立場で実施される必要があるため、居宅サービ

ス計画の内容が特定のサービスや特定の事業者に不当に偏るようなことがあってはいけ

ません。 

 利用者の状況に応じて、適切なサービス事業者の選択肢を提示できるよう、地域の介

護サービス事業者のサービス内容・特徴等の情報収集に努め、適宜利用者に対して情報

提供ができるようにしてください。 

⇒ 利用者に選択を求めることなく同一の事業主体のサービスのみによる居宅サービス計

画原案を最初から提示するなど、利用者の自由な選択を阻む行為は基準違反となります。 

※ 利用中の居宅サービス事業所を、変更が必要な理由（利用者の希望等）がないのに、

同一の事業主体のサービスに変更するよう求める行為も含みます。 

⇒ 原案作成に先立って、サービス事業者からサービス内容・時間帯の提案・提示がある

場合でも、その内容を踏まえ、居宅介護支援事業所の担当介護支援専門員が必要性・妥

当性を検討し、居宅サービス計画原案に位置づける必要があります。 

ポイント 

事例 
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○正当な理由のない特定の事業所への偏りに対する対応

（特定事業所集中減算） 

⇒ 居宅介護支援の給付管理の対象となるサービスすべてについて、正当な理由がないに

もかかわらず、特定の事業所の割合が８０％を超える場合には、減算の対象となります。 

※ 居宅介護支援の給付管理の対象となるサービス 

 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リ

ハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護

（利用期間を定めて行うものに限ります。）、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護

（利用期間を定めて行うものに限ります。）、地域密着型特定施設入居者生活介護（利

用期間を定めて行うものに限ります。）、看護小規模多機能型居宅介護（利用期間を定

めて行うものに限ります。） 

⇒ 判定に係る書類は、減算の適用となるか否かを問わず、すべての居宅介護支援事業者

が作成しなければなりません。判定の結果、８０％を超えた場合に減算の届出を行う必

要があります。 

○介護支援専門員 

⇒ 常勤の介護支援専門員を１人以上配置することとし、常勤の介護支援専門員の配置は

利用者の数３５人に対して１人を基準とし、利用者の数が３５人又はその端数が増すご

とに増員することとします。ただし、増員に係る介護支援専門員は非常勤でも構いませ

ん。 

○管理者 

⇒ 管理者は、介護支援専門員であって、専らその職務に従事する常勤の者であること。 

ただし管理上支障がない時は、①又は②との兼務が可能です。 

① 当該事業所の介護支援専門員の職務 

② 同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務 

ポイント 

２ 人員に関する基準 
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① 取扱件数を各介護支援専門員の担当件数と混同していた。 

② 取扱件数計算に使用する介護支援専門員の員数を、常勤換算方法による員数ではなく

実人数としていた。 

○取扱件数と担当件数の考え方 

⇒居宅介護支援の介護報酬上の「取扱件数」と、川崎市基準条例に定める人員基準上の「担

当件数」は、意味が異なることから、以下のとおり整理して考える必要があります。 

（１）取扱件数 

 介護報酬上の「取扱件数」は、事業所全体として（常勤換算後の）介護支援専門員

１人当たりの利用者数を示す数字です。 

 取扱件数の算定方法は、利用者総数（介護予防支援の委託件数は２分の１を乗じた

数）を、事業所の常勤換算方法により算定した介護支援専門員の員数で除して得た数

となります。 

「取扱件数」＝ 
（利用者総数＋介護予防支援委託利用者数／２） 

常勤換算方法による介護支援専門員の員数 

【取扱件数と介護報酬の関係】 

取扱件数 算定する区分 

事業所の取扱件数が４０件未満 全て居宅介護支援費（Ⅰ） 

事業所の取扱件数が４０件以上 

４０件未満の部分 

→居宅介護支援費（Ⅰ） 

４０件以上６０件未満の部分 

→居宅介護支援（Ⅱ） 

６０件以上の部分 

→居宅介護支援（Ⅲ） 

（２）担当件数 

 川崎市基準条例に定める人員基準上の「担当件数」は、介護支援専門員１人当たり

３５人を基準としています。 

 この担当件数は、事業所単位での平均値のため、一人の介護支援専門員が当該事業

所に係る担当件数を超えて担当することもありえます。 

 ただし、この場合も、介護支援専門員の経験年数や担当ケースの難易度を勘案し、

事業所の組織内の適正な役割分担をしていることを前提としています。一部の介護支

援専門員に担当件数が著しく偏るなど、質の確保の観点で支障がある場合は、是正す

る必要があります。 

ポイント 

３ 居宅介護支援の取扱件数と担当件数 

事例 
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① 提供されるサービスの目標がサービス行為自体を指すものとなっていた。 

② 短期目標が曖昧に記載されていた。 

③ 短期目標の達成時期が認定有効期間の終期や長期目標とすべて一致していた。 

○利用者の立場に立った目標の設定 

⇒ 居宅サービス計画書の短期・長期目標等は、本来「利用者の目標」として設定するべ

きですが、実地指導等の際には「サービスを利用すること」自体を目標として記載して

いる事例がよく見受けられます。 

「提供されるサービスの目標」とは、利用者がサービスを受けつつ到達しようとする目

標を指しますので、個別のサービス行為とは異なります。 

 課題（ニーズ）を解決するための手段の一つとしてサービスがあるという認識を持つ

ようにしてください。（ケアマネジメントツール～ケアプラン確認マニュアル～【川崎版】） 

○短期目標について 

⇒ 短期目標として、具体性に乏しい目標を設定すると、目標達成に必要となるサービス

が何であるのか見えないだけでなく、目標の達成度合い等の評価も難しくなってしまい

ます。 

 課題ごとに解決の要点を整理し、すぐに始められる「取り組み目標」として、的を絞

った具体的な表記であることが大切です。 

 短期目標でのポイントは、利用者（家族）に「実感のわく内容」「まずやってみようと

思える内容」又は「あまり気が進まなかったけれど、必要なことなんだな」と思える内

容にすることも大切です。 

 また、利用者自身の取り組みを促す場合においては、その内容が客観的にも妥当であ

り、明確にすることが大切になります。（ケアマネジメントツール～ケアプラン確認マニ

ュアル～【川崎版】） 

○目標の期間設定について

⇒ 短期目標は、課題ごとに現在の状況を踏まえて、○か月後には「～まで改善したい」、

○か月間は「～を取り組み、～までできるようになる」など、利用者・家族にとって具

体的な達成目標や取り組み目標を設定するようにしてください。 

 また、可能であれば利用者自身にも期間設定に参加してもらう等、利用者・家族が自

分自身の目標として認識できるような働きかけを行ってください。 

※ ケアマネジメントプロセス（インテーク～アセスメント～原案作成～サービス担当者

会議～ケアプランの確定～評価）については、「ケアマネジメントツール～ケアプラン確

認マニュアル～【川崎版】」等を活用して自己点検を行うなど、利用者の自立支援に資す

る内容となっているか確認を行ってください。 

ポイント 

４ 居宅サービス計画における目標の設定 

事例 
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① 居宅サービス計画原案を作成していなかった。 

② 原案の内容について、サービス担当者会議等による担当者からの専門的な見地からの

意見聴取を行っていなかった。 

③ 居宅サービス計画原案の内容について、利用者への十分な説明を行わず、同意欄への

署名・押印のみを求めていた。 

④ 指定居宅介護支援の開始後に、当該提供の開始の同意を得ていた。 

○居宅サービス計画原案の作成 

⇒ 介護支援専門員は、居宅サービス計画を確定させる前に、必ず居宅サービス計画原案

を作成しなければなりません。 

○サービス担当者会議等による担当者からの意見聴取 

⇒ 原案作成後には、計画に位置付けた居宅サービス等の担当者を招集して行う「サービ

ス担当者会議」を開催し、利用者の状況等に関する情報の共有と、原案の内容について

専門的な見地からの意見聴取を行う必要があります。 

 各サービスが、利用者の「共通の目標」を達成するために具体的なサービスの内容と

して何ができるかなどについて意見を求め、調整を図ってください。 

⇒ サービス担当者会議は、居宅サービス計画に係る担当者全員が出席する必要がありま

す。 

 日程調整の結果、担当者側の都合により、どうしても出席を得られない場合は、担当

者への照会等により意見を求めるようにしてください。 

※ サービス担当者会議の開催に当たって、特定の曜日・時間に偏るなど、一部のサービ

ス担当者が出席できない状態が続く（例えば、他のサービス担当者の都合に関係なく、

毎回通所介護の提供時間中に開催している等）といったことのないようにしてください。 

⇒ 担当者会議の要点・担当者への照会内容については、記録を作成し、５年間保存して

ください。 

○利用者への説明・同意

⇒ 指定居宅介護支援の開始にあたっては、あらかじめ、作成した居宅サービス計画原案

の内容を、利用者・家族に対して説明して、文書による同意を得ます。 

 その際、利用するサービスが保険給付の対象となるかどうかを区分して説明すること

が必要です。 

ポイント 

５ 居宅サービス計画の原案作成・説明・同意 

事例 
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 居宅サービス計画原案の内容の説明・同意については、利用者によるサービス選択やサ

ービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するために、文書での同意を得ること

が義務付けられています。 

 利用者に選択を求めるのは介護保険制度の基本理念ですので、説明を省略して形式的な

署名や押印を求めることがないようにしてください。 

① 居宅サービス計画を利用者に交付していなかった。 

② 居宅サービス計画をサービス提供事業所の担当者に交付していなかった。 

③ 居宅サービス計画の趣旨・内容・計画上での各サービスの位置づけを、サービス提供

事業所の担当者に説明していなかった。 

④ 居宅サービス計画の交付が大幅に遅れた。 

○居宅サービス計画の交付 

⇒ 居宅サービス計画を作成した際には、遅滞なく「利用者」と「サービス事業所の担当

者」の両方に計画を交付する必要があります。 

⇒ サービス事業書の担当者に計画を交付する場合には、計画の趣旨や内容等について十

分に説明し、各担当との共有、連携を図ってください。 

 連携が不十分だと、居宅サービス計画上のサービスの目的と実際のサービス提供内容

に乖離が生じてしまい、それまでのケアマネジメントプロセスの労力が無駄になってし

まう可能性があります。 

⇒ 事例④のように、サービス事業所の担当者への計画の交付が大幅に遅れているケース

が実地指導の際に確認されています。 

 スムーズなサービス提供のためにも、速やかな計画の内容の説明と交付を行ってくだ

さい。 

ポイント 

６ 居宅サービス計画の確定・交付 

 サービス事業所の担当者への計画の交付は、支援経過記録に

記載するなど、いつ（・誰に）交付したかを明確に記録してお

いてください。 

★重要★ 説明・同意の意味

事例 
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○個別サービス計画について 

⇒ 居宅介護支援事業所等とサービス提供事業所の意識の共有を図る観点から、基準条例

上、介護支援専門員には、居宅サービス計画に位置づけたサービス提供事業所に対し、

サービス計画の提供を求めることとしています。また、サービス提供事業所においても、

介護支援専門員から個別サービス計画の提供を求められた場合には、提供するよう努め

ることとされています。 

① １月１回の利用者宅への訪問・面接による実施状況の把握を行っていなかった。 

② 単にサービス利用票への署名・押印を求めるための訪問を「モニタリング」と称して

いた。 

③ モニタリングの記録を作成していなかった。 

④ 利用者の状況把握などを、すべてサービス事業者に任せていた。 

⑤ モニタリングにおいて、居宅サービス計画に位置づけたサービス目標が達成されてい

たにもかかわらず、当該居宅サービス計画の見直しについて検討が行われていなかっ

た。 

○居宅サービス計画の実施状況等の把握 

⇒ 居宅介護支援においては、利用者の有する解決すべき課題に即した適切なサービスを

組み合わせて提供し続けることが重要です。 

⇒ 利用者の解決すべき課題の変化を把握し、必要に応じて随時居宅サービス計画の変更

等の支援を行うために、「居宅サービス計画の実施状況の把握（モニタリング）」の実施

が基準上で義務付けられています。 

⇒ モニタリングについては、特段の事情（※）のない限り、次の方法により行うことが

義務付けられています。 

①少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

②少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

 訪問の目的は前述のとおりなので、サービス利用票を渡しに訪問しただけでは、基準上

の「モニタリング」には該当しません。 

 利用者側の事情により、訪問・面接することができない場合が該当します。介護支援専

門員側の都合による事情は含まれません。 

（○）訪問日程を調整していたが、利用者が急遽入院して、同月内に退院しなかった。 

（×）介護支援専門員の休暇取得のため訪問ができなかった。 

ポイント 

７ 居宅サービス計画の実施状況の把握について 

事例 

特段の事情（※）
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○サービス事業所との連携 

⇒ 事例④は、自主事業で宿泊サービスを実施している通所介護事業所に月を通して連泊

していたケースです。 

 毎月の訪問は行われていましたが、訪問時間以外の生活状況の把握や連携が行われて

いませんでした。 

⇒ 課題の変化は、利用者に直接サービスを提供するサービス事業者により把握されるこ

とも多いため、状況の変化があった場合に円滑な連絡が行われるよう、サービス事業所

の担当者と緊密な連携を図るようにしてください。 

○居宅サービス計画の変更について

⇒ 基本的には、利用者の状態や解決すべき課題に変化があった場合に、居宅サービス計

画の変更の必要性を検討します。 

 ここで重要になるのが、モニタリング結果やサービス事業所からの情報提供等を踏ま

えて、居宅サービス計画の評価をしているかという点です。評価がされていれば、利用

者の状況に合わせ、必要時に計画の変更が行われています。 

「計画の作成→サービス提供の実施→モニタリング・再アセスメント→評価」という一

連の流れの中で、必要性を判断してください。 

⇒ 居宅サービス計画の変更が必要な場合、変更内容が「軽微な変更」に該当する場合を

除き、基準で定められている一連の業務を行う必要があります。（再アセスメント～計画

の交付） 

○居宅サービス計画の「軽微な変更」の内容について

⇒ 「軽微な変更」に該当するかどうかは、次に掲げるような状況を勘案して、介護支援

専門員が一連の業務を行う必要が高い内容であると判断しているか否かによります。 

・ 利用者の希望による変更か 

・ 利用者の状態像に変化はないか 

・ 総合的な援助の方針や生活全般の解決すべき課題、目標に変化はないか 

・ サービス種別に変化はないか等 

 次頁に具体例を示していますが、事例によっては一連の業務を行う必要が出てくる可

能性がありますので、「この事例＝変更の必要性を検討しない」といった機械的な判断は

行わないでください。 

 また、軽微な変更として取り扱った場合は、介護支援専門員が一連の業務を行う必要

が高い内容ではないと判断したこと及びその理由等を、記録に残しておくようにしてく

ださい。 
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＜軽微な変更の具体例＞ 

変更内容 「軽微な変更」に該当するケースの例 

１ サービス提供の曜日変更 利用者の体調不良や家族の都合などの臨時的、一時的

なもので、単なる曜日、日付の変更のような場合 

２ サービス提供の回数変更 同一事業所における週１回程度のサービス利用回数の

増減 

３ 利用者の住所変更 利用者の住所変更 

４ 事業所の名称変更 単なる事業所の名称変更 

５ 目標期間の延長 目標期間終了後、再度目標の設定を検討した結果、居

宅サービス計画上の目標設定（課題や期間）を変更す

る必要がなく、単に目標設定期間を延長する場合 

６ 福祉用具で同等の用具に

変更するに際して単位数

のみが異なる場合 

福祉用具の同一種目における機能の変化を伴わない用

具の変更 

７ 目標もサービスも変わら

ない（利用者の状況以外の

原因による）単なる事業所

変更 

目標もサービスも変わらない（利用者の状況以外の原

因による）単なる事業所変更 

８ 目標を達成するためのサ

ービス内容が変わるだけ

の変更 

第１表の総合的な援助の方針や第２表の生活全般の解

決すべき課題、目標、サービス種別等が変わらない範

囲で、目標を達成するためのサービス内容が変わるだ

けの場合 

９ 担当介護支援専門員の変

更 

契約している居宅介護支援事業所における担当介護支

援専門員の変更（ただし、新しい担当者が利用者はじ

め各サービス担当者と面識があること） 
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① サービス担当者会議を開催していなかった。 

○運営基準減算について 

⇒ 介護保険制度の基本理念である、高齢者自身によるサービスの選択、保健・医療・福

祉サービスの総合的、効率的な提供、利用者本位、公正中立等を実現するために、指定

居宅介護支援事業者は非常に重要な役割を担っています。 

⇒ このため、居宅介護支援の業務が適切に行われていない場合には、運営基準減算が適

用となり、報酬が減額又は報酬請求ができなくなります。 

【運営基準減算のルール】 

 運営基準減算となる要件のうち、いずれかに該当した月からその状態が解消されるに至

った月の前月まで、当該利用者の分の介護報酬について減算します。 

⇒１月目：所定の単位数の５０％に減算 

⇒２月目以降：０単位（算定できません） 

＜居宅介護支援の業務が適切に行われていない場合＞ 

居宅サービス計画の新規 

作成及びその変更の場合 

① アセスメントに当たって、利用者の居宅を訪問し、

利用者及びその家族に面接していない場合 

② サービス担当者会議を適切に開催していない場合 

③ 居宅サービス計画の原案の内容について、利用者又

はその家族に対して説明し、文書により同意を得た

上で、居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付

していない場合 

サービス担当者会議の 

開催について 

④ 次のいずれかのタイミングでサービス担当者会議

を開催していない場合 

ア 居宅サービス計画の新規作成時 

イ 要介護更新認定時 

ウ 要介護区分変更認定時 

モニタリングについて 

⑤ 介護支援専門員が、少なくとも１月に１回、利用者

の居宅を訪問し、利用者に面接していない場合 

⑥ 介護支援専門員がモニタリングの結果を記録して

いない状態が１月以上継続する場合 

ポイント 

８ 運営基準減算について 

事例 
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４－３ 介護予防支援 

○介護予防ケアマネジメントについて 

⇒ 介護予防の基本的な目的は、以下の２点です。 

① 高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐこと 

② 要支援・要介護状態となっても状態がそれ以上悪化しないようにする（維持・改善

を図る）こと 

そのため、介護予防ケアマネジメントの考え方を大まかに整理すると、以下のように

なります。 

○ 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるように、要介護状態になるこ

とをできる限り予防することが重要です。 

 このためには、「本人ができることはできる限り本人が行うように支援する」こと

を念頭に置きつつ、いかに行動変容へ誘導するかという視点と技量が求められます。 

○ 利用者の生活機能の向上に対する意欲を引き出し、サービス利用後の生活を分かり

やすくイメージできるようにします。 

 それを踏まえて具体的な日常生活における行為について目標を明確にしたうえで、

セルフケアや地域の公的サービス、介護保険サービスを適切に利用する計画を作成

し、達成状況を評価して必要に応じて計画の見直しを行う、という一連のサイクルが

重要となります。 

⇒ この考えに基づき、介護予防支援の基準条例では、「目標指向型」の計画を作成するこ

とが求められています。目標指向型の計画を作成する上で重要なのは、以下の点です。 

① 生活機能の低下が生じている課題に対し、介護予防ケアマネジメントの担当者が、

可能性を示唆し、利用者自身がどのようになりたいかという目標を掲げていること 

② 目標を達成するために、本人の意欲を高めるとともに、環境を整えたり、問題や障

害となっていることを解決したり、利用者の健全な機能をより強化するための具体的

な取組みが示されていること 

ポイント 

１ 目的志向型のケアマネジメント 
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○介護予防ケアマネジメントの留意事項 

（１）適切なアセスメントの実施により、利用者の状態の特性を踏まえた目標の設定 

⇒ 介護予防ケアプランの作成の前提となるのは、的確なアセスメントがなされることで

す。 

アセスメントは、利用者と計画作成者との共同作業です。そのため、アセスメントの

実施に当たっては、一方的にあるいは漫然と質問等をするのではなく、その目的につい

て、利用者や家族へ説明したり、関心を示した内容について話を深めたりすることも、

利用者を理解するためには必要なコミュニケーションの取り方です。 

⇒ アセスメントは、コミュニケーションの過程を通じて、介護予防の考え方を利用者や

家族に説明したり、生活機能が低下していることを認識できるよう支援をしたり、改善

や自立への意欲を引き出していく貴重な機会です。計画作成者は、利用者が予防給付に

よるサービス等を利用することで活動性が向上し、積極的な生活をイメージできるよう

にアプローチすることが重要であり、活動性の向上後の生活のイメージは、利用者と家

族、計画作成者が目標とするイメージとして共有する必要があります。 

（２）利用者を含め、様々な専門家によるケアカンファレンスを通じ、利用者の改善可能性

を実現するための適切なサービスを選択 

⇒ 計画作成者が各領域のアセスメントに基づき、専門的観点から、利用者にとって最も

適切と考えられる目標・その達成・その達成のための具体的な方策について検討して提

案し、利用者や家族と話し合いながら合意していく過程は、介護予防に対する利用者の

意欲を形成する重要な行為です。 

（３）目標の共有と利用者の主体的なサービス利用

⇒ 目標は、利用者が一定の期間に達成可能であることや、利用者の価値観や好みを十分

に考慮することが重要です。達成できない目標を設定することは、評価時点で利用者の

自信をなくしたり、意欲を低下させることにも繋がります。達成感や効果感に繋がる目

標を設定することが重要になります。 

このような目標を設定するためには、本人ができることを一緒に探し、生活機能の向

上が図られる目標を立てるという視点を持つことが重要です。 

（４）将来の改善の見込みに基づいた再アセスメント 

⇒ 個々の利用者ごとに、生活機能を向上させるためには、状態像の変化に応じて必要な

支援要素を決定し、当該支援要素に対応した適切なサービスを調整し、定期的に見直し

をしていく仕組みを構築することが必要となります。 

（５）明確な目標をもった介護予防ケアプランづくり 

⇒ 個々の利用者ごとに、生活機能が、いつまでにどの程度向上するのか、又は、どの程

度の期間維持できるのかを明らかにし、利用者・家族及びサービス提供者がその目標を

共有するとともに、適切に評価することが重要です。 

ポイント 

２ 介護予防ケアマネジメントの留意事項 
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○予防給付のサービス選択にあたっての留意事項 

⇒ 廃用症候群予防の観点から、「介護予防通所介護」及び「介護予防通所リハビリテーシ

ョン」を介護予防プランに積極的に位置づけることによって、日常生活の活発化や社会

とかかわる機会を提供し、廃用症候群の予防・改善が期待できます。 

⇒ 介護予防訪問介護については、利用者に自力で困難な行為（掃除、買い物、調理等）

があり、それについて同居家族による支えや、地域の支え合い・支援サービスや他の福

祉施策等のサービスが利用できない状況の場合、介護予防ケアマネジメントによる個別

の判断を経た上で、サービスが提供される必要があります。 

利用者に対して１対１で提供するサービスであり、利用者の状況によっては、訪問介

護員への依存関係を生みやすいという指摘もあることを踏まえ、本人の置かれた環境・

心情に十分配慮しつつ、段階に応じて生活機能の維持向上に資するかかわり方を探求す

る姿勢と技量が求められます。 

○担当職員 

⇒ 次のいずれかの要件を満たすものであって、都道府県が実施する研修を受講する等介

護予防支援業務に関する必要な知識及び能力を有する者であること。 

① 保健師 

② 介護支援専門員 

③ 社会福祉士 

④ 経験ある看護師 

⑤ 高齢保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主事 

○管理者 

⇒ 専らその職務に従事する常勤の者であること。 

ただし、管理上支障がない時は、①又は②との兼務が可能です。 

① 当該事業所の担当職員 

② 当該指定介護予防事業所である地域包括支援センターの職務 

ポイント 

３ 人員基準 
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① 介護予防支援業務を委託したケースの状況把握を一切行っていなかった。 

② 委託先の居宅介護支援事業者の本来業務に支障が出るほどの件数を委託していた。 

③ 介護予防支援業務に関する必要な知識及び能力を有している介護支援専門員がいない

居宅介護支援事業者に委託を出していた。 

○介護予防支援業務の委託 

⇒ 介護予防支援の業務は、居宅介護支援事業者に委託することができます。 

 特に、介護予防支援事業者が直接担当する介護予防支援の給付管理件数については、

地域包括支援センターと指定介護予防支援事業所を兼務する職員（事務職員を除く。）１

名当たり２０件／月が上限となるよう留意してください。 

⇒ 委託する介護予防支援業務の範囲は、委託先の居宅介護支援事業者との契約で定める

こととなります。 

 あらかじめ対象者の身体状況・希望等を把握して、居宅介護支援事業者の本来業務に

支障が出ないよう、委託件数・範囲を定めるようにしてください。 

⇒ 介護予防支援業務は、「指定介護予防支援の業務に関する知識及び能力を有する介護支

援専門員が従事する指定居宅介護支援事業者」に限り、委託することができます。 

○委託先事業者の法令遵守について

⇒ 委託先の居宅介護支援事業者が基準条例に違反する行為をした場合、委託元の介護予

防支援事業者も指導対象となる場合があります。委託元事業所は、委託先事業者に対し、

介護予防支援関係の法令の遵守を求めるとともに、必要に応じて、介護予防支援業務に

関する指導・助言を行うなど、適切な介護予防支援が提供されるよう配慮してください。 

○委託業務の範囲等について

⇒ 介護予防支援業務を指定居宅介護支援事業所に委託する場合の委託業務の範囲等につ

いては、最終的な責任を本来の業務実施主体である介護予防支援事業者が負うという前

提で、基本的には、介護予防支援事業者と指定居宅介護支援事業者の間の契約で決定さ

れる必要があります。 

 円滑なサービス提供のため、介護予防支援事業者と居宅介護支援事業者の双方で、そ

れぞれが担うべき業務の範囲を明確にしてください。 

⇒ 委託先の居宅介護支援事業者が介護予防サービス計画原案を作成した際には、計画原

案が適切に作成されているか、内容が妥当か等について確認を行ってください。 

 同様に、委託先の居宅介護支援事業者が評価を行った場合には、その評価内容につい

て確認を行い、今後の方針などについて必要な援助・指導を行うことが必要となります。 

ポイント 

４ 介護予防支援業務の委託 

事例 
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① 介護予防支援業務を委託している居宅介護支援事業者が変更になった場合に、初回加

算を算定していた。（×） 

② 利用者が要介護者から要支援者に変更となった場合に、元々居宅介護支援を担当して

いた居宅介護支援事業所が引き続き介護予防支援の委託を受けた際に、初回加算を算

定していた。（○） 

○初回加算の算定について 

⇒ 事例①については、委託された居宅介護支援事業所が変更になっても、委託元の介護

予防支援事業所としては初めて当該利用者を担当するわけではないので、初回加算を算

定することはできません。 

⇒ 事例②については、介護予防サービス計画を新たに作成するに当たって、新たなアセ

スメント等を行う必要があるため、その手間を評価する初回加算の算定は可能です。 

平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１） 

問１３ 初回加算において、新規に居宅サービス計画を作成する場合の「新規」の考え方

について示されたい。 

（答）契約の有無にかかわらず、当該利用者について、過去２月以上、当該居宅介護支援

事業所において居宅介護支援を提供しておらず、居宅介護支援が算定されていない場

合に、当該利用者に対して居宅サービス計画を作成した場合を指す。なお、介護予防

支援における初回加算についても、同様の扱いとする。 

ポイント 

５ 初回加算 

事例 

【参考】初回加算「新規」の考え方
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５－１ 小規模多機能型居宅介護・複合型サービス共通 

○代表者の資格要件 

⇒ 指定小規模多機能型居宅介護事業者及び指定看護小規模多機能型居宅介護（複合型サ

ービス）事業者の代表者は、以下の要件をすべて満たす者でなければなりません。 

（１）特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症

対応型共同生活介護事業等の従業者若しくは訪問介護員等として、認知症である者の

介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービスの提供を

行う事業の経営に携わった経験を有する者 

（２）認知症対応型サービス事業開設者研修修了者 

 なお、次の研修を修了している者は、認知症対応型サービス開設者研修を修了して

いる者とみなされます。 

◆実践者研修又は実践リーダー研修、認知症高齢者グループホーム管理者研修 

（１７年局長通知及び１７年課長通知に基づき実施されたもの） 

◆基礎課程又は専門課程 

（１２年局長通知及び１２年課長通知に基づき実施されたもの） 

◆認知症介護指導者研修 

（１２年局長通知及び１２年課長通知並びに１７年局長通知及び１７年課長通知に

基づき実施されたもの） 

◆認知症高齢者グループホーム開設予定者研修 

（「介護予防・地域支え合い事業の実施について」に基づき実施されたもの） 

⇒ 代表者とは、基本的には、運営している法人の代表者であり、理事長や代表取締役が

該当しますが、法人の規模によっては、地域密着型サービスの事業部門の責任者などを

代表者とすることができます。 

○管理者 

⇒ 管理者は、常勤であり、かつ、専ら当該事業所の管理業務に従事するものとされて

います。 

 ただし、管理業務に支障がないときは、次の職務に従事できます。 

（１）当該事業所の他の職務 

（２）併設する次の事業所又は施設等の職務 

◆認知症対応型共同生活介護事業所    ◆地域密着型特定施設 

◆地域密着型介護老人福祉施設 

◆介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所であるものに限る。） 

（３）同一敷地内にある定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務 

ポイント 

１ 代表者 
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⇒ そのほか、管理者は、以下の（１）（２）の要件を満たす者でなければなりません。 

（１）特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定小規模多

機能型居宅介護、指定認知症対応型共同生活介護、指定複合型サービス等の職員若しく

は訪問介護員等として、３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者 

（２）認知症対応型サービス事業管理者研修 

 なお、次のア、イのいずれも満たしている者は、認知症対応型サービス管理者研修

を修了している者とみなされます。 

ア 平成１８年３月３１日までに実践者研修又は基礎課程を修了している者 

イ 平成１８年３月３１日に、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介

護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業所（※）等の管理者に従事し

ていた者 

（※）指定認知症対応型共同生活介護事業所の管理者であった者については、認知症

高齢者グループホーム管理者研修（１７年局長通知及び１７年課長通知に基づき

実施されたもの）を修了した者に限ります。 

○介護支援専門員等 

⇒ 専ら登録者に係る居宅サービス計画及び（看護）小規模多機能型居宅介護計画の作成

に従事する介護支援専門員を配置しなければなりません。 

 ただし、利用者の処遇に支障がないときは、併設する認知症対応型共同生活介護事業

所、地域密着型特定施設、地域密着型介護老人福祉施設又は介護療養型医療施設（療養

病床を有する診療所であるものに限る。）の職務に従事できます。 

⇒ 介護支援専門員は、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修修了者（以下、５

－１、５－２及び５－３において「研修修了者」といいます。）でなければなりません。 

 なお、サテライト型小規模多機能型居宅介護居宅介護事業所にあっては、本体事業所

の介護支援専門員により当該サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対

する居宅サービス計画の作成が適切に行えるときは、介護支援専門員に代えて当該研修

修了者を置くことが可能です。 

指定基準（条例）に定める人員基準と人員欠如減算

 介護従業者の配置については、各サービスのページに記載していますが、小規模多機能

型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護は、指定基準（条例）に定める人員を配置し

ていない場合、人員欠如による減算の対象となることがあります（後述「６ 介護報酬算

定に関する留意事項」参照）。 

 なお、人員基準欠如は、人員基準欠如減算の適用を受ければ人員基準を欠如していても

よいということではなく、「著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定

員等の見直し、事業の休止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情

がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。」とされていますので、必要な

人員を適切に配置してください。 

※注意※ 
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○登録定員及び利用定員 

⇒ 登録定員は、２９人以下（サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所にあっては１

８人以下）です。 

⇒ 通いサービスの利用定員は、登録定員が２５人以下の場合は登録定員の２分の１から

１５人まで（サテライト型小規模多機能型居宅介護居宅介護事業所にあっては１２人ま

で）、登録定員が２５人を超える場合は下表のとおりです。 

登録定員 通いサービスの利用定員 

２６人又は２７人 １６人 

２８人 １７人 

２９人 １８人 

⇒ 宿泊サービスの利用定員は、通いサービスの利用定員の３分の１から９人まで（サテ

ライト型小規模多機能型居宅介護居宅介護事業所にあっては６人まで）です。 

⇒ これらの定員を超えてサービスの提供を行うことはできません。（災害、虐待そ

の他のやむを得ない事情がある場合を除きます。） 

 ただし、利用者の様態・希望等により特に必要と認められる場合（登録者の介護者が

急病等のため事業所においてサービスを提供する必要が生じた場合や、登録者全員を集

めて催しを兼ねたサービスを提供する場合など）は、一時的なものに限り認められます。 

○設備及び備品等 

⇒ （看護）小規模多機能型居宅介護事業所には、次の設備及び備品等が必要です。 

（１）居間及び食堂 

 同一の室内とする場合であっても、居間、食堂のそれぞれの機能が独立しているこ

とが望ましいです。また、その広さについても、原則として利用者及び当該事業所の

従業者が一堂に会するのに十分な広さを確保してください。 

 なお、通いサービスの利用定員が１５人を超える事業所にあっては、居間及び食堂

を合計した面積が、利用定員に３㎡を乗じて得た面積以上を確保する必要があります。 

（２）宿泊室 

 宿泊室の定員は１人が原則ですが、利用者の処遇上必要と認められる場合は、２人

とすることも可能です。個室以外の宿泊室であっても、パーテーションや家具等によ

りプライバシーを確保してください。（カーテンは認められません。）なお、プライバ

シーが確保された居間については、個室以外の宿泊室の面積に含めることができます。 

 宿泊室の面積は、個室にあっては７．４３㎡以上、個室以外の宿泊室にあってはお

おむね７．４３㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得

た面積以上を確保する必要があります。 

（３）浴室 

（４）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

（５）その他必要な設備及び備品 

 例：個人情報を保護するための鍵付きの書庫、感染症予防に必要な設備等 

ポイント 

２ 設備に関する基準 
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① 排せつ介助に必要なお尻拭き、介護用手袋等の介護上必要な消耗品を利用者に負担さ

せていた。 

② 介護上必要な標準的な車いすを利用者負担させていた。 

○利用者等から徴収することができない費用 

⇒ 利用者から徴収することができる費用は、基本的には「１－７ 利用料の受領につい

て」に記載のとおりです。 

 特に、次の費用は利用者から徴収している事例が散見されますが、サービスの提供に

必要な物品については、その費用を利用者に負担させることはできません。 

（１）介護上必要な標準的な福祉用具（リクライニング車いすを含む。）に係る費用 

（２）介護上又は衛生管理上必要な消耗品等に係る費用 

例：排せつ介助に使用するお尻拭き、介護用手袋、とろみ剤に係る費用 等 

○居宅サービス計画の作成 

⇒ （看護）小規模多機能型居宅介護事業所の登録者に対して、居宅サービス計画を作成

しなくてはなりません。 

 また、居宅サービス計画は、「川崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す

る基準等を定める条例」第１６条各号に掲げる具体的取扱い方針に沿って作成する必要

があります。（詳細は、「４－２ 居宅介護支援」を参照してください。） 

※ 計画作成に当たり利用者の居宅で行うアセスメント、サービス担当者会議の

開催や毎月のモニタリングの実施等も同様です。 

⇒ 居宅サービス計画の作成の業務は、当該事業所の介護支援専門員が行います。 

 サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所に研修修了者を配置する場合は、本体事

業所の介護支援専門員が行わなくてはなりません。 

ポイント 

３ 利用料の受領 

４ 居宅サービス計画の作成 

事例 



110 

○運営推進会議の設置及び開催 

⇒ （看護）小規模多機能型居宅介護事業者は、運営推進会議を設置し、おおむね２月

に１回以上開催しなくてはなりません。 

 この「運営推進会議」とは、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し、地域に開

かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的として設置するも

のです。 

⇒ 運営推進会議は、次に掲げる者等により構成します。 

（１）利用者及び利用者の家族 

（２）地域住民の代表者 

 例：町内会役員、民生委員、老人クラブの代表者 等 

（３）市職員又は当該事業所が所在する地域を管轄する地域包括支援センター職員 

（４）小規模多機能型居宅介護について知見を有する者 等 

⇒ 運営推進会議では、活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、

運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなくてはなりません。 

 また、これらの報告、評価、要望、助言等について記録を作成し、その記録を公表す

る必要があります。記録の作成に当たっては、次に掲げる点を明確にしてください。 

◆活動状況の報告 

通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の報告内容、自己評価の結果 等 

◆運営推進会議による評価 

活動常用の報告に対する意見や質問、自己評価に対する意見や質問 等 

◆運営推進会議からの要望、助言 

事業運営に当たって「こういったことをしてほしい」といった要望 

「これはこうした方がよいのではないか」といった助言 等 

◆その他開催に関する事項 

開催日時、開催場所、出席者（氏名及び職種等） 等 

※ 特に評価・要望・助言については、運営推進会議に対し、評価や要望、助言等を求

めたことがわかるようにしておく必要があります。 

⇒ 当該事業所において、他の地域密着型サービス事業所を併設している場合は、１つの

運営推進会議で両事業所の評価等を行うことが可能です。 

５ 地域との連携等 
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○自己評価と外部評価 

⇒ （看護）小規模多機能型居宅介護事業者は、１年に１回以上、サービスの改善及び質

の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）

を行い、当該自己評価の結果について、運営推進会議による評価（外部評価）を受けな

ければなりません。 

⇒ 自己評価は、次の（１）（２）のプロセスにより、当該事業所が自ら提供するサービ

スについて評価・点検し、事業所全体の質の向上につなげていくことを目指すものです。 

（１）事業所のすべての従業者が、自ら提供するサービスの内容に関し、これまでの取組

やかかわりについて振り返りを行う（スタッフ個別評価）。 

（２）従業者が各自取り組んだスタッフ個別評価を持ち寄り、当該事業所のすべての従業

者が互いに確認しながら、それぞれの考え方や取組状況に関する認識の違い、現状の

課題や質の向上に向けて必要な取組み等を話し合う（事業所自己評価）。 

⇒ 外部評価は、運営推進会議において、当該事業所が行った自己評価結果に基づいて、

当該事業所で提供されているサービスの内容や課題等について共有を図ります。 

 また、利用者、市町村職員、地域住民の代表者等が第三者の観点から評価を行うこと

で、新たな課題や改善点が明らかになることもあります。 

 そのため、運営推進会議における評価を行う場合には、市町村職員や地域包括支援セ

ンター職員、学識経験者等の公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必要です。 

⇒ 自己評価及び外部評価の結果は、利用者及びその家族に提供することはもちろん、運

営推進会議の記録と同様に公表しなくてはなりません。 

 事業所内の見やすい場所に掲示したり、事業所（又は法人）のホームページ上に掲載

したりするなどして、広く開示します。 

○介護相談員の受け入れ 

⇒ 川崎市では、介護相談員派遣事業を実施しており、（看護）小規模多機能型居宅介護事

業所についても派遣対象としています。 

 この「介護相談員」とは、利用者から介護サービスに関する不満や不安等を聞き、問

題解決に向けた手助けをする利用者とサービス提供者との橋渡し役です。 

 詳細は、市ホームページを御参照ください。 

【掲載場所】http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000016831.html 
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○同一建物に居住する利用者等に係る介護報酬の取扱い 

⇒ （看護）小規模多機能型居宅介護費の算定は、登録者の要介護状態区分だけでなく、

当該登録者が居住する場所（当該事業所と同一建物であるか否か）に応じて、所定単位

数が異なります。 

 登録者が、月途中から当該事業所と同一建物に転居した場合又は同一建物から同一建

物ではない建物に転居した場合には、居住していた期間に対応した単位数を算定します。 

⇒ 「同一建物」とは、事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物である有料老人

ホーム等を指します。 

 同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接するものは、一体的な建築物とは

みなされませんが、構造上又は外形上、一体的な建築物であれば、管理、運営法人がそ

れぞれ異なる場合であっても該当します。 

※ 「有料老人ホーム等」については、「２－１ 訪問系共通」の「３ 同一敷地内若し

くは隣接する敷地内の建物に居住する利用者等に係る減算」を参照してください。 

○定員の遵守と定員超過減算について 

⇒ 当該事業所の運営規程に定める登録定員を超えて、高齢者を登録させることはできま

せん。１日でも定員を超過すると基準違反になります。（災害の受入れ等やむを得な

い理由による定員超過利用は除きます。） 

⇒ 月平均の登録者数が定員を超過した場合は、その翌月の利用者分全員が所定単位数の

７０％に減算されます。定員超過利用が解消された場合は、その翌月から通常の所定単

位数を算定することができます。 

 なお、登録者の数は、１月間（暦月）の利用者等の数の平均を用います。この場合、

１月間の利用者等の数の平均は、当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得

た数です。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げます。 

⇒ 定員超過については、定員超過減算の適用を受ければ定員を超過してもよいというこ

とではなく、「定員超過利用が行われている事業所に対しては、その解消を行うよう指導

すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継続する場合には、特別な事情

がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。」とされています。 

６ 介護報酬算定に関する留意事項 
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○人員基準欠如減算について 

⇒ 指定基準に定める員数の従業員が配置されていない場合も、定員超過と同様に減算の

対象となります。 

 具体的な取扱いは、次のとおりです。 

（１）介護職員（通い・訪問）の人員欠如 

人員欠如の程度 減算の適用範囲・内容 

人員基準上必要とさ

れる員数から１割を

超えて減少した場合 

・その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

・利用者等の全員が対象 

・所定単位数の７０％に減算 

人員基準上必要とさ

れる員数から１割の

範囲内で減少した場

合 

・その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

・利用者全員が対象 

・所定単位数の７０％に減算（翌月の末日において人員基準

に満たすに至っている場合は除く。） 

（２）看護職員又は介護支援専門員の人員基準欠如 

人員欠如の程度 減算の適用範囲・内容 

人員基準上必要とさ

れる員数を満たして

いない場合 

・その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

・利用者全員が対象 

・所定単位数の７０％に減算（翌月の末日において人員基準

に満たすに至っている場合は除く。） 

注）ここでいう「介護支援専門員」とは、介護支援専門員の資格を有する者であって、

研修修了者であるものをいいます。そのため、これらの要件を満たす者を配置して

いない場合（例えば、研修修了者でない介護支援専門員を配置している場合等）は、

この取扱いとなります。 

（３）夜勤職員・宿直職員・サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所の訪問サービス

の提供に当る者の人員欠如 

人員欠如の程度 減算の適用範囲・内容 

暦月において、指定基準に定める員数に満たない日が

２日以上連続して発生した場合 
・その翌月 

・利用者全員が対象 

・所定単位数の７０％に減算 
暦月において、指定基準に定める員数に満たない日が

４日以上発生した場合 

※ 人員基準欠如は、人員基準欠如減算の適用を受ければ人員基準を欠如していてもよ

いということではなく、「著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用

定員等の見直し、事業の休止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特別

な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。」とされています。 
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○過少サービスに対する減算 

⇒ 通いサービス、訪問サービス、宿泊サービスの算定月における提供回数について、登

録者（短期利用居宅介護費を算定する者を除く。）１人当たりの平均回数が週４回に満た

ない場合は、所定単位数の７０％に減算されます。 

 「登録者１人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下の（１）から（３）までの方法に

従って算定したサービス提供回数の合計数を、当該月の日数に当該事業所の登録者数を

乗じたもので除したものに、７を乗ずることによって算定します。 

登録者１人当たり平均回数＝｛（（１）＋（２）＋（３））÷月の日数｝×７ 

（１）通いサービス 

 １人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合は、複数回の算定が可能 

（２）訪問サービス 

 １回の訪問を１回のサービス提供として算定 

※ （看護）小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは、身体介護に限られないため、

登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合でも、訪問サービスの回

数に含めることができます。 

※ 看護小規模多機能型居宅介護においては、訪問サービスには訪問看護サービスが

含まれます。 

（３）宿泊サービス 

 １泊を１回として算定 

※ 通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合は、それぞれを１回とし、計

２回として算定します。 

⇒ 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合は、利用開始日の前日以前又は利用

終了日の翌日以降の日数は、上記（１）～（３）の日数の算定の際に控除します。登録

者が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）についても同様に取扱います。 

⇒ 指定小規模多機能型居宅介護事業所において、指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業者の指定を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の事業と指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合

にあっては、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護及び指定介護予防小規模

多機能型居宅介護のサービス提供回数を合算し、また、指定小規模多機能型居宅介護と

指定介護予防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの登録者数を合算して計算を行います。 
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５－２ 小規模多機能型居宅介護（介護予防） 

○従業者の員数 

⇒ 小規模多機能型居宅介護事業所ごとに置くべき従業者については、「５－１ 小規模多

機能型居宅介護・複合型サービス共通」に記載した介護支援専門員のほか、以下の介護

従業者を配置しなくてはなりません。 

時間帯 介護従業者の員数 

夜間及び深夜の時間帯

以外 

通い 
常勤換算方法で、通いサービスの利用者の数が３人

又はその端数を増すごとに１人以上 

訪問 
常勤換算で１人以上 

（サテライト型事業所にあっては１人以上） 

夜間及び深夜の時間帯 

夜間及び深夜の時間帯を通じて勤務に当たる者を１人以上

及び宿直勤務に当たる者を１人以上 

（サテライト型事業所にあっては、宿直勤務に当たる者を

置かないことができる） 

注１）「利用者の数」は、前年度の平均値を用いる（小数点第２位切上げ）。 

注２）宿泊サービスの利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利

用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、

夜勤及び宿直勤務に当たる者を置かないことができる。 

⇒ 介護従業者のうち、１人以上は常勤でなければなりません。 

 なお、当該事業所が以下の事業所等を併設している場合であって、各々の事業所等で

基準を満たす員数の従業者を置いているときは、介護従業者は当該併設事業所の職務に

従事することが可能です。 

●認知症対応型共同生活介護事業所     ●地域密着型特定施設 

●地域密着型介護老人福祉施設 

●介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所であるものに限る） 

⇒ 認知症対応型共同生活介護事業所が併設されている場合について、小規模多機能型居

宅介護の泊まりの定員と認知症対応型共同生活介護事業所の１ユニット当たりの定員の

合計が９名以下であり、かつ、両者が同一階に隣接しており一体的な運用ができる構造

の場合には、入居者・利用者の処遇に支障がないことを前提に、夜間の職員配置につい

て兼務が可能です。 

ポイント 

１ 介護従業者 
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⇒ 介護従業者のうち、１人以上の者は看護職員（看護師又は准看護師）でなければな

りません。 

 ただし、サテライト型事業所にあっては、看護職員を置かないことができます。 

 また、同一敷地内に以下の事業所等を併設している場合であって、各々の事業所等で

基準を満たす員数の従業者を置いているときは、看護職員は当該併設事業所等の職務に

従事することができます。 

●認知症対応型共同生活介護事業所     ●地域密着型特定施設 

●地域密着型介護老人福祉施設 

●介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所であるものに限る） 

●指定居宅サービスの事業を行う事業所 

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所●認知症対応型通所介護事業所 

●介護老人福祉施設    ●介護老人保健施設 

○基本取扱方針 

⇒ 指定小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資する

よう、その目標を設定し、計画的に行われなければなりません。 

○具体的取扱方針 

⇒ 指定小規模多機能型居宅介護は、地域住民との交流及び地域活動への参加を図りつつ、

通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせて提供しますが、サ

ービスの組み合わせは、利用者が住み慣れた地域で生活を維持することができるよ

うなものでなければなりません。 

 宿泊サービスに上限はないため、重度の者であれば、ほぼ毎日宿泊する形態も考えら

れますが、ほぼ毎日宿泊するような者が増え、他の利用者の宿泊に対応できないような

状況の場合は、他の利用者が適切にサービスを利用できるよう調整を行う必要がありま

す。 

⇒ １人の利用者に対して、通いサービス、宿泊サービス及び訪問サービスを合わせてお

おむね週４回以上を目安に行います。 

 登録者が通いサービスを利用していない日においても、可能な限り、訪問サービスの

提供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支援します。 

⇒ 利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下

で日常生活を送ることができるよう配慮します。 

 特に、当該利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するために緊急やむを得ない場

合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはなりません。 

⇒ 通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態が続かないようにします。 

 この「著しく少ない状態」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安です。例え

ば、登録定員が２５人の場合、通いサービスの利用者が８人以下であれば「著しく少な

い状態」に該当します。 

ポイント 

２ 小規模多機能型居宅介護の取扱方針 
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○小規模多機能型居宅介護計画の作成 

⇒ 介護支援専門員（介護支援専門員を配置していないサテライト型事業所にあっては、

研修修了者）が、小規模多機能型居宅介護計画を作成します。 

 計画の作成に当たっては、地域における活動への参加の機会が提供されること等によ

り、利用者の多様な活動が確保されるものとなるよう努めてください。 

⇒ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、

他の従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの

内容等を記載した小規模多機能型居宅介護計画を作成する必要があります。 

 作成した小規模多機能型居宅介護計画を基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等

を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた介

護を行います。 

⇒ 作成した小規模多機能型居宅介護計画は、利用者に交付しなくてはなりません。 

ポイント 

３ 小規模多機能型居宅介護計画 

 サービスの提供に当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなくてはなりません。特に、利用者の

健康管理を適切に行うため、主治医との密接な連携に努める必要があります。 

 なお、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導

を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報提供並びに保健

医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりませ

ん。 

 また、短期利用居宅介護費を算定する場合等、当該利用者に係るケアマネジャー

から小規模多機能型居宅介護計画の提供の求めがあった場合は、これを提供す

ることに協力してください。 

居宅サービス事業者等との連携
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５－３ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

○従業者の員数 

⇒ 看護小規模多機能型居宅介護事業所ごとに置くべき従業者については、「５－１ 小規

模多機能型居宅介護・複合型サービス共通」に記載した介護支援専門員のほか、以下の

介護従業者を配置しなくてはなりません。 

時間帯 介護従業者の員数 

夜間及び深夜の時間帯

以外 

通い 

○常勤換算方法で、通いサービスの利用者の数が３

人又はその端数を増すごとに１人以上 

○１人以上は看護職員 

訪問 
○常勤換算で２人以上 

○１人以上は看護職員 

夜間及び深夜の時間帯 

夜間及び深夜の時間帯を通じて勤務に当たる者を１人以上 

宿直勤務に当たる者を１人以上 

※宿泊サービスの利用者がいない場合であって、夜間及び

深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提

供するために必要な連絡体制を整備しているときは、夜

勤及び宿直勤務に当たる者を置かないことができる。 

注１）「利用者の数」は、前年度の平均値を用いる（小数点第２位切上げ）。 

注２）表中「介護従業者の員数」の「○」は、いずれも満たしている必要がある。 

⇒ 介護従業者のうち、常勤換算方法で２．５人以上の者は、看護職員（保健師、看

護師又は准看護師）でなければならず、かつ、そのうち１人以上は、常勤の保健師又

は看護師である必要があります。 

⇒ 当該事業所が以下の事業所等を併設している場合であって、各々の事業所等で基準を

満たす員数の従業者を置いているときは、介護従業者は当該併設事業所の職務に従事す

ることが可能です。 

●認知症対応型共同生活介護事業所     ●地域密着型特定施設 

●地域密着型介護老人福祉施設 

●介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所であるものに限る） 

⇒ 当該事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ、両事業が同一の事業所

において一体的に運営されている場合は、指定訪問看護事業所の看護職員の員数を満た

すことで、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に置くべき看護職員の員数を満たし

ているとみなすことができます。 

 ただし、指定看護小規模多機能型居宅介護は療養上の管理の下で妥当適切に行うもの

であるため、当該事業所において看護サービスが必要な利用者がいるにもかかわらず、

看護職員が指定訪問看護にのみ従事することは適切ではありません。 

ポイント 

１ 介護従業者 
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○基本取扱方針 

⇒ 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資

するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければなりません。 

○具体的取扱方針 

⇒ 指定看護小規模多機能型居宅介護は、療養上の管理の下、通いサービス、訪問サー

ビス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせて提供しますが、サービスの組み合わせは、

利用者が住み慣れた地域で生活を維持することができるようなものでなければな

りません。 

 小規模多機能型居宅介護と同様に、宿泊サービスに上限はないため、重度の者であれ

ば、ほぼ毎日宿泊する形態も考えられますが、ほぼ毎日宿泊するような者が増え、他の

利用者の宿泊に対応できないような状況の場合は、他の利用者が適切にサービスを利用

できるよう調整を行う必要があります。 

⇒ １人の利用者に対して、通いサービス、宿泊サービス及び訪問サービスを合わせてお

おむね週４回以上を目安に行います。 

 登録者が通いサービスを利用していない日においても、可能な限り、訪問サービスの

提供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支援します。 

⇒ 利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下

で日常生活を送ることができるよう配慮します。 

 特に、当該利用者又は利用者等の生命又は身体を保護するために緊急やむを得ない場

合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはなりません。 

⇒ 通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態が続かないようにします。 

 この「著しく少ない状態」とは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安です。例え

ば、登録定員が２５人の場合、通いサービスの利用者が８人以下であれば「著しく少な

い状態」に該当します。 

○看護サービスを提供する上での留意点 

⇒ 看護サービスとは、保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が利用者に対して行う療養上の世話又は必要な診療の補助をいいます。 

 看護サービスを提供するに当たっては、主治医との密接な連携を図り、利用者の心身

の機能の維持回復が図られるように行わなければなりません。 

⇒ 看護サービスの提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもってサ

ービスの提供を行わなければなりません。そのため、新しい技術の習得等、研鑽を積む

よう努めてください。 

 ただし、医学の立場を堅持し、広く一般に認められていない看護（特殊な看護）等は、

行ってはなりません。 

ポイント 

２ 看護小規模多機能型居宅介護の取扱方針 
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○看護小規模多機能型居宅介護計画 

⇒ 看護小規模多機能型居宅介護計画は、介護支援専門員が作成します。 

 計画の作成に当たっては、地域における活動への参加の機会が提供されること等によ

り、利用者の多様な活動が確保されるものとなるよう努めてください。 

 また、計画のうち、看護サービスに係る記載（利用者の希望、主治医の指示、看護目

標及び具体的なサービス内容等）については、保健師、看護師、准看護師、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士との密接な連携を図りながら作成する必要があります。 

⇒ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、

他の従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの

内容等を記載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成する必要があります。 

 作成した看護小規模多機能型居宅介護計画を基本としつつ、利用者の日々の様態、希

望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせ

た看護及び介護を行います。 

⇒ 作成した小規模多機能型居宅介護計画は、利用者に交付しなくてはなりません。 

ポイント 

 サービスの提供に当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなくてはなりません。特に、利用者の

健康管理を適切に行うため、主治医との密接な連携に努める必要があります。 

 なお、サービスの提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導

を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報提供並びに保健

医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりませ

ん。 

 また、短期利用居宅介護費を算定する場合等、当該利用者に係るケアマネジャー

から看護小規模多機能型居宅介護計画の提供の求めがあった場合は、これを提

供することに協力してください。 

主治の医師との関係

居宅サービス事業者等との連携
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○看護小規模多機能型居宅介護報告書 

⇒ 看護小規模多機能型居宅介護報告書は、保健師又は看護師が作成します。 

 看護小規模多機能型居宅介護報告書は、主治医に定期的に提出するものをいい、当該

報告書には、訪問日、提供した看護内容、サービス提供結果等を記載します。 

 また、主治医との連携を図り、適切な訪問看護を提供するため、看護小規模多機能型

居宅介護計画書及び看護小規模多機能型居宅介護報告書を定期的に主治医に提出する必

要があります。 

 ただし、医療機関が行う看護小規模多機能型居宅介護事業所においては、診療録その

他の診療に関する記録への記載をもって代えることができます。 

⇒ 常勤の保健師又は看護師は、看護小規模多機能型居宅介護計画に沿った看護サービス

の実施状況を把握するとともに、看護小規模多機能型居宅介護報告書の作成に関し、必

要な指導及び管理を行わなければなりません。 

 看護小規模多機能型居宅介護においても、他のサービスと同様に、利用者から徴収

することが認められる費用は限られています。 

 特に、看護サービスにおいて使用するガーゼ・ディスポーザブル手袋などの衛生材

料、注射器・注射針などの医療材料にかかる費用は、本来医療機関が提供するもので

あるため、利用者（患者）への実費請求はできません。 

※ 「２－４訪問看護」の「５ 利用料等の受領」を参照してください。 

看護サービスに係る利用料等の取扱い
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○医療保険の訪問看護との調整 

⇒ 居宅サービスの訪問看護と同様に、介護保険の給付が医療保険の給付に優先します。

（詳細は、「２－４ 訪問看護」の「８ 給付調整等」を参照してください。） 

医療保険の給付対象の期間に係る介護報酬については、所定単位数から減算を

行わなくてはなりません。減算方法は、当該訪問看護が医療保険の給付対象となる理由

により、その取扱いが異なります。 

（１）がん末期や多発性硬化症等の難病患者等 

 １月につき、当該利用者の要介護度に応じた単位数を、所定単位数から減じます。 

（２）主治医による特別の指示があった場合 

 １日につき、当該利用者の要介護度に応じた単位数を、当該指示の日数（当該指示

日から１４日間を限度）に乗じて得た単位数を、所定単位数から減じます。 

○訪問看護体制減算 

⇒ 次のいずれにも適合する場合は、所定単位数から利用者の要介護度に応じた単位数を

減じなくてはなりません。 

（１）算定日が属する月の前３月間において、実利用者の総数のうち、主治医の指示に基

づく看護サービスを提供した利用者の占める割合が１００分の３０未満 

（２）算定日が属する月の前３月間において、実利用者の総数のうち、緊急時訪問看護加

算を算定した利用者の占める割合が１００分の３０未満 

（３）算定日が属する月の前３月間において、実利用者の総数のうち、特別管理加算を算

定した利用者の占める割合が１００分の５未満 

⇒ 「実利用者数」は、前３月間において、当該事業所が提供する看護サービスを２回以

上利用した者又は当該加算を２回以上算定した者であっても、１として数えます。その

ため、利用者には、当該事業所を現に利用していない者も含みます。 

 また、短期利用居宅介護費のみを算定した者は含めません。 

ポイント 

４ 介護報酬算定に関する留意事項 
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６－１ 居住系サービス共通 

○人員基準とは 

⇒ 人員基準とは、あくまでも最低限配置することが義務づけられた基準です。実際の運

営に当たっては、入所者に対して適切なサービス提供ができるよう、適正な人員配置、

勤務体制を定めてください。 

⇒ 基準上配置すべき従業員の員数を算定する場合の利用者数は、前年度の平均値を用い

ます。（小数点第２位以下を切り上げ） 

注）人員欠如の割合、職種、サービス種類等により減算が行われる期間は異なります。 

○人員基準における「常勤」とは 

 ⇒ 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が

勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時間数が 32 時間を下回る場合は 32 時間を基

本とする）に達していることをいいます。当該施設の職務と同時並行的に行われること

が差し支えない場合には（老福と同一敷地の通所の管理者を兼ねる場合など）、それぞれ

の勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満

たします。なお、正社員＝「常勤」、パート＝「非常勤」という意味ではありません。 

○人員基準における「常勤換算」とは 

 ⇒ 常勤換算とは、当該従業者のそれぞれの勤務時間数の総数を、当該事業所において常

勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、常勤の従業者の員数に換算する方

法のことです。なお、その計算の結果生じた小数点第２位以下の値については切り捨て

ることとされております。必要な人員が確保されている場合も、運営規程、重要事項説

ポイント 

１ 人員基準について 

２ 常勤換算方法、勤務形態一覧表の作成方法について 

【人員基準欠如による減算】 

◎認知症対応型共同生活介護 

  ⇒指定基準に定める員数の従業者を置いていない。 

◎特定施設入居者生活介護 

  ⇒指定基準に定める員数の看護職員又は介護職員を置いていない。 

☆注意 

暦月単位又は連続して基準に定める員数を満たしてない場合を除き、減算要件には該

当しませんが、１日でも人員欠如があれば基準違反であり、指導の対象です。「減算に

ならなければ人員欠如があってもよい」とは考えず、人員基準を遵守してください。 

ポイント 
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明書に記載している員数と実態が合っているかについて確認し、最新の員数を記載して

おくことが必要です。特に重要事項説明書については、入所申込者が施設を選択するう

えで必要不可欠なものですので、常に最新の情報とするよう見直しをお願いいたします。 

○勤務形態一覧表について 

（１）原則として月ごとに勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、

介護職員及び看護職員等の配置、兼務関係等を明確に定めておかなければなりません。 

（２）同一施設の別事業所と兼務する職員については、事業所ごとの勤務時間管理も行わな

くてはなりません。 

（３）グループホームの場合には、ユニットごとに勤務形態一覧表を作成します。 

○勤務表の作成について 

（１）原則として月ごとに勤務表を作成する必要があります。  

（２）勤務表には従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、看護職員及び介護職員等

の配置を明確に定めなければなりません。 

○勤務表における勤務時間について 

（１）勤務時間は、休憩時間を除いた実労働時間を記載してください。ただし、残業時間

は除きます。 

（２）職員の出張や休暇に係る時間は常勤・非常勤職員により取扱いが異なります。 

   ① 常勤職員については、暦月で１月を超えるものでない限り、勤務したものとみな

すことができ、常勤換算の計算に含めることができます。 

   ② 非常勤職員については、常勤換算の計算に含めることができません。 

（３）併設される他事業所や同一敷地内の他職種等と兼務する場合、勤務時間を職種毎に

按分する必要があります。 

○人員基準の管理における留意点 
（１）必要な人員が確保されているか、勤務形態一覧表などを作成して確認してください。 

（２）勤務実績の管理に当たっては、暦月（毎月１日から末日）で行ってください。 

（３）資格等が必要な職種については、資格証等を確認し、業務に支障がないことを確認

してください。 

（４）雇用契約書及び資格証の写しは事業所ごとに保管し整備しておいてください。 

３ 勤務表の作成における留意点について

【常勤換算の算出方法について（例）】

◎常勤の従業者が勤務すべき時間数が月160時間（週40時間）の事業所 

看護職員Ａ（常勤・月 160 時間勤務）、看護職員Ｂ（常勤・月 160 時間勤務）、看護

職員Ｃ（非常勤・月64時間勤務）、看護職員Ｄ（非常勤・月40時間勤務）の場合 

（看護職員の常勤換算）＝１＋１＋（64＋40）÷160＝２．６５ → ２．６

（小数点第2位切り捨て）
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○老人福祉法上の規定 

（１）権利金等の受領禁止（第１４条の４第１項及び第２９条第６項関係） 

    認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者及び有料老人ホームの設置者は、家賃、

敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供与の対価として受領する費用を除

くほか、権利金その他の金品を受領はできません 

（２）前払金の算定根拠の明示及び保全措置（第１４条の４第２項及び第２９条第７項関

係） 

    認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者及び有料老人ホームの設置者のうち、

終身にわたって、受領すべき家賃等の全部又は一部を一括して受領するものは、前払

金の算定の基礎を書面で明示し、かつ、前払金について返還債務を負うこととなる場

合に備えて必要な保全措置を講じなければなりません。 

 ※保全措置 

  ① 銀行等との連帯保証委託契約 

②  保険事業者との保障保険契約 

③ 信託会社等との信託契約 等 

（３）短期間での契約解除等の場合の前払金の返還ルール及び前払金の返還方法を明示し

た契約の締結（第１４条の４第３項及び第２９条第８項関係） 

    認知症対応型老人共同生活援助事業を行う者及び有料老人ホームの設置者のうち、

家賃等の全部又は一部を前払金として一括して受領するものは、以下の場合、所定の

方法により算定された金額を返還する旨の契約を締結しなければなりません。 

 ① 入居後3か月以内に契約が解除され、又は入居者が死亡したことにより終了した場合

の算定方法 

（家賃等の前払金の額）－（家賃等の月額）÷30×（入居日から契約解除等の日までの日数） 

 ② 想定居住期間（前払金の償却期間）内に契約が解除され、又は入居者の死亡により終

了した場合の算定方法 

４ 家賃等以外の金品受領の禁止等について

経過措置 

平成 24年 3月 31日までに届出済みの認知症対応型老人共同生活援助事業及び有料 

老人ホームは、平成27年 4月 1日以降に受領する金品から適用する。 

経過措置 

 平成 18 年 3 月 31 日までに届出済みの認知症対応型老人共同生活援助事業及び有料

老人ホームは、保全措置は努力義務 

経過措置 

平成 24年 4月 1日以降の入居者に係る前払い金から適用 
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○介護保険法上の規定 

⇒ 消防用設備等の設置義務 

  「消防法施行令別表第一」等で確認してください。

⇒ 消防用設備等の設置基準の見直し 

以下のとおり、令別表第１(６)項に該当する対象物に義務づけられるスプリンクラー設備

等の設置基準面積が撤廃されるなど規制の強化が行われました。 

 １ スプリンクラー設備 

令別表第１ 改正前の設置義務 改正後の設置義務 

(６)項ロ(1)及び(3) 延べ面積２７５㎡以上 すべての施設(※２) 

(６)項ロ(2)、(4)及び(5)(※１) 延べ面積２７５㎡以上 すべての施設(※２) 

（※１） (６)項ロ(2)、(4)及び(5)に掲げる防火対象物は、介助がなければ避難できない者

として総務省令で定める者を主として入所させるものに限るとされました。 

（※２） 火災発生時の延焼を抑制する機能を備える構造として総務省令で定める構造を有

する場合は除かれます。 

 ２ 自動火災報知設備 

令別表第１ 改正前の設置義務 改正後の設置義務 

(６)項イ及び(６)項ハ(※) 延べ面積３００㎡以上 すべての施設 

（※）(６)項イ及び(６)項ハに掲げる防火対象物は、利用者を入居させ、又は宿泊させる

ものに限るとされました。 

３ 消防機関へ通報する火災報知設備 

   (６)項ロに掲げる防火対象物に設ける消防機関へ通報する火災報知設備は、自動火災報

知設備の感知器の作動と連動して起動するものとされました。 

４ 施行日 

 平成 27 年４月１日に施行されました。ただし、既存施設については、経過措置とし

て猶予期間が設けられています。 

※ 消防用設備等については、共通部分の資料「１－２４ 川崎市消防局からのお知らせ」

に詳細を掲載していますので、そちらも併せて確認してください。 

５ 非常災害対策等について 

て
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【指定特定施設入居者生活介護】 

 指定特定施設入居者生活介護事業者は、非常災害に対する具体的な計画を立て、非常災害

時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、

定期的に避難訓練、救出訓練その他必要な訓練を行わなければなりません。 

①  非常災害に際して必要な具体的計画の策定 

②  関係機関への通報及び連携体制の整備 

③  避難、救出訓練の実施 等 

 注１）「非常災害に対する具体的な計画」とは、消防法施行規則第３条に規定する消防計画

(これに準ずる計画を含む。)及び風水害、地震等の災害に対処するための計画 

 注２）消防法施行令別表第１において、6 項ロ又はハのいずれかとなります。また、6 項

ロに該当する防火対象物等のうち、勤務し、又は居住する者の数が 10 名以上の場合

は、防火管理者を定めることが義務付けられております。 

 注３）防火管理者は、消防計画の作成・届出、当該消防計画に基づく消火、通報及び避難

の訓練の実施、消防の用に供する設備、消防用水又は消火活動上必要な施設の点検及

び整備、火気の使用又は取扱いに関する監督、避難又は防火上必要な構造及び設備の

維持管理並びに収容人員の管理その他防火管理上必要な業務を行う義務があります。 

【指定認知症対応型共同生活介護】 

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、非常災害に対する具体的な計画を立て、非常

災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知すると

ともに、定期的に避難訓練、救出訓練その他必要な訓練を行わなければなりません。 

また、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、

地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければなりません。 

  注１）指定認知症対応型共同生活介護事業者には、避難訓練等に際して、地域住民の参

加について努力義務を課しております。 

  注２）消防法施行令別表第１において、6項ロ又はハのいずれかとなります。 

【有料老人ホーム】 

火災や地震等の災害に備え、消防計画等に基づき所轄の消防署と連携を図りながら、避 

 難等必要な訓練を定期的に行うとともに、実施結果を記録してください。 
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○清潔区域と不潔区域の区分について 

衛生管理のポイントは、清潔区域と不潔区域の区分を常に意識することです。 

清潔なものと不潔なものをきちんと区別し、共用、混在しないようにしてください。 

例えば・・・・こんなことはありませんか？ 

・１本のモップで施設内全ての場所を清掃している 

・汚物処理室の中に未使用のリネン（紙おむつ等）を置いている 

・蓋のない容器で汚物運搬を行っている 

・ユニットの流し台に使用済みの食器を洗わないまま放置している 

・ユニットの冷蔵庫内に消費期限切れの食物を放置している 

・入浴後の身支度に共用のくしを使用している  などなど・・・ 

○居室内の衛生管理について 

例えば・・・・こんなことはありませんか？ 

・廊下やユニット、居室内に排泄物等の異臭が立ち込めている。 

・居室及び共用箇所の換気扇に綿ぼこりが認められる。 

・排泄物等の付着したシーツ等が随時交換されていない。 

○感染症・食中毒対策について 

指定特定施設入居者生活介護事業者及び指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用

者の使用する施設、食器等その他の設備又は引用する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講じなければなりません。 

また、事業所内で感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努 

めなければなりません。 

なお、住宅型の有料老人ホームについては、同様の規定が、川崎市有料老人ホーム設置 

運営指導指針に定められております。 

○感染対策のために必要なこと 

 基準条例の考え方には、衛生管理として講じるものの例示として、保健所等との連携、 

インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等の通知に基づく 

対応、施設内の適温管理を求めておりますが、そのほか、集団で生活する場で、感染が広 

がりやすい環境にあることを踏まえ、以下の体制及び整備についても講ずるよう努めてく 

ださい。 

 ① 感染管理活動の基本となる組織の設置 

 ② 感染対策のための指針・マニュアルの整備 

③ 職員等を対象とした定期的な講習会や研修会の開催  

④ 職員等の定期的な健康診断  等 

６ 衛生管理について 

て

【ポイント】 

 基準条例や指針では、必要最低限の衛生管理等について規定したものです。 

高齢者介護施設における感染症対策マニュアル（厚生労働省）は、高齢者に関わる

社会福祉施設や居住系サービス事業所等においても活用できるものとなっておりま

す。このマニュアルを参考に、各事業所の実情を踏まえて、マニュアルや指針を作成

してください 

ポイント 
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○感染症・食中毒が発生した場合の対応について 

① 管理者、看護職員その他の従業者は、感染症若しくは食中毒の患者またはそれらの疑いの

ある者(以下、「有症者等」という。) の状況に応じ、協力病院をはじめとする地域の医療

機関等との連携を図ることその他の適切な措置を講じてください。 

② 感染症若しくは食中毒の発生またはそれが疑われる状況が生じた場合には、有症者等の状

況および各有症者等に講じた措置等を記録してください。 

③ 次に該当する場合については、有症者等の人数、症状、対応状況等を市町村及び保健所に

迅速に報告し、市町村及び保健所からの指示を求めてください。 

(1) 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤な患者が１週

間に２名以上発生した場合 

(2) 同一の有症者等が10名以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

(3) 上記のほか、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者等が報告を必要と

認めた場合 

④ ③の報告を行った施設は、その原因の究明に資するため、当該有症者等を診察する医師等

と連携の上、血液、便、吐物等の検体を確保するように努めなければなりません。

○各種マニュアル等について

 厚生労働省より、衛生管理に関する各種マニュアルが発行されています。是非ご覧いただ

き、施設の衛生管理対策にお役立てください。 

【高齢者介護施設における感染症対策マニュアル（厚生労働省）】 

高齢者介護施設における感染のリスクとその対策に関する基本的な知識や、押さえるべき

ポイントが示されています。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html

【新型インフルエンザ対策関連情報（厚生労働省）】 

新型インフルエンザに関する通知やＱ＆Ａなど、各種情報が掲載されています。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/index.html

【高齢者介護施設における新型インフルエンザ対策等の手引き（厚生労働省）】 

厚生労働省が定めた「新型インフルエンザ対策行動計画」を踏まえ、高齢者介護施設におけ

る対策をまとめたものです。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/07.pdf

【大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省）】 

集団給食施設等における食中毒を予防するために、ＨＡＣＣＰ※の概念に基づき、調理過程

における重要管理事項をまとめたものです。 

※ＨＡＣＣＰ（ハサップ）とは：食品の原料の受入から製造・出荷までの全ての工程において、危害

の発生を防止するための重要ポイントを継続的に監視・記録する衛生管理手法のこと。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/yobou/dl/manual.pdf
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６－２ 認知症対応型共同生活介護 

○サービス提供者について 
⇒ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者に対し、適切な指定認知症対応型 

共同生活介護を提供できるよう従業者の勤務体制を定めておかなければなりません。 

また、この従業者の勤務体制を定めるに当たっては、担当の介護従業者を固定する 

 等の継続性を重視したサービス提供に配慮しなければならないとされております。 

（１）代表者 

   ① 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認

知症対応型共同生活介護事業等の従業者若しくは訪問介護員等として、認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サー

ビスの提供を行う事業の経営に携わった経験を有する者であること。 

   ② 別に厚生労働大臣が定める研修（※）を修了した者であること。 

（※）認知症対応型サービス事業開設者研修 

○ みなし措置 

 下記の研修を修了している者は、認知症対応型サービス開設者研修を修了

している者とみなす。 

・実践者研修又は実践リーダー研修、認知症高齢者グループホーム管理者研

修（17年局長通知及び17年課長通知に基づき実施されたもの） 

・基礎課程又は専門課程（1２年局長通知及び 1２年課長通知に基づき実施

されたもの） 

・認知症介護指導者研修（1２年局長通知及び 1２年課長通知並びに 17年

局長通知及び17年課長通知に基づき実施されたもの） 

・認知症高齢者グループホーム開設予定者研修（「介護予防・地域支え合い

事業の実施について」に基づき実施されたもの） 

   注）代表者とは、基本的には、運営している法人の代表者であり、理事長や代表取

締役が該当するが、法人の規模によっては、地域密着型サービスの事業部門の責

任者などを代表者とすることができる。 

１ サービス提供者について 

２ 配置基準について 
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（２）管理者 

  ① 共同生活住居ごとに配置すること。 

  ② 常勤であり、専らその職務に従事する者であること。ただし、共同生活住居の管

理上支障がない場合は、他の職務（※）に従事することができる。 

   （※）当該共同生活住居の他の職務、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務、

併設する指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所の職務 

   ③ 特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認

知症対応型共同生活介護等の従業者若しくは訪問介護員等として、3 年以上認

知証である者の介護に従事した経験を有する者であること。 

   ④ 別に厚生労働大臣が定める研修（※）を修了していること。 

（※）認知症対応型サービス事業管理者研修

（３）介護従業者 

① 共同生活住居ごとに以下の配置をすること。 

   ② １人以上は常勤であること。 

③ 指定小規模多機能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業 

所を併設している場合であって、各々の事業所で基準を満たす員数の従業者を置 

いているときは、併設する当該事業所の職務に従事することができる。 

  なお、夜勤職員については、当該事業所に指定小規模多機能型居宅介護事業所が

併設され、以下の要件を満たし、入居者の処遇に支障がないと認められる場合に限

り、指定小規模多機能型居宅介護事業所の職務を兼ねることができる。 

・指定認知症対応型共同生活介護事業所の定員と指定小規模多機能型居宅介護事業

所の泊まり定員の合計が９人以内。 

・両事業所が同一階に隣接しており、一体的な運用が可能な構造である。 

（４）計画作成担当者 

  ① 共同生活住居ごとに配置すること。 

  ② 保健医療サービス又は福祉サービスの利用に係る計画の作成に関し知識及び経

験を有する者であること。 

   ③ 別に厚生労働大臣が定める研修（※）を修了していること。 

   （※）実践者研修又は基礎課程 

   ④ １以上の者は、介護支援専門員であること。ただし、併設する指定小規模多機

能型居宅介護事業所又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門

員との連携を図ることにより当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の効果的

な運営を期待することができる場合は、これを置かないことができる。 

 介護従業者の員数 

夜間及び深夜の時間帯

以外 

常勤換算方法で、当該共同生活住居の利用者

の数が3又はその端数を増すごとに1以上 

夜間及び深夜の時間帯 夜間及び深夜の時間帯を通じて勤務に当たる

者を１以上 



132 

①  介護上必要な標準的な車いすを利用者負担させていた。 

② 排泄介助に使用するお尻拭き、介護用手袋等介護上必要な消耗品を利用者負担させて

いた。 

③  サービス提供を行う上で必要となる福祉用具（介護ベッド）を、入居時に利用者に購

入させていた。 

④ 福祉用具等のレンタル費用を別に負担させていた。 

○その他の日常生活費 

⇒「その他の日常生活費」の定義 
利用者、入所者、入居者又は入院患者（以下「利用者等」という。）又はその家族等

の自由な選択に基づき、事業所又は施設が通所サービス及び施設サービスの提供の一環

として提供する日常生活上の便宜に係る経費。 

⇒ その他の日常生活費の考え方 
① 「身の回りの品として日常生活に必要なもの」とは、一般的に要介護者等の日常生

活に最低限必要と考えられる物品（例えば、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用品等）

であって、利用者の希望を確認のうえで提供されるもの 

② 「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、事業者又は施設がサービ

スの提供の一環として実施するクラブ活動や行事における材料費等である。よって、

すべての利用者等に一律に提供される教養娯楽に係る費用（機能訓練一環として行わ

れるものも含む。）については、「その他の日用品費」として徴収することはできま

せん。 

③ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選

択に基づいて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活

費」の受領について利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を

得る必要があります。 

④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の

範囲内としてください。 

⑤ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運

営規程において定め、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、

施設の見やすい場所に掲示してください。 

○サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について 

 利用者等の希望によって、身の周り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場

合に係る費用〔歯ブラシ、化粧品、シャンプー、タオル等の日用品であって、利用者個人又

は家族等の選択により利用されるもの 

※事業者が利用者等に一律に提供し、一律に費用を徴収することは認められません。〔共用

の石鹸、シャンプー等〕 

３ 利用料等の受領 

事例 
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⇒ 具体的な範囲 

 事業者負担 利用者負担 

歯ブラシ、化粧品、シ

ャンプー、タオル等 
利用者に一律提供する場

合 

一律に提供されるもので

はなく利用者の選定に委

ねられている場合 

バスタオル 入浴に必要なものの場合 
個人的嗜好によるものの

場合 

洗濯代 介護上洗濯が必要な洗濯

を行う場合 

私物の場合（※） 

新聞、雑誌 食堂等に設置するなど利

用者に一律に提供される

場合 

個人の嗜好によるものの

場合 

 （※） 利用者負担させることができる私物の洗濯代とは、シルク等外部クリーニングに

出すような特別な扱いの必要なものを指します。 

○サービス提供とは関係のない費用 

①  個人の嗜好に基づくいわゆる｢贅沢品｣の購入費用 

②  利用者等個人のために単に立て替え払いする費用 

③  個人専用の家電製品の電気代 

  ④ 利用者の趣味的活動などサービス提供の範囲を超えるクラブ活動や行事に係る費用 

※指定認知症対応型共同生活介護については、その報酬に「ホテルコスト」は含まれて

いない（利用者の自宅扱いである）ため、一般に借家の賃貸契約として必要となる費用は

利用者の負担とすることができます。 

○基準における「利用料等の受領」に関する項目 
① 食材料費 

②  理美容代 

③  おむつ代 

④  日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担    

させることが適当と認められる費用 

○入所者等から徴収することができない費用の例について 

① 介護上必要な標準的な福祉用具（リクライニング車いすを含む）にかかる費用 

② 介護上または衛生管理上必要な消耗品等にかかる費用（排泄介助に使用するお尻拭

き、介護用手袋、おむつに係る費用、とろみ剤に係る費用等） 

③ 外部の医療機関により行われる検査・健康診断等 
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① 介護職員の資質の向上の支援に関する計画が策定されていない。（介護処遇改善加算） 

② 看取りに関する指針に例示されている内容の記載がなく、研修も実施されていない。 

（看取り介護加算） 

○加算について 

① 夜勤支援体制加算（Ⅰ） 

・認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ)又は短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅰ)を算定して

いること 

・夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たる者の合計数が２以上であること 

② 夜勤支援体制加算（Ⅱ） 

・認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ)又は短期利用認知症対応型共同生活介護費(Ⅱ)を算定して

いること 

・夜勤を行う介護従業者及び宿直勤務に当たる者の合計数が、共同生活住居の数に１を加え

た数以上であること 

【参考】 

・(Ⅰ)とは、共同生活住居の数が１、(Ⅱ)とは、共同生活住居が２以上であるもの 

・事業所内での宿直が必要。ただし、同一階に小規模多機能が併設され一体的な運用が 

可能であり、泊まり定員の合計が９人以内の場合を除く。

③ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 

・短期利用共同生活介護の利用者 

・当該利用者は、病院又は診療所の入院中の者、介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉

施設に入院又は入所中の者、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活

介護、特定施設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症

対応型共同生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設

入居者生活介護の利用中の者でないこと 

・定員、人員基準に適合 

・医師が緊急に短期利用共同生活介護を利用することが適当と判断したものに認知症対応型

共同生活介護を行った場合 

・介護支援専門員及び受入事業所の職員と連携し、利用者又は家族との同意を得ている 

・判断を行った医師は症状、判断の内容等を診療録等に記録し、事業者は判断を行った医師

名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録していること 

・利用開始日から起算して７日以内 

④ 若年性認知症利用者受入加算 

・若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定めている 

・担当者中心に利用者の特性やニーズに応じた適切なサービス提供 

５ 加算と減算について 

事例
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① サービス計画の原案が作成されていなかった。 

② サービス計画の原案について入所者、家族に説明、同意、交付が行われていなかった。

③ 短期目標と長期目標の期間が同じであった。 

④ モニタリングに際して、利用者・家族への確認をしていなかった。 

⑤ 再アセスメント、サービス担当者会議等を行わずサービス計画が変更されていた。 

⑥ 実現可能な目標となっていなかった。 

⑦ 日常生活上の世話の一環として行っている服薬介護の記録が無かった。 

⑧ 利用者の被保険者証に入居の年月日及び入居する共同生活住居の名称が記載されてい

なかった。 

⑨ 計画の変更はされていたが、モニタリングの記録がなく、変更前の計画が利用者の自

立支援に有効な計画であったかどうか検証が確認できない。 

⑩ 定期的に計画の変更はされていたが、再アセスメントが行われていなかった。 

○サービス計画について 

（１）指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、サービス計画に基づき、漫然

かつ画一的なものとならないよう配慮して行うこと。 

（２）指定認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又

はその家族から説明を求められたときは、サービスの提供方法等について、理解しや

すいように説明すること。   

○サービス計画の作成について 
① 計画作成担当者が認知症対応型共同生活介護計画の作成に関する業務を担当すること。 

② 他の介護従業者と協議の上、認知症対応型共同生活介護計画を作成すること。 

③ ②で作成した認知症対応型共同生活介護計画に当たっては、利用者又はその家族に対し

て説明し、同意を得ること。 

④ 認知症対応型共同生活介護計画を作成し、利用者に交付すること。 

⑤ 認知症対応型共同生活介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて認知症対応型 

共同生活介護計画の変更を行うこと。なお、計画変更の場合も②から④までの作業を行

う必要がある。 

（参考）短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合、居宅介護支援事業者から

認知症対応型共同生活介護計画の提供の求めがあった際には、協力するよう努めねばなり

ません。 

ポイント 

４ サービス計画の作成について 

事例 
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★注意 

 指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供に際して作成する介護予防サービス

計画等については、適切な情報収集先の例に主治医の医師又は主治の歯科医師と規定

されております。 

 また、モニタリングについては、提供を行う期間が終了する前に１回以上と規定さ

れております。

○その他の留意点について 
認知症対応型共同生活介護計画については、少なくとも、①入居時、②認定更新時、

③状態が変化した時に作成すること。身体拘束廃止への取り組みを意識した計画を作成

すること。また、やむを得ず身体拘束を行う場合には、計画に記載すること。 

○ケアマネジメントの流れについて（参考） 
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⑤ 看取り介護加算（介護予防は除く。） 

 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがな

いと診断した利用者について、その旨を本人又はその家族等に対して説明し、その後の療

養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、本人又はその家族等ととも

に、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、十分な説明を行い、

療養及び介護に関する合意を得ながら、利用者がその人らしく生き、その人らしい最後が

迎えられるよう支援することを主眼として設けられたものです。 

（１）看取り介護加算に係る設備基準を満たしていること 

ア 看取りに関する指針を定め、入居の際に、本人又はその家族等に対して、その内容

を説明し、同意を得ていること 

イ 医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、施

設の実績等を踏まえ、適宜、指針の見直しを行っていること 

ウ 看取りに関する職員研修を行っていること 

（２）厚生労働大臣が定める次の基準のいずれにも適合する利用者であること 

ア 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者 

イ 医師、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同で計画を作成し、利用者

又はその家族が医師等のうち適当な者からの説明を受け、計画に同意している者 

ウ 看取りに関する指針に基づき、医師、看護職員、介護職員等が共同して利用者の状

態又は家族の求め等に応じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得て介護

が行われている者 

（３）夜間看護体制加算を算定していること 

（４）その他の留意点 

ア 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、生活相談員、介護職員、看

護職員、介護支援専門員等による協議の上、看取りに関する指針が定められているこ

とが必要であり、同指針に盛り込むべき項目の例として次の事項が考えられます。 

（ア）当該事業所の看取りに関する考え方 

（イ）終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の考え方 

（ウ）事業所において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢 

（エ）医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む） 

（オ）利用者等への情報提供及び意思確認の方法 

（カ）利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

（キ）家族への心理的支援に関する考え方 

（ク）その他看取り介護を受ける利用者に対して事業所の職員が取るべき具体的な対応

の方法 

イ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録するとともに、

多職種連携を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な

情報共有に努めてください。 

（ア）終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録 

（イ）療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケア

についての記録 

（ウ）看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向と、それに基づくアセ

スメント及び対応についての記録 
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ウ 利用者等に対する随時の説明に係る同意について口頭で同意を得た場合は、介護記

録にその説明日時、内容等を記載するとともに同意を得た旨を記載しておきます。本

人が十分に判断できる状態になく、かつ、家族に連絡しても来てもらえない場合は、

介護記録に職員間の相談日時、内容等及び本人家族の状況を記載してください。 

エ 看取り介護加算は、死亡日を含めて３０日を上限として、事業所において行った看

取り介護を評価したものです。死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした

後、自宅や入院先で死亡した場合でも算定可能ですが、その際には、当該事業所にお

いて看取り介護を直接行っていない退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定す

ることができません。（したがって、退居した日の翌日から死亡日までの期間が３０日

以上あった場合には、看取り介護加算を算定することはできません。） 

オ 退居等の際、入院先の医療機関等に利用者の状態等の情報提供について本人又は家

族に説明し文書にて同意を得てください。 

カ 利用者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が死亡日

以前３０日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、看取り

介護加算の算定が可能です。 

キ 入院若しくは外泊又は退去の当日について看取り介護加算を算定できるかどうかは、

当該日に所定単位数を算定するかどうかによります。 

⑥ 初期加算 

・入居日から起算して３０日以内 

【参考】 

 過去３月間（日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する場合は、過去１月

間）の間に当該事業所に入居したことがない場合に算定できます。 

⑦ 医療連携体制加算（介護予防は除く。） 

・病院、訪問看護ステーション等との連携により看護師を１名以上確保 

・看護師による２４時間連絡体制の確保 

・重度化した場合における対応の指針の有無 

・入居の際に利用者等に対する指針の説明、同意の有無 

【参考】 

① 看護師配置を要することとしており、准看護師では、本加算は認められません。

② 看護師の配置は、同一法人の他の施設に勤務する看護師を活用する場合、 

併任する職員として配置も可能です。 

③ 医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービスとして、利用者

に対する日常的な健康管理、通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機

関（主治医）との連絡・調整、看取りに関する指針の整備等が想定されておりま

す。これらの業務を行うために必要な勤務時間数を確保してください。 

⑧ 退居時相談援助加算 

・利用期間が1か月を超える利用者が退居 

・退居後の居宅サービス又は地域密着サービスその他の保健医療、福祉サービスについて

の相談援助 
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・利用者の同意の上、退居日から2週間以内に市町村等に利用者の介護状況を示す文書及

び居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供 

・計画作成担当者、介護職員等が協力し、退居者及びその家族等のいずれにも相談援助を

行い、当該相談援助を行った日及び内容の要点を記録している 

・利用者一人につき１回が限度 

【参考】 

退居時相談援助の内容は、次のようなものです。 

１ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助 

２ 退居する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓

練等に関する相談援助 

３ 家屋の改善に関する相談援助 

４ 退居する者の介助方法に関する相談援助 

また、退居時相談援助は、介護支援専門員である計画作成担当者、介護職員等が協力し

て、退居者及びその家族等いずれにも行うとともに、相談援助を行った日付及び相談援助

の内容の要点に関する記録を行う必要があります。 

なお、退居して病院又は診療所へ入院する場合、他の介護保険施設への入院若しくは入

所又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、特定施

設入居者生活介護又は地域密着型特定施設入居者生活介護の利用を開始する場合又は死亡

退去の場合は算定できません。 

⑨ 認知症専門ケア加算Ⅰ 

・利用者総数のうち、日常生活に支障をきたす症状又は行動があるため介護を必要とする

認知症者（日常生活自立度Ⅲ以上の者）である対象者の割合が５割以上 

・対象者の数が２０人未満で専門的な研修修了者が１人以上、対象者が２０人以上の場合

は、１に対象者が１９を超えて１０又は端数を増すごとに1人以上を加えた人数を配置

し、チームとして専門的な認知症ケアの実施 

・留意事項の伝達又は技術的指導の会議を定期的に実施 

・認知症専門ケア加算Ⅱを算定していない 

⑩ 認知症専門ケア加算Ⅱ 

・利用者総数のうち、日常生活に支障をきたす症状又は行動があるため介護を必要とする

認知症者（日常生活自立度Ⅲ以上の者）である対象者の割合が５割以上 

・対象者の数が２０人未満で専門的な研修修了者が１人以上、対象者が２０人以上の場合

は、１に対象者が１９を超えて１０又は端数を増すごとに 1 人を加えた人数を配置し、

チームとして専門的な認知症ケアの実施 

・留意事項の伝達又は技術的指導の会議を定期的に実施 

・指導に係る専門的な研修修了者を１名以上配置し、事業所又は施設全体の認知症ケアの

指導等を実施 

・介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画の作成及び研修の実施 

・認知症専門ケア加算Ⅰを算定していない 

【参考】 

「指導に係る専門的な研修」とは、認知症介護指導者研修を指します。 
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⑪ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

・介護職員の総数のうち介護福祉士の数６割以上 

・定員、人員基準に適合 

⑫ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

・介護職員の総数のうち介護福祉士の数５割以上 

・定員、人員基準に適合 

⑬ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

・看護、介護職員の総数のうち常勤職員の数が７割５分以上 

・定員、人員基準に適合 

⑭ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

・直接処遇職員の総数のうち勤続３年以上の者が３割以上 

・定員、人員基準に適合 

⑮ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）の算定要件 

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施（事業継続困難時の例外規定あり） 

・処遇改善に関する実績の報告 

・前１２月間において法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

・(一)、(二)のいずれにも適合 

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、すべての介護職員に周知 

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研修の機会を確保し、すべて

の介護職員に周知 

・平成２７年４月から改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の

処遇改善の内容（賃金改善以外）及び処遇改善に要した費用をすべての介護職員に周知 

【参考】 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除

く。）の平均を用います。 

② 介護福祉士または勤続年数が３年以上の者として算出に含められるかどうかにつ

いては、割合を算出する月の前月末時点で判断します。 

③ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始、又は再開した事業所）

で、前３か月の実績により計算した場合は、届出以降、毎月継続的に所定の割合を維

持しなければなりません。 

④ 同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサー

ビスを直接提供する職員として勤務した年数は、勤続年数に含められます。 

⑤ 同一の事業所において介護予防認知症対応型通所介護を一体的に行っている場合、

本加算の計算も一体的に行います。 

⑥ 利用者への介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、

請求事務等介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いて差し支えあ

りません。 

⑦ 「直接処遇職員」とは、介護従業者として勤務を行う職員です。 

⑧ 複数の加算を併せることはできません。 
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⑯ 介護職員処遇改善加算（Ⅱ）の算定要件 

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施（事業継続困難時の例外規定あり） 

・処遇改善に関する実績の報告 

・前 12月間において法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

・(一)、(二)のいずれかに適合 

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、すべての介護職員に周知 

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研修の機会を確保し、すべて

の介護職員に周知 

・平成２０年１０月から改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の

処遇改善の内容（賃金改善以外）及び処遇改善に要した費用をすべての介護職員に周知 

⑰ 介護職員処遇改善加算（Ⅲ）の算定要件 

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施 

・処遇改善に関する実績の報告 

・前１２月間において法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

・(一)、(二)、(三)のいずれかに適合 

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、すべての介護職員に周知 

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研修の機会を確保し、すべて

の介護職員に周知 

(三)平成２０年１０月から改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した介護

職員の処遇改善の内容（賃金改善以外）及び処遇改善に要した費用をすべての介護職

員に周知 

⑱ 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）の算定要件 

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施 

・処遇改善に関する実績の報告 

・前１２月間において法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

○介護報酬の算定にあたって 

⇒ 介護報酬の算定は、以下のいずれか又は全部を満たすことが必要です。 

①  人員要件：職種、員数、勤務形態、職員の割合等 

②  プロセス：多職種共同によるアセスメント、計画の作成等 

③ 算定時期：「同意を得られた日から」「入所した日から起算して○日以内」等 

⇒ 介護報酬の請求時等、定期的に加算の算定要件を満たしているか確認を行うよう

にしてください。 

⇒ 算定要件を満たさない場合には、速やかに加算の算定を止め、既に支払いを受け

た報酬の取扱いについて、保険者に相談してください。 
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○定員超過利用による減算について 

指定認知症対応型共同生活介護 利用者数が運営規定に定められている利用定員

を超えている。 

・利用者 

利用者の数は、１月間（暦月）の利用者等の数の平均を用います。この場合、１月間の

利用者等の数の平均は、当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た数です。

この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げます。 

・適用期間 

 利用者等の数が、定員超過利用の基準に該当することとなった事業所については、その

翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について、所定単位

数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算されます。 

 なお、定員超過利用が解消された場合は、その翌月から通常の所定単位数を算定するこ

とができます。 

 注）災害の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用は除く。 

○人員基準欠如等による減算について

認知症対応型共同生活介護費 

・指定基準に定める員数の従業者を置いていない。 

・夜間時間帯に夜勤を行う職員数が基準に満たない事

態が２日以上連続した場合 

・夜勤時間帯に夜勤を行う職員数が基準に満たない事

態が４日以上発生した場合 

・人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等について 

 利用者数等の数は、前年度の利用者等の数の平均を用います。この場合、前年度の利用

者等の数の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数です。 

 この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点２位以下を切り上げます。 

注） 夜間時間帯に夜勤を行う職員の算定における利用者数等の数については、「小数点２

位以下」を「小数点以下」と読替えます。 

・指定基準に定める員数について 

 職員の員数の算定方法は、常勤換算方法、勤務形態一覧表の作成方法についてを御参照

ください。 

○介護従業者の人員基準欠如について

人員基準上必要とされる員数か

ら１割を超えて減少した場合 

その翌月から人員基準欠如が解消されるに至っ

た月まで、利用者等の全員について、通所介護費

等の算定方法に規定する算定方法に従って減算

となります。 

人員基準上必要とされる員数か

ら１割の範囲内で減少した場合 

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至

った月まで、利用者等の全員について、通所介護

費等の算定方法に規定する算定方法に従って減

算となります。（翌月の末日において人員基準に

満たすに至っている場合は除く。） 
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○介護従業者以外の人員基準欠如について

人員基準上必要とされる員数を

満たしていない場合 

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至

った月まで、利用者等の全員について、通所介護

費等の算定方法に規定する算定方法に従って減

算となります。（翌月の末日において人員基準に

満たすに至っている場合は除く。） 

 注）認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者に必要な研修が修了してい

ない場合、認知症対応型共同生活介護事業所の計画作成担当者に介護支援専門員を置

いていない場合の人員基準欠如は、この取扱いとなります。 

○夜間時間帯に夜勤を行う職員数が基準に満たない場合の減算について

暦月において、夜勤時間帯（午後１０時から翌

日の午前５時までの時間を含めた連続する１

６時間。原則として事業所毎に設定）において、

夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員

数に満たない事態が２日以上連続して発生し

た場合 

その翌月において、所定単位数の

100分の97に相当する単位数を

算定する。（利用者全員） 

暦月において、夜勤時間帯において夜勤を行う

職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たな

い事態が４日以上発生した場合 

○その他

⇒ 届出一覧表について 

 以下の内容を行う場合には、事前に市への届出が必要です。（届出をしないと、サービ

スを提供しても報酬は支払われません。） 

サービス種類 内容 必要書類 

指定（介護予防）認

知症対応型共同生

活介護 

職員の欠員によ

る減算 

・加算届出書 ・状況一覧表 

・加算届管理票 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

※減算が解消される場合のみ添付 

・研修の修了証の写し（計画作成担当者） 

※減算が解消される場合のみ添付 

・返信用封筒 

夜間勤務条件基

準による減算 

・加算届出書 ・状況一覧表 

・加算届管理票 

・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

 ※減算が解消される場合のみ添付 

・返信用封筒 
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○自己評価・外部評価について 

⇒ 自己評価について 

自己評価とは、各事業所が、自ら提供するサービスを評価・点検することにより、サー

ビスの改善及び質の向上を目的として実施するものです。 

⇒ 外部評価について 

 「神奈川県小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選

定要綱」により選定された評価機関による訪問調査及び評価を行います。 

⇒ サービス評価の目的 

（１）利用者及び家族の安心と満足の確保を図ること 

（２）ケアサービスの水準を一定以上に維持すること 

（３）改善点を明確にし、改善に向けた関係者の自発的努力と体制づくりを促すこと 

（４）継続的に評価を行うことを通じて、関係者による自主的な研修等によるケアの向上を

促す教育的効果をねらうこと 

（５）小規模多機能型居宅介護及びグループホームに対する社会的信頼を高めること 

⇒ 市への報告について 

  評価機関から評価結果が届いたら原則２週間以内に健康福祉局長寿社会部高齢者事業推

進課事業者指導係あてに以下の書類を提出してください。 

ア 自己評価及び外部評価結果・目標達成計画提出届 

（川崎市ＨＰからダウンロード） 

イ 【写し】評価結果概要表 

ウ 【写し】評価結果（詳細） 

エ 【写し】目標達成計画 

オ ８２円切手を貼った返信用封筒（受理書を返送に使用します） 

  注１）グループホームのユニットごとに結果が出ているものは、すべてのユニットにつ

いて提出してください。 

注２）他市町村から指定を受けている場合は、当該他市町村にも提出してください。 

○評価結果の公表について

⇒ 事業所 

（１）重要事項説明書に添付の上、説明してください。 

（２）利用者及び利用者の家族へ手交・送付等により提供してください。 

（３）事業所内の見やすい場所に掲示する他、事業所のホームページ上に掲示するなどの方

法により広く開示してください。 

（４）運営推進会議において報告・説明してください。 

⇒ 川崎市 

高齢者事業推進課、区役所、地域包括支援センターは、評価結果を窓口等の利用しやす

い場所に掲示等を行います。 

⇒ 評価機関 

評価機関では、「福祉保健医療情報ネットワークシステム（ＷＡＭＮＥＴ）」を利用して

公開します。 

６ 自己評価・外部評価等について 
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○外部評価の実施回数緩和について

⇒ 外部評価の実施回数緩和 

 神奈川県が定める下記の要件をすべて満たす場合、外部評価の実施回数が「１年に１回」

から「２年に１回」に緩和されます。 

（１）実施回数の緩和の適用を受ける年度の前5年間において継続して外部評価を実施して

いる。 

（２）実施回数の緩和の適用を受ける年度の前年度において実施した外部評価の「神奈川県

外部評価機関選定要綱」に規定された「自己評価及び外部評価結果」及び「目標達成計

画」を市に提出している。 

（３）実施回数の緩和を受ける年度の前年度において、運営推進会議を年6回以上開催して

いる。 

（４）運営推進会議において、構成員に市の職員又は地域包括支援センター職員（以下「市

職員等という。」）が含まれており、かつ、実施回数の緩和を受ける年度の前年度におい

て開催された運営推進会議に市町村職員等が1回以上出席していること。 

（５）「神奈川県小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型共同生活介護の外部評価機関選定

要綱」に規定された「自己評価及び外部評価結果」のうち、２、３、４、６の実施状況

（外部評価）が適切であった。 

（注）実施回数の緩和により外部評価を実施しなかった年度については、「前５年間継続して

実施していること」の要件の適用に当たっては、実施したものと見なされます。 

⇒ 実施回数緩和をするための手続きについて 

 実施回数の緩和を希望する事業所は、高齢者事業推進課事業者指導係まで御連絡くださ

い。御連絡いただきました事業所へ本市所定の確認申請書をお渡ししますので、必要な添

付書類等と併せて提出してくだい。 

 なお、要件を満たしていることが確認できた場合は、市から県及び事業所宛てに緩和要

件へ適合している旨を通知します。 

⇒ 実施回数緩和の更新手続きについて 

 回数緩和により前々年度の外部評価を免除されている事業所が、今年度も実施回数の緩

和を希望する場合、再度回数緩和の申請が必要となります。実施回数の緩和を希望する事

業所は、高齢者事業推進課事業者指導係まで御連絡ください。 

○介護情報サービス情報の公表制度

⇒ 介護サービス情報の公表 

 介護サービス情報の公表は、介護保険法に規定される制度で、利用者が適切に介護サー

ビスを選択できるように介護サービスの内容や運営状況に関する報告を毎年１回、すべて

の介護サービス事業者に義務付けています。詳細については、下記のホームページを参照

してください。 

≪介護情報サービスかながわ≫  http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/ 

「書式ライブラリ」－「１２．地域密着型サービスの研修、外部評価等」 

≪神奈川県指定情報公表センター≫ http://center.kaigo-kouhyou-kanagawa.jp/ 

⇒ その他 

外部評価制度及び神奈川県が選定した外部評価機関については、介護情報サービスか

ながわのホームページを参照してください。 
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６－３ 特定施設入居者生活介護 

○サービス提供者について 

⇒ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、事業所ごとに、当該事業所の従業者によってサ

ービスを提供しなければなりません。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務

については、この限りではありません。 

① 機能訓練指導員を兼務する看護職員のみを配置しており、常勤換算方法で１人以上の

看護職員が配置されていなかった。 

② 生活相談員が夜勤の介護職員として配置されている時間について、生活相談員として

の配置時間と管理されており、生活相談員の人員基準を満たしていなかった。 

（１）管理者 

① 事業所ごとに配置すること。 

② 常勤であり、専らその職務に従事する者であること。ただし、管理業務に支障

がない場合は、他の職務（※）に従事することができる 

（※）当該事業所の他の職務、同一敷地内又は道路を隔てて隣接等する他の事業所、

施設の管理者又は従業者 

（２）生活相談員

① 常勤換算方法で、総利用者数（※）が100又はその端数を増すごとに1以上 

② うち、1人は常勤であること。 

   （※）総利用者数とは、前年度の全利用者数の延数を当該前年度の日数で除して得

た数（小数点第二位以下切り上げ） 

（３）看護職員（一般型のみ） 

  ① 看護師又は准看護師の資格を有する者であること。 

１ サービス提供者について 

２ 配置基準について 

【第三者への委託について】 

◎ 調理、洗濯等の入所者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、第三

者への委託等を行うことが認められています。 

【ポイント】 

川崎市有料老人ホーム設置運営指導指針では、社会福祉士、介護福祉士、保健

師、看護師等の資格を求めております。 

【ポイント】 

・ 他の職務を兼務する場合は、兼務した職種の就業時間数は、生活相談員として

の勤務時間数に含めることはできません。 

事例 
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  ② 総利用者数が 30 を超えない指定特定施設にあっては、常勤換算方法で 1 以上

とし、総利用者数が30を超える指定特定施設にあっては、常勤換算方法で、１に

利用者の数が30を超えて50又はその端数を増すごとに１を加えた数以上である

こと。 

総利用者数 看護職員（常勤換算） 

～３０ 1以上 

３０超～８０ ２以上 

８０超～130 ３以上 

以下５０ごとに１を加える。 

   ③ うち、１人以上は常勤であること。（利用者のすべてが要支援者の場合は、看

護職員又は介護職員のいずれか１人以上であること。） 

（４）介護職員 

① 常に１人以上の指定特定施設入居者生活介護の提供に当たる介護職員が確保 

されていること。ただし、利用者のすべてが要支援者の場合は、宿直時間帯に 

限り、指定特定施設入居者生活介護の提供に当たる介護職員を宿直勤務を行う 

介護職員に代えることができる。 

② うち、１人以上は常勤であること。（利用者のすべてが要支援者の場合は、 

看護職員又は介護職員のいずれか１人以上であること。） 

（５）【介護職員・看護職員の合計数】

常勤換算方法で、利用者（要支援の利用者については、1人を0.3人として換算）の 

  数が 3又はその端数を増すごとに1以上の配置が必要です。 

【計算方法】 

利用日数が365日、要支援1、２の延利用人数が1,095人、要介護以上の延利用 

人数が10,950人の場合 

（（1,095人÷365日）×0.3）＋（10,950人÷365日））÷３≒11 

（小数点以下切り上げ） 

注）外部サービス利用型 

・常勤換算方法で、利用者の数が１０又はその端数を増すごとに１及び介護予防サ

ービスの利用者の数が３０又はその端数を増すごとに１人以上の介護職員が必

要です。 

・常に１以上の指定特定施設の従業者を確保されていること。ただし、宿直時間帯

に限り、宿直勤務を行う従業者に代えることができます。 
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（６）機能訓練指導員（一般型のみ） 

   ① 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護職員・柔道整復師・あん摩マッサ

ージ指圧師のいずれかの資格を有する者であること。 

   ② １以上配置すること。 

（７）計画作成担当者 

   ① 介護支援専門員であること。 

   ② １人以上配置すること。 

   ③ 総利用者数が100又はその端数を増すごとに1を標準とする。 

   ④ 専従であること。ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、当該特定施設の

他の職務に従事することができる。 

注）外部サービス利用型については、①から④の条件を満たし、かつ、1以上は常勤

とすること。

①介護上必要な標準的な車いすを利用者負担させていた。 

②排泄介助に使用するお尻拭き、介護用手袋等介護上必要な消耗品を利用者負担させて

いた。 

③落薬防止のため使用しているオブラートについて、その費用を利用者負担させていた。 

○その他の日常生活費 

⇒「その他の日常生活費」の定義 

利用者、入所者、入居者又は入院患者（以下「利用者等」という。）又はその家族等

の自由な選択に基づき、事業所又は施設が通所サービス及び施設サービスの提供の一環

として提供する日常生活上の便宜に係る経費。 

⇒ その他の日常生活費の考え方 

① 「身の回りの品として日常生活に必要なもの」とは、一般的に要介護者等の日常生

活に最低限必要と考えられる物品（例えば、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用品等）

であって、利用者の希望を確認のうえで提供されるもの 

② 「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、事業者又は施設がサービ

スの提供の一環として実施するクラブ活動や行事における材料費等である。よって、

すべての利用者等に一律に提供される教養娯楽に係る費用（機能訓練一環として行わ

れるものも含む。）については、「その他の日用品費」として徴収することはできま

せん。 

③ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選

択に基づいて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活

費」の受領について利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を

得る必要があります。 

④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の

範囲内としてください。 

３ 利用料等の受領 

事例 
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⑤ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運

営規程において定め、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、

施設の見やすい場所に掲示してください。 

○サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について 

利用者等の希望によって、身の周り品として日常生活に必要なものを事業者が 

 提供する場合に係る費用 

〔歯ブラシ、化粧品、シャンプー、タオル等の日用品であって、利用者個人又は家族等

の選択により利用されるもの〕 

※ 事業者が利用者等に一律に提供し、一律に費用を徴収することは認められません。

〔共用の石鹸、シャンプー等〕 

 事業者負担 利用者負担 

歯ブラシ、化粧品、シ

ャンプー、タオル等 
利用者に一律提供する場

合 

一律に提供されるもので

はなく利用者の選定に委

ねられている場合 

バスタオル 入浴に必要なものの場合 
個人的嗜好によるものの

場合 

洗濯代 介護上洗濯が必要な洗濯

を行う場合 

私物の場合（※） 

新聞、雑誌 食堂等に設置するなど利

用者に一律に提供される

場合 

個人の嗜好によるものの

場合 

 （※） 利用者負担させることができる私物の洗濯代とは、シルク等外部クリーニングに

出すような特別な扱いの必要なものを指します 

○サービス提供とは関係のない費用 

① 介護サービス以外の費用 

※ 家賃相当費、日用品費、教養娯楽費、行事関係費（機能訓練又は健康管理の一環

として行われるものは除く。）健康管理費（外部の医療機関により行われる検査・

健康診断等は除く）、私物の洗濯代等 

② 人員配置が手厚い場合の介護サービス利用料 

③ 個別的な選択による介護サービス利用料（個別的な外出介助、個別的な買い物等代

行、標準的な回数を超えた入浴を行った場合の介助）

○基準における「利用料等の受領」に関する項目 

① 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要する費用 

② おむつ代 

③ 利用者の希望によって、身の回りの品として日常生活に必要なものを事業者

が提供する場合にかかる費用 
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○入所者等から徴収することができない費用の例について 

① 介護上必要な標準的な福祉用具（リクライニング車いすを含む）にかかる費用 

② 介護上または衛生管理上必要な消耗品等にかかる費用（排泄介助に使用するお尻拭

き、介護用手袋、おむつに係る費用、とろみ剤に係る費用等） 

③  外部の医療機関により行われる検査・健康診断等  

① 一部の特定施設サービス計画について、特定施設サービス計画の変更に際しての再

アセスメントやカンファレンスが行われていないものがあった。 

② 一部の特定施設サービス計画について、総合的な援助方針として、アセスメントに

おいて把握されたニーズと思われる内容が記載されていなかった。 

③ サービスの目標が思う又は考えるとなっており、達成可能な目標となっていない。 

④ 目標達成に必要なサービス内容になっていないものがあった。 

⑤ 利用者又はその家族の希望、利用者について把握された解決すべき課題について、

一部、特定施設サービス計画に盛り込まれていないものがあった。 

○サービス計画について 

（１）指定特定施設入居者生活介護の提供に当たっては、サービス計画に基づき、漫然かつ

画一的なものとならないよう配慮して行うこと。 

（２）指定特定施設入居者生活介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はそ

の家族から説明を求められたときは、サービスの提供方法等について、理解しやすい

ように説明すること。 

○サービス計画の作成について 

  ① 計画作成担当者が特定施設サービス計画の作成に関する業務を担当すること。 

  ② 適切な方法により、利用者について、その有する能力、その置かれている環境等 

の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生 

活を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握すること。 

  ③ 他の特定施設従業者と協議の上、サービスの目標及びその達成時期、サービスの 

内容、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ特定施設サービス計画の原 

案を作成すること。 

  ④ ③で作成した原案について、利用者又はその家族に対して説明し、文書により同 

意を得ること。 

  ⑤ 特定施設サービス計画を作成し、利用者に交付すること。 

  ⑥ 他の特定施設従業者との連絡を継続的に行うことにより、特定施設サービス計画 

の実施状況の把握を行い、必要に応じて特定施設サービス計画の変更を行うこと。 

なお計画変更の場合も②から⑤までの作業を行う必要がある。 

注１ 外部サービス利用型については、①から⑥に加え、特定施設サービス計画の原 

案作成に際して、受託サービス事業者との協議を行うこと。また、特定施設サ 

ービス計画と受託サービス事業者が作成する計画と整合性を図ること。 

ポイント 

４ サービス計画の作成について 

事例 
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  注２ 短期利用特定施設入居者生活介護費を算定する場合、指定居宅介護支援事業者 

から特定施設サービス計画の提供の求めがあった際には、協力するよう努めね 

ばならない。 

○その他の留意点について 
 特定施設サービス計画については、少なくとも、①入居時、②認定更新時、③状態が

変化した時に作成すること。身体拘束廃止への取り組みを意識した計画を作成すること。 

 また、やむを得ず身体拘束を行う場合には、計画に記載すること。 

○ケアマネジメントの流れについて（参考） 

★注意 

 指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に際して作成する介護予防サービス計

画等については、適切な情報収集先の例に主治医の医師又は主治の歯科医師と規定され

ております。また、モニタリングについては、提供を行う期間が終了する前に 1 回以

上と規定されております。 



152 

① 協力医療機関等に対して、利用者の健康の状況に関する情報を提供した際の受領の確

認を得ていなかった。（医療機関連携加算） 

② 指針を定めておらず、職員研修も行われていなかった。（看取り介護加算） 

③ 利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明する前に当該加算を算定していた 

（個別機能訓練加算） 

○加算について 

① 個別訓練加算の算定要件 

・専ら職務に従事する常勤の理学療法士等を１人以上配置 

・利用者数が100人超の場合、利用者の数を100で除した数以上機能訓練指導員を

配置 

・多職種協働による個別機能訓練計画を利用者ごとに作成 

・開始時における利用者等に対する計画の内容説明 

・利用者に対する計画の内容説明、記録 

・訓練の効果、実施方法等に対する評価 

・個別機能訓練に関する記録の保管、閲覧への対応 

【参考】 

① 「理学療法士等」とは、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護師、准看

護師、柔道整復師、あんまマッサージ指圧師 

② 利用者等に対する計画の内容説明は、開始時のほか、3 月ごとに 1 回以上行

う必要があります。 

③ 個別機能訓練に関する記録とは、実施時間、訓練内容、担当者等が想定されて

おります。 

② 夜間看護体制加算の算定要件（介護予防は除く。）

・常勤の看護師を１名以上配置し、看護責任者を定めている

・24時間連絡できる体制の確保等 

・重度化した場合における対応の指針の有無 

・入居の際に利用者等に対する指針の説明、同意の有無 

【参考】 

「２４時間連絡体制」とは、特定施設内で勤務することを要するものではなく、夜

間においても指定特定施設入居者生活介護事業者から連絡でき、必要な場合には緊

急の呼出に応じて出勤する体制をいうものである。具体的には、次の①から④に係

る体制を整備することを想定している。 

① 特定施設において、管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の

上、夜間における連絡・対応体制（オンコール体制）に関する取り決め（指針や

マニュアル等）の整備がなされていること。 

② 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、看護職員不在時

の介護職員による利用者の観察項目の標準化（どのようなことが観察されれば

看護職員に連絡するか）がなされていること。 

５ 加算と減算について 

事例 
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③ 特定施設内研修等を通じ、看護・介護職員に対して、①、②の取り決めが周知

されていること。 

④ 特定施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合には、電話やＦ

ＡＸ等により利用者の状態に関する引継を行うとともに、オンコール体制終了時

にも同様の引継を行うこと。 

③ 医療機関連携加算の算定要件

・看護職員が前回情報提供日から次回情報提供日までの間で、利用者ごとに健康状況

を随時記録 

・利用者の同意の有無 

・協力医療機関等から情報提供の受領の確認を署名等で得ている 

・協力医療機関等と提供する情報内容を定めている 

・協力医療機関又は利用者の主治医につき１回以上情報提供 

【参考】 

 協力医療機関等に情報を提供した日の前30日以内において、特定施設入居者介

護及び介護予防特定施設入居者介護を算定した日が 14 日未満である場合は、算

定できません。

④  看取り介護加算（介護予防は除く。）の算定要件 

 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みが

ないと診断した利用者について、その旨を本人又はその家族等に対して説明し、その後

の療養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、本人又はその家族等

とともに、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、十分な説

明を行い、療養及び介護に関する合意を得ながら、利用者がその人らしく生き、その人

らしい最後が迎えられるよう支援することを主眼として設けられたものである。 

●看取り介護加算にかかる施設基準 

・看取りに関する指針を定め、入居の際に、本人又はその家族等に対して、その内容

を説明し、同意を得ていること 

・医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、施

設の実績等を踏まえ、適宜、指針を見直しを行っていること 

・看取りに関する職員研修を行っていること 

●厚生労働大臣が定める次の基準のいずれにも適合している利用者であること 

・医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者 

・医師、看護職員、介護支援専門員その他の職種のものが共同で計画を作成し、利用

者またはその家族が医師等のうち適当な者からの説明を受け計画に同意している者 

・看取りに関する指針に基づき、医師、看護職員、介護職員等が共同して利用者の状

態又は家族の求め等に応じ随時、本人又はその家族への説明を行い、同意を得て介

護が行われている者 

●夜間看護体制加算を算定していること
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●その他の留意点

（１）看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、生活相談員、介護職員、

看護職員、介護支援専門員等による協議の上、看取りに関する指針が定められてい

ることが必要であり、同指針に盛り込むべき項目の例として次の事項が考えられる。 

 イ 当該特定施設の看取りに関する考え方 

 ロ 終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の考え方 

 ハ 特定施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢 

 ニ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む） 

 ホ 利用者等への情報提供及び意思確認の方法 

ヘ 利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

ト 家族への心理的支援に関する考え方 

チ その他看取り介護を受ける利用者に対して特定施設の職員が取るべき具体的な

対応の方法 

（２）看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録するとともに、

多職種連携を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情

報共有に努めること。 

 イ 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録 

 ロ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケ

アについての記録 

 ハ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向と、それに基づくアセ

スメント及び対応についての記録 

（３）利用者等に対する随時の説明に係る同意について口頭で同意を得た場合は、介護記

録にその説明日時、内容等を記載するとともに同意を得た旨を記載しておくこと。ま

た、本人が十分に判断できる状態になく、かつ、家族に連絡して来てもらえない場合、

介護記録に職員間の相談日時、内容等及び本人家族の状況が記載されていること。 

 （４）看取り介護加算は、死亡日を含めて３０日を上限として、特定施設において行った

看取り介護を評価したものである。死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したり

した後、自宅や入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には当該特定施

設において看取り介護を直接行っていない退居した日の翌日から死亡日までの間は、

算定することができない。（したがって、退居した日の翌日から死亡日までの期間が

30日以上あった場合には、看取り介護加算を算定することはできない） 

 （５）退居等の際、入院先の医療機関等に利用者の状態等の情報提供について本人又は家

族に説明し文書にて同意を得ていること。 

（６）利用者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院又は外泊期間が死亡日

以前３０日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、看取り

介護加算の算定が可能である。 

（７）入院若しくは外泊又は退去の当日について看取り介護加算を算定できるかどうかは、

当該日に所定単位数を算定するかどうかによる。 
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⑤ 障害者等支援加算の算定要件（外部サービス利用型のみ） 

   ・知的障害又は精神障害を有する利用者の基本サービスの提供にあたり、特に支援を

必要とする者 

⑥ 認知症専門ケア加算Ⅰ

   ・利用者総数のうち、日常生活に支障をきたす症状又は行動があるため介護を必要と

する認知症者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はM）である対象者の割合が５割以上 

・対象者の数が２０人未満で認知症介護にかかる専門的な研修修了者が１人以上、対

象者が２０人以上の場合は、１に対象者が１９を超えて１０又は端数を増すごとに1

人以上を加えた人数を配置し、チームとして専門的な認知症ケアの実施 

・留意事項の伝達又は技術的指導の会議を定期的に実施 

・認知症専門ケア加算Ⅱを算定していない。 

【参考】 

「認知症介護にかかる専門的な研修修了者」とは、受講を申し込んでいる認知

症介護実践リーダー研修対象者を含みます。 

⑦ 認知症専門ケア加算Ⅱ 

・利用者総数のうち、日常生活に支障をきたす症状又は行動があるため介護を必要と

する認知症者（日常生活自立度Ⅲ、Ⅳ又はM）である対象者の割合が５割以上 

・対象者の数が２０人未満で専門的な研修修了者が１人以上、対象者が２０人以上の

場合は、１に対象者が１９を超えて１０又は端数を増すごとに 1 人を加えた人数を

配置し、チームとして専門的な認知症ケアの実施 

・留意事項の伝達又は技術的指導の会議を定期的に実施 

・認知症介護の指導に係る専門的な研修修了者を１名以上配置し、事業所又は施設全

体の認知症ケアの指導等を実施 

・介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画の作成及び研修の実施 

・認知症専門ケア加算Ⅰを算定していない。 

【参考】 

「指導に係る専門的な研修修了者」とは、受講を申し込んでいる認知症介護指

導者研修対象者を含みます。 

⑧ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

・介護職員の総数のうち介護福祉士の数６割以上 

・人員基準に適合 

⑨ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

・介護職員の総数のうち介護福祉士の数５割以上 

・人員基準に適合 

⑩ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

   ・看護、介護職員の総数のうち常勤職員の数が７割５分以上 

・人員基準に適合 

⑪ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

・直接処遇職員の総数のうち勤続３年以上の者が３割以上 

・人員基準に適合 
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⑫ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ）の算定要件

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施（事業継続困難時の例外規定あり）

・処遇改善に関する実績の報告 

・前 12月間において法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

・(一)、(二)のいずれにも適合

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、全ての介護職員に周知 

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研修の機会を確保し、全

ての介護職員に周知 

   ・平成２７年４月から改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職 

    員の処遇改善の内容（賃金改善以外）及び処遇改善に要した費用を全職員に周知 

⑬ 介護職員処遇改善加算Ⅱの算定要件

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施（事業継続困難時の例外規定あり）

・処遇改善に関する実績の報告 

・前 12月間において法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

・(一)、(二)のいずれかに適合

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、全ての介護職員に周知 

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研修の機会を確保し、全

ての介護職員に周知 

【参考】 

① 指定特設施設入居者生活介護の事業と指定介護予防特定施設入居者介護の事業と

が同一の施設において一体的に運営されている場合、介護職員の総数は合計数とし

ます。 

② 複数の加算を併せることはできません。 

③ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除

く。）の平均を用います。 

④ 介護福祉士または勤続年数が３年以上の者として算出に含められるかどうかにつ

いては、割合を算出する月の前月末時点で判断します。 

⑤ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始、又は再開した事業所）

で、前３か月の実績により計算した場合は、届出以降、毎月継続的に所定の割合を

維持しなければなりません。 

⑥ 同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサ

ービスを直接提供する職員として勤務した年数は、勤続年数に含められます。 

⑦ 同一の事業所において介護予防短期入所生活介護を一体的に行っている場合、本

加算の計算も一体的に行います。 

⑧ 「直接処遇職員」とは、生活相談員、介護職員、看護職員又は機能訓練指導員とし

て勤務を行う職員です。
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・平成２0 年１０月から改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した介護

職員の処遇改善の内容（賃金改善以外）及び処遇改善に要した費用を全職員に周知

⑭ 介護職員処遇改善加算Ⅲの算定要件

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施 

・処遇改善に関する実績の報告 

・前 12月間において法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

・(一)、(二)、(三)のいずれかに適合 

(一)任用の際の職責又は職務内容等の要件を書面で作成し、全ての介護職員に周知 

(二)資質の向上の支援に関する計画の策定、研修の実施又は研修の機会を確保し、 

全ての介護職員に周知 

    (三)平成２0 年１０月から改善計画書の届出の日の属する月の前月までに実施した

介護職員の処遇改善の内容（賃金改善以外）及び処遇改善に要した費用を全職員

に周知 

⑮ 介護職員処遇改善加算Ⅳの算定要件 

・賃金改善に関する計画の策定、計画に基づく措置 

・改善計画書の作成、周知、届出 

・賃金改善の実施 

・処遇改善に関する実績の報告 

・前 12月間に法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと 

・労働保険料の納付 

○介護報酬の算定にあたって 

⇒ 介護報酬の算定は、以下のいずれかまたは全部を満たすことが必要です。 

   ① 人員要件：職種、員数、勤務形態、職員の割合等 

   ② プロセス：多職種共同によるアセスメント、計画の作成等 

   ③ 算定時期：「同意を得られた日から」「入所した日から起算して○日以内」等

⇒ 介護報酬の請求時等、定期的に加算の算定要件を満たしているか確認を行うようにし

てください。 

⇒ 算定要件を満たさない場合には、速やかに加算の算定を止め、既に支払いを受けた報

酬の取扱いについて、保険者に相談してください。 

○人員基準の欠如等による減算について 

特定施設入居者生活介護費 指定基準に定める員数の看護職員または介護職

員を置いていない。 

外部サービス利用型特定施設

入居者生活介護費 

指定基準に定める員数の外部サービス利用型特

定施設従業者を置いていない。 

・人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等について 

   利用者数等の数は、前年度の利用者等の数の平均を用います。この場合、前年度の利 

用者等の数の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数 
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です。この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点２位以下を切り上げます。 

 注）夜間時間帯に夜勤を行う職員の算定における利用者数等の数については、小数点

２位以下を小数点以下と読替えます。 

・指定基準に定める員数について 

    職員の員数の算定方法は、常勤換算方法、勤務形態一覧表の作成方法についてをご

参照ください。 

○ 看護・介護職員の人員欠如について 

人員基準上必要とされる員数

から１割を超えて減少した場

合 

その翌月から人員基準欠如が解消されるに至っ

た月まで、利用者等の全員について、通所介護費

等の算定方法に規定する算定方法（所定単位数の

100分の70）に従って減算となります。 

人員基準上必要とされる員数

から１割の範囲内で減少した

場合 

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至

った月まで、利用者等の全員について、通所介護

費等の算定方法に規定する算定方法（所定単位数

の100分の70）に従って減算となります。（翌

月の末日において人員基準に満たすに至ってい

る場合は除く。） 

注）外部サービス利用型については、看護・介護職員を介護職員に読替えてください。

○ 看護・介護職員以外の人員基準欠如について 

人員基準上必要とされる員数

を満たしていない場合 

その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至

った月まで、利用者等の全員について、通所介護

費等の算定方法に規定する算定方法に従って減

算となります。（翌月の末日において人員基準に

満たすに至っている場合は除く。） 

○ その他 

⇒ 届出一覧表 

 以下の内容を行う場合には、事前に市への届出が必要です。（届出をしないと、サービ

スを提供しても報酬は支払われません。） 

サービス種類 内容 必要書類 

指定（介護予防）特定

施設入居者生活介護 
人員欠如（解消） 

・加算届 

・状況一覧表 

・加算届管理票 

・勤務形態一覧表 

・返信用封筒 
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６－４ 有料老人ホーム（サービス付高齢者住宅含む） 

 厚生労働省が定める「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」について、平成２７年３月

３０日付けで改正され、平成２７年７月１日から施行されました。また、神奈川県において

も「神奈川県有料老人ホーム設置運営指導指針」が改正され、９月に施行されました。これ

らの改正を受け、川崎市においても「川崎市有料老人ホーム設置運営指導指針」について改

正を行い、平成２８年２月１日付けで施行しました。改正にあたっては、国の「標準指導指

針」及び県の「運営指導指針」の内容を基本としつつ、虐待防止について明確化と設備関係

の見直しに対する経過措置の設定などの対応を図りました。 

○入居者が希望する医療・介護サービスの利用を設置者が妨げることを禁止する。 

（新設） 

⇒ 指針 ２基本的事項（５） 

高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（平成２１年厚生労働省・国土交通

省告示第１号）の五の４「高齢者居宅生活支援サービスの提供」を参考に、特定の事業

者によるサービスを利用させるような入居契約を締結することなどの方法により、入居

者が医療・介護サービスの利用を設置者が妨げてはならないこと。 

○老人福祉法の届出の有無にかかわらず、本指針の指導の対象とする。（新設） 

⇒ 指針 ２基本的事項（７） 

１二の有料老人ホームを実施する場合は、老人福祉法第２９条第１項に規定する届出

の有無を問わず、有料老人ホームとして取り扱われ、本指針に基づく指導の対象となる

こと。 

○緊急通報装置を浴室内のほか、脱衣室にも設置すること。（見直し） 

⇒ 指針 ６（９）タ 緊急通報装置 

ポイント 

１ 「川崎市有料老人ホーム設置運営指導指針」の改正 

２ 基本的事項 

３ 建物の規模及び構造設備 

ポイント 
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○住宅型・健康型有料老人ホームの職員の配置について 

⇒職務の内容に応じた勤務表の作成及び管理を行うこと。（新設） 

⇒入居者の状態に即して適切な数を配置することとされていた職員体制を、管理者

及び夜間対応職員については必ず配置すること。（見直し） 

・提供するサービス内容に応じて、その呼称にかかわらず以下の職員を配置すること。 

（１）管理者（施設長） 

（２）事務員 

（３）生活相談員 

（４）介護職員 

（５）看護職員（看護師又は准看護師） 

（６）機能訓練指導員 

（７）栄養士 

（８）調理員 

注１）有料老人ホームの運営に支障がないと認められる場合は、当該有料老人ホームの他

の職務又は当該有料老人ホームに併設されている施設や事業所の職務を兼務でき

ます。 

注２）他の職務を兼務する場合にあっては、各職員について、それぞれの職務の内容に応

じた勤務状況を把握する観点から、適切に勤務表の作成及び管理を行ってください。

注３）調理業務等を外部に委託する場合、訪問介護等の介護保険サービスを利用すること

により適切な処遇が確保できる場合等は、一部の職員を置かないことができます。 

○ 住宅型有料老人ホームにおける介護サービス 

 住宅型有料老人ホームにおいて、入居者がケアプランに基づいて受ける介護サービス 

は任意な事業者選択によるところになります。その選択が、住宅型有料老人ホームに事 

業者が併設している訪問介護事業所が提供する介護サービスとなることも、少なからず 

あります。 

 この場合、住宅型有料老人ホームと併設訪問介護事業所を兼務する介護職員によるサ 

ービス提供がなされることがあります。そのサービス提供は訪問介護事業所によるもの 

なのか、有料老人ホームとの間での契約によるものなのか、明らかであることが求めら 

れます。後者からのサービスであるときには、同時に介護保険による介護報酬請求とは 

なりませんので注意が必要です。 

ポイント 

４ 職員の配置、研修及び衛生管理等 



161 

職員に対しては、採用時及び採用後において定期的に研修を実施する必要があります。 

特に生活相談員、計画作成担当者（介護支援専門員）、介護職員及び看護職員については、

高齢者の心身の特性実施するサービスのあり方及び内容、認知症介護、虐待防止、身体的

拘束のない介護、ユニットケア、介護事故の防止及び感染症対策等の介護に関する知識及

び技術並びに作業手順等について、体系的かつ継続的に研修を行う必要があることから、

管理者（施設長）の責務として、毎年度当初に職員研修計画を策定し、その計画に基づい

て研修を実施しなければなりません。 

職員の心身の健康に留意し、職員の疾病の早期発見及び健康状態の把握のために、採用

時及び採用後において定期的に健康診断を行うとともに、メンタルヘルスを含めて健康管

理に関する相談体制を確保するよう努めなければなりません。また、労働安全衛生法（昭

和４７年法律第５７号）等に基づき、就業中の衛生管理について十分な点検を行う必要が

あります。 

○職員の個人情報の適切な取扱いとして、個人情報に関する法律のほか、「医療・介

護従業者における個人情報の適切な取扱のためのガイドライン」を遵守すること。 

（見直し） 

 有料老人ホームの職員又は職員であった者が、正当な理由無く、その業務上知り得た入居

者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、有料老人ホームの設置者は必要な措置を講

じなければなりません。 

○提供するサービスの内容を職員に対して周知徹底すること。（新設） 

⇒ 指針 ８（５）職員への提供サービスの周知徹底 

設置者は、10 に掲げるサービスの提供に係る契約を締結する場合、その職員に対し

て、提供するサービス等の内容を十分に周知徹底すること。 

５ 職員の研修  

６ 職員の衛生管理  

７ 職員の秘密保持  

８ 職員への提供サービスの周知徹底  

ポイント 

ポイント 
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 次に掲げる施設の管理に関する事項について、社団法人全国有料老人ホーム協会が発行し

ている「有料老人ホーム標準管理規程」を参考にし、管理規程を定めてください。 

a 施設の目的及び運営の方針 

b 入居者の定員及び居室数 

c 組織の体制及び職員の配置状況 

d 居室や共用設備等の利用に当たっての留意事項 

e 管理費、食費、介護費用等の利用料の詳細 

f サービスの内容及びその費用負担の詳細 

g 業務の全部又は一部を委託する場合の痛くないよう（施設の警備業務など入居者の処遇

と直接関わらない業務を除く） 

h 介護を行う場合の基準 

i 医療を要する場合の対応 

j 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合の手続 

k やむなく入居者の金銭等の管理を行う場合の具体的な管理方法、入居者又は身元引受人

等への定期的報告等 

l 入居者及びその家族等からの苦情に対する対応 

m 緊急時、非常災害時の対応 

n 運営懇談会の設置・運営 

o その他施設の運営に関する重要事項 

○次の関係書類等を整備し、保存してください。 

 a 入居者及びその身元引受人等の氏名及び連絡先を明らかにした名簿 

 b 職員に関する書類（履歴書、雇用契約書、職員勤務表、出勤簿、給与明細書、給与支払

台帳、源泉徴収報告書） 

c 入居者に関する書類（契約書、重要事項説明書、心身の状況等の記録、サービス提供記

録 等） 

 d 施設の管理・運営に関する書類（管理規定、有料老人ホーム重要事項説明書、協力医療

機関との契約書、前払金の保全措置を講じたことを証する書類、業務委託の状況確認書、

事故発生防止のための指針、各種マニュアル 等） 

 e 会計に関する書類 

９ 管理規程等の制定  

10 書類等の整備  
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○入居者に対し、協力医療機関での診療の誘引を禁止する。（新設） 

⇒ 指針 ９（４）医療機関との連携 

オ 入居者が医療機関を自由に選択することを妨げないこと。協力医療機関は、あく

までも、入居者の選択肢として設置者が提示するものであって、当該医療機関にお

ける診療に誘引するためのものではない。 

カ 医療機関から入居者を患者として紹介する対価として金品を受領することその他

の健康保険事業の健全な運営を損なうおそれのある経済上の利益を受領することに

より、入居者が当該医療機関において診療を受けるように誘引してはならないこと。 

○入居者に対し、設置者及び当該設置者と関係のある事業者以外の事業者を含め情報

提供すること及び特定の事業者からのサービス提供を強制・誘導しないこと。 

（新設） 

⇒ 指針 ９（５）介護サービス事業所との関係 

ア 近隣に設置されている介護サービス事業所について、設置者及び当該設置者と関

係のある事業者以外の事業所も含め入居者に情報提供すること。 

イ 入居者の介護サービス利用にあっては、設置者及び当該設置者と関係のある事業

者など特定の事業者からのサービス提供を強制又は誘導しないこと。 

○近距離（移送に要する時間がおおむね２０分以内）で、かつ内科・整形外科・精神科等の

診療科目を標榜している医療機関と協力する胸及びその協力内容を取り決めておくこと。 

○協力医療機関との協力内容及び診療科目等について入居者に周知しておくこと。 

 １ 入居者及びその家族等からの苦情に対し迅速かつ誠実に対応し円滑な解決を図るた

め、相談しやすい環境の整った苦情相談窓口を設置し責任者を明確化するとともに、

職員が適切な対応を行うための留意点等を定めた苦情対応マニュアル等の整備をする

など、苦情解決の体制を整備しなければなりません。 

 ２ 有料老人ホームに対する指導業務を所掌している川崎市健康福祉局長寿社会部高齢

者事業推進課及び社団法人全国有料老人ホーム協会等の電話番号を、重要事項説明書

等に記載するとともに、施設内の見やすい場所に表示し、入居者及びその家族等に周

知してください。 

 ３ 入居者及びその家族等から苦情を受け付けた場合には、迅速かつ誠実に対応し的確

に苦情を解決するとともに、当該苦情の内容及び対応の状況等について、記録し保存

し、運営懇談会において報告すること。 

 ４ 入居者及びその家族等から相談を受けた苦情相談機関が当該経過状況の聴取等を求

めた場合には、誠実に回答すること。 

 ５ 入居者及びその家族等からの苦情申立に関する対応について、入居契約書及び管理

規定において規定すること。 

ポイント 

11 医療機関等との連携  

12 苦情対応  
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○入居者が自ら記録を保存することを望む場合を除き、設置者は、健康診断、健康管

理及び健康保持のための措置の記録を保存すること。（新設） 

⇒ 指針 １０（３）健康管理 

○高齢者虐待を受けた入居者の保護のための施策に協力すること及び研修の実施、苦

情の処理の体制の整備、その他の高齢者虐待の防止等のための措置を講ずること。

（新設） 

⇒ 指針 １０（１３）高齢者虐待の防止 

○前払い金の保全措置義務のない施設についても努力義務を講ずること。（見直し） 

⇒ 指針 １２（２）前払い方式による利用料等の支払 

  ケ 設置者は、老人福祉法第 29 条第７項に規定する前払金の返還債務を負うことと

なる場合に備えて「厚生労働大臣が定める有料老人ホームの設置者等が講ずべき措

置」（平成18年厚生労働省告示第266号）に規定する保全措置を講じること。な

お、平成 18 年３月 31 日までに届出がされた有料老人ホームについては、保全措

置の法的義務付けはないが、入居者の利益を保護する観点から、前払金の算定根拠

を書面で明示するとともに、適切な保全措置を講じるよう努めること。 

○入居者が希望する介護サービスの利用を妨げてはならないことを重要事項説明書

に明記すること。（新設） 

○老人福祉法の届出を行っていない場合や川崎市指導指針に基づく指導を受けてい

る場合は、重要事項説明書にその旨を記載すること。（新設） 

⇒ 指針 １３（３）重要事項の説明等 

  イ 有料老人ホーム重要事項説明書は、入居相談があったときに交付するほか、求め

に応じ交付すること。 

ウ 入居希望者が、次に掲げる事項その他の契約内容を十分理解した上で契約を締結

できるよう、契約締結前に十分な時間的余裕を持って重要事項説明書及び実際の入

居契約の対象となる居室に係る個別の入居契約書について十分な説明を行うことと

し、その際には説明を行った者及び説明を受けた者の署名を行うこと。また、署名

した重要事項説明書は、有料老人ホームもその写しを保管すること。 

(ア) 設置者の概要 

ポイント 

13 サービス等 

14 利用料等 

15 契約内容 

ポイント 

ポイント 
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(イ) 有料老人ホームの類型 

(ウ) 有料老人ホームの設置者又は当該設置者に関係する事業者が、当該有料老人

ホームの入居者に提供可能な指定居宅サービスの種類 

(エ) 入居者が希望する介護サービスの利用を妨げない旨 

 エ 有料老人ホームの設置時に老人福祉法第 29 条第１項に規定する届出を行ってい

ない場合や、本指針に基づく指導を受けている場合は、重要事項説明書にその旨を

記載するとともに、入居契約に際し、入居希望者に対して十分に説明すること。 

○募集内容及び表示について、不当景品類及び不当表示防止法の規定のほか、「有料

老人ホーム等に関する不当な表示」に遵守すること。（見直し） 

⇒ 指針 １３（５）入居募集等 
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7－１ 施設系共通 

① サービス担当者会議の記録が残されていなかった。 

② 十分なアセスメントを行わず画一的な計画を作成していた。 

③ 施設サービス計画について入所者、家族に説明、同意、交付が行なわれていなかった。

④ 施設サービス計画に、施設の行事及び日課が含まれていなかった。 

⑤ モニタリングの結果における記録が残されていなかった。 

⑥ 要介護更新認定時にサービス担当者会議を開催していなかった。 

○施設サービス計画作成のポイントについて 

（１）施設サービス計画の作成 

 ⇒ 施設で提供するサービスにおいても、施設サービス計画に基づいて行わなければなら

ず、施設サービスの提供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しなければなりま

せん。 

⇒ 施設サービス計画は入所時までに作成し、入所者の状態が変化した場合には随時計画

を変更しなければなりません。 

施設サービス計画の作成に当たっては、サービス担当者会議等により各職種の専門的

な意見を求め、調整した上で入所者が現に抱える問題点を明らかにし、解決すべき課題

の把握（アセスメント）をしなければなりません。

アセスメントは、入所者及びその家族に計画担当介護支援専門員が面接をして行わな

ければなりません。 

   計画の原案には、解決すべき課題に加え、各種サービス（看護、介護、機能訓練、食

事等）に係る目標を具体的に設定し、記載する必要があります。 

   施設サービス計画の原案の内容については、入所者又はその家族に対して説明し、文

書により同意を得るとともに、交付しなければなりません。 

   施設サービス計画の作成後は、計画担当介護支援専門員が定期的に入所者と面接して

計画の実施状況の把握（モニタリング）を行い記録しなければなりません。 

⇒ 計画担当介護支援専門員は、①要介護更新認定を受けた場合、②要介護状態区分の変

更の認定を受けた場合、この場合においては、サービス担当者会議の開催、担当者に対

する照会等により、施設サービス計画の変更の必要性について、担当者から、専門的な

見地からの意見を求めなければなりません。 

（２）介護支援専門員の責務について 

⇒ 施設サービス計画の作成に関する業務 

① 介護支援専門員は、計画の作成及び変更を行わなければなりません。 

② そのために必要な業務（施設ケアマネジメントの流れ）を自ら行わなければなり

ません。 

ポイント 

事例 
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※ 計画作成については、責務を負う介護支援専門員が主体となって計画を作成する必要

があります。ただし、効果的で実現可能な計画を作成するためには、医師、看護、介護、

リハビリ、栄養等の施設の各担当者がそれぞれの専門的な見地からの意見を出し、それ

を基に施設としてのケア方針を決めることが重要です。 

   従って、介護支援専門員１人で作成するのではなく、施設全体でケアマネジメントを

行うという意識を持つことが、質の高い計画を作る上で大切になります。 

⇒ 施設サービス計画の作成等の他に行う業務

  ① 入所に際し、入所申込者の心身の状況、生活歴、病歴、指定居宅サービス等の利用

状況等の把握 

② 心身の状況・環境等を照らし、居宅において日常生活を営めるかどうかを定期的       

に検討【老福・老健】 

  ③ 居宅で日常生活を営めると認められる入所者に対し、入所者・家族の希望、退所   

   後おかれる環境等を勘案し、円滑な退所のための援助を行う【老福】 

  ④ 退所（退院）に際し、居宅介護支援事業者に対して情報を提供するほか、保健医療

サービス又は福祉サービス提供者との密接な連携 

  ⑤ 身体的拘束等の様態・緊急やむを得ない理由等を記録する【老福】 

  ⑥ 施設への苦情の内容等についての記録

  ⑦ 事故が発生した場合の事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

（３）介護支援専門員の兼務について 

 ⇒ 基準条例では、「介護支援専門員は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、当該施設の他の職務に従事することがで

きるものとする。」とされています。あくまでも、介護支援専門員は計画作成に関する

業務のほか介護支援専門員の責務を果たすべく専ら従事することが求められており、

兼務ができるのは、入所者の処遇に支障がない場合に限られます。 
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① 再発防止策を講じた後、その効果について評価されていなかった。 

② 事故発生防止のための研修が年２回以上開催されていなかった。 

③ 専任の安全対策を担当する者を明確に定められていなかった。 

④ 事故発生防止委員会で事故状況を分析し、再発防止策が検討されていなかった。 

⑤ 事故発生防止委員会が独立して設置・運営されていなかった。 

⑥ 指針の中に事実の報告及びその分析を通じた改善策の従業者に対する周知徹底 

が含まれていなかった。 

○事故の発生の防止及び発生時の対応についてのポイント 

（１）事故の発生又はその再発を防止するために必要な措置 

  ① 事故が発生した場合の対応、市町村等への報告の方法等が記載された事故発生防止

のための指針の整備。 

  ② 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が

報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制の整備。

③ 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修の定期的な実施。 

※以下の点に注意して、必要な措置を行うこと。 

・「事故発生の防止のための検討委員会」（「事故防止検討委員会」）の設置 

・幅広い職種（例えば、施設長（管理者）、事務長、医師、看護職員、介護職員、生活相

談員）により構成する。 

・構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、専任の安全対策を担当する

者を決めておくことが必要である。（事故防止検討委員会の責任者はケア全般の責任者

であることが望ましい。） 

・事故防止検討委員会は、運営委員会など他の委員会と独立して設置・運営することが

必要であるが、感染対策委員会については、これと一体的に設置・運営することも差

し支えない。 

・事故発生の防止のための職員に対する研修を年２回以上開催するとともに、新規採用

時には必ず事故発生の防止の研修を実施し、研修の実施内容についても記録すること

が必要である。 

（２）「事故発生防止のための指針」に盛り込まれる内容として想定されているもの 

 ① 施設における介護事故の防止に関する基本的考え方 

  ② 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関する事項 

  ③ 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針 

  ④ 施設内で発生した介護事故、介護事故には至らなかったが介護事故が発生しそうに

なった場合（ヒヤリ・ハット事例）及び現状を放置しておくと介護事故に結びつく

可能性が高いものの報告方法などの介護に係る安全の確保を目的とした改善のため

の方策に関する基本方針 

  ⑤ 介護事故等発生時の対応に関する基本方針 

  ⑥ 入所者などに対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ポイント 

２ 事故発生の防止及び発生時の対応について 

事例 
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  ⑦ その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本方針 

（３）「事実の報告及びその分析を通じた改善策の職員に対する周知徹底」の体制整備として想定されているもの

① 介護事故等について報告するための様式を整備すること。 

② 介護職員その他の職員は、介護事故等の発生又は発見ごとにその状況、背景等を記

録するとともに、①の様式に従い、介護事故等について報告すること。 

③ 事故発生の防止のための委員会において、②により報告された事例を集計し、分析

すること。 

  ④ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を分析し、介護事故等の発

生原因、結果等をとりまとめ、防止策を検討すること。 

  ⑤ 報告された事例及び分析結果を職員に周知徹底すること。 

  ⑥ 防止策を講じた後に、その効果について評価すること。

 ※なお、これらの内容を指針等に盛り込み体制を整備する必要があることに留意すること。 

○事故が発生してしまった場合の対応 

（１） 不幸にも事故が起こってしまった場合には、病院への搬送など必要な措置をとるこ

とは当然ですが、措置後に速やかに入所者の保険者（市町村）、施設所在市町村、入所

者の家族等に連絡を行い、事故の状況や事故に際して採った処置について記録を残さ

なければなりません。（サービス終了後5年間保存） 

（２） 賠償すべき事態が発生した場合には、速やかに賠償しなければなりません。そのた

め、損害賠償保険に加入しておくか、若しくは賠償資力を有することが望ましい。 

（３） 当該事故の原因として、高齢者虐待等の他法令による対応も必要な場合は、併せて

対応しなければなりません。 
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① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針が整備されていない。 

② 感染対策委員会が独立して設置・運営されていなかった。 

③ 指針に、発生時における施設内及び関係機関への連絡体制が明記されていない。 

④ 委員会の構成メンバーの責務及び役割分担が明確にされていない。 

⑤ 専任の感染対策担当者（看護士が望ましい）を定めていない。 

⑥ 定期的な教育（年に２回以上）が開催されていなかった。 

⑦ 汚物処理室に未使用の紙おむつ等が置かれていた。 

○感染症・食中毒対策について 

⇒ 感染症又は食中毒が発生、まん延しないように、次の措置を講じなければなりません。 

① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を、３ 

  月に１回以上定期的に開催するとともに、その結果を従業者に周知徹底すること。 

・幅広い職種（例えば、施設長、医師、看護職員、介護職員、栄養士、生活相談員、介護

支援専門員等）で構成し、それぞれの責務・役割を明確にし、専任の感染対策担当者（看

護士が望ましい）を決めておく。

 ・感染対策委員会は、他の委員会と独立して設置・運営することが必要です。（事故発生の

防止のための委員会と一体的に設置・運営することは差し支えありません） 

・施設外の感染管理等の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。 

 ・感染症が流行する時期等を勘案して、必要に応じて随時開催すること。 

 ・結果は、従業者だけでなくボランティアや調理・清掃等の委託業者にも周知すること。 

 ② 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。 

 ・平常時の対策と発生時の対策を規定すること。 

 ・指針の内容は、従業者だけでなくボランティアや調理・清掃等の委託業者にも周知すること 。 

・発生時における施設内の連絡体制や関係機関への連絡体制を整備し、明記すること。 

③ 介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のた

めの研修を定期的に実施すること。 

 ・予め年間研修計画を作成し、勤務体制を定めることにより、研修の受講機会を確保すること。

 ・研修は年 2回以上開催するとともに、新規採用時には必ず実施すること。

 ・研修の内容は、必ず記録すること。 

 ・やむを得ず、研修に参加できない従業者がいる場合についても、必ず当該研修の内容に

ついて周知徹底を図り、施設として認識を共有すること。 

ポイント 

３ 衛生管理について 

事例 
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 ④ 上記①～③のほか、別に厚生労働大臣が定める感染症及び食中毒の発生が疑われ 

る際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。 

※「厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順」（厚労告 268）

○感染症・食中毒が発生した場合の対応について 

（１） 管理者、医師、看護職員その他の従業者は、感染症若しくは食中毒の患者またはそ

れらの疑いのある者（以下、「有症者等」という。）の状況に応じ、協力病院をはじめ

とする地域の医療機関等との連携を図ることその他の適切な措置を講じなければなり

ません。 

（２） 感染症若しくは食中毒の発生またはそれが疑われる状況が生じた場合には、有症者

等の状況及び各有症者等に講じた措置等を記録しなければなりません。 

（３） 次に該当する場合については、有症者等の人数、症状、対応状況等を市町村及び保

健所に迅速に報告するとともに、市町村及び保健所からの指示を求めることその他の

措置を講じなければなりません。 

① 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡者又は重篤な1週間に

2名以上発生した場合 

② 同一の有症者等が10名以上又は全利用者半数以上発生した場合 

③ 上記のほか、通常の発生動向を上回る感染症等の発生が疑われ、特に管理者等が報告を必要

と認めた場合 

（４） （３）の報告を行った施設は、その原因の究明に資するため、当該有症者等を診察

する医師等と連携の上、血液、便、吐物等の検体を確保するように努めなければなり

ません。 

○各種マニュアル等について 

⇒ 厚生労働省より、衛生管理に関する各種マニュアルが発行されています。 

是非御覧いただき、施設の衛生管理対策にお役立てください。 

【高齢者介護施設における感染症対策マニュアル（厚生労働省）】 

http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/osirase/tp0628-1/index.html

高齢者介護施設における感染のリスクとその対策に関する基本的な知識や、押さえるべきポ

イントが示されています。

【新型インフルエンザ対策関連情報（厚生労働省）】 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/index.html

新型インフルエンザに関する通知やＱ＆Ａなど、各種情報が掲載されています。 

【高齢者介護施設における新型インフルエンザ対策等の手引き（厚生労働省）】 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/pdf/07.pdf

厚生労働省が定めた「新型インフルエンザ対策行動計画」を踏まえ、高齢者介護施設におけ

る対策をまとめたものです。

【大量調理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省）】 

http://www.mhlw.go.jp/topics/syokuchu/kanren/yobou/dl/manual.pdf

集団給食施設等における食中毒を予防するために、ＨＡＣＣＰ※の概念に基づき、調理過程に

おける重要管理事項をまとめたものです。 

※ＨＡＣＣＰ（ハサップ）とは：食品の原料の受入から製造・出荷までの全ての工程において、危害

の発生を防止するための重要ポイントを継続的に監視・記録する衛生管理手法のこと。 
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① 褥瘡のハイリスク者に対し、褥瘡予防のための計画の作成、実践並びに評価が 

されていなかった。 

② 専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者が決められていない。 

③ 医師、看護職員、介護職員、栄養士等からなる褥瘡対策チームが設置されていない。 

④ 褥瘡対策のための指針が整備されていない。 

⑤ 介護職員等に対し、褥瘡対策に関する施設内職員継続教育が実施されていない。 

○褥瘡発生を予防するための体制整備について 

⇒ 施設の開設者は、入所者に褥瘡が発生しないよう適切な介護を行うとともに、その発

生を予防するための体制を整備しなければなりません。 

⇒ 施設において褥瘡の予防のための体制を整備するとともに、介護職員等が褥瘡に関す

る基本的知識を有し、日常的なケアにおいて配慮することにより、褥瘡発生の予防効果

を向上させることを想定している。例えば、次のようなことが考えられています。 

（１）当該施設における褥瘡のハイリスク者（日常生活自立度が低い入所者等）に対し褥瘡

予防のための計画の作成、実践並びに評価を行うこと。 

・計画を作成し評価できていますか？ 

・計画や実践、評価をどのように行うか指針等に定めていますか？ 

・褥瘡を発生させない（予防）ための取り組み（実践）は行えていますか？ 

（２）当該施設において、専任の施設内褥瘡予防対策を担当する者（看護士が望ましい）を

決めておく。 

・指針等に褥瘡予防対策担当者を定めていますか？ 

（３）医師、看護職員、介護職員、栄養士等からなる褥瘡対策チームを設置する。 

・指針等に褥瘡対策チームの構成やチームとして取り組む内容について定めていますか？ 

（４）当該施設における褥瘡対策のための指針を整備する。 

（５）介護職員等に対し、褥瘡対策に関する施設内職員継続教育を実施する。また、施設外

の専門家による相談、指導を積極的に活用することが望ましい。 

・施設内職員継続教育をどのように行うか指針等に定めていますか？ 

・施設内職員継続教育は指針等の定め通り実施できていますか？ 

・施設内職員継続教育は研修計画等に定め、研修等の記録を残していますか？ 

ポイント 

４ 褥瘡発生を予防するための体制整備について 

事例 
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① 理学療法士等が通所リハを兼務していたが、勤務時間を按分しておらず、 

人員基準を下回っていた。（老健のみ） 

② やむを得ず身体的拘束を行っていたが、その態様及び時間、その際の入所者 

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由が記録されていなかった。 

○定員超過利用による減算について 

（１）介護老人福祉施設 

⇒ 災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合を除き、１ヶ月の入所者数の平均が、

運営規定で定められている定員を超過する場合は、入所者全員について、定員超過とな

った月の翌月から定員超過が解消された月まで所定単位数の70/100で算定します。 

◆判定方法◆ 

 ・平均の計算方法は、小数点以下切り上げ。 

 ・入所等した日を含み、退所等した日は含まない。 

◆減算期間◆ 

 ・定員超過利用となった月の翌月から、店員超過利用が解消されるに至った月まで。 

⇒ ただし、次の例外に該当する場合については、減算が行われません。【老福のみ】 

 ① 市町村が行った措置による入所によりやむを得ず入所定員を超える場合 

 ② 当該施設の入所者であったものが入院をしていた場合に、当初の予定より早期に施

設への再入所が可能となったときに、当該施設が満床だった場合（当初の再入所予定

日までの間に限る。） 

 ③ 近い将来、指定介護老人福祉施設本体に入所することが見込まれる者が、その家族

が急遽入院したことにより在宅における生活を継続することが困難となった場合など、

その事情を勘案して施設に入所をすることが適当と認められる者が、指定介護老人福

祉施設（その施設が満床である場合に限る。）に入所し、併設される指定短期入所生活

介護事業所の空床を利用して指定介護福祉施設のサービスを受ける場合 

⇒ ①及び②は、入所定員×1.05（入所定員が４０人超の場合は入所定員＋2）、 

③は入所定員×1.05で算出される数まで減算は行われません。 

 ※高齢者虐待に係る高齢者を入所させた場合には、減算の対象とはなりません。 

⇒ 利用者の入所日と退所日が重なり一時的に定員を上回る場合は、災害、虐待、その他 

やむを得ない事情がある場合を除き、当該時間帯は定員超過にあたります。定員超過減 

算には該当しませんが、運営規準違反となります。 

⇒ 利用者の状況等を考慮せず、一律に入所時間や退所時間を定めてサービス提供を行う 

ことは、認められません。 

ポイント 

５ 定員超過・人員欠如・減算について 

事例 
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（２）介護老人保健施設及び介護療養型医療施設

⇒ 介護老人保健施設 

  短期入所療養介護の利用者数と入所者数の合計が、入所者の定員を超える場合。 

⇒ 介護療養型医療施設 

  月平均の入院患者数が運営規定に定められている入院患者の定員を超える場合。 

○人員基準欠如等による減算について 

（１）介護老人福祉施設 

 ① 従来型・ユニット型共通  

⇒ 次に該当する場合、入所（利用）者全員について次により所定単位数の70/100で算

定します。 

ア 介護職員及び看護職員 

a）一割を超えて減少  → 翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

b）一割の範囲内で減少 → 翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

イ 介護支援専門員 

 翌々月から、人員欠如が解消されるに至った月まで 

  ※アｂ）及びイについては、翌月の末日までに基準を満たすに至った場合は減算されま

せん。 

② ユニット型 

⇒ ユニットにおける職員の数が、次に掲げるユニットの職員基準に満たない場合、入所

（利用）者全員について翌々月から人員欠如が解消された月まで所定単位数の97/100

で算定します。 

 ア 昼間については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置する。 

 イ ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置する。 

 ※ユニットリーダー研修の受講修了者が所定の人数に満たない場合については、減算事 

由には該当しませんが、指導の対象となります。職員の異動や退職等により不足する

場合については、必ず受講の申込を行ってください。 

（２）介護老人保健施設 

 ① 従来型・ユニット型共通 

⇒ 次に該当する場合、入所（利用）者全員について次により所定単位数の70/100で算

定します。 

ア 介護職員及び看護職員 

a）一割を超えて減少  → 翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

b）一割の範囲内で減少 → 翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

イ 介護支援専門員・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・医師 

 翌々月から、人員欠如が解消されるに至った月まで 

  ※アｂ）及びイについては、翌月の末日までに基準を満たすに至った場合は減算されま

せん。 

② ユニット型 

⇒ ユニットにおける職員の数が、次に掲げるユニットの職員基準に満たない場合、入所

（利用）者全員について翌々月から人員欠如が解消された月まで所定単位数の97/100

で算定します。 

 ア 昼間については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置する。 

 イ ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置する。 
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 ※ユニットリーダー研修の受講修了者が所定の人数に満たない場合については、減算事 

由には該当しませんが、指導の対象となります。職員の異動や退職等により不足する

場合については、必ず受講の申込を行ってください。 

③ 理学療法士等のサービス提供について 

⇒ 理学療法士等は、介護老人保健施設の入所者に対するサービスの提供時間帯以外の時

間において指定訪問リハビリテーションのサービス提供に当たることは差し支えないも

のとされています。ただし、介護老人保健施設の理学療法士等の常勤換算方法における

勤務時間数に、指定訪問リハビリテーションに従事した勤務時間は含まれません。 

また、当該施設が指定通所リハビリテーションの指定を重複して受け、ある従業者が

これを兼務する場合、当該従業者の介護老人保健施設の勤務延時間数には、介護保険施

設サービスに係る勤務時間数だけを算入することとなります。

（３）介護療養型医療施設 

 ⇒ 次に該当する場合、入院（利用）者全員について、基準に応じて所定単位数から減算

となります。 

 ① 医師数が必要数の 60％未満の場合、翌々月（※注）から人員欠如が解消された月ま

での所定単位数の90/100で算定。 

 ② 看護士の員数の看護職員の必要数に対する割合が 20％未満の場合、翌月（１割の範

囲内の場合は翌々月（※注）から）から人員欠如が解消された月までの所定単位数の

90/100で算定。 

③ 介護職員及び看護職員が必要数を満たしていない場合、所定単位数の70/100で算定。 

a）一割を超えて減少  → 翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで 

b）一割の範囲内で減少 → 翌々月（※注）から人員基準欠如が解消されるに至った

月まで 

 ④ 必要数の介護支援専門員を置いていない場合、翌々月（※注）から人員欠如が解消さ

れた月までの所定単位数の70/100で算定。 

                    ※注 100床未満の病院の場合は３月後から 

○夜勤体制に係る減算について 

 ⇒ 夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する 16 時間。

原則として施設毎に設定）において夜勤を行う職員の員数が基準に満たない事態が月に

２日以上連続して発生又は４日以上発生した場合、入所（利用）者全員についてその翌

月において所定単位数の９７/100で算定します。（療養病床を有する病院では、減算の

要件や方法が異なります。） 

 ※ここでいう夜勤時間帯と、各施設で定める夜勤職員の勤務時間については必ずしも一致

しないことがありますので、御注意ください。 

○身体拘束廃止未実施減算について 

 ⇒ やむを得ず身体的拘束等を行う場合で、所定の手続や記録を行っていない場合に、入

所者全員についてその翌月から改善が認められた月まで１日５単位減算となります。 

・説明者は事前に明文化されていますか？ 

 ・要件を満たしていることを関係者が広く参加した委員会等で判断できていますか？ 

 ・態様及び時間、心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記載していますか。 

 ・態様及び時間、心身の状況並びに緊急やむを得ない理由について医師（主治医）が診療録に記載

していますか。（介護老人保健施設・介護療養型医療施設）  
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① 教養娯楽費や行事費が実費による徴収となっていなかった。 

② 食費とは別途に徴収している行事食が料金表に記載されていなかった。 

③ 日常生活品費が、セット料金のみで個別の対応を行っていなかった。 

④ 特別な療養室の提供とは別に畳部屋代を料金表に記載していた。 

⑤ ソフト食やサプリメントを特別食として追加費用を徴収していた。 

⑥ 出納管理に係る費用の徴収を施設都合で全入所者一律に行っていた。 

○利用料徴収のポイント 

⇒ 「その他の日常生活費」とは、入所者等又はその家族等の自由な選択に基づき、施設

がサービス提供の一環として提供する日常生活上の便宜にかかる経費のことを言います。 

⇒ 入所者（利用者）から徴収する「その他の日常生活費」については、あらかじめ入所

者等又はその家族に対して、当該サービスの内容及び費用等十分に説明を行い、入所者

（利用者）の同意を得なければなりません。また、当該同意については、入所者等及び

介護保険施設等双方の保護の観点から、当該サービスの内容及び費用の額を明示した文

書に、入所者等の署名を受けることにより行われることとされています。 

  なお、新たに利用料の設定・取消等を行う場合については、運営規定（料金表）へ明

記し、市への事前の届出が必要です。 

⇒ 「その他の日常生活費」に該当しない費用についても、「その他の日常生活費」と同様

の取扱いが適当であるとされています。 

○事業所が入所者等から費用を徴収する際の留意事項について 

 ⇒ 提供される便宜については、次の全ての要件を満たしていなければなりません。 

（１）提供される便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重複関係がないこと。 

（２）保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目（お世話料、管

理協力費、共益費等）による費用の受領ではないこと。 

ポイント 

６ 利用料の受領について 

事例 

　【利用料等の区分】

施設介護サービス費

１割負担

居住費 食費

特
別
な
食
事
の
費
用

特
別
な
居
室
の
費
用

そ
の
他
の
日
常
生
活
費

施
設
サ
ー

ビ
ス
提
供
と
は

関
係
の
な
い
費
用

介護報酬の対象

指定施設サービス等の費用
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（３）入所者等又はその家族等の自由な選択に基づいて行われるものであること。 

（４）料金の設定にあたっては、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行われる

こと。（※実費金額より多く請求することは認められません。） 

（５）運営規定により定められており、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、施

設の見やすい場所に掲示されていること。 

（６）すべての入所者等に対して一律に提供し、その費用を画一的に徴収するものではないこと。 

○入所者等から徴収することが出来ない費用の例について 

⇒ 次に掲げられるものに係る便宜は、費用の徴収は認められません。 

・介護上必要な標準的な福祉用具（リクライニング車いすを含む）にかかる費用 

・介護上または衛生管理上必要な消耗品等にかかる費用（排泄介助に使用するお尻拭き 

・介護用手袋、おむつに係る費用、栄養補助食品、とろみ剤に係る費用等） 

 ・定期健康診断に係る費用 

 ・寝具、シーツ、枕カバーにかかる費用 

 ・私物の洗濯代（入所者等の希望により個別に外部のクリーニング店に取り次ぐ場合を除

く【老福のみ】 

 ・徴収にふさわしくない費用（室内エアコンの修理代、畳部屋代、共用の新聞・雑誌代等） 

 ・サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のうち、一般的に想定されるも

の（機能訓練の一環として行われるクラブ活動や全員参加の定例行事等）における材料

費等 

 ・他の医療機関への通院に係る付き添い費用 

 ・送迎加算を算定している場合の送迎費用（通常の送迎地域の内外を問わず不可） 

 ・入所保証金 

⇒ その他の日常生活費についての考え方について 

 ・セット提供による料金設定も可能ですが、個別に選択できる設定が必要です。 

 ・日用品等を選択しないことにより、施設が提供すべき施設サービスに支障がないように

してください。 

 ・入所者又はその家族等から料金の設定に関して説明を求められた際に、品目や算定の考

え方を明らかにできるようにしてください。 

 ⇒ 教養娯楽費について、各々のクラブ活動等に要する費用が常に同額であるとは限らず、

この料金設定は実費相当額の範囲内とは認められないことから、クラブ活動等の内容に

かかわらず日額等（「○○円／回」「○○円／日」）の設定ではなく、次の事項に留意して

設定をお願いします。 

  ① あらかじめ金額を確定できるもの（金額が明確なもの）は、当該金額とする。 

  ② あらかじめ金額を確定することが難しいものは、実費とする。

 ⇒ 「その他の日常生活費」に該当する費用 

 ・身の回り品として日常生活に必要なもの（歯ブラシや化粧品等）に係る費用 

 ・サービスの提供の一環として希望者のみを対象に実施するクラブ活動や行事のために調

達し、提供する材料のうち、入所者等に負担させることが適当と認められるもの（習字・

お花・絵画・刺繍等のクラブ活動等の材料費等）に係る費用 

 ・健康管理費（インフルエンザ予防接種に係る費用等） 

 ・預かり金の出納管理に係る費用 
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 ⇒ 「その他の日常生活費」に該当しない費用 

 ・個人の嗜好に基づくいわゆる贅沢品に係る費用 

 ・個人の希望に応じて事業者が代わりに購入する新聞・雑誌代等 

 ・個人専用の家電製品の電気代 

・協力医療機関等より遠方の医療機関への通院にかかる交通費 

 ※付き添いに係る費用は徴収不可 

※緊急搬送された場合や、協力医療機関に診療科目が無い場合などは徴収不可。 

 （緊急搬送された場合の職員の帰路のタクシー代等についても徴収はできません。） 

・外出（買物・墓参り等）への付添い費用 

  ※ 医療機関の受診以外の場合で、利用者個人の希望・選択に基づく依頼により外出の

付添を行う場合、交通費の実費と人件費の実費を徴収できます。 

    なお、介護職員等が付添う場合には、付添にかかる時間は人員基準上の勤務時間か

ら除外する必要がありますので、ご注意ください。 

 ・医療材料費 

  ※ 入所者個人の特別な疾患等にかかる医療材料費のうち、医療保険の対象とならない

もの（介護給付費に含まれるため、診療報酬を算定できない場合を除く）については、

施設もしくは入所者のいずれかの負担で対応することになります。また、利用者に負

担を求める際は、料金表に明記し、あらかじめ説明の上、同意を得る必要があります。 

    なお、薬価収載されていない濃厚流動食の場合、経管栄養の実施に必要なチューブ

等の材料費は、利用者から食費として徴収することが可能であるとされています。 
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① 栄養状態のリスクのレベルに応じモニタリングを実施していなかった。 

② 栄養ケア計画の説明、同意を初回以降行っていなかった。 

③ 栄養ケア計画の見直しの機会が３月を大幅に超えていた。 

④ 初回以降の栄養ケア計画が、多職種共同で作成されていなかった。 

⑤ 管理栄養士の勤務時間が、常勤職員の勤務時間に達していなかった。 

○栄養マネジメント加算について

① 栄養ケアマネジメントは、入所者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行わ

れることに留意し、低栄養状態のリスクにかかわらず、原則入所者全員に対し実施しな

ければなりません。 

② 施設に常勤の管理栄養士が１名以上配置して行うものであり、調理業務の委託先にの

み管理栄養士が配置されている場合は、加算を算定できません。 

③ 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉

施設の栄養ケア・マネジメントを行う場合は、当該管理栄養士が所属する施設のみ算定

できます。 

   ただし、介護老人福祉施設が１の地域密着型介護老人福祉施設を併設している場合に、

双方の施設を兼務する常勤の管理栄養士による適切な栄養ケア・マネジメントが実施さ

れているときは、双方の施設において算定できます。 

 ④ サテライト型施設を有する本体施設に常勤の管理栄養士を１名配置している場合で、

当該管理栄養士が当該サテライト型施設に兼務し、適切に栄養ケア・マネジメントを行

っているときは、当該サテライト型施設においても算定できます。 

   ただし、本体施設の入所者数と１施設に限ったサテライト型施設の入所者数の合計数

が４０名未満の場合に限ります。 

 ⑤ 本体施設に常勤の管理栄養士が２名以上配置している場合で、当該管理栄養士がサテ

ライト型施設に兼務し、適切に栄養ケア・マネジメントを行っているときは、当該サテ

ライト型施設（１施設に限ります。）においても算定できます。 

 ⑥ 栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからトに掲げるとおり実施すること。 

  イ 入所者ごとの低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握すること（以下「栄養スク

リーニング」といいます。） 

  ロ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者ごとの解決すべき課題を把握すること（以下

「栄養アセスメント」といいます。） 

  ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、管理栄養士、歯科医師、

看護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者ごとに、栄養補給、

栄養食事相談、解決すべき事項に対し取り組む事項を記載した栄養ケア計画を作成す

ること。また、この計画を入所者又は家族に説明し、同意を得ること。 

  二 栄養ケア計画に実施上の問題があれば、直ちに当該計画を修正すること。 

  ホ 栄養スクリーニングで把握した栄養状態に応じてモニタリングの間隔を設定し、栄

養ケア計画に記載すること。リスクの高い入所者は２週間ごと、低いものはおおむね

３月ごとに行うこと。少なくとも月に１回、体重を測定し、栄養状態を把握すること。 

ポイント 

 ７ 栄養マネジメント加算について 

事例 
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  へ 栄養ケア計画をおおむね３月を目途に、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計

画の見直しを行うこと。 

  ト 入所者の栄養状態を定期的にサービス記録等に記録すること。 

⑦ 栄養ケア計画を入所者又は家族に説明し、その同意を得られた日から算定しなければ

なりません。 

⑧ 栄養ケア・マネジメントを実施している場合でも、食事せん及び献立表は作成しなけ

ればなりません。 



181 

① 多職種共同で行う栄養管理を行うための会議が月１回以上行われていなかった。 

② 会議に歯科医師が参加していなかった。 

○経口維持加算について

 ① 経口移行加算を算定している場合、又は栄養マネジメント加算を算定していない場合

は、算定できません。 

 ② 経口維持加算（Ⅱ）を算定する場合、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援

するための食事の観察及び会議等に、医師（施設の医師は除く）、歯科医師、歯科衛生士

又は言語聴覚士が加わる必要があります。

 ③ 誤嚥等が発生した場合の管理体制が整備されている必要があり、食事の中止、十分な

排痰、医師又は歯科医師との緊密な連携等が迅速に行われることが求められます。 

 ④ 現に、経口により食事を摂取し、摂食機能障害（食事の摂取に関する認知機能の低下

を含む）を有し、水飲みテスト、頸部聴診法、造影撮影、内視鏡検査等により誤嚥が認

められる（咽頭侵入、認知機能低下含む）ことから、継続して経口による食事の摂取を

進めるための特別な管理が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示を受けたも

のが対象となります。 

   ただし、歯科医師が指示する場合は、当該指示を受ける管理栄養士が、対象となる入

所者に対する療養のために必要な栄養の指導を行うに当たり、主治医の指導を受けてい

る場合に限ります。 

 ⑤ 月１回以上、医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、介護支援専門員、

その他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を

行い、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理の方法などを示した経

口維持計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その同意を得なければなりません。 

 ⑥ 加算の算定期間は、当該入所者に摂食機能障害及び誤嚥が認められなくなったと医師

又は歯科医師が判断した日までの期間とするが、家族の同意を得られた日の属する月か

ら起算して６月以内の期間に限られ、原則それを超えて算定はできません。 

 ⑦ ６月を超えた場合でも、水飲みテスト、頸部聴診法、造影撮影、内視鏡検査等により、

引き続き摂食機能障害及び誤嚥が認められ、継続して経口による食事の摂取を進めるた

めの特別な管理が必要と医師又は歯科医師の指示がなされ、特別な管理の継続すること

について入所者の同意が得られた場合にあっては、引き続き当該加算を算定することが

できます。 

   ただし、④、⑤の医師又は歯科医師の指示はおおむね１月ごとに受けなければなりま

せん。  

ポイント 

 ８ 経口維持加算について 

事例 
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① 入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画を立てていなかった。 

② 入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画を連携する歯科医が作成していた。 

③ 介護職員が計画に基づき、口腔ケアを行っていることが確認できなかった。 

④ 介護職員への技術的助言、指導を月１回以上行っている記録が確認できなかった。 

○口腔衛生管理体制加算について

 ⇒ 歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係

る技術的助言及び指導を月１回以上行い、入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画

を作成している場合に算定できます。 

① 「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、施設における入所者の口腔内状態の評

価方法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品整備の留意点、口腔ケアに伴う

リスク管理、その他日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項のいずれかに

係る技術的助言及び指導のことをいい、個々の入所者の口腔ケア計画をいうものではあ

りません。

 ② 「入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」には、以下の事項を記載すること。 

  イ 当該施設において入所者の口腔ケアを推進するための課題 

  ロ 当該施設における目標 

  ハ 具体的方策 

  二 留意事項 

  ホ 当該施設と歯科医療機関との連携の状況 

  へ 歯科医師からの指示内容の要点 

  ト その他必要事項 

 ③ 介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導又は入所者の口腔ケア・マネジ

メントに係る計画に関する技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療又は

訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行う必要があります。 

ポイント 

 ９ 口腔衛生管理体制加算について 

事例 
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① 毎月継続的に所定の割合を維持、確認するための記録がなかった。 

② 介護福祉士の割合を算出する際、介護職員以外の職種を含めていた。 

③ 介護に関わらない清掃職員を常勤として計算に含めていた。 

○サービス提供体制強化加算について 

⇒ サービス提供体制強化加算を算定する際の対象となる職員は、生活相談員、看護職員、

機能訓練士、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士です。 

※施設サービス毎に異なりますので御注意ください。 

 ⇒ 介護職以外の職務に従事している時間は計算に含めません。 

 ⇒ 介護福祉士資格を有する介護職以外の職種を含めること及び介護福祉士資格を有する

介護職員が介護職以外の職務に従事している時間を含めることはできません。 

 ① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く）

の平均を用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利

用者・入所者への介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、

請求事務等介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えあり

ません。 

   ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所については、届出日の属する月の前３

月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることとされています。したがっ

て、新たに事業を開始し、又は再開した事業所については、4 月目以降届出が可能とな

ります。 

   なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とされ

ています。 

 ② ①の場合には、届出を行った月以降においても、直近3月間の職員の割合につき、毎

月継続的に所定の割合を維持しなければなりません。なお、その割合は毎月記録し、所

定の割を下回った場合には、直ちに届出を提出してください。 

 ③ 勤続年数は、各月の前月末日時点における勤続年数とされています。具体的には、平

成21年 4月における勤続年数3年以上の者とは、平成21年 3月 31日時点で勤続年

数が3年以上である者をいいます。 

 ④ 勤続年数の算定に当たっては、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、

社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含

める事ができます。（同一グループの他法人は不可。）

ポイント 

 １０ サービス提供体制強化加算について 

事例 
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① 加算の算定根拠となる例月ごとの 1日平均夜勤数が記録されていなかった。 

② 夜勤時間帯を夜勤職員のシフトと同じ時間で計算していた。 

③ 認知症専門棟とその他の部分を区別し、確認していなかった。 

④ 夜勤を行う従業者の勤務体制について、施設単位で届け出ていた。 

○夜勤職員配置加算のポイント 

 ① 夜勤を行う職員の数は、1 日平均夜勤職員とする。1 日平均夜勤職員数は、暦月ごと

に夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前5時までの時間を含めた連続する16時間を

言う。）における延夜勤時間数を、当該月の日数に16を乗じて得た数で除することによ

って算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものとする。 

 ⇒ 施設の夜勤職員のシフトとは必ずしも一致しません。

 ② 認知症ケア加算を算定している介護老人保健施設の場合にあっては、夜勤職員配置加

算の基準は、認知症専門棟とそれ以外の部分のぞれぞれで満たさなければなりません。 

 ⇒ 認知症専門棟とその他の部分は、それぞれで要件を満たすこととし、片方が満たされ

ない場合は満たしている方のみ算定します。また、認知症専門棟については、認知症ケ

ア加算を算定する場合の要件を満たした勤務シフトで夜勤配置加算の要件を満たさなけ

ればなりません。【老健】 

 ③ 夜勤を行う職員の勤務体制については、施設単位ではなく、病棟単位で職員数を届け

出なければなりません。【療養型】 

 ④ 看護職員又は介護職員１人あたりの月平均夜勤時間数が７２時間以下になるよう、毎

月確認してください。【療養型】  

ポイント 

 １１ 夜勤職員配置加算について 

事例 
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① 医師により発行された食事せんが確認できなかった。 

② 数値基準がある療養食について、対象者が基準数値を満たしていなかった。 

③ 歯科衛生士が口腔ケアを月４回以上行っていなかった。 

④ 認知症行動・心理症状はあるが、入所予定日に入所していた。 

○療養食加算のポイント 

 ⇒ 入所者に対し、主治の医師より疾患治療の直接手段として発行された食事せんに基づ

き、所定の療養食を提供していることが必要です。 

 ⇒ 貧血食、高度肥満症食、脂質異常症食については、対象者が一定の数値基準を満たし

ていることが必要です。 

○口腔衛生管理加算のポイント 

 ⇒ 「歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月４回以上行っ

た場合」に算定できます。 

 ⇒ 入所者の体調や状態により所定の回数が行えなかった場合であっても、口腔ケアを行

った回数が月４回に満たなければ、算定できません。 

○認知症行動・心理症状緊急対応加算のポイント 

 ⇒ 当該加算は、予定外で緊急入所した者を対象に、受け入れの手間を評価するものであ

ることから、予定通りの入所の場合は算定できません。 

○外泊時費用（算定が可能な日数について）のポイント 

 ⇒ 外泊時費用を月の末日まで連続して算定する場合は、翌月も最大で連続６日まで算定

することができるとされておりますが、外泊時費用を月の末日まで連続して算定するこ

とができない場合には、翌月に当該費用を算定することはできません。

○従来型個室利用者に対する多床室算定について 

⇒ 従来型施設における介護報酬については、個室と多床室で異なった単位数が設定され

ており、経過措置及び特別な取扱いを必要とする場合を除き、入所者等が利用している

居室の形態に基づき、報酬請求を行わなければなりません。 

○経過措置対象 

   平成17年9月30日において従来型個室に入所している者であって、平成17年10

月 1日以後も引き続き従来型個室に入所するもの。(一時入院していた場合も取扱いは継

続。) 

 ○特別な取扱い 

  ①感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師が判断した者であって、従

来型個室への入所期間が30日以内であるもの。 

  ②平成18年４月１日以後、10.65㎡以下である従来型個室に入所する者。 

  ③著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそ

ポイント 

 １２ その他共通の加算や留意事項について 

事例 
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れがあるとして、従来型個室への入所が必要であると医師が判断した者。  

⇒ 特別な取扱い①・③に該当する場合については、医師の判断がなされたことを確実に

担保する手段を講じておく必要があり、判断根拠等必要な書類を整備しなければなりま

せん。 
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７－２ 介護老人福祉施設 

① 介護職員の常勤換算に、シルバー人材センター職員が含まれていた。 

② 宿直者の配置がされていなかった。 

③  ユニットリーダー研修受講者が２名以上配置されていなかった。 

④ サテライト型の生活相談員が常勤換算で基準を下回っていた。 

○事例解説 

（１）勤務体制の確保について（基準条例第３０条） 

⇒ 指定介護老人福祉施設の開設者は、当該指定介護老人福祉施設の従業者によって指定

介護福祉施設サービスを提供しなければなりません。ただし、入所者の処遇に直接影響

を及ぼさない業務については、この限りではありません。 

⇒ 調理、洗濯等の入所者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、第三者への委

託等を行うことが認められています。 

（２）宿直者の配置について 

⇒ 社会福祉施設における防火安全対策の強化について（昭和６２年９月１８日社施第１

０７号）により、特別養護老人ホームについては、夜勤者（直接処遇職員）とは別に、

宿直者を必ず配置することとされています。 

（３）ユニットリーダーの配置について（基準条例第５３条） 

⇒ ユニット型指定介護老人福祉施設の開設者は、ユニットごとに常勤のユニットリーダ

ーを配置する必要があります。ただし、当面は、ユニットケアリーダー研修を受講した

従業者を各施設に２名以上配置する（ただし、２ユニット以下の施設の場合には、１名

でよいこととする。）ほか、研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、

ユニットにおけるケアに責任を持つ（研修受講者でなくても構わない）従業者を決めて

もらうことで足りるとされています。 

（４）人員に関する基準（密着基準条例１５２条） 

⇒ 指定地域密着型介護老人福祉施設に置くべき従業者及びその員数として、生活相談員

は１以上配置し、常勤の者でなければなりません。ただし、サテライト型居住施設（本

体施設が指定介護老人福祉施設又は介護老人保健施設の場合に限る。）の生活相談員につ

いては、常勤換算方法で１以上の基準を満たしていれば非常勤の者であっても差し支え

ないものとするとされています。 

ポイント 

事例 
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○その他の誤りやすい職員の配置基準について 

（１）管理者 

 ⇒ 管理者が別の場所にある事業所の職務を兼務していた。 

  ・原則として、常勤専従職員でなければいけません。 

・当該事業所と同一敷地内にない事業所の職務に従事することはできません。 

・施設長は資格要件を充たす必要があります。資格要件は基準条例第６条を確認してく

ださい。また、本市から通知がありますので、通知内容を確認してください。 

【特別養護老人ホーム等施設長の資格要件について】 

http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000065671.html

（２）機能訓練指導員 

 ⇒ 個別機能訓練加算や機能訓練指導体制加算を算定していないため、機能訓練指導員を

配置していなかった。 

・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護職員・柔道整復師・あん摩マッサージ

指圧師のいずれかの資格を有する者でなければいけません。 

・個別機能訓練加算又は機能訓練指導体制加算の算定有無に関わらず配置が必要です。

また、これらの加算を算定する場合は、常勤専従であることが必要です。 

（３）生活相談員  

 ⇒ 生活相談員が介護職員を兼務していたため、常勤の生活相談員が配置されていなかっ

た。 

・生活相談員が介護職員を兼務した場合、常勤とはなりません。 

・生活相談員は資格要件を充たす必要があります。資格要件について、本市から通知

がありますので、通知内容を確認してください。 

【指定介護老人福祉施設及び指定通所介護事業所における生活相談員の資格要件について】

http://www.city.kawasaki.jp/350/page/0000057002.html

（４）介護職員・看護職員 

 ⇒ 介護職員及びユニットリーダーを、ユニット単位ではなく、２ユニット単位でまとめ

て配置していた。 

（ユニット型の場合） 

・昼間は、ユニットごとに常時１人以上の介護又は看護職員を配置しなければなりま

せん。なお、２ユニットで合計２人いればいい、ということではありません。 

・夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護又は看護職員を配置し

なければなりません。なお、本市では「夜間及び深夜」の定義とは、「夕食に係る

介助終了時から朝食に係る介助開始時までの時間帯」と解しています。 

・ユニットリーダー研修の受講修了者を施設全体で２名以上配置する必要があります

（一部ユニット型施設を含む）。ただし、２ユニット以下の施設の場合には、施設

全体で１名配置することにより基準を満たすことになります。 
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① 入所の序列を待機期間のみで判断していた。 

② 入所判定会議での検討記録を残していなかった。 

③ 入所判定会議において入所を不可と判断した理由の記録が不十分だった。 

○入所申込者等への対応 

（１）提供拒否の禁止について 

 ⇒ 指定介護老人福祉施設は、正当な理由なく、指定介護福祉施設サービスの提供を拒ん

ではなりません。特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否すること

は禁止されています。 

 ⇒ 提供を拒むことのできる正当な理由とは以下のような場合です。 

① 入院治療の必要がある場合

② その他入所者に対し自ら適切な指定介護福祉施設サービスを提供することが困難な場合

 ⇒ 入退所等に係る説明は、入所者又はその家族が理解できるまで懇切丁寧に行うことが

必要です。 

（２）サービス提供困難時の対応について 

 ⇒ 入所申込者の病状等を勘案し、入所申込者に対して必要なサービスを提供することが

困難であると判断した場合には、病院又は診療所の紹介その他の適切な措置を速やかに

講じなければなりません。 

○入退所等に係る判断・方法などについて 

（１）入退所等に係る判断・方法等について 

 ⇒ 身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅におい

てこれを受けることが困難な要介護者が入所の対象となります。 

 ⇒ 入所申込者の数が入所定員を超えている場合には、介護の必要の程度及び家族等の状

況を勘案し、指定介護福祉施設サービスを受ける必要性が高い方を優先的に入所させる

よう努めなければなりません。 

 ⇒ 施設長、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等の従業者の間で検討し

た内容等については、記録しておく必要があります。 

 ⇒ 入所者の退所に際しては、本人又は家族に対し適切な指導を行うとともに、居宅サー

ビス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対する情報の提供に努め

るほか、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなけれ

ばなりません。 

○入所に関する指針について 

 ⇒ 指針は、透明かつ公平な運用を図る観点から、次の事項を盛り込まねばなりません。 

  ① 入所判定対象者の選定について 

 ② 申込者の入所の必要性の高さを判断する基準 

  ③ 施設が基準に当てはめて入所を決定する際の手続 

  ④ その他（例：老人福祉法第11条第１項第二号に定める措置委託の場合の取扱い） 

ポイント 

２ 入退所について 

事例 
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① 併設する短期入所生活介護事業所とは別に１名以上の常勤の看護士を配置していなか 

った。 

② 看護職員としての業務以外（機能訓練指導員を兼務）に従事している看護師によって 

看護体制加算（Ⅰ）を算定していた。 

○併設事業所がある場合の加算の算定方法について 

⇒ 看護体制加算（Ⅰ）については、本体施設における看護師の配置にかかわらず、指定

短期入所生活介護事業所として別に１名以上の常勤の看護師（正看護師のみ）の配置が

必要です。 

⇒ 毎月、勤務表等にって加算算定要件を満たしているかどうか確認し、根拠資料を整備 

してください。 

○機能訓練指導員が看護師である場合（平成21年 4月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.1）

⇒ 看護体制加算（Ⅱ）については、当該機能訓練指導員が看護職員としての業務に従事

している実態があれば、当該業務に係る勤務時間を常勤換算の看護職員数の中に含める

ことは可能ですが、看護体制加算（Ⅰ）については、看護職員としての業務以外の業務

に従事する看護師によって同加算を算定することは望ましくないとされています。 

○24時間連絡できる体制について

 ⇒ 看護体制加算（Ⅱ）においては、施設の看護職員、病院、診療所、指定訪問看護ステ

ーションの看護職員との連携により、24 時間連絡できる体制を確保していることが必

要です。また、以下の体制を整備しておく必要があります。 

 ① 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、夜間における連絡・対

応体制（オンコール体制）に関する取り決め（指針やマニュアル等）の整備がなされて

いること。 

 ② 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、看護職員不在時による

入所者の観察項目の標準化（どのようなことが観察されれば看護職員に連絡するか）が

なされていること。 

 ③ 施設内研修等を通じ、看護・介護職員に対し、①及び②の内容が周知されていること。 

 ④ 施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合には、電話やＦＡＸ等によ

り入所者の状態に関する引継を行うとともに、オンコール体制終了時にも動揺の引継を

行うこと。 

ポイント 

３ 看護体制加算 

事例 
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① 施設サービス計画に個別機能訓練計画を記載しているため、個別機能訓練の実施方法

について記載されていなかった。 

② 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）が確認できなかった。 

○個別機能訓練加算の留意事項について 

⇒ 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法

士等を1名以上配置して行わねばなりません。 

⇒ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、介護職員、看護職員、生活相談

員、その他の職種の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個

別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法等につ

いて評価等を行わねばなりません。 

⇒ 3月ごとに1回以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明し、記録しなけれ

ばいけません。 

⇒ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管

され、常に当該特定施設の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能な状態にしておく必

要があります。 

① 毎月継続的に所定の割合を維持、確認するための記録がなかった。 

○日常生活継続支援体制加算の留意事項について 

 ⇒ 併設型のショートステイと兼務している職員については、勤務実態、利用者数、ベッ

ド数等に基づき按分するなどの方法により、当該職員の常勤換算数を按分した上で、本

体施設での勤務に係る部分のみを加算算定の根拠としなければなりません。 

 ⇒ なお、要介護度や日常生活自立度等の割合算出に用いる入所者数についても、本体施

設の入所者数のみに着目して算出され、ショートステイの利用者数は含みません。 

 ⇒ 毎月、加算算定要件を満たしているかどうか確認を行い、根拠資料を整備しておく必

要があります。 

ポイント 

ポイント 

４ 個別機能訓練加算 

５ 日常生活継続支援体制加算 

事例 

事例 
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① 日常生活自立度にて判断したものを含め、主治医意見書等において認知症の診断を受

けていない者が含まれていた。 

② 認知症である入所者が全入所者の３分の１以上を占めていることの確認がなされてい

なかった。  

③ 療養指導を行った記録等が確認できなかった。 

○精神科を担当する医師に係る加算の留意事項について 

⇒ 認知症である入所者とは、「医師が認知症と診断した者」、または「旧措置者で従来の

『老人福祉法による特別養護老人ホームにおける認知症老人等介護加算制度について』

における認知症老人介護加算の対象者に該当している場合」です。 

⇒ 当該加算を算定する施設は、常に、認知症である入所者の数を的確に把握する必要が

あります。 

⇒ 入所者に対し療養指導を行った記録等を残しておく必要があります。 

⇒ 健康管理を担当する施設の配置医師（嘱託医）が1名であり、当該医師が精神科を担

当する医師も兼ねる場合は、配置医師として勤務する回数のうち月４回までは加算の算

定の基礎にすることはできません。 

ポイント 

 ６ 精神科を担当する医師に係る加算

事例 
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7－３ 介護老人保健施設 

① 従来型とユニット方を兼務している従業者について、時間按分されていなかった。 

② 併設事業所と兼務している理学療法士等について、時間按分されていなかった。 

③ クリニックと兼務している薬剤師について、時間按分されていなかった。 

④  ユニットリーダー研修受講者が２名以上配置されていなかった。 

○事例解説 

（１）常勤換算方法（基準条例第４条） 

⇒ 常勤換算方法を算出する場合、当該介護老人保健施設の従業者が、指定通所リハビリ

テーション等を兼務する場合、当該従業者の勤務時間数には、介護保険施設サービスに

係る勤務時間数だけが算入されます。 

（２）ユニットリーダーの配置について（基準条例第５２条） 

⇒ ユニット型指定介護老人福祉施設の開設者は、ユニットごとに常勤のユニットリーダ

ーを配置する必要があります。ただし、当面は、ユニットケアリーダー研修を受講した

従業者を各施設に２名以上配置する（ただし、２ユニット以下の施設の場合には、１名

でよいこととする。）ほか、研修受講者が配置されているユニット以外のユニットでは、

ユニットにおけるケアに責任を持つ（研修受講者でなくても構わない）従業者を決めて

もらうことで足りるとされています。 

○その他の誤りやすい職員の配置基準について 

（１）管理者 

 ⇒ 看護職員及び介護職員以外の勤務表を作成しておらず、医師等の配置数を把握してい

なかった。 

  ・知事の承認を受けた医師に管理させなければなりません。 

・原則として、常勤専従職員でなければなりません。 

  ・同一敷地内の他の事業所、施設等の職務と兼務することが可能ですが、当該介護老人

保健施設の管理上支障がない場合に限られます。 

（２）薬剤師 

・施設と直接雇用契約を締結した職員を配置してください。 

・標準（入所者の数を300で除した数以上）を満たす配置を行ってください。 

ポイント 

１ 勤務体制の確保について 

事例 
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（３）看護師、准看護師及び介護職員  

・常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに1以上配置しなければ

なりません。 

・標準（看護職員は「7分の２」程度、介護職員は「7分の5」程度）を満たす配置

を行ってください。 
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① 入退所判定会議とサービス担当者会議を同時に開催し、検討していた。 

② 入退所判定会議の記録がサービス担当者会議の記録と同一になっていた。 

③ 入所継続や退所の判断に至った検討の経過記録が残されていなかった。 

④ 服薬している薬の薬価や薬種、認知症等の一定の状態をもって機械的に入所を拒否し

ていた。 

○入所申込者等への対応 

（１）提供拒否の禁止について 

 ⇒ 介護老人保健施設は、正当な理由なく、介護保険施設サービスの提供を拒んではなり

ません。特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することは禁止さ

れています。 

 ⇒ 提供を拒むことのできる正当な理由とは以下のような場合です。 

  ① 入院治療の必要がある場合

  ② その他入所者に対し自ら適切な介護保健施設サービスを提供することが困難な場合

 ⇒ 入退所等に係る説明は、入所者又はその家族が理解できるまで懇切丁寧に行うことが

必要です。 

（２） サービス提供困難時の対応について 

 ⇒ 入所申込者の病状等を勘案し、入所申込者に対して必要なサービスを提供することが

困難であると判断した場合には、病院又は診療所の紹介その他の適切な措置を速やかに

講じなければなりません。 

○入退所等に係る判断・方法などについて 

（１）入退所等に係る判断・方法等について 

 ⇒ 心身の状況及び病状並びに置かれている環境に照らし、病状が安定期にあり、施設に

おいて看護、医学的管理の下における介護、機能訓練その他必要な医療等が必要である

と認められる要介護者が入所の対象となります。 

 ⇒ 入所申込者の数が入所定員を超えている場合には、医学的管理の下における介護及び

機能訓練の必要性を勘案し、介護保険施設サービスを受ける必要性が高い方を優先的に

入所させるよう努めなければなりません。 

 ⇒ 医師、薬剤師、看護職員、介護職員、支援相談員、介護支援専門員等の従業者の間で

検討した内容等については、記録しておく必要があります。 

 ⇒ 居宅における生活への復帰の可否の検討は、入所後早期に行うこと。また、その検討

は病状及び身体の状態に応じて適宜実施すべきものですが、少なくとも3月ごとには行

わなければなりません。 

 ⇒ 入所者の退所に際しては、本人又は家族に対し適切な指導を行うとともに、居宅サー

ビス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対する情報の提供、退所

後の主治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供す

る者との密接な連携に努めなければなりません。 

ポイント 

２ 入退所について 

事例 
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① 保険医療機関に受診させた際、施設負担の医療費を家族に負担させていた。 

② 入所期間中の薬を持参させたり、薬価の高い薬を希望する家族等からの入所申込を拒

否していた。 

③ 医療機関を受診する際の交通費を入所者の負担としていた。 

④ 入所者が協力病院への緊急搬送が必要なとき、家族に搬送を求めていた。 

○介護老人保健施設における医療の考え方について

（１） 介護老人保健施設の入所者に対しては、施設の医師が必要な医療を行うことになり

ます。 

（２） 入所者の病状等からみて当該介護老人保健施設で必要な医療の提供が困難な場合は、

協力病院その他適当な病院若しくは診療所への入院のための措置を講じ、又は他の医

師による往診や通院により入所者の診療について適切な措置を講じなければなりませ

ん。 

（３） 介護老人保健施設が、入所者の診療のため保険医の往診を求めたり、保険医療機関

へ通院させる場合は、施設の医師と保険医とが協力して入所者の診療に当たるべきで

あるとされています。 

※ 施設の医師の指示等により通院する場合は、原則として施設職員が付き添うように

します。 

○通院、往診及び薬の取扱いにおける留意点

（１） 施設が判断した他の医療機関への通院は、介護保健施設サービスの一環として施

設が対応する必要があります。 

（２） 入所中に入所者が保険医療機関に受診した場合、介護保険と医療保険の給付調整

により医療保険に請求できない項目について、入所者及び家族に費用負担が生ずる

ことはありません。 

（３） 短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護の利用者についても、介護老人保

健施設入所者と同様の扱いとなります。 

（４） 入所中に使用する「薬」の費用は、医療保険機関等の受診時に医療保険で対応で

きるもの等、一部を除き介護報酬に含まれます。よって、施設で提供する薬、受診

時に医療保険で対応できない薬については、施設で負担し、入所者又は家族等から

その費用を徴収することはできません 

※ その他の留意点 

・薬の持参を入所条件にすることはできません。 

・薬価の高さを理由に入所を拒否することはできません。 

・３か月ごとに、退所⇒入所を機械的に繰り返し薬の持参を求めることはできません。 

ポイント 

３ 医療の提供及び通院等の取り扱いについて 

事例 
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① 在宅において介護を受けることになったものの数に、病院への退所者を含んでいた。 

② 届出の要件である退所者の在宅における生活が継続する見込みが、前６月間において

継続の見込みの確認と記録がなかった。 

○在宅復帰支援機能加算の留意事項について 

⇒ 在宅とは、「自宅その他自宅に類する住まいである有料老人ホーム、認知症高齢者グル

ープホーム及びサービス付き高齢者向け住宅等を含むものである。」とあるため、医療機

関への入院による退所者は含まれません。

⇒ 「退所者の在宅における生活が１月以上（退所時の要介護区分が要介護4又は５の場

合にあっては14日以上）継続する見込みであることを確認し、記録していること。」と

あるが、届出の要件である前6月間において継続の見込みの確認と記録が必要です。

① 病名が確定する前に、肺炎や尿路感染症の疑いのある入所者に投薬、検査等を行った

 日から所定疾患施設療養費を算定していた。 

○所定疾患施設療養費の留意事項について 

 ⇒ 病名が確定するまで算定はできません。 

① 入所後 1月を超えない入所者に算定していた。 

② 病院、施設に入院、入所した者に対して算定していた。 

③ 指導内容の要点が記録されていなかった。 

④ 本人の同意が得られていなかった。 

○退所時指導等加算の留意事項について 

 ⇒ 退所時指導等加算は、入所後1月を超える入所者が対処し、所定の退所指導を行った

場合に算定できます。 

ポイント 

ポイント 

ポイント 

４ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算 

６ 退所時指導等加算 

事例 

事例 

事例 
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 ⇒ 退所時情報提供加算は、病院又は診療所へ入院する場合、他の介護保険施設へ入所又

は入院する場合、死亡退所の場合は算定できません。 

 ⇒ 退所後の療養上の指導内容については、診療録等に記録を残してください。 

 ⇒ 入所者又は家族に十分説明し同意を得た上で実施すること。

① 認知症専門棟の入所者の単位分け、単位ごとに固定した職員の配置を行っていなかっ 

 た。 

② 家族介護教室の部屋が使用不可能な状況になっていた。 

○認知症ケア加算の留意事項について 

 ⇒ 入所者10人を1単位とし、かつ単位ごとに職員を固定配置してサービス提供を行わ

なければなりません。（1単位は10名を標準としています。） 

 ⇒ 入所者の家族に対する介護方法に関する知識及び技術の提供のために必要な施設であ

って、面積３０㎡以上のものを設けなければなりません。 

① 医療診療報酬点数表の地域連携診療計画管理料を算定した急性期病院から直接老健に

入所した場合に算定していた。 

○地域連携診療計画情報提供加算の留意事項について 

 ⇒ 当該加算は、医療診療報酬点数表の地域連携診療計画管理料及び地域連携診療計画

退院時指導料（Ⅰ）を算定して当該医療機関を退院した患者が、老健に入所した場合

に限り算定することができます。 

つまり、地域連携診療計画管理料を算定した医療機関（急性期病院）から、地域連

携診療計画退院時指導料（Ⅰ）を算定した医療機関（回復期病院）を経て、老健に入

所した場合でなければ算定することができません。 

ポイント 

ポイント 

７ 認知症ケア加算 

８ 地域連携診療計画情報提供加算 

事例 

事例 
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① 記録上、どの職種の職員が関わっているのか確認できなかった。 

○入所前後訪問指導加算の留意事項について 

 ⇒ 入所前後訪問指導は、医師、看護職員、支援相談員、理学療法士又は作業療法士、栄

養士、介護支援専門員が協力して行うこととされているため、どの職種の職員がどのよ

うに関わったかがわかる記録を残すようにしてください。 

① 退所前訪問指導を行った後に、退所が見送りになり、退所しなかった場合にも算定し

ていた。 

○退所前訪問指導加算の留意事項について 

 ⇒ 当該加算は退所日に算定することとなっています。退所しなかった場合には算定でき

ません。 

① 入所後１月を超えない入所者が退所した際に、退所時指導加算を算定していた。 

② 退所先が他の介護老人福祉施設だった者に対し算定していた。 

○退所時指導等加算の留意事項について 

⇒ 退所時指導加算は、入所後１月を超える入所者が退所し、所定の退所指導を行った場

合に算定します。 

⇒ 退所時情報提供加算は、病院又は診療所へ入院する場合、他の介護保険施設へ入所又

は入院する場合、死亡退所の場合は算定できません。 

ポイント 

ポイント 

ポイント 

９ 入所前後訪問指導加算 

１０ 退所前訪問指導加算 

１１ 退所時指導等加算 

事例 

事例 

事例 
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① 医師の指示書において指示内容の記載がない事例が確認された。 

② 週に２回しかリハビリテーションが実施されていなかった。 

○認知症短期集中リハビリテーション実施加算の留意事項について 

 ⇒ 短期集中リハビリテーション実施加算について、入所者に対して、医師又は医師の指

示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、その入所の日から起算して３月

以内の期間に集中的にリハビリテーションとして、１週につき概ね3 日以上実施するこ

ととされています。 

ポイント 

１２ 認知症短期集中リハビリテーション実施加算 

事例 
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７－４ 介護療養型医療施設 

① 管理者、医師のタイムカードに出勤時の打刻がなく、勤務状況が確認できなかった。 

② 勤務表において、常勤・非常勤の別及び職種の兼務状況についての記載がなく確認で

きなかった。 

○勤務体制の確保など 

⇒ 介護療養型医療施設は、入院患者に対し、適切な指定介護療養施設サービスを提供で

きるよう従業者の勤務の体制を定めなければなりません。 

⇒ 介護療養型医療施設は、当該指定介護療養型医療施設の従業者によって指定介護療養

施設サービスを提供しなければなりません。ただし、調理業務、洗濯等の入院患者の処

遇に直接影響を及ぼさない業務については、第三者への委託等を行うことが認められて

います。 

⇒ 介護療養型医療施設は、従業者の資質の向上を図るため、研修期間が実施する研修や

当該施設内の研修への参加の機会を計画的に確保しなければなりません。 

○勤務表の作成における留意点について 

（１）勤務表の作成について 

⇒ 原則として月ごと病棟ごと職種ごと（医師含む）勤務表を作成します。 

⇒ 勤務表には、従業者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、看護職員及び介護職員等

の配置、管理者及び医師の兼務関係等を明確にする必要があります。 

（２）勤務表における勤務時間について 

 ⇒ 勤務時間は、休憩時間を除いた実労働時間を記載してください。ただし、残業時間は

除きます。 

 ⇒ 従業者の出張や休暇に係る時間は常勤・非常勤職員により取扱いが異なります。 

  ① 常勤職員については、暦月で１月を超えるものでない限り、勤務したものとみなす

ことができ、常勤換算の計算に含めることができます。 

  ② 非常勤職員については、常勤換算の計算に含めることができません。 

 ⇒ 併設される他事業や同一敷地内の他職種等と兼務する場合、勤務時間を職種毎に按分

する必要があります。 

 ⇒ 介護支援専門員が支障の無い範囲で他業種を兼務する場合は、按分する必要はありま

せん。この場合に、兼務する介護支援専門員の配置により、介護支援専門員の配置基準

を満たすと共に、当該介護支援専門員の勤務時間の全てを、兼務する他の職務の勤務時

間に参入できます。 

ポイント 

１ 勤務体制の確保について 

事例 
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○入院申込者等への対応 

（１）提供拒否の禁止について 

 ⇒ 指定介護療養型医療施設は、正当な理由なく、指定介護療養施設サービスの提供を拒

んではなりません。特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否するこ

とは禁止されています。 

 ⇒ 提供を拒むことのできる正当な理由とは以下のような場合です。 

  ① 入院治療の必要がない場合

  ② 患者に対し自ら適切な介護療養施設サービスを提供することが困難な場合

 ⇒ 入退院等に係る説明は、患者又はその家族が理解できるまで懇切丁寧に行うことが必

要です。 

（２） サービス提供困難時の対応について 

 ⇒ 患者の病状等を勘案し、入院申込者に対して必要なサービスを提供することが困難で

あると判断した場合には、病院又は診療所の紹介その他の適切な措置を速やかに講じな

ければなりません。 

○入退院等に係る判断・方法などについて 

（１）入退所等に係る判断・方法等について 

 ⇒ 長期にわたる療養が必要であると認められる要介護者が入院患者の対象となります。 

 ⇒ 入院を申込みを行っている患者の数が定員を超えている場合には、長期にわたる療養

及び医学的管理の下における介護の必要性を勘案し、指定介護療養施設サービスを受け

る必要性が高い方を優先的に入院させるよう努めなければなりません。 

 ⇒ 患者の退院に際しては、本人又は家族に対し適切な指導を行うとともに、居宅サービ

ス計画の作成等の援助に資するため、居宅介護支援事業者に対する情報の提供、退院後

の主治の医師に対する情報の提供その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する

者との密接な連携に努めなければなりません。 

２ 入退院について 
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○介護療養型医療施設における医療 

⇒ 診療の方針（療養型条例第１９条） 

（１） 介護療養型医療施設の医師は、常に入院患者の病状や心身の状態等の把握に努める

こと。特に、診療に当たっては、的確な診断に基づき、入院患者に対して必要な検査、

投薬、処置等を適切に行うものとします。 

（２） 入院患者の病状の急変等により、自ら必要な医療の提供が困難であると認めたとき

は、他の医師による診療を求めるなど 必要な措置を講じるものとします。  

○通院、往診及び薬の取扱いにおける留意点

（１）介護保険法の規定による保険給付の優先について 

① 介護保険の給付は医療保険の給付に優先することとされています。 

② 医療保険から給付を行うもの 

ア（ア） 介護保険適用病床に入院している要介護被保険者である患者が、急性増悪等に

より密度の高い医療行為が必要となった場合については、当該患者を医療保険適

用病床に転床させて療養を行うことが原則です。 

※ 介護保険適用病床に入院している患者が、急性増悪等により一般病棟での医療

が必要となり、同病棟に転棟した場合は、転棟後30日までの間は、新規入院

患者と同様に取り扱うこと。 

（イ）  患者の状態、病床の空き状況等により、患者を転床させず、当該介護保険適用

病床において緊急に医療行為が行われた場合、当該緊急に行われた医療に係る給

付については、医療保険から行います。ただし、介護保険から給付される部分に

相当する療養については、医療保険からの給付は行いません。 

イ 療養病棟に該当する病棟が一つである病院において、介護保険適用の指定を受ける

ことにより要介護被保険者以外の患者等に対する対応が困難になることを避けるた

め、当該病院において、あらかじめ病室（当該病院にあっては、患者の性別ごとに各

１つの合計２つの病室（各病室の病床数が４を超える場合については４病床を上限と

する。））を定め、当該病室について地方厚生（支）局長に届け出た場合は、当該病室

において行った療養に係る給付は、医療保険から行います。 

ウ 介護保険適用病床に入院している患者に対し歯科療養を行った場合についての当

該療養に係る給付については医療保険から行います。 

（２）介護保険適用病床に入院中に医療保険からの給付を受けた場合の取扱いについて 

①   介護保険適用病床において、緊急その他の場合において療養の給付を受けた場合に

おいて、当該医療保険における請求については、「入院外」のレセプトを使用します。 

②   この場合において、医療保険における患者の一部負担の取扱いについても通常の外

来に要する費用負担によります。 

（３）介護療養型医療施設に入院中の患者の医療保険における他保険医療機関への受診につ

いて 

①  介護療養型医療施設に入院中の患者が、当該入院の原因となった傷病以外の傷病に罹

患し、当該介護療養型医療施設以外での診療の必要が生じた場合は、他保険医療機関へ

転医又は対診を求めることを原則とします。 

②  介護療養施設サービス費を算定している患者について、当該介護療養施設サービス費

 ３ 医療の提供及び薬等の取り扱いについて 
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に含まれる診療を他保険医療機関で行った場合には、当該他保険医療機関は当該費用を

算定できません。 

③  ② にかかわらず、眼科等の専門的な診療が必要となり、当該介護療養型医療施設に当

該診療に係る診療科がない場合に、当該診療に係る専門的な診療科を標榜する他保険医

療機関において、次に掲げる診療行為を含む診療行為が行われた場合は、当該患者につ

いて算定する介護療養施設サービス費に含まれる診療が当該他保険医療機関において行

われた診療に含まれる場合に限り、当該他保険医療機関において、当該診療に係る費用

を算定できます。ただし、短期滞在手術等基本料２及び３、医学管理等、在宅医療、投

薬、注射及びリハビリテーションに係る費用（当該専門的な診療科に特有な薬剤を用い

た投薬又は注射に係る費用を除く。）は算定できません。 

ア 初・再診料         オ 精神科専門療法    ケ 放射線治療 

イ 短期滞在手術等基本料１  カ 処置         コ 病理診断 

ウ 検査            キ 手術 

エ 画像診断          ク 麻酔 

＊ 入院患者が他の医療機関を外来受診した場合に限り算定します。 

入院した場合は含みません。 

（４）介護療養施設サービス費の範囲について 

①  療養型介護療養施設サービス費については、医療保険の診療報酬点数表における入

院基本料（入院診療計画、院内感染対策、褥瘡対策に係る費用分を除く。）、夜間勤務

等看護加算及び療養病棟療養環境加算並びにおむつ代を含むものです。 

②  認知症疾患型介護療養施設サービス費については、医療保険の診療報酬点数表にお

ける特定入院料（入院診療計画、院内感染対策、褥瘡対策に係る費用分を除く。）及び

おむつ代を含むものです。 

（５）介護調整告示について 

要介護被保険者等である患者に対し算定できる診療報酬点数表に掲げる療養について

は、介護調整告示によるものとされています。 

「要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合」 

（平成20年厚生労働省告示第128号） 

「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関

連する事項等について」 

（平成18年老老発第0428001号・保医発第0428001号）の別紙を参照 
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① 入所後１月を超えない入所者が退所した際に、退所時指導加算を算定していた。 

② 退所先が他の介護老人福祉施設だった者に対し算定していた。 

③ 退院時指導加算を算定していたが、在宅に退院した入院患者及び家族に対して行った

療養上の指導について、指導内容の要点が記載されていなかった。 

④ 主治医へ必要な情報の提供等を行っていたが、入院患者の同意を得ていなかった。 

○退所時指導等加算の留意事項について 

⇒ 退所時指導加算は、入所後１月を超える入所者が退所し、所定の退所指導を行った場

合に算定します。 

⇒ 退所時情報提供加算は、病院又は診療所へ入院する場合、他の介護保険施設へ入所又

は入院する場合、死亡退所の場合は算定できません。 

⇒ 退院後の療養上の指導内容については、診療録等に記載を残してください。 

⇒ 入院患者の同意を得た上で、診察状況を示す文書を添えて必要な情報を提供してくだ

さい。 

① 障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準による自立度ランクがＢ以上では

ない患者に算定していた。 

○褥瘡対策指導管理の留意事項について 

⇒ 障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）判定基準による自立度ランクがＢ以上に該

当する患者について、常時、褥瘡対策を取っている場合に算定できます。

① 薬剤管理指導記録に入院患者の要介護度を記入する欄が設けられていなかった。 

○薬剤管理指導の留意事項について 

⇒ 薬剤管理指導記録には、入院患者の要介護度を記載することが必要です。

 ４ 退院時指導等加算 

ポイント 

ポイント 

ポイント 

 ６ 薬剤管理指導 

事例 

事例 

事例 
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① 理学療法（Ⅰ）を算定すべき施設基準に適合しているものとして、県に届出を行った

施設において、あん摩マッサージ指圧師等理学療法士以外の従事者が訓練を行った場

合について、理学療法（Ⅰ）を算定していた。 

② 常勤の理学療法士を２名配置し、理学療法（Ⅰ）を算定していたが、２名とも同じ病

院の回復期リハビリテーション病棟の常勤理学療法士を兼任していた。   

○理学療法の留意事項について 

⇒ あん摩マッサージ指圧師等理学療法士以外の従事者が訓練を行った場合は、当該療法

を実施するにあたり、医師又は理学療法士が従事者に対し事前に指示を行い、かつ理学

療法士が従事者とともに訓練を受ける全ての患者の運動機能訓練の内容等を的確に把握

するとともに、事後に従事者から医師又は理学療法士に対し当該療法に係る報告が行な

われる場合に限り、理学療法(Ⅱ)に準じて算定します。。 

 ⇒ 専任の常勤医師及び専従する常勤理学療法士がそれぞれ１人以上勤務することが必要

です。 

① リハビリテーション実施計画について、内容を入院患者又はその家族に説明して同意

を得ることをしていなかった。 

○作業療法の留意事項について 

⇒ 作成したリハビリテーション実施計画については、入院患者又はその家族に説明し、

同意を得てください。 

① 摂食機能訓練を２０分実施したことをもって、加算を算定していた。 

○摂食機能療法の留意事項について 

⇒ １回に付き３０分以上、摂食機能訓練を実施した場合に算定できます。。 

ポイント 

ポイント 

ポイント 

 ７ 理学療法【特定診療費】 

 ８ 作業療法【特定診療費】 

 ９ 摂食機能療法【特定診療費】 

事例 

事例 

事例 
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① 介護療養型医療施設を退院した１月後に同じ介護療養型医療施設に再入院した場合に

算定していた。 

○短期集中リハビリテーションの留意事項について 

⇒ 介護療養型医療施設を退院後に同じ介護療養型医療施設に再入院した場合には、退院

日から３ヶ月経過していなければ算定できません。なお、別の介護療養型医療施設に入

院した場合は算定できます。 

① 一般病床に２ヶ月間入院した後に転床してきた患者に対し初期加算を算定していた。 

② 当該施設から、介護療養型以外の病院に 18日間入院し、退院後に再入所した際に算定

していた。 

○初期加算の留意事項について 

⇒ 同一施設内の医療保険適用病床から介護保険適用病床へ転床した場合、医療保険適用

病床に入院した日を起算日とします。この事例では、一般病床に入院した日から 30 日

を経過しているので、初期加算は算定できません。 

⇒ 過去 3月間（日常生活自立度ランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者は過去1月間）の間に

当該介護療養型医療施設に入所したことがない場合に算定できます。 

① 当初から居宅サービス計画に位置付けて予定通り利用している利用者について、家族

等の事情により急遽、緊急的に延長した場合に算定していた。 

○緊急短期入所受入加算の留意事項について 

⇒ 居宅サービス計画に位置づけられていない緊急の利用者を受け入れた場合の初期の手

間を評価するものであることから、予定通り入所した場合は算定できません。 

ポイント 

ポイント 

ポイント 

 １０ 短期集中リハビリテーション【特定診療費】 

 １１ 初期加算 

 １２ 緊急短期入所受入加算（短期入所療養介護） 

事例 

事例 

事例 
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7－5 短期入所サービス 

① 短期入所生活介護計画を生活相談員が作成していた。 

② 短期入所生活介護を 4 日以上利用していたにも関わらず、短期入所生活介護計画を作

成せずにサービス提供していた。 

③ 短期入所生活介護計画は作成していたが、利用者又はその家族に対して説明し、同意

を得ていることが確認できなかった。 

④ 短期入所生活介護計画が、サービス提供前に作成されていなかった。 

○ 短期入所生活（療養）介護計画の留意点について
⇒ 指定短期入所生活介護事業所（短期入所療養介護事業所）の管理者は、相当期間以上にわ
たり継続して入所することが予定されている利用者については、短期入所生活介護計画およ
び短期入所療養介護計画を作成する必要があります。 

⇒ この場合の「相当期間以上」とは「おおむね４日以上」となります。 

⇒ なお、同月に複数回利用する場合、毎月利用する場合等においても、４日以上の利用が予
定されている場合については、利用の都度、計画を作成する必要があります。 

⇒ ４日未満の利用者にあっても、利用者を担当する居宅介護支援事業者等と連携をとること
等により、利用者の心身の状況等を踏まえて、他の短期入所生活（療養）介護計画を作成し
た利用者に準じて、必要な介護及び機能訓練等の援助を行わなければなりません。 

⇒ 指定短期入所生活介護事業所（短期入所療養介護事業所）の管理者は、サービスの提供前
から終了後に至るまでの利用者が利用するサービスの継続性に配慮して、他の従業者と協議
の上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した短
期入所生活介護計画（短期入所療養介護計画）を作成しなければいけません。 
また、作成した際は、利用者又はその家族に対して説明し、同意を得た上で交付しなけ
ればなりません。 
内容への同意のサインをもらうだけでなく、説明した日と交付した日がわかるような記
録が必要です。 

⇒ 計画作成が必要なサービスについては、各サービス計画が作成されていない状態で提供
されたサービスや、計画に位置付けられていないサービスの提供は、介護保険の指定介護
サービス提供とはなりません（介護給付の対象とはなりません）。
そのようなサービス提供について、介護報酬を請求していた場合は、報酬返還になりま
す。

⇒ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよ
う、認知症の状況等利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適切に
行わなければなりません。 

 ※短期入所療養介護にも同様の基準がありますので、基準条例を確認してください。 

ポイント 

事例 
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① 利用者に対し一律に月額の日常生活用品費を徴収していた。 

② 介護サービスの提供に必要な消耗品費（排泄介助に使用する介護用手袋）を利用者か

ら徴収していた。 

○利用者から徴収する費用 

⇒ 「その他の日常生活費」とは、入所者等又はその家族等の自由な選択に基づき、事業

所がサービス提供の一環として提供する日常生活上の便宜にかかる経費のことを言いま

す。 

⇒ 利用者から徴収する「その他の日常生活費」については、あらかじめ利用者等又はそ

の家族に対して、当該サービスの内容及び費用等十分に説明を行い、利用者の同意を得

なければなりません。また、当該同意については、入所者等及び介護保険施設等双方の

保護の観点から、当該サービスの内容及び費用の額を明示した文書に、入所者等の署名

を受けることにより行われることとされています。 

なお、新たに利用料の設定・取消等を行う場合については、運営規定（料金表）へ明

記し、市への事前の届出が必要です。 

⇒ 「その他の日常生活費」に該当しない費用についても、「その他の日常生活費」と同様

の取扱いが適当であるとされています。 

○事業所が利用者等から費用を徴収する際の留意事項について 

⇒ 提供される便宜については、次の全ての要件を満たしていなければなりません。 

（１）提供される便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重複関係がないこと。 

（２）保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目（お世話料、管

理協力費、共益費等）による費用の受領ではないこと。 

（３）入所者等又はその家族等の自由な選択に基づいて行われるものであること。 

（４）料金の設定にあたっては、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で行われる

こと。（※実費金額より多く請求することは認められません。） 

（５）運営規定により定められており、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、施

設の見やすい場所に掲示されていること。 

（６）すべての入所者等に対して一律に提供し、その費用を画一的に徴収するものではないこと。 

○利用者から徴収することができない主な費用 

⇒ 以下に挙げる費用は、利用者が同意している場合においても徴収することができない

主な費用となります。 

・介護上必要な標準的な福祉用具（リクライニング車椅子含む）にかかる費用 

・介護サービスの提供に必要な消耗品費にかかる費用（排泄介助に使用するお尻拭き、介

護用手袋等） 

・医療機関への通院にかかる付き添い費用 

・寝具、シーツ、枕カバーにかかる費用 

・徴収にふさわしくない費用（共用の雑誌代等） 

・通常の送迎地域外からの送迎にかかる費用（送迎加算を算定している場合） 

ポイント 

２ 利用料等の受領 

事例 
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① 食費の設定について 1 日単位の設定とし、午前中に退所しているにも関わらず、1 日

分の食費を徴収していた。 

○ショートステイにおける食費の設定における留意点

⇒ ショートステイにおける食費の設定については、「原則として１食ごとに分けて設定す

ること」とされ、１日単位で食費を設定していた事業所については、１食ごとに分ける

手続きを行っていただきました。 

⇒ １食ごとに食費を設定した場合、利用者への請求額、特定入所者介護サービス費の請

求については、以下のとおり行うことになりますので、御注意ください。 

（例） 朝食 400円、昼食450円と設定され、かつ利用者負担第３段階（食費６５０円）

の利用者 

 （１）朝食のみ提供 

  利用者負担額・・・４００円、特定入所者介護サービス費・・・０円 

 （２）朝食・昼食のみ提供 

 利用者負担額・・・６５０円、特定入所者介護サービス費・・・２００円 

ポイント 

事例 
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① 事業所でショートステイ利用者について、一律の入所時間と退所時間を設定していた。

② 利用者の入所日と退所日の時間帯が重複することにより、日中、一時的に利用者数が

利用定員を上回っていた。 

○入所時間と退所時間の留意事項について 
⇒ 短期入所生活介護及び短期入所療養介護については、１日単位の報酬設定となってい
ることから、利用開始日及び終了日については、その利用者が希望する時間までの利用
が可能となります。 
事業所が一律に入所時間・退所時間を設定することはできません。 

⇒ 短期入所生活介護において満床である場合、利用者の入退所について、利用時間が重
ならない形であれば、運営基準違反とはなりませんが、日中、一時的であっても、利用
時間が重複し、利用者が利用定員を上回る状態でサービス提供を行った場合については
、災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合を除き、重複した時間帯について定員
超過となり、運営基準違反となります。 

① ５月１日の午前１０時に１名退所、午後３時に１名入所の場合 
  ⇒問題なし 

② ５月１日の午前１０時に１名入所、午後３時に１名退所の場合 
  ⇒重複した時間帯について運営規準違反（午前１０時～午後３時） 

 ⇒ 定員超過利用に該当する場合、減算の取扱いについては、暦月で平均利用者数を算出
し用いることから、日中一時的に、利用者数が利用定員を上回る状態でサービス提供を
行った場合であっても、直ちに定員超過利用の減算に該当することにはなりませんが、
減算要件に当てはまらなくとも、１日でも定員超過があれば基準違反となることに留意
していただく必要があります。 

⇒ なお、上記「その他やむを得ない事情」とは、例えば、利用者の家族の急な病気や事
故等の突発的な事由により、急遽、当該日に（予定より１日早く等）利用者を受け入れ
る必要が生じた場合など、あくまで災害や虐待等に類する「不測の事態」を言うもので
す。 

⇒ よって、入所及び退所日の重複による日中の定員超過が、特別な事情なく、容易に常
態化することは不適切です。 

ポイント 

 ４ 入所時間と退所時間について 

事例 
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① 事業所で送迎加算を算定する利用者について、入所時に、家族等に対し、送迎車の同

乗及び入所立会いを依頼していた。 

② 事業所で送迎加算を算定する利用者について、退所時に、家族等に対し、退所立会い

及び送迎車の同乗を依頼していた。 

○送迎加算の留意事項について 

⇒ 短期入所生活介護及び短期入所療養介護における「送迎加算」は、家族等の事情から

みて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して算定されます。 

⇒ そのため、この「送迎加算」を算定する利用者については、家族等に対して、入所・

退所時の送迎車に同乗を求めたり、入所・退所時に立会いを求めることはできません。 

⇒ また、介護支援専門員等に対しても、同様の行為を求めることはできません。 

⇒ 送迎記録をメモ紙等での記録ではなく、日付、時間、利用者名、介助者等、加算の根拠

となる書類として記録し、保管してください。 

ポイント 

 ５ 送迎加算について 

事例 
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① 短期入所生活介護事業所で、機能訓練を実施していなかった。 

② 短期入所療養介護事業所で、機能訓練を実施していなかった。 

○機能訓練の留意事項について 
⇒ 短期入所生活介護・療養介護は、利用者の心身の機能の維持（療養介護は、療養生活
の質の向上）と、利用者家族の身体的・精神的負担の軽減を図るものです。 
（療養介護は、看護・医学的管理の下に行われます。） 

⇒ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資する
よう、認知症の状況等利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適
切に行わなければなりません。 

  ※短期入所療養介護にも同様の基準がありますので、基準条例を確認してください。 

○短期入所生活介護における「機能訓練」について 
⇒ 短期入所生活介護は、利用者の心身の状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送る
上で必要な生活機能の改善又は維持のための機能訓練を行わなければなりません。 

⇒ その際には、利用者の家庭環境等を十分に踏まえて、日常生活の自立を助けるため、
必要に応じて提供しなければなりません。 

⇒ 日常生活及びレクリエーション、行事の実施等に当たっても、その（実施された機能
訓練の）効果に配慮する必要があります。 
 ※ 短期入所生活介護は、適宜利用者のためのレクリエーション行事を行わなければな
りませんが、この行事は、「機能訓練」の趣旨を踏まえて行うものです。 

※ 例えば、利用者が介助なしで自ら食事を摂る、トイレに自力で行く等の日常生活上
の行為や、風船バレー、ボウリング等のレクリエーションは、日常生活を送る上で必
要な生活機能の改善又は維持等の効果に配慮して行う必要があります。 

⇒ 機能訓練指導員は1名以上配置しなければなりません。 

⇒ 機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行
う能力を有する者となっていますが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療
法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ師の資格
を有する者となります。 

⇒ ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事等を通じて行う機能訓練につい
ては、当該事業所の生活相談員又は介護職員が兼務して行っても差し支えありません。 

○短期入所療養介護における「機能訓練」について 
⇒ 短期入所療養介護は、利用者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助
けるため、必要な理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを、加算の有無
に関わらず行わなければなりません。 

⇒ その際には、利用者の心身の状況及び家庭環境等を十分に踏まえて、日常生活の自立
を助けるため、必要に応じて提供しなければなりません。  

ポイント 

 ６ 機能訓練について 

事例 
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○医師の受診・往診の留意事項について 
⇒ 短期入所生活介護においては、医師を１以上配置することとされており、利用者の継
続的かつ定期的な医学的健康管理を行うことを含め、常に利用者の健康の状況に注意し
必要に応じて健康保持のための必要な措置をとらなければならないとされています。 

配置医師の利用者に対して行った診療については、介護報酬等の他給付において評価
されていることから、一部算定できない診療報酬等があります。 

また、配置医師以外の受診や往診について、緊急の場合又は患者の傷病が当該配置医
師の専門外にわたるものであるため、特に診療を必要とする場合を除き、それぞれの施
設に入所している患者に対して、みだりに診療を行ってはならないとされております。 

詳しくは、厚生労働省保険局医療課長通知「特別養護老人ホーム等における療養の給
付の取扱いについて」を御覧ください。 

【神奈川県医療保険課ホームページ】 
（http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f520288/） 

ポイント 

 ７ 短期入所生活介護利用中の医師の受診・往診について 
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川 崎 市 介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合 事 業 業 務 実 施 マ ニ ュ ア ル P2抜 粋

１  川崎市介護予防・日常生活支援総合事業の概要  

川崎市介護予防・日常生活支援総合事業８－１ 
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川 崎 市 介 護 予 防 ・ 日 常 生 活 支 援 総 合 事 業 業 務 実 施 マ ニ ュ ア ル P4抜 粋

２  総合事業開始に伴う主な変更点  
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１．新たな対象者区分「事業対象者」関係   

問１－１  総合事業のサービスは「事業対象者」でないと利用がで

きないのか。   

総合事業サービスは、「要支援１・２」の方と新たな対象者区

分である「事業対象者」の方が利用ができます。  

なお「要支援１・２」の方は「認定有効期間開始日が平成 28年 4

月以降の方」から現行の予防訪問介護・予防通所介護に代わり、川

崎市総合事業の「訪問型サービス」「通所型サービス」の利用にな

ります（「事業対象者」手続きは不要です）。  

問１－５  認定申請と併せて「事業対象者」の手続きを行うことは

可能か。  

本市においては、認定申請と同時または認定申請中の方が「事

業対象者」の手続きを行うことはできません。  

原則、本市においては新規の介護サービス利用希望の相談があ

った場合、基本チェックリストのみによる本人の状態の判断が困難

なため、本人の状態等を適切に踏まえ適切なサービスにつなげるた

め、本人が「事業対象者」手続きを希望する場合を除き、これまで

同様、認定申請の案内を行いますので、認定申請と併せて「事業対

象者」の手続きを行うことは不可となります。  

 また、要支援の方等で認定有効期間の満了を迎える利用者の方に

ついても、「事業対象者」手続きにより、有効期間終了日以降、引

き続き総合事業のサービスのみを利用することは可能ですが、この

場合も、認定有効期間満了日までに、ケアマネジメントのプロセス

における本人の希望や本人の状況等から適切なサービスにつなげる

ことに留意し、更新申請を行うか「事業対象者」手続きを行うか、

いずれかを選択する必要があります。  

３  川崎市介護予防・日常生活支援総合事業 Q＆ A 抜粋  
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問１－１１  平成 28年 4月以降の認定結果が要支援２で出た場合、  

１ヶ月 10,473単位の範囲で総合事業のサービスも利  

用できるという理解でよいか。  

  貴見のとおりです。  

問１－１３  「事業対象者」手続き周知のため基本チェックリス  

用紙を他の施設等に配布・設置してもよいか。  

 総合事業における基本チェックリストの活用方法は、従来の二次

予防対象者把握事業のように、市町村から積極的に配布するもので

はなく、介護予防ケアマネジメントのプロセスにおいて適切なサー

ビスにつなげるための本人の状況を確認するものとして活用するも

のであることから、周知の目的で、基本チェックリスト用紙を他の

施設等に配布・設置することは想定していません。  

３．事業者指定手続き関係   

問３－１  川崎市総合事業のサービスの指定を受けない場合、認定

有 効 期 間 開 始 日 が 平 成 28年 4月 以 降 の 要 支 援 者 に 対 し て

サービス提供を行うことは可能か。  

川 崎 市 の 総 合 事 業 サ ー ビ ス の 指 定 を 受 け な い 場 合 、 １ 年 間 （ 平

成 29年 3月 31日 ま で ） に 限 り 、 現 行 の 予 防 給 付 の 訪 問 介 護 ・ 通 所 介

護によるサービス提供は可能となります（川崎市の総合事業サービ

ス利用は不可）。また、受け入れている要介護者が、区分変更や更

新申請により要支援者になった場合も同様の取り扱いといたします。  

５．訪問型サービス関係   

問５－１  総合事業の訪問型サービスについては、１週あたりのサ

ー ビ ス 単 位 が 新 設 さ れ る と あ る が 、 算 定 方 法 は 、 従 来

の介護予防訪問介護がどのように変更となるのか。  
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 基本的な考え方は従来の介護予防訪問介護同様となりますが、介

護予防サービス計画や介護予防ケアマネジメントにおける目標設定

等 に お い て 週 単 位 で の 計 画 を 可 能 と し 、 併 せ て 1日 の 最 大 提 供 時 間

を 60分までとしたものです。  

 た と え ば 、 『 週 １ 回 程 度 （ 週 60分 以 下 ） を 月 に 2週 の み 提 供 』 や

隔週毎に『週１回程度と週２回程度を組み合わせる』等も可能とな

ります。   

ま た 、 報 酬 算 定 に つ い て も 、 従 来 ど お り 『 計 画 上 に 位 置 づ け ら

れた単位数』を算定することとなります。  

 な お 、 週 の 利 用 回 数 や 1回 当 た り の サ ー ビ ス 提 供 時 間 （ １ 日 最 大

60分）については、従来の介護予防訪問介護同様、介護予防訪問サ

ービス計画（従来の介護予防訪問介護計画）に位置づけられるもの

となります。  

問５－３  総合事業の訪問型サービスについては、１週当たりのサ

ー ビ ス 単 位 が 新 設 さ れ る と あ る が 、 当 初 、 週 2回 程 度

（ 週 60分 超 120分 以 下 ） を 計 画 し て い た も の の 、 本 人 の

都 合 等 で 週 1回 程 度 （ 週 60分 以 下 ） の サ ー ビ ス 提 供 と な

った場合の取扱いはどのようにすればよいか。     

本 人 の 都 合 に よ り 、 介 護 予 防 訪 問 サ ー ビ ス 計 画 （ 従 来 の 介 護 予

防訪問介護計画）のサービス提供ができなかった場合でも報酬算定

については介護予防訪問介護同様、月の途中で変更する必要はあり

ません。  

た だ し 、 『 そ の 週 の サ ー ビ ス 利 用 実 績 が な か っ た 場 合 』 は 、 そ

の週は算定することはできませんので利用実績があった週の数で算

定してください。  

問５－７  総合事業の訪問型サービスについては、１週当たりのサ

ー ビ ス 単 位 が 新 設 さ れ る と あ る が 、 週 ２ 回 程 度 （ 週 60

分 超 120分 以 下 ） の 訪 問 が 必 要 な 方 で 、 ５ 週 あ る 月 に 、

月 初 や 月 末 が １ 日 し か な い 場 合 も 「 １ 月 に つ き 」 の 報

酬算定を行ってよいか。  

介 護 予 防 訪 問 サ ー ビ ス 計 画 （ 従 来 の 介 護 予 防 訪 問 介 護 計 画 ） に 位



220 

置づけらられた週の提供時間により算定を行ってください。  

例：５週ある月で要支援１の方  

１．月初の週の提供時間 60分以下  

【 A2 2411 ： 233単位×１回】  

２．他の週（ 4週）の提供時間 60分超 120分以下  

【 A2 2511： 233単位×２回×４回（週）＝ 233単位×8回】  

３．１＋２＝ A2合計  ２，０９７単位  

※この例の他、川崎市のホームページに掲載している「訪問型サー

ビス算定例（ A2）」を参照ください。  

６．通所型サービス関係   

問６－１  総合事業の通所型サービスについては、１回あたりのサ

ー ビ ス 単 位 が 新 設 さ れ る と あ る が 、 従 来 の 介 護 予 防 通

所介護がどのように変更となるのか。  

 基本的な考え方は従来の介護予防通所介護同様となりますが、介

護予防サービス計画や介護予防ケアマネジメントにおける目標設定

等 に お い て 1回 単 位 か つ 送 迎 ・ 入 浴 の 選 択 を 可 能 と し た 計 画 を 可 能

と す る も の で 、 併 せ て 1月 の 最 大 提 供 回 数 を 「 要 支 援 １ ・ 事 業 対 象

者は 5回まで」、「要支援２は 10回まで」としたものです。  

 たとえば、月 2回のみや隔週 1回の提供とすることや、隔週のみ入

浴を行うなども可能となります。  

 なお、報酬算定については、従来どおり『計画上に位置づけられ

た単位数』を算定することとなります。  

 ただし、これまで同様『該当する月にサービス利用実績がなかっ

た場合』は、その月の報酬算定を行うことはできません。  

問６－５  総合事業の通所型サービスについては、１回あたりのサ

ー ビ ス 単 位 が 新 設 さ れ る と あ る が 、 当 初 、 月 ４ 回 を 計

画 し て い た も の の 、 本 人 の 都 合 等 で 月 ２ 回 サ ー ビ ス 提

供となった場合の取扱いはどのようにすればよいか。  
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本 人 の 都 合 に よ り 、 サ ー ビ ス 提 供 が で き な か っ た 場 合 で も 報 酬

算定については介護予防通所介護同様、月の途中で変更する必要は

ありません。  

 ただし、『該当する月にサービス利用実績がなかった場合』は、

その月の報酬算定を行うことはできません。  

問６－６  総合事業の通所型サービスについては、１回あたりのサ

ー ビ ス 単 位 が 新 設 さ れ る と あ る が 、 要 支 援 １ の 方 で 、

毎 週 １ 回 の 利 用 を 予 定 （ 計 画 ） し て い る 場 合 は 、 月 の

週 の 数 や 曜 日 の 関 係 に よ り 、 あ る 月 は 『 １ 月 に つ き

（ ５ 回 提 供 ） 』 、 あ る 月 は 『 １ 回 に つ き （ １ ～ ４ 回 ） 』

の報酬算定になる場合があるということか。  

貴見のとおりです。  

問６－１９  ひと月の最大提供回数は事業対象者・要支援１は５回、

要支援２は 10回とのことだが、超えたサービス提供は

不可能ということか。  

報 酬 と し て 評 価 す る の は １ 月 に つ き 事 業 対 象 者 ・ 要 支 援 １ は ５

回、要支援２は 10回までとしており、超える分については自費利用

によるサービス提供は可能となりますが、川崎市総合事業サービス

と同様なサービスを提供する場合は利用者間の公平等の観点から不

合理な差額を設けてはならず、川崎市第１号事業支給基準額の「１

回あたり」と同等の金額を徴収する必要があります。  

問６－２３  総合事業の通所型サービスについて、事業所の都合に

より事業所の運営が休止した場合でも、計画上に位置

づけられた単位数を算定してよいか。  

事 業 所 の 都 合 に よ り 事 業 所 運 営 が 休 止 し て い る 場 合 に つ い て は 、

サービス提供の実施ができる状態ではないことから、算定はできま

せん。  
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問６－２６  本人都合等により、予め明らかに計画の回数が実施で

きないと把握している場合についても、当初の計画通

りの報酬算定でよいか。  

 貴見のとおりです。  

 ただし、本人都合で計画と利用実績に著しく差が生じている場合

等は、ご本人の心身の状態像や解決すべき課題等に変化があったと

考えられるため、計画の見直しを検討してください。  

 なお、１回あたりのサービス単位の新設は、問６－１の回答に記

載のとおり、計画の作成において、よりご本人の状況等に合わせた

計画（１回単位かつ送迎・入浴の選択）を作成することを可能とす

るために新設したものです。  

７．その他事項  

問 ７ － ２  認 定 有 効 開 始 期 間 開 始 年 月 日 が 平 成 28年 3月 以 前 の 日 付

の 要 支 援 者 が 、 本 人 の 希 望 に よ り 総 合 事 業 の サ ー ビ ス

を利用することは可能か。

要 支 援 の 方 が 総 合 事 業 の サ ー ビ ス 利 用 と な る の は 、 「 認 定 有 効

期 間 開 始 日 が 平 成 28年 4月 以 降 の 日 付 の 方 」 か ら と な り ま す の で 、

原 則 、 平 成 28年 3月 以 前 の 方 は 、 現 行 の 予 防 訪 問 介 護 ・ 通 所 介 護 の

利用となります。  

た だ し 、 本 人 の 希 望 に よ り 「 平 成 28年 3月 以 前 の 認 定 有 効 期 間 開

始日の要支援の方」を総合事業のサービスの利用者とする場合は、

「本人の希望であること」かつ「総合事業のサービス提供に必要な

各種契約書の締結」が行われる場合についてのみ、認定更新等によ

る 平 成 28年 4月 以 降 の 日 付 と な る こ と を 待 た ず に 総 合 事 業 の サ ー ビ

ス利用を行うことは可能となります。  

（ただし、月途中からの変更は不可）。  

こ の 対 応 を 行 う 場 合 は 、 再 度 、 予 防 訪 問 介 護 ・ 通 所 介 護 の 利 用

に戻すことはできなくなる点、特にご注意いただき、本人や家族の

理解の上、対応を行ってください。  
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１）介護予防訪問サービス生活援助特化型従事者研修について  

・将来的な介護人材の担い手不足の解消のため「川崎市介護予防訪

問サービス（生活援助特化型）従事者研修（以下「簡易研修」とい

う。）」制度を導入し、最低限度の知識等を習得し担い手となるこ

とで、訪問系サービスの潜在的な人材の掘り起こしの一役を担い、

介護人材のすそ野を広げ、限られた人材を有効活用できる仕組みを

作っていきます。  

【事業者側のメリット】  

・現在の訪問介護員に加えて簡易研修修了者も担い手の一役を担う

ことで、事業規模の拡大により事務コストの効率化。  

・簡易研修修了者が軽度者に対する生活援助の担い手になることに

より、今後増加する生活支援ニーズに対応し、さらに現行の訪問介

護員がより専門性の高い支援に重点をおくことができる。  

２）簡易研修カリキュラム等について  

①カリキュラムについて  

領

域  

項

目  

講義の項目  内容  履修時

間数  

講

義  

１  高 齢 者 を 支 え る 保 健 福

祉施策  

介 護 保 険 制 度 の 動 向

と 、 介 護 保 険 外 の サ ー

ビスについて  

６０分

２  サ ー ビ ス 提 供 の 基 本 的

視点  

秘 密 保 持 と 人 権 の 尊

重 、 基 本 的 態 度 、 自 立

に向けた支援  

３０分

３  介 護 （ ホ ー ム ヘ ル プ サ

ービス）概論  

生活援助の理解  ２０分

４  認知症について  認知症への理解  ６０分

実

技  

演

習  

５  利 用 者 の 理 解 と コ ミ ュ

ニケーション  

対人援助の技術と実技  ９０分

６  介護技術入門  緊急時の対応方法  ３０分

４  介護予防訪問サービス（生活援助特化型）従事者養成研修  
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【実習について】  

介護予防訪問サービス（生活援助特化型）として、サービス提供す

る場合は、研修修了後採用された事業者において「指定訪問介護の

生活援助中心」又は「指定介護予防訪問サービス」の同行訪問（最

低２回）が必須になります。  

②講師の要件  

・指定訪問介護事業所の管理者 (項目 1・ 2のみ ) 

・介護支援専門員 (項目 1・ 4のみ ) 

・サービス提供責任者の経験を有する者  

・訪問介護員で 3年以上かつ 540日以上の経験を有する者  

・認知症介護実践者研修修了者（項目 4のみ）  

３）指定申請について  

①研修実施機関について  

 指定訪問介護事業者で、研修実施機関として市の指定を受けた研

修機関（法人）となります。  

川 崎 市 介 護 予 防 訪 問 サ ー ビ ス （ 生 活 援 助 特 化 型 ） 従 事 者 養 成 研 修 機 関 の 指 定 の 流 れ 抜 粋  

『川崎市トップページ』⇒『くらし・手続き』⇒『福祉・介護』⇒

『高齢者・介護保険』⇒『介護保険制度』⇒『事業者入口』⇒『介

護予防・日常生活支援総合事業』  

http://www.city.kawasaki.jp/kurashi/category/23-1-11-3-13-0-0-0-0-0.html

総合事業に関する問合せ先： 0570-040-114 

受付時間： 8時 30分～ 17時 15分   

月～金曜日（祝日、 12/24～ 1/3を除く）  

５  川崎市介護予防・日常生活支援総合事業ホームページ  


